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はじめに 
 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェクト

ごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される分科会を研究評価委員会によっ

て設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価を行い、評価報告書案を策定の

上、研究評価委員会において確定している。 
 
本書は、「再生可能エネルギーの主力電源化に向けた次々世代電力ネットワーク安定化技

術開発」の中間評価報告書であり、NEDO 技術委員・技術委員会等規程第 32 条に基づき、

研究評価委員会において設置された 「再生可能エネルギーの主力電源化に向けた次々世代電

力ネットワーク安定化技術開発」 （中間評価）分科会において評価報告書案を策定し、第 77
回研究評価委員会（2024 年 8 月 8 日）に諮り、確定されたものである。 
 
 
 

2024 年 8 月 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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審議経過 

 
● 分科会（2024 年 6 月 24 日） 

公開セッション 
１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法について 
５．プロジェクトの説明 

非公開セッション 
６．プロジェクトの補足説明 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定 
１０．閉会 

 
● 第 77 回研究評価委員会（2024 年 8 月 8 日） 
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第１章 評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

１．評価コメント 
１．１ 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

本事業が目指している慣性力対策、短絡容量対策は、再生可能エネルギー大規模導入に

対応できる電力系統の実現に必要不可欠な技術開発であり、カーボンニュートラル実現に

寄与することが期待できるため、実施する意義は大きい。アウトカム達成までの道筋の工

程において、現時点で想定し得る外部要因や環境の変化については概ね適切に考慮されて

おり、慣性力不足の問題が顕在化する見通しと技術開発及び普及のスケジュール感も一致

している。 
また、知的財産・標準化に関して、開発技術の系統連系規程への反映は適切なオープン

戦略であり、同時にメーカコア技術等はクローズで進める等、概ね妥当な戦略となってい

る。 
一方で、事業終了後の実用化に向けては、開発技術の実装による効果等を様々なステー

クホルダーに向けて早期に発信することが望ましく、実施者以外の事業者との緊密なコミ

ュニケーション、働きかけについて、一層の積極的な取り組みを期待したい。特に事業終

了後に実系統での実証機による検証を想定している M-G セットについては、検証の準備

も進めていただきたい。 
また、実用化機器のコスト低減に係る取組みについても今後工夫することが重要であ

る。 
知財戦略においては、今後のビジネス展開を成功させるためにも、本事業の実施者以外

の事業者においても、出来るだけ支障なく本事業の成果を活用できるように、関係者間で

の議論を進めてより競争領域を明確化していくと共に、特許出願についても積極的な取り

組みを期待したい。 
 
１．２ 目標及び達成状況 

第 6 次エネルギー基本計画に基づいたアウトカム目標の設定は妥当であり、研究開発が

現状通り順調に進めば、アウトカム目標を達成するものと期待できる。アウトプット目標

も、実際に課題解決に向けた実装を行うために適切に目標設定が行われていると考えら

れ、機器の実用化開発は順調に進展していると理解できる。 
一方、足下で第 7 次エネルギー基本計画の議論も進む中、世界的に再エネ導入量の拡大

はさらに進むことが想定されるとともに、蓄電池の普及拡大など、電力設備の構成にも変

化が生じる可能性があるため、標準化や系統連系規程の整備の加速を意識する必要があ

る。また、地域グリッドの実現のためには規程等の整備が必要となるため、より早急な対

応を期待する。 
個々の開発技術の社会実装においては、他の対策手段とも比較し、経済性の観点を持っ

て、導入が望ましい適用対象（適用系統や対象電源等）を分かりやすく示していただくこ

とが望ましい。 
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研究発表等による成果の発信元が特定の実施者にやや偏っているように見えるので、事

業期間の後半においては、予算規模に応じた件数となるよう、積極的な取り組みを期待し

たい。また、再生可能エネルギー発電の導入圧力が高まっているアジアの国々に向けた情

報発信を強化すべきではないかと考える。 
 
１．３ マネジメント 

NEDO は現在に至るまで再生可能エネルギーの主力電源化に関する事業を推進してき

た経緯から最も適切な執行機関であり、実施者は大学、研究機関に加え、電気事業者と幅

広い領域から参加者を募っており、実用化・事業化を目指した体制となっている。また、

開発する技術はわが国の政策と密接に連携し、電力システム全体の安定性と再エネ導入拡

大に資するものであり、設定された目標を達成するためには多様な関係者の協力・連携が

必要であることから、本事業は委託事業として継続する事が適切であると判断される。 
検討委員会、WG 間の調整等、適宜実施されており、進捗状況に応じて適切な対応を実

施している。 
研究データの利活用に関しては、研究成果の社会への還元・帰属という観点から、また

多くの専門家の議論を呼び起こすという点においても、各種データ・モデル等に関する情

報公開が必要であり、実施者以外の専門家とのデータ共有を行う等、国費の有効利用や我

が国の研究力強化に努めていくことが期待される。 
また、アウトカム目標の達成に向け実施者間での連携や要素技術間での意見交換等を進

め、その結果として専門家人材の育成にもつながる事を期待する。 
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（参考）分科会委員の評価コメント 
１．１ 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

＜肯定的意見＞ 
・ 再生可能エネルギーを大量に導入するためには負荷急変時等の際に発生する系統

周波数の低下に対応するために慣性力の維持が必要である。 
・ 関連する機器メーカー等から積極的に意見収集が行われていることから、実装の際

に想定される様々な問題が解決されると見込まれる。このため、試作機の開発も順

調に進展すると想定される。 
・ 特許の帰属先は委託先であることから事業者の積極的な成果の普及が見込まれる。 
・ 再生可能エネルギー大規模導入に対応できる電力系統の実現に必要不可欠な技術

開発であり、政策との関係を含めて本事業の位置づけは明確である。 
・ アウトカム達成までの道筋の工程において、現時点で想定し得る外部要因や環境の

変化については概ね適切に考慮されている。 
・ オープン・クローズ戦略の領域設定は適切である。 
・ 本事業が目指している慣性力対策、短絡容量対策は、国の政策にも掲げられている

「再生可能エネルギーの主力電源化に向けた系統制約の克服」の中でも重要な要素

であり、カーボンニュートラル実現に寄与することが期待できるため、実施する意

義は大きい。 
・ 各研究開発項目とも、本事業終了後の自立化に向けた道筋が明確に示されている。 
・ 各項目とも、適切な検討・設定がなされている。 
・ 再生可能エネルギーの中でも太陽光発電や風力発電の大量導入と、それにともなう

慣性力の低下は世界的な課題であり、開発する技術は安定供給を前提としたさらな

る電力システムの脱炭素化に必須の技術である。電力システムという巨大かつ重要

なインフラに適用する技術の開発であり、多くのステークホルダーを巻き込んだ国

による実施が適切な技術開発である。 
・ 再生可能エネルギー発電の 2030 年の導入目標への貢献に向けて、2026 年の技術開

発完了は妥当な目標である。 
・ 開発技術の系統連系規程への反映は適切なオープン戦略であり、同時にメーカコア

技術等はクローズで進める等、妥当な戦略となっている。 
・ 非同期型再生可能エネルギー発電の増加に伴う慣性力の低下は国内のみならず世

界的な課題であり、課題解決に向けた技術開発は国内問題の解消に止まらず国際的

にも大きく貢献することが期待できる。特に GFM の開発は国際的にも競争になっ

ており、信頼性の高い GFM 型疑似慣性機能の開発は重要と考えられる。 
・ 電力広域的運営推進機関での検討でも慣性力不足の問題が顕在化するのは 2030 年

以降とされており、そうした見通しと技術開発及び普及のスケジュール感は一致し

ている。 
・ 競争領域にある知財管理は公開・非公開の区分が適切に行われていると考える。特

許についても可能なものは適切に特許取得を進めて頂きたい。 
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・ 同種あるいは類似の技術課題について、国内に限らず、海外の取り組みを調査し、

研究開発の動向を整理できている。それらに対する本事業の優位性をある程度主張

できており、また、本事業の重要性も理解できる。本事業は、再エネの導入拡大で

想定される技術課題（系統慣性力の不足など）の解決に直接寄与するもので、その

価値は外部環境の変化に依って変わるものではないと考えている。ただし、制度環

境、政策動向が技術要件に与える影響が大きいことから、それらを常に注視しつつ

今後も研究開発を着実に進めてほしい。 
・ 外部環境の変化を予測しづらい技術課題ではあるが、ポイントをおさえてできる限

り柔軟な対応を心掛ける様子が見て取れる。官民の役割分担も適切だと考える。 
・ 事業終了後までを見据えて競争・非競争領域、公開・非公開領域を設定し、それを

念頭に置いて研究開発を進めている。基本的には本事業の成果をオープンとする方

針にも好感が持てる。全体として、本事業における技術開発項目が、なぜその領域

に割り当てたといった点もある程度理解できる。 
 

＜問題点・改善点・今後への提言＞ 
・ 電力系統の慣性力の維持と同様に系統電圧の維持についても今後注力下さい。 
・ 実用化機器のコスト低減に係る取組みについても今後工夫することが重要である。 
・ 国際的な規格化のための積極的な取組みを今後期待したい。特許出願実績が低調で

ある。今後のビジネス展開を成功させるために特許出願を積極的に行ってください。 
・ 再生可能エネルギー普及状況や国内外の各種関連技術開発状況および社会動向の

変化が激しく、本事業期間中においても柔軟に対応する必要があることに留意頂き

たい。 
・ 事業終了後の実用化には実施者以外のプレーヤー（メーカ）が主体となることが必

須であることから、それらプレーヤーとの緊密なコミュニケーション、働きかけに

ついて、一層の積極的な取り組みを期待したい。特に事業終了後に実系統での実証

機による検証を想定している M-G セットについては、検証の準備も進めていく必

要がある。 
・ 知財戦略においては、今後の事業化の展開を見据えて、本事業の実施者以外の事業

者においても、出来るだけ支障なく本事業の成果を活用できるように、関係者間で

の議論を進めて競争領域を明確化していくと共に、特許出願についても積極的な取

り組みを期待したい。 
・ 疑似慣性 PCS 等の標準化、展開を確実に進め、普及拡大を強力に推進していただ

きたい。 
・ 本事業で明らかになった課題と解決策は、他事業者の開発が遅延しないように、か

つ、誤った解釈で開発しないように、公開と非公開領域を適切に仕訳けて展開して

いただきたい。 
・ 研究開発の後半に向け、費用対効果の視点を持って開発技術の社会実装への道筋を

検討されることに期待する。 
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・ 2030 年以降での顕在化が想定される慣性力低下への懸念が、今後の再エネ発電事

業への参入障壁とならないよう、開発技術の実装による効果等を様々なステークホ

ルダーに向けて早期に発信することが望ましい。 
・ 標準化の推進に向け、研究開発の後半において、学会論文発表の更なる推進等に期

待するとともに、オープン/クローズ戦略を担う専門家人材の育成のためにも、論文

発表等において実施者間での連携をさらに進める取り組みに期待したい。 
・ 再エネ導入地域グリッド実現に向けた研究開発は最も厳しい条件での短絡容量不

足問題の課題解決に向けた検討を行うものとされているが、地域グリッド以外での

短絡容量不足問題の解決に向けた方策を明示的に示す必要があるのではないか。 
・ 疑似慣性 PCS の開発、再エネ導入地域グリッド実現に向けた研究開発、M-G セッ

トの実用化開発いずれも普及が 2030 年以降とされている。一方で先行するイギリ

スでは FFR のトライアルが 2019 年に開始されているなど、日本は実用化が 10 年

遅れを取っており、実証でも構わないので実際に試用する試みも必要ではないか。 
・ 再エネ導入地域グリッド実現に向けた研究開発分野での知財管理分野が明確では

ないと思われる。 
・ 同種あるいは類似の技術課題について調査・整理できてはいるものの、現状では調

査・整理に留まる印象を受ける（どこにどのように反映しているのかが見えづらい）。

調査結果を、競合のみでなく協調可能性という視点でも整理し、本事業のさらなる

発展に繋げてほしい。 
・ 全体としてのオープン・クローズ戦略の主旨は理解できるが、より具体的な戦略の

設定も必要になると考える。例えば、詳細設計・アルゴリズムを競争・非公開領域

とする主旨は理解できるが、ある程度の情報を公開しなければ、開発技術の最適性

を主張することが難しくなる。今後は、非公開領域に含まれる技術の内容をより具

体化し、どの段階で非公開とするべきなのかまで検討してはどうか。 
・ 標準化戦略については、意見交換、連携といった内容に留まり、本事業からの働き

かけという視点が若干弱い印象を受ける。本事業は、多様なステークホルダーに関

わるため、内容によっては牽引するといった方向でも検討してほしい。 
 
１．２ 目標及び達成状況 

＜肯定的意見＞ 
・ 第 6次エネルギー基本計画に基づいた再生可能エネルギー発電の導入目標を達成す

るために大きく貢献できる。 
・ 機器の実用化開発は順調に進展していると理解できる。 
・ アウトカム目標設定は明確かつ適切であり、本事業の進捗・目標達成状況の把握に

有効である。 
・ アウトプット目標の設定は適切であり、中間目標は達成されている。 
・ 指標、目標値および達成時期のそれぞれが、理由・根拠と併せて、明示的に示され

ている。 
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・ 設定された中間目標に対して、現状の実績および達成見込みの判断根拠が明確に示

されており、適切に説明していただいた。各テーマで課題抽出を適切に行って、課

題解決のための検討を適切に行っている。 
・ 現時点で第 6 次エネルギー基本計画を参照したアウトカム目標の設定は妥当であ

る。 
・ 技術開発のハードルが高い分野であり、現時点での成果、および 2026 年の研究開

発の完了目標は、いずれも妥当である。 
・ 非同期型の再生可能エネルギー発電の導入拡大に伴う慣性力低下及び短絡容量不

足に伴う電力の安定供給への影響を解決するため、グリッドコードの整備を通じた

非同期型発電への疑似慣性機能の装備等、安定供給確保に必要な事業環境を整備可

能となると考えられる。本事業が行われなかった場合、慣性力不足の課題が顕在化

する恐れがあり、実際にイギリスでも電力品質が悪化しているところから、費用対

効果は適切であると考えられる。 
・ 慣性力不足が顕在化するのは 2030 年以降とされており、実際に課題解決に向けた

実装を行うために適切に目標設定が行われていると考える。疑似慣性 PCS の実用

化開発では GFM レファレンス機のラボ試験に到達しており、実用化に向けたスケ

ジュールは達成されていると考えられる。再エネ導入地域グリッド実現に向けた研

究開発では、目標としていた地域グリッドの課題抽出が適切に行われたと考えられ

る。M-G セットの実用化開発では再エネと蓄電池を伴う M-G セットシステムを開

発し、技術的特性の把握ができたと考えられる。 
・ 本事業は再エネ導入拡大のボトルネックを改善する取り組みで、各研究項目におい

て順調に成果を挙げている印象を受ける。研究開発が現状通り順当に進めば、アウ

トカム目標を達成するものと期待している。国内外で注目の高い技術課題を扱うと

いう性質上、アウトカム実現時のインパクトは大きいものと考えている。技術課題

の性質上、費用対効果を正確に試算することは難しいが、前身事業を元にできるか

ぎり具体的に数値を求め、示そうとする様子が伺える。 
・ 本事業の研究開発項目 I①、②、II のいずれも進捗の深刻な遅れなどは見られず、

多少の外部環境の変化であれば許容できるほどには順調に進んでいる印象を受け

る。現状では未達としている項目についても、原因を分析して中間目標達成までの

道筋を示している。ただし、制度環境、政策動向によっては前提条件が激変する可

能性もゼロではない技術課題であるため、そうした変化にも柔軟に対応できる環境

を構築・維持しつつ、今後も着実に技術開発を進めてほしい。 
 

＜問題点・改善点・今後への提言＞ 
・ 地域グリッドの実現のためには規定等の整備が必要であるが、具体的な内容が今回

確認されていないため、早急に対応頂きたい。 
・ 論文発表においては、本事業の予算規模を考慮すると、一流の国際論文誌を中心と

して相当な数の論文発表が求められる。知的財産権についても、知財戦略に基づい

1-6



 

 
 

て多数の特許を出願していくことが必要である。事業期間の後半においては、これ

らの戦略を再確認し、予算規模に応じた件数となるよう、積極的な取り組みを期待

したい。 
・ 費用対効果の試算に際し、インプットは本事業費用の総額のみであるが、本事業の

後に実運用化に際して必要になるコストについても試算額を明示されるのが望ま

しい。今後、エネルギー基本計画の見直しがあれば、適切に反映する必要がある。 
・ 現時点の暫定要求仕様案では抽象的な点もあり、今後の課題検討、検証、ステーク

ホルダーとの意見交換を通じて誤解が生じないよう、より明確化していくことが望

ましい。最終的には、GFM、S-GFL、M-G セットおよび他の対策手段を比較し、

導入が望ましい適用対象（適用系統や対象電源等）を分かりやすく示していただく

ことが望ましい。 
・ 足下で第 7 次エネルギー基本計画の議論も進む中、世界的に再エネ導入量の拡大は

さらに進むことが想定されるとともに、蓄電池の普及拡大など、電力設備の構成に

も変化が生じる可能性があるため、標準化や系統連系規程の整備への貢献の加速を

意識するとともに、個々の開発技術の社会実装においては適材適所で経済性の観点

を持ってアウトカム目標への貢献を検討することが望ましい。 
・ 開発技術の社会実装に向けて、メーカーへの技術移転も意識して進める事が望まし

い。 
・ アウトカム目標が「第 6 次エネルギー基本計画」における 2030 年の再生可能エネ

ルギー発電の導入目標である 36～38%の達成に貢献する。」と一般的なものである。

またグリッドコード整備は事業環境整備、広域的停電回避は結果、電力品質維持は

結果であり、各種要件の関係性が分かりにくいと思われる。 
・ アジアの国々は GAFA 等による高い再生可能エネルギー購入意欲に伴って、欧米

政府から再生可能エネルギー発電の導入圧力が高まっている。これらアジアの国々

は日本での再生可能エネルギー発電導入拡大に対する取り組みを知りたがってお

り、そうした国々に向けた情報発信を強化すべきではないか。 
・ 一定数の論文投稿、研究発表が報告されているものの、事業規模に対して十分であ

るかには若干の疑問を覚える。また、成果の発信元が特定の機関にやや偏っている

ように見える。非公開領域に含まれる項目をより具体化し、発信できる内容につい

ては発信する、という方向性も探ってはどうか。 
 

１．３ マネジメント 
＜肯定的意見＞ 
・ NEDO は現在に至るまで再生可能エネルギーの主力電源化に関する事業を推進し

てきた経緯から最も適切な執行機関であるといえる。実施者は再生可能エネルギー

に関する研究開発の推進ならびに機器開発に実績がある組織であり、社会実装の実

現が大いに見込まれる。 
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・ 所望の性能を有する機器を開発するためには民間企業だけでは目的を達成するこ

とができない。設定された目標を達成するためには多様な関係者の協力・連携が必

要であり、本事業は委託事業として継続する事が適切であると判断される。 
・ 各 WG における研究開発に係る議論が定期的に実施されると共に全ての WG の代

表者が一同に会する連携打ち合わせ会議が適宜実施されていることから研究開発

の進捗管理が適切に実施されている。 
・ 外部有識者を含めたワーキンググループ会合の開催および複数ワーキンググルー

プでの情報交換会を積極的に行うなど、短・中期目標とスケジュールおよび実施方

法は適切である。 
・ 公共財である電力系統を対象とし、また再生可能エネルギー大規模導入へ対応する

ための技術開発という、わが国の政策と密接に連携したものであり、さらに将来的

に、新たに新規市場創出を図るものであることから、委託事業として 実施継続する

ことが適切である。  
・ 外部有識者を含めたワーキンググループ会合の開催および複数ワーキンググルー

プでの情報交換会を積極的に行うなど、短・中期目標とスケジュールおよび実施方

法を適宜見直し、適切に実施されている。 
・ 実施者は大学、研究機関に加え、電気事業者も参加しており、実用化を目指した体

制となっている。WG 相互間の連携や外部有識者を交えた検討委員会も実施されて

おり、PL、SPL を中心として各実施者の進捗、実施方法を適切にマネジメントでき

る体制となっている。 
・ 今後の電力の安定供給とカーボンニュートラル実現の両立に貢献する重要な事業

であり、民間企業単独では取組むことができない多様なステークホルダーの協力が

必要な研究開発であるため、本事業を継続して進めていく社会的意義は大きい。 
・ WG 間の活動のすみ分け・連携事項を適切に整理のうえで連携されている。 
・ 多くの実施者が様々な技術開発に取り組むプロジェクトであるが、それぞれの役割

を明確にし、適切にマネジメントされている。 
・ 開発する技術は電力システム全体の安定性と再エネ導入拡大に資するものであり、

公共性の観点から継続が適切である。 
・ 海外調査を含め外部環境の変化や様々な技術開発動向をフォローしており、それら

の知見が今後の研究開発に活かされると期待できる。 
・ 電気事業者、研究機関及びメーカー等でプロジェクトが構成されており、適切な技

術力、実用化・事業化能力を有していると判断することができる。 
・ 多様な利害関係者との調整が必要であるため本事業は民間のみで実施するのは困

難であり、委託事業として実施することは適切と考える。また事業化の道筋も明確

に示されていると考える。 
・ 検討委員会、WG 間の調整等、適切に実施されており、同期調相機の検討も組み込

む等、適切に開発計画の見直しが実施されているものと判断することができる。 
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・ 本事業は、再エネ導入拡大におけるボトルネックを改善する取り組みで、執行機関、

実施者のいずれも適切と考える。指揮命令系統や責任体制にも目立つ問題は見られ

ない。幅広い領域から参加者を募っており、実用化・事業化を目指した体制となっ

ている。 
・ 特に問題と感じる内容は無く、適切と判断している。 
・ 各ワーキンググループ内で情報共有がなされており、進捗状況に応じて適切な対応

を実施している様子がうかがえる。 
 

＜問題点・改善点・今後への提言＞ 
・ 国際的な学術論文誌への論文掲載や各種国際会議における研究成果の発表を積極

的に行う事が推奨される。 
・ 事業規模を考慮すれば、研究成果の社会への還元・帰属という観点から、また多く

の専門家の議論を呼び起こすことなどから、各種データ・モデル等に関する情報公

開が必要である。近年は各種リポジトリやデータ共有サーバーが普及しており、モ

デルやプログラム等を研究者間で共有して検証を行ったり、それらを活用して効率

的に研究を進めていくスタイルが一般的である。本事業においても、それら共有サ

ーバーを活用して実施者以外の専門家とのデータ共有を行ったり、事業成果の社会

への還元等を進めるとともに、国費の有効利用や我が国の研究力強化に努めていく

べきである。 
・ 本事業によって開拓・創出される得る市場に参入するプレーヤーを想定し、それら

のプレーヤーとの連携を図っていくことを期待する。 
・ 研究開発計画推進について要素技術間での連携については、特段、問題は見当たら

ないが、実用化等に向けた展開の検討といった研究開発の波及・将来的な展開の検

討については、要素技術間での意見交換等が有効である。 
・ 専門性の高い技術領域であり、アウトカム目標の達成に向け実施者間での連携を進

め、その結果として専門家人材の育成につながる事を期待する。 
・ 慣性力不足の対策技術として、本研究開発で取り組む以外の技術についても協調技

術と捉えて、費用対効果を踏まえた適材適所での全体最適となるよう、開発技術の

得手不得手を見極めていくことに期待する。 
・ ワーキンググループ内での協力体制を築けている印象を受ける反面、ワーキンググ

ループ間の関係が若干弱いのではないかという印象を受ける。扱うテーマの違いに

依る部分もあるとは思うが、それぞれの研究項目がどの部分で協調し、アウトカム

目標に対して貢献するのかをもう少し強調してほしい。 
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２．評点結果 
 

評価項目・評価結果 各委員の評価 評点 

1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

 (1)本事業の位置付け・意義 A A A A A B 2.8 

(2)アウトカム達成までの道筋 B B A B B A 2.3 

(3)知的財産・標準化戦略 B B A A B B 2.3 

2．目標及び達成状況 

 (1)アウトカム目標及び達成見込み A A B B B A 2.5 

(2)アウトプット目標及び達成状況 B B B A B B 2.2 

3．マネジメント 

 (1)実施体制 A B A A A A 2.8 

(2)受益者負担の考え方 A A A A A A 3.0 

(3)研究開発計画 A A A A A B 2.8 

 

≪判定基準≫ 

A：評価基準に適合し、非常に優れている。  

B：評価基準に適合しているが、より望ましくするための改善点もある。 

C：評価基準に一部適合しておらず、改善が必要である。  

D：評価基準に適合しておらず、抜本的な改善が必要である。  

（注）評点は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が数値に換算・平均して算出。 
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第２章 評価対象事業に係る資料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 
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「再生可能エネルギーの主力電源化に向けた 

次々世代電力ネットワーク安定化技術開発」

（STREAM） 

 

研究開発項目１ 疑似慣性 PCS の実用化開発 

研究開発項目２ M-G セットの実用化開発 

 

 

事業原簿【公開版】 

 

担当部 

国立研究開発法人 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 

スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 
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概 要 

最終更新日 2024 年 5 月 24 日 

プロジェクト名 

NEDO プロジェクト名：再生可能エネルギーの主力電源化に

向けた次々世代電力ネットワーク安定化技術開発

（STREAM プロジェクト） 

METI 予算要求名称：再生可能エネルギーの大量導入に向

けた次世代型の電力制御技術開発事業 

プロジェクト番号 P22003 

担当推進部/ 

ＰＭｇｒまたは担当者 

及び METI 担当課 

（担当推進部） 

2022 年 6 月~現在      ：スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 

 

（プロジェクトマネージャー：ＰＭｇｒ） 

西林 秀修（2022 年 6 月~現在） 

 

（担当者） 

前野 武史（サブＰＭｇｒ、2022 年 6 月～2023 年 3 月） 

小笠原 有香（サブＰＭｇｒ、2023 年 4 月～現在） 

吉田 拓未（2022 年 6 月~現在） 

小河原 竜一（2022 年 7 月~現在） 

佐々木 雄一（2022 年 6 月~2024 年 3 月） 

藤田 悟（2023 年 4 月~現在） 

門吉 宣幸（2022 年 6 月~2024 年 2 月） 

知念 竜希（2024 年 3 月~現在） 

串間 洋喜（2022 年 6 月~現在） 

山本 航介（2023 年 4 月～現在） 

村上 真一（2024 年 4 月~現在） 
 

０．事業の概要 

2020年10月の臨時国会において、2050年カーボンニュートラル実現を目指すことが宣言され、さらに

2021 年 10 月に閣議決定された「第 6 次エネルギー基本計画」において、2030 年再生可能エネルギー

（再エネ）比率 36～38％程度の実現が示される等、再エネ導入拡大の重要性は高まる一方である。

再エネの導入拡大のために、「第 6 次エネルギー基本計画」では、「第 5 次エネルギー基本計画」に引き続

き、「再生可能エネルギーの主力電源化」に向けた「系統制約の克服」が示されており、研究開発によって

実現することに大きな期待が寄せられている。 

 本事業では、NEDO「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク安定化技術開

発」で得られた成果を踏まえ、最新の技術動向及び政策動向を把握し、将来の電力系統の技術的な課

題及び制度的な課題までを見据えた上で、以下の研究開発項目のとおり、慣性力低下対策の実用化及

び新たな課題である短絡容量の低下に関する技術開発を行うとともに、開発成果が適切な効果を発揮す

ることを小規模な系統において検証する。 

 

研究開発項目 1：疑似慣性 PCS の実用化開発 

配電系統が主なターゲットとなる電流制御方式（GFL）および電圧制御方式（GFM）の疑似慣性

PCS について、慣性機能と単独運転検出機能が両立する機器を開発する。また、電力変換装置

（PCS：パワーコンディショナー）から生じる事故電流は回転系発電機よりも小さく、事故を適切に検出で

きないおそれがあることから、事故電流の供給機能などの解決策について検討し、必要な機能を開発する。

また、開発した疑似慣性 PCS が複数台導入された際にも、安定的に動作することを小規模な系統におい

て検証し、系統連系規程などへの反映に必要となるデータを取得する。 

 

研究開発項目 2：M ｰ G セットの実用化開発 
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再エネおよび蓄電池を接続した M-G セットを開発し、系統事故時などでも従来の回転系の発電機と同

様な挙動を示し、電力系統の安定化に貢献することを検証する。具体的には、再エネの出力が急激に減

少する場合や、蓄電池の充放電を高速に実施する場合、M-G セットの電動機 M 側の系統における過電

圧、過電流などにより再エネおよび蓄電池が運転停止しないことを検証する。さらに蓄電池などを有効活用

することで、基幹系統での地絡事故発生時の蓄電池による電力を急減させる制御など、既存の同期発電

機にはない系統安定化制御についても検証する。 

 

１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

 

1.1 本事業の位置

付け・意義 

本事業により、再エネ主力電源化に向けた系統制約を克服し、「再エネ大量導入」､「電力インフラのレ

ジリエンス向上」に貢献する。 

第６次エネルギー基本計画」における 2030 年の再生可能エネルギー発電の導入目標である 36～

38％程度の実現に向けて、本事業で開発した基盤技術等について、フィールド実証等を経てシステムとし

て確立し、各電力系統に導入していく。 

 

1.2 アウトカム達成

までの道筋 

本事業の成果から国内においては系統連系規程等の国内規程に反映することで、再生可能エネルギー

の更なる導入拡大を推進し、第６次エネルギー基本計画に定められた再エネの電源構成比率 36～

38％程度（2030 年（令和 12 年））を実現する。また、事業終了後、開発装置の更なる高機能化

や低コスト化、実用化技術の成熟、装置の普及促進を進める。 

 

1.3 知的財産・標

準化戦略 

本事業の目的は政府の方針である再生可能エネルギーの導入拡大に対する基盤技術の普及であり、

成果に関しては公開を基本とする。その中で、事業者は NEDO と協力し積極的に“成果の普及”や“標準

化施策等”を進める。研究開発項目１においては、系統連系規程等への反映に必要となるデータを取得

し、必要に応じて、系統連系規程等の反映案を作成する。 

また、公開領域においても利権化を進めるために、可能なものは特許取得する。本事業で得た知見

（実証データ含む）は、メーカのコア技術や取引に係る競争領域のため、内部で蓄積し、国内外の市場

獲得時に優位性を発揮するためのノウハウとして活用する。 

 

２．目標及び達成状況 

 
2.1 アウトカム目標

及び達成見込み 

本事業は、「第６次エネルギー基本計画」における 2030 年の再生可能エネルギー発電の導入目標で

ある 36～38％程度の実現に貢献するために実施する。具体的には、本事業の成果が系統連系規程や

系統連系技術要件等のグリッドコードに反映され、国内で標準化されることを通じて、開発装置の更なる

高機能化や低コスト化、各電力系統への装置の普及が進められ、広域停電の回避や電力品質の維持を

しつつ上記アウトカム目標を達成することに貢献する。グリッドコードや認証試験法、JEMA 規格などを考慮

し、各分野の有識者の方々から委員会を通じて意見をいただきながら進めるため、委員会の委員やオブ

ザーバに、資源エネルギー庁や電力広域的運営推進機関、送配電網協議会の他、日本電気工業会

（JEMA）や太陽光発電協会（JPEA）などの業界団体も含み、実用化に向けた関係者と協調する体

制を整備している。目標が達成出来た場合の CO2 削減効果は約 9,200 万トン/年（排出原単位

0.470kg-CO2/kWh で算出）となる。 

 

 
2.2 アウトプット目標

及び達成状況 

「研究開発項目 1：疑似慣性 PCS の実用化開発」では、再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課

題に対する対策方式の検討等を行うとともに、海外調査や有識者等の意見を参考に試験・評価する視点

から GFM の実用化に求められる要求仕様案を検討し、ラボ試験項目案を策定した。 

GFM の基本機能（慣性応答等）と事故時運転継続機能等の両立が実現可能か否かを優先的に

試験しつつ、ラボ試験ではメーカ特有の挙動を把握し系統連系試験の課題を抽出した。系統模擬試験で

は配電系統に接続した際の特有の課題を抽出し、系統連系要件及び要求仕様等に反映すべき点を明ら

かにする試験項目を選定した。また、PHIL 試験による様々な系統擾乱を再現し、系統擾乱時のプロトタ

イプ機の挙動を確認する環境構築の初期的検討を完了した。 
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「研究開発項目 2：M ｰ G セットの実用化開発」では、電圧低下試験、周波数低下試験（単体試

験）により、各機器（M-G セット、同期調相機、蓄電池）の基本的特性を把握した。また、制御系等の

動作確認により、M-G セットの技術的成立性を検証するとともに、M-G セット、同期調相機の各種試験

（系統事故試験ほか）を実施し、一部試験では、データ分析と考察を実施した。 

 

３．マネジメント 

  3.1 実施体制 

経産省担当原課 
経済産業省資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギーシステ

ム課 

プロジェクトリーダー 

・プロジェクトリーダー 

上村 敏  

電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部 研究統括室 配電分野統括 

地域グリッド研究戦略担当（兼）ENIC 研究部門 副研究参事 

 

・サブプロジェクトリーダー： 

馬場 旬平 

東京大学大学院 新領域創成科学研究科 先端エネルギー工学専攻 教授 

プロジェクトマネー

ジャー 
スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 主任研究員 西林 秀修 

委託先 

 

研究開発項目１ 疑似慣性ＰＣＳの実用化開発 

東京電力ホールディングス（株）、東京電力パワーグリッド（株）、 

（一財）電力中央研究所、（国研）産業技術総合研究所、 

広島大学、北海道大学、東京大学、環境エネルギー技術研究所（株）、 

三菱電機（株）、沖縄電力（株）、（株）ネクステムズ 

再委託先：香川大学、早稲田大学、（一財）電気安全環境研究所、呉工業

高等専門学校 

 

研究開発項目２ Ｍ－Ｇセットの実用化開発 

（一財）電力中央研究所、東京工業大学 

 

 

3.2 受益者負担の

考え方 

 

 

事業費推移 

(単位:百万円)  

(委託) 

主な実施事項 2022fy 2023fy 2024fy  

研究開発項目 1   

 

 

研究開発項目 2   

 

 

会計・勘定 2022fy 2023fy 2024fy 総額 

特別会計 

（需給） 
2,037 2,988 3,305 8,329 

開発成果促進財源 - - - - 

総 NEDO 負担額 2,037 2,988 3,305 8,329 

設計・試作 

インバータの設計・試作 

検証 

改良 

検証 
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3.3 研究開発計画  

 

情勢変化への対

応 

○研究開発項目１及び研究開発項目２において、疑似慣性 PCS/仮想同期機の試験設備導入や各

種検証を効率的に進めるためは、既存の研究成果や各項目で得られた知見を両項目にて最大限取り

入れることが重要であることから、当初、研究開発項目１にて開催予定としていた「検討委員会」につい

ては、2022 年度に議論を実施し、2023 年度以降は研究開発項目２に関する計画及び成果に関す

る議論も合わせて行い、課題やアプローチの共有化による効果的な連携を追及する体制としている。 

○系統慣性低下対策や電力系統品質確保等に関する、海外（欧州、米国、豪州）の研究開発状況

などについて、現地ヒアリング調査等を実施し、最新動向の情報を収集し、本事業での開発の方向性検

討の参考にしている。 

○国内外の関係学会等に参加し、関連する最新の研究開発動向についての情報収集を実施している。 

○米研究機関（国立再生可能エネルギー研究所 NREL）との意見交換会を開催し、系統慣性低下

対策（GFM、GFL 等）の開発状況や対策装置の導入状況などについて情報収集した。 

○競合技術の検討として、火力の同期調相機化に関して、2024～2025 年度に FS 調査を実施するよ

う調整中。 

中間評価結果へ

の対応 
― 

評価に関する 

事項 

事前評価 2021 年度実施 担当部 スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 

中間評価 2024 年度実施 

終了時評価 2027 年度実施予定 

別添  

 

投稿論文 2 件 ※その他、研究発表・講演 23 件 

特 許 0 件 ※著作権 2 件 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

○NEDO にて、ミッションイノベーションのシンポジウムでの講演や IEEE ウェビナー発表など、その他個別の

打合せ等での本事業の取り組みについて広報を実施している。 

○実施者にて、本事業の研究開発成果について、国内外の学会等への論文投稿・発表（電気学会全

国大会・部門大会、ICPEE2022、ISGT Asia 2023 等）や講演会・セミナー（JEMA 講演会、電

力技術懇談会、マイクログリッド研究会 等）での講演・発表などを多数実施し、成果のＰＲを行ってい

る。 

○米で検討中である UNIFI 仕様書案（Specifications for Grid-forming Inverter-based 

Resources Version 1)に対して、NEDO にて実施者の意見を取りまとめ、意見交換を実施した。 

基本計画に関する事

項 

作成時期 2022 年 3 月 作成 

変更履歴 - 
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プロジェクト用語集 

AVR Automatic Voltage Regulator、自動電圧調整装置。発電機の運転状態が

変動しても、その 端子電圧をあらかじめ設定された基準電圧に維持するため、励磁

電流を調整する装置をいう。無 効電力制御、負荷遮断時の発電機電圧上昇の

抑制、系統安定化の向上等に機能を発揮す る。（電気学会技術報告 第 977 

号 「給電用語の解説」） 

BTB Back to Back の略。非同期連系もしくは周波数変換装置。交直変換器を背合

わせに接続した設備で、交流を直流変換した後、交流に戻す動作をする。 

CVCF Constant Voltage Constant Frequency の略。 

インバータの制御方式の一つで、電圧と周波数を一定に保持する。 

DG Diesel Generator の略。ディーゼル発電機。 

DGR Directional Ground Relays の略。地絡方向継電器(67G) 

DR Demand Response の略。需給調整のため、需要家側の電力使用を抑制する

よう電力消費パターンを変化させること。 

EMS Energy Management System の略。エネルギーマネジメントシステム。 

需給バランス維持や、蓄電池 SOC の上下限制約順守などを目的として、需給デー

タの計測と予測、電源・負荷の運用計画立案と制御を行う。 

EVT Earthed Voltage Transformer の略。接地形計器用変圧器。 

非接地系統において、零相電圧の計測および、設置端の DGR 動作に必要な地

絡電流を流す目的で設置される装置。GPT とも呼ばれる。 

FIT Feed in Tariff の略。固定価格買取制度。 再エネ発電電力を固定価格で買い

取りする制度。 

FRT Fault Ride Through の略。系統擾乱時における運転継続性能の意。 

FRT 要件として、系統連系規程（JEAC9701）に「電力品質を確保するために

必要となる系統擾乱時の分散型電源の運転継続性能の要件」が定められている。 

GFL（Grid Following）イン

バータ 

系統追従型インバータ。制御により電流源のように振る舞うインバータ。慣性低下対

策機能等系統安定化機能を有するものを含む。 

GFM（Grid Forming）イン

バータ 

系統形成型インバータ。 制御により電圧源のように振る舞うインバータ 

GOOSE Generic Object Oriented Substation Events 通信の略。 

変電所監視制御システムに関する国際規格である IEC 61850 で規定された、高

速かつ高信頼性の通信を実現する伝送方式。主に IED 間の、イーサーネットを介し

た状変イベントデータの交換に利用される。 

GR Ground Relay の略。地絡過電流継電器(51G) 

IBG 

インバータ電源 

Inverter Based Generator(もしくは、Inverter-Based Generator)の略。 

インバータにより電力系統へ連系される電源。蓄電池も含む。 

IBR 

インバータ型資源 

Inverter Based Resource（もしくは、Inverter-Based Resource）の略。 

インバータにより電力系統へ連系される電源および蓄電池。HVDC 回路、FACTS 

機器、無効電力補償装置も含む。  
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IEC International Electrotechnical Commission の略。 

電気工学、電子工学、及び関連した技術を扱う国際的な標準化団体。 

IEC61850 IEC の技術専門委員会（TC：Technical Committee）である TC57 によっ

て策定された国際標準であり，電力設備自動化に必要な通信ネットワークとシステ

ムについて規定。  

IED Intelligent Electronic Device の略。多機能型の保護制御装置であり、保護、

監視制御、通信、計測、記録等の機能を有する。多くの場合，同期フェーザ計測

装置（PMU）としても動作する。 

IEEE Institute of Electrical and Electronics Engineers の略。 

米国の電気・情報工学分野の学会・標準化団体。 

MG Microgrid の略。地域マイクログリッド。 

OVGR Over Voltage Ground relay の略。地絡過電圧継電器(64) 

PCS Power Conditioning System の略。パワーコンディショナ。 

太陽光発電などによる直流の発電電力を交流に変換し、系統連系するための装

置。直流を交流に変換するインバータ機能、系統異常時の保護機能などを備える。 

PCS（Power Conditioning 

Subsystem） 

インバータおよび保護装置（系統連系用）が一体になった，再エネ設備や蓄電池

を系統に連系するための装置 

PMU Phasor Measurement Unit の略。同期フェーザ計測装置。GPS 等の時計装

置と高精度に同期し，電力系統における電圧電流のフェーザおよび任意の計測値

を監視情報ともにリアルタイム伝送を行う装置。 

PPA Power Purchase Agreement の略。電力購入契約。 

R-GOOSE Routable GOOSE。GOOSE を UDP プロトコルにマッピングすることにより，ルー

ティングを可能にした伝送方式 

SOC State of Charge の略。 蓄電池の充電残量を示す指標。 

満充電を 100%、完全放電を 0%で表す。 

SSO Subsynchronous oscillation（または Sub-synchronous oscillation）の

略。 

共振安定性とコンバータ起因の安定性を合わせた動揺現象の総称。 また，商用

周波数以下の動揺周波数である。 

STATCOM STATic synchronous COMpensator の略。 

自励式変換装置を用いて無効電力を補償する装置。自励式 SVC、SVG とも呼

ばれる。 

SV 情報 Supervisory 情報の略。機器動作状態等の遠隔監視情報。 

TM 情報 TeleMeter 情報の略。電圧・電流値等の遠隔測定情報。 

VCT Voltage and Current Transformer の略。計器用変圧変流器 

Volt-var 制御 インバータの出力制御方式のひとつ。電圧計測値と基準値との偏差に応じた無効電

力を出力する制御 

WAMPAC Wide Area Monitoring, Protection and Control の略。 

各変電所から収集した様々なデータを用いて、その広域系統の状態に最適な保護

制御を行う。  



 

用語集-3 

 

ZPD Zero-Phase Potential Device の略。 

非接地系統における零相電圧の計測用の装置。 

アンチワインドアップ制御 制御系において積分要素の出力側に飽和要素がある場合に、積分要素の出力が

飽和要素における上下限を超えて増大し続けてしまうワインドアップ現象を解消する

ための制御。積分要素の出力から、飽和要素の上下限を超過した成分を差し引く

ような働きを持つ。 

位相角安定性 相互接続された同期機が定常状態において同期を維持する能力および大小の擾

乱に晒された後に同期状態に復帰する能力。対象とする時間領域や擾乱の大きさ

により過渡安定性、小擾乱位相角安定性に区分される。 

インラッシュ 変圧器等を充電した際に発生する過渡的な大電流。励磁突入電流と同義。 

オフグリッド 一般送配電事業者の電力系統から切り離され、独立運転している電力系統 

回転慣性 電力系統（送電系統や配電系統のほか、需要家構内の系統も含む）に連系する

同期機およびタービンなどの発電プラントの回転体が持つ慣性。 

過渡安定性 系統に加わる擾乱が比較的大きい場合で、非線形性の影響が大きくかつ、擾乱か

らの経過時間が短い領域の安定性をいう。 

ガバナ（調速機）  発電機の回転速度を負荷の変動のいかんにかかわらず、一定の回転速度を保つよ

うに、動力である蒸気および水量を自動的に調整する装置 

ガバナゲイン 発電機に備わるガバナの入出力比 

慣性応答 同期機および原動機の慣性エネルギーに由来する，外乱発生の瞬間に始まる電気

出力の変化 

慣性低下対策機能 系統慣性の低下により生じる問題の解決に資するインバータ制御機能 

慣性低下対策 PCS 慣性低下対策機能を有する PCS 

擬似慣性 系統連系インバータ型資源の制御により模擬する同期機に相当する慣性 

系統安定化機能 基幹系統を中心とする系統全体の安定運転に資する機能。慣性低下対策機能を

含む。 

系統安定化機能付き GFL（S-

GFL) 

慣性低下対策機能に加え基幹系統の安定化に必要な制御機能（例：電圧維

持機能）を有する GFL 

系統安定化装置 発電機の出力変化やタービン回転数の変化などを用いて、発電機の自動電圧調整

装置に補助入力信号を与え、擾乱発生後の電力動揺を抑制する装置をいう 

系統安定性 物理的外乱に対しシステム全体が平衡状態を回復する電力系統の能力。（平衡

状態の回復において実用的に影響の無い範囲の系統や設備の状態変化は許

容）。 系統安定性の中には、位相角安定性、電圧安定性、周波数安定性など

がある。 

系統慣性  電力系統に連系する発電、負荷、その他の機器が有する慣性の総和。一般に，回

転慣性と実効慣性の総和のいずれの意味でも用いられている。本事業においても，

特に回転慣性の総和か実効慣性の総和かを明示する必要がない場合，この用語

を用いることがある。 

ゲートブロック インバータ装置において、パワー半導体素子のスイッチング動作を停止すること 

実効慣性 電源／負荷脱落時の RoCoF の抑制に実効的に寄与する慣性。回転慣性の他、

負荷特性や制御の寄与分が含まれる。 
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従属電源設備 主電源設備が担う電気の供給を補完し、地域独立系統内の電圧及び周波数を

維持するために、地域独立系統運用者が運用する需給調整システム（ＥＭＳ）

で主電源設備（電圧源）と共に直接制御される発電設備又は電力貯蔵装置の

うち電流制御形の電源（電流源）。 

従来型インバータ 

(従来型 GFL) 

系統安定化機能を持たず、擾乱時にも一定の電流・電力を出力し続けようとする

GFL インバータ 

周波数低下最小値 イベントに対する周波数変化における最小値。 

周波数変化率 周波数変化率（df/dt）。周波数変化率の表記として df/dt と RoCoF は同等と

考えられるが，本事業では表現上，この量を制御に用いる場合には df/dt の表記

を，系統応答の評価に用いる場合には RoCoF の表記を，それぞれ優先して用い

る場合がある 

主電源設備 地域独立系統の電圧及び周波数を維持する目的で、地域独立系統運用者が運

用する需給調整システム（ＥＭＳ）で直接制御される発電設備又は電力貯蔵装

置のうち電圧制御形の電源（電圧源） 

需要側慣性 需要家側の発電・負荷設備に由来する系統慣性への寄与分を指す用語。精度よ

く定量的に把握する手段は確立していない。 

小擾乱位相角安定性 平衡運転状態にある電力系統にきわめて微小な擾乱が加わったときに、動揺が収ま

りもとの状態に戻るか否かの安定性をいう 

制動定数（または制動係数） 運動や振動に逆らう抵抗力を作用させて，それらを減衰させる程度（大きさ）を表

す値 

ソフトスタート 出力電圧を徐々に増加させることで、起動時のインラッシュを抑制する電源始動方

式 

単位慣性定数  定格速度において回転体が保有する運動エネルギーの 2 倍を定格容量で除したも

の（新田目）であり、この場合広く M と表記される。単位は[s]である。これに対し、

運動エネルギーをそのまま定格容量で除した H も定義され（Kundur）用いられて

いる。これらには M=2H なる関係がある。 

新田目倖造「電力系統技術計算の応用」，P. Kundur「Power System 

Stability and Control」 

短絡容量比  系統の任意地点にインバータ型資源を連系した際の電圧強度を示す指標。系統側

特性を示す短絡容量を，接続を想定する機器の定格出力で割ったもの。この短絡

容量は，その地点の平常時系統電圧と短絡電流の積。同期発電機において定義

される短絡比（Short Circuit Ratio）とは異なる。  

デロード運転 風力発電装置への風速に対する最適(最大)出力から発電出力を予め制限して発

電する運転  

転送遮断機能 変電所遮断器の遮断信号を、専用通信線や電気通信事業者の専用回線で伝送

し、発電設備等設置者の連系用遮断器を動作させる機能 

同期化力 自ら電圧を確立し、系統と電気的な繋がりを持って負荷変動等に生じる回転数

（位相）の差に応じて電力を出力することで回転数の差を無くし、並列運転を継

続しようとする能力 

特異値分解 多数のデータから特徴的な要素を抽出するにあたって、高次元データの特徴を保持

したまま低次元のデータに変換する数理的手法の一つ。 
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発電機間動揺 同期機の動特性に基づき同期機間で発生する固有振動現象 

パレート最適解 複数の指標を最適化する問題（多目的最適化問題）において、ある一つの指標

を「より良く」しようとすると残りの指標のどれかは必ず「より悪く」なってしまうような、指

標間のトレードオフを示す解のこと。 

ブラックスタート ブラックアウトの状態から、外部電源より発電された電気を受電することなく、停電解

消のための発電を行うこと 
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１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

1.1. 本事業の位置づけ・意義 

（１）政策的な重要性 

2020 年 10 月の臨時国会において、2050 年カーボンニュートラル実現を目指すことが宣言され、さらに 2021 年 10

月に閣議決定された「第６次エネルギー基本計画」において、2030 年再生可能エネルギー（再エネ）比率 36～38％程

度の実現が示される等、再エネ導入拡大の重要性は高まる一方である。再エネの導入拡大のために、「第６次エネルギー

基本計画」では、「第５次エネルギー基本計画」に引き続き、「再生可能エネルギーの主力電源化」に向けた「系統制約の

克服」が示されており、研究開発によって実現することに大きな期待が寄せられている。 

 

 

図 1 2030 年度における電力需要・電源構成の見通し 

出典：2030 年度におけるエネルギー需給の見通し（第 6 次エネルギー基本計画 関連資料）（資源エネルギー庁、2021 年 10 月） 

 

（２）我が国の状況 

我が国では、再エネが順調に導入されており、2012年から2019年の間に、水力を除く再エネの発電量は約3倍以上、

再エネ比率は2019年で18％に急拡大しており、系統制約の克服が強く望まれている。系統による制約は、①送電線の空

き容量の不足、②需要と供給のバランスの維持、③系統の技術的な安定性の確保の3つに大別され、①送電線の空き容

量の不足の解決に向けて、2019年度からNEDO「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク安定

化技術開発」において、日本版コネクト＆マネージ（ノンファーム接続）に関する研究開発が実施されている。また、②需要
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と供給のバランスの維持及び③系統の技術的な安定性の確保に関する事項についても、当該NEDO事業において、電圧・

周波数の瞬間的な変動を調整する慣性力の低下対策（疑似慣性機能付きのPCS（Power Conditioning 

System）開発）や配電系統の潮流・電圧制御技術について、2021年度までに基礎的な研究開発を終了した。しかし、

特に、慣性力について実用化を見据えた研究開発は未実施であり、再エネの大量導入に伴って、回転系の発電設備が減

少すると電力系統は瞬間的な大きな変動に耐えられず大停電に至るおそれがあることから、慣性力を確保する技術の重要

性が高まっている。 

また、電力広域的運営推進機関の勉強会や送配電網協議会のロードマップにおいて、再エネ主力電源化に向けた今後

の技術的課題として、短絡容量の低下が示されているが、具体的な研究開発はまだ行われていない状況にある。 

 

図 2 再エネ比率増大時の周波数制御に与える影響 

 

（３）世界の取組状況 

世界的にも、再エネの導入が進み、系統制約克服の研究開発が進められている。例えば、欧州では、Horizon 2020の

MIGRATEプロジェクトで、慣性力関連の研究開発プロジェクトを実施している。また、米国においてもエネルギー省が主導す

るGrid Modernization Initiativeでは慣性力を含めて、将来の電力ネットワーク構築に関する包括的な技術開発が行

われている。 

 

（４）本事業のねらい 

本事業では、前事業であるNEDO「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク安定化技術開

発」で得られた成果を踏まえ、最新の技術動向及び政策動向を把握し、将来の電力系統の技術的な課題及び制度的な

課題までを見据えた上で、慣性力低下対策の実用化及び新たな課題である短絡容量の低下に関する技術開発を行うとと

もに、開発成果が適切な効果を発揮することを小規模な系統において検証する。 

 

1.2. アウトカム達成までの道筋 

 本事業では、将来の系統慣性の低下や短絡容量の低下の課題に対応し、カーボンニュートラル実現へ貢献するため、「高

圧連系用慣性低下対策PCSの実用化」、「再エネ導入地域グリッドの実現」、「M（Motor）-G（Generator）セットの
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実用化」を見据える。本事業の成果を基に、系統連系規程等の国内規程に反映することで、慣性低下対策PCSの実用

化を推進し、開発装置の更なる高機能化や低コスト化等を通じて装置の普及促進を進め、後述のアウトカム目標を実現す

る。また、地域グリッドにて構成される機器・システム・ツールについて技術的な要件を整理し、規程・ガイドラインの整備を行っ

た上で、再エネ導入比率の高い地域グリッドの普及・拡大に資する。さらに、本事業で開発し評価を実施したM-Gセットにつ

いては、本事業で得られた成果を用いて、関係機関や系統運用者、メーカに働きかけを行い、事業終了後、実系統での実

機クラスを用いた実証試験を行うことで、M-Gセットの実用化を確実なものとして推進し、後述のアウトカム目標を実現する。 

 

図 3 アウトカム達成までの道筋 

1.3. 知的財産・標準化戦略 

本事業の目的は政府の方針である再生可能エネルギーの導入拡大に対する基盤技術の普及であり、成果に関して公開 

（オープン）を基本とする。その中で、事業者はNEDOと協力し積極的に“成果の普及”や“標準化施策等”を進める。 

開発技術を系統連系規程等に反映することなどによる標準化や通信方式などの標準化を進めるとともに、学会論文発

表を積極的に推進する。疑似慣性PCSの実用化開発においては、PCSの仕様やロジックを可能な限り公開した上で模擬

系統試験を進め、必要なデータを取得した上で系統連系規程等に取得データを活用する。他方、改定した日本の連系規

程が関税障壁にならないよう、IEEE等との連携も視野に推進する。 

権利化のため特許出願も狙う。知財について、法令に基づき、原則すべて委託先に帰属とする。ただし、開発する疑似慣

性PCS（GFM）に関して、慣性機能等の主たる部分に関する権利化はしない前提とし、権利化する場合は無償公開等

を前提とする。 

本事業で得たこれらの知見（実証データ含む）は、メーカコア技術や取引に係る競争領域のため、内部で蓄積し、国内

外の市場獲得時に優位性を発揮するためのノウハウとして活用する。 
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２．目標及び達成状況 

2.1. アウトカム目標及び達成見込み 

本事業は、「第６次エネルギー基本計画」における2030年の再生可能エネルギー発電の導入目標である36～38％程

度の実現に貢献するために実施する。 

 

 

図 4 アウトカム目標の設定及び要件 

本事業の主な研究開発対象である疑似慣性PCSや、再エネと蓄電池を伴う同期電動機を組み合わせたM-Gセットは、

系統慣性低下対策機器として有力な候補となりうるものの、適用実績が無いものである。本事業での検討成果を通じ、以

下のアウトカム達成に向けた３つの要件が満たされ、実用化・社会実装が行われることで、アウトカム目標の達成に貢献す

る。 

表 1 アウトカム目標の達成見込み 
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グリッドコードや認証試験法、JEMA規格などを考慮し、各分野の有識者の方々から委員会を通じて意見をいただきなが

ら進めるため、委員会の委員やオブザーバに、資源エネルギー庁や電力広域的運営推進機関、送配電網協議会の他、日

本電気工業会（JEMA）や太陽光発電協会（JPEA）などの業界団体も含み、実用化に向けた関係者と協調する体制

を整備している。目標が達成出来た場合のCO2削減効果は約9,200万トン/年（排出原単位0.470kg-CO2/kWhで算

出）となる。 

 

なお、前事業「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク安定化技術開発／研究開発項目①

－2 慣性力低下に対応するための基盤技術の開発」（以下、「前事業」）では、需給シミュレーションを行うことで、慣性低

下対策PCS（＝慣性低下対策装置）の導入による運用費削減効果、出力抑制量削減効果、CO2排出量削減効果を

試算している。評価期間は2030～2040年度、評価対象は「北海道」、「東地域」、「中西地域」の3エリアとし、それぞれで

試算を行った結果を合算し、慣性低下対策装置を導入しないケースと導入するケースの二つのケースを比較することにより日

本全体での効果を試算したものである。具体的な前提条件は当該事業の事業原簿1と成果報告書を参照されたい。 

本試算は一定条件下での試算結果であり、効果の絶対値についてはあくまで参考値であるものの、慣性低下対策装置

の普及により、系統慣性を維持するための火力の出力が減少し、運用費（燃料費＋起動費）の低減効果（図 5）や

再エネ出力抑制量の低減効果（図 6）もアウトカムとして一定程度見込まれることを明らかにしている。 

 

 

図 5 慣性低下対策装置導入による運用費削減効果の推移[億円] 

 

 
1 「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク安定化技術開発／研究開発項目①－2 慣性力

低下に対応するための基盤技術の開発」事業原簿 https://www.nedo.go.jp/content/100951842.pdf 

https://www.nedo.go.jp/content/100951842.pdf
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図 6 慣性低下対策装置導入による出力抑制量削減効果の推移[TWh] 
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2.2. アウトプット目標及び達成状況 

本事業では、前事業で得られた成果を踏まえ、慣性力低下対策の実用化及び新たな課題である短絡容量の低下や再

エネ拡大に伴うその他課題に対応するため、「研究開発項目１ 疑似慣性 PCS の実用化開発」として①疑似慣性 PCS

の実用化開発（WG1）及び②再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発（WG2）並びに

「研究開発項目２ M-G セットの実用化開発」（WG3）を実施する。 

本事業終了後、実効的な影響力を持つ系統連系規程・ガイドラインや関連法規類に成果を反映することや対策機器の

社会実装を速やかにできることを念頭に、下表のようにアウトプット目標を設定している。 

研究開発項目 中間目標（2025 年３月） 最終目標（2027 年３月） 

１ 

疑似慣性 PCS

の実用化開発

（WG1） 

・疑似慣性 PCS の試作を通じ、単独運

転検出機能や事故電流供給機能の実

現方法を確認し、要求仕様としてとりまと

める。 

・各電圧階級において、無効電力注入機

能の必要性について整理する。 

・とりまとめた要求仕様を踏まえ、単独運

転を求められる時限（低圧 1 秒以内・

高圧 3 秒程度以内）で遮断できること、

事故電流を検出できること、系統電圧を

維持できることを検証し、系統連系規程

への反映に必要となるデータを取得する。 

・必要に応じて、系統連系規程等の反映

案を作成する。 

再エネ導入地域

グリッドの実現に

向けた課題解決

に関する研究開

発（WG2） 

・地域グリッドの実現に必要な机上検討や

計算機シミュレーション、検証試験などに

必要な課題を整理する。 

・机上検討や検証試験、実測データの調

査等により、対策方式・対策ツールを開

発する。 

・地域グリッドに関する課題抽出、個々の

対策技術（機器、システム、手法）の開

発を完了する。 

・2025 年度以降、新たに必要な課題が

見つかった場合はその課題を整理し、検

討手法やツールを開発する。 

・技術的な要件を整理するとともに、推奨

されるマイクログリッドの構成や運用方法を

示し、それらをガイドラインや法規類に反

映するための検討を行う。 

 

 

2 M-G セットの実

用化開発

（WG3） 

・再エネと蓄電池を伴う M-G セットシステ

ムを開発し、仮想同期機(VSG)や同期

調相機等とともに基幹系統等での連系

運転及び系統事故時に適切な動作を

行うことを検証する。 

・M-G セット、VSG、同期調相機に、複

数の疑似慣性 PCS を連系した際にも、

系統事故時に適切な動作を行うことを検

証する。 

・必要に応じて、系統連系規程等の反映

案を作成する。 

研究開発項目１においては、中小容量の太陽光や蓄電池が多数連系するローカル・配電系統を、研究開発項目２に

おいては、大容量風力や大容量蓄電池が連系する基幹系統（主に広域系統の安定化、接続系統の電圧安定性）を対

象に対策技術の検討を進める。また、WG1 においては、周波数安定性に加え、位相角安定度や電圧安定性等の課題を

考慮し、ローカル・配電系統に疑似慣性 PCS を導入した場合の上位系統への影響や効果のほか、共通基盤としての瞬時

値・実効値解析手法の検討も実施する。さらに WG2 では、再エネ主力電源化に向けた設備形態の変化を見据え、再エ

ネ主力電源化が進む地域グリッドや離島を対象として、再エネ主力電源化に伴う課題の網羅的な洗い出しと課題解決にか

かわる検討を行う。 
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各研究開発テーマ（WG：ワーキング）のアウトプット目標の達成状況は下表のとおり。 
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研究開発 

テーマ（WG） 

中間目標 

（2025年３月） 

成果（実績） 

（2024年6月） 
達成(見込み) 

疑似慣性PCS

の実用化開発 

（WG1） 

・疑似慣性PCSの試作を通じ、単

独運転検出機能や事故電流供

給機能の実現方法を確認し、要

求仕様としてとりまとめる。 

・各電圧階級において、無効電力

注入機能の必要性について整理

する。 

【蓄電池】 

海外調査等を参考に暫定のユースケースおよび要求仕様案を整理した。前事業で明らかにした課題を

踏まえた仕様案に基づきプロトタイプを開発した。シミュレーション及びミニモデル試験等の設計開発段階に

おいては、概ね期待どおりの性能が実現可能であることを確認した。 

 

【PV】 

基本制御についてFREA試験にて確認し、力率運転、FRT時における運転継続、周波数変化に対す

るDroop特性、無効電力制御、電力制御等の基本動作について確認した。 

 

海外調査等を参考に要求仕様案に対する評価試験項目の素案を整理した。試験項目は、GFMの

基本機能（慣性応答等）と事故時運転継続機能等を優先課題に定め、ラボ試験はメーカ特有の単

機の挙動を把握し系統連系試験の課題を抽出、系統模擬試験では配電系統に接続した際の特有の

複合的な課題を抽出する試験項目を選定した。2024年度に実施予定の試験により、系統連系要件

及び要求仕様等に反映すべき点を明らかにしていく。 

○ 

2025年3月に

達成見込み 
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再エネ導入地域

グリッドの実現に

向けた課題解決

に関する研究開

発（WG2） 

・地域グリッドの実現に必要な机

上検討や計算機シミュレーション、

検証試験などに必要な課題を整

理する。 

・机上検討や検証試験、実測

データの調査等により、対策方式・

対策ツールを開発する。 

・地域グリッドに関する課題抽出、

個々の対策技術（機器、システ

ム、手法）の開発を完了する。 

宮古島系統変電所等実測データ(電圧・電流値、有効・無効電力等)の分析を行った。国内地域グリッ

ドにおける系統構成、システム構成、運用方法等を調査した。 

地域グリッド系統の技術的課題について送配協にて検討した課題とも整合をとり、一部の課題について

電中研赤城での確認検証試験やシミュレーションにより、地域グリッド運用で懸念される現象を再現した。 

課題の整理に資する系統解析ツールを調査し、課題を整理するための解析環境を整備した。  

 

来間島と国内地域グリッドにおける系統構成、システム構成、運用方法等の調査結果や海外調査結

果を参考にして、課題に対しての対策方式を検討。 

対策手法の妥当性の確認のため、短絡・地絡事故シミュレーション、需給シミュレーション、一部の対策

方式の検証試験を行った。 

検討した対策方式による装置・システムを設計し、単体試験を行った。 

離島系統の実測データなどを参考に，回転型主電源サポートシステムで対応可能な範囲を整理した。 

また、対策が施された地域グリッドの構築に必要となる，需要想定，地域グリッドを設計するための最適

化手法を開発した。 

 

電中研赤城にて課題抽出試験を行い、また一部の対策方式の試験を行った。対策装置・対策システム

を設計し、各種試験を行った。 

地域独立運転時において、主電源の需給調整に最大限貢献できるよう、MG-EMSからのDR指令に応

じて需要家側蓄電池の定格放電を可能とするようソフト改良を行った。台風時の停電等により来間島

MGの地域独立運転を実施した場合に、対策技術に役立てるべく地域独立運転時のデータを実測した。 

○ 

2025年3月に

達成見込み 

M-Gセットの実

用化開発

（WG3） 

・再エネと蓄電池を伴う M-G セッ

トシステムを開発し、仮想同期機

(VSG)や同期調相機等とともに

基幹系統等での連系運転及び系

統事故時に適切な動作を行うこと

を検証する。 

S-GFL/GFM インバータについて、メーカからの技術提案内容をベースに、予定している試験内容を踏ま

えて機器仕様ならびに制御ロジックを決定した。S-GFL インバータは現地調整・試験を’24/6 月に導入が

完了した。 

 

計測制御インタフェースについては、M-G セット側における計測制御の基本機能を既製品により実現した

装置と、その対向相手となる変電所模擬装置および給電制御所模擬装置を先行導入し、各装置の基

本性能(伝送量、処理時間)を確認した。また、分散配置が予想される M-G セット等の過渡的な特性を

○ 

2025 年 3 月

に達成見込み 



 

2‐8 

 

同一時間軸で比較・分析するため、各要素機器の計測データの時刻を高精度に同期させるための機能

を、計測制御インタフェースに具備した。 

 

電圧低下試験，周波数低下試験（単体試験）により、各機器（M-G セット、同期調相機、蓄電

池）の基本的特性を把握した。 

制御系等を含む動作確認により、M-G セットの技術的成立性を検証した。  

M-G セット、同期調相機の各種実験（系統事故試験ほか）を実施し、一部試験では、データ分析と

考察を実施した。 
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３．マネジメント 

3.1. 実施体制 
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NEDO の基本計画において「研究開発項目１ 疑似慣性ＰＣＳの実用化開発」、「研究開発項目２ Ｍ－Ｇセット

の実用化開発」の２つの研究開発課題を設定し、2022 年度に公募を実施して実施者（委託先）を決定した。 

本事業に求められる技術的成果及び政策的効果を最大化させるため、NEDO スマートコミュニティ・エネルギーシステム部

主任研究員 西林秀修をプロジェクトマネージャーに任命し、プロジェクトの進行全体を企画・管理し、一般財団法人 電力

中央研究所 グリッドイノベーション研究本部 研究統括室配電分野統括 地域グリッド研究戦略担当（兼）ENIC 研究

部門 副研究参事 上村敏氏をプロジェクトリーダー、国立大学法人東京大学大学院 新領域創成科学研究科 先端エ

ネルギー工学専攻 教授 馬場 旬平氏をサブプロジェクトリーダーとして、実施者を主導していただきつつ研究開発を推進し

ている。 

本事業を効率的かつ効果的に推進するにあたっては、検討委員会及び WG（ワーキンググループ）を設置し、各分野の

外部有識者や専門家等に御参加いただき、幅広い意見・示唆を得て研究開発へ反映していく体制を構築している。検討

委員会と WG は、それぞれ年 2 回の開催とし、実施者が事務局として運営している（表 2）。 

 

表 2 本事業の進捗管理体制 

 

 

特に、研究開発項目１（WG1）及び研究開発項目２（WG3）において疑似慣性 PCS/仮想同期機の試験設備

導入や各種検証を効率的に進めるためは、既存の研究成果や各項目で得られた知見を両項目にて最大限取り入れること

が重要であることから、当初、研究開発項目１にて開催予定としていた「検討委員会」については、2022 年度に議論を実

施し、2023 年度以降は研究開発項目２に関する計画及び成果に関する議論も合わせて行い、課題やアプローチの共有

化による効果的な連携を追及する体制としている。 

また、WG 間の活動の情報共有や、主に PCS に関連する検討においての連携内容、実施方法等の協議・調整を行う

個別の打合せも実施している。特に、WG1 で行う数値シミュレーションによる回転機の挙動や、WG3 におけるアナログシミュ

レータでのインバータの挙動などを相互に参照し、評価を補完するなど、より一般性のある知見獲得に向けて、検討段階から

情報共有を図っていく。なお、研究開発項目間のすみ分け・連携（PCS に関連するもの）についての整理は、「添付資料」

として本事業原簿後方に添付している。 

3.2. 受益者負担の考え方 

本事業は、「第６次エネルギー基本計画」における 2030 年の再生可能エネルギー発電の導入目標である 36～38％

程度の実現に貢献するために実施するものである。他方、本事業には多様なステークホルダーの協力が必要であり、また、政

策と連携しつつ、今後の電力の安定供給や公平な新規市場創出に貢献するものである。そのため、民間が自主的に実施

することが困難であり、NEDO の委託事業として実施する。 
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3.3. 研究開発計画 

本事業は、2022 年度から 2026 年度までの 5 年間の計画で実施する。 

中間評価時期は 2024 年度、終了時評価時期は 2027 年度とし、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当

該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 
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４．目標及び達成状況の詳細等 

4.1. 研究開発項目 1：疑似慣性 PCSの実用化開発 

4.1.1. 高圧連系用慣性低下対策 PCS の実用化開発 

（１）研究開発の概要 

慣性低下対策 PCS に関する、（１）開発、（２）評価試験、（３）導入効果、影響評価の３つの実施項目を推

進し、実用化に向けた研究開発を実施する。 

実施項目は、実機の開発・評価試験に基づく標準機器要求仕様及び標準試験法の検討とシミュレーションに基づく導入

効果、影響評価の検討を実施し、相互に情報共有を行うことにより、慣性低下対策 PCS の実用化を目指すとともに社会

実装に必要となる系統連系規程等への反映に必要なデータを取得する。 

実機の開発・評価試験については、前事業で得られた実用化に向けた課題等も踏まえて開発を行い、実用化時の系統

連系試験を想定したラボ試験、実規模の配電系統における模擬系統試験、試作機の改良の開発サイクルを複数回実施

することにより、効果的に開発を行う。 

 

図 7 慣性低下対策 PCS の実用化に向けた開発・評価試験の概要 
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（２）研究開発の目標と根拠 

研究開発サブ

テーマ 
中間目標 最終目標 根拠 

慣性低下対策

PCS の開発 

無効電力注入機能等の必要

性を整理するとともに、慣性低

下対策 PCS の試作等を通

じ、実用化に求められる要求

仕様案を明らかにする。 

慣性低下対策 PCS の試験を通

じ、慣性機能と単独運転検出機

能等の両立が実現可能な方法

を検証するとともに必要なデータ

を取得し、要求仕様にとりまとめ

る。 
実機の開発・評価試験に基づく標準機

器要求仕様及び標準試験法の検討と

シミュレーションに基づく導入効果、影響

評価の検討を実施し、相互に情報共

有を行うことにより、慣性低下対策

PCS の実用化を目指すとともに社会実

装に必要となる系統連系規程、要求

仕様案、試験項目等への反映に必要

なデータを取得するため。 

慣性低下対策

PCS の評価試験 

慣性低下対策 PCS 試作機

の評価試験を通じ、実用化お

よび既存の系統連系試験法

の課題を抽出し、新たに追加

する必要がある試験項目・系

統連系要件を取りまとめる。 

慣性低下対策 PCS 試作機の

評価試験を通じ、新たに追加す

る要件と既存要件の整合性を確

認し、実用化に必要な試験項

目・系統連系要件を取りまとめ

る。 

慣性低下対策

PCS の導入効

果、影響評価検

討 

慣性低下対策 PCS が導入さ

れた系統の安定性解析技術

を開発する。また、将来の電

力系統のシナリオをとりまとめ

る。 

慣性低下対策 PCS の導入によ

る系統安定性への影響を明らか

にする。また、とりまとめた将来の

電力系統のシナリオに基づいた系

統計算および需給計算により、

将来の慣性低下対策 PCS 導

入効果を定量的に評価する 

海外動向調査 

GFM の実用化、および再エネ

地域グリッドの技術適用検討

に関する海外動向調査結果

を整理し、適宜、①および②

の検討に反映するとともに、本

事業の進捗状況を勘案して

翌年度以降の調査トピックお

よび調査対象を選定する。 

選定した調査トピックおよび調査

対象に関する海外動向調査を

実施するほか、5 か年の調査で

得られた諸外国における取り組み

を整理し、我が国における実用

化検討に反映する。 

慣性低下対策 PCS の実用化を志向

する本事業において、実用化に向けて

検討が進められている諸外国の動向を

正確に把握し、我が国における実用

化・展開に向けた検討を進めていくこと

が重要であるため。 
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（３）研究開発のスケジュールと予算、実施体制 

〇スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業項目 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 

①高圧連系用慣性低下対
策PCSの実用化に向けた技
術開発 

     

① －（１）慣性低下対策

PCS の開発 

 

１ 慣性低下対策 PCS の設

計・仕様等 

1)蓄電池向け機能実装に向

けた検討 

①要求仕様検討 

 

②詳細設計検討 

 

2)太陽光発電向け機能実装

に向けた検討 

 

２ 慣性低下対策 PCS の実

機製作 

1)蓄電池向け慣性低下対策

PCS の実機製作 

 

2)太陽光発電向け慣性低下

対策 PCS の製作 

 

３ 慣性低下対策 PCS の標

準機器仕様検討 
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事業項目 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 

① －（２）慣性低下対策

PCS の評価試験 

 

1 評価手法検討 

1)評価指標検討 

 

2)慣性低下対策 PCS のラボ

試験環境による評価手法の

検討 

 

3)慣性低下対策 PCS の模

擬試験系統による評価手法

の検討 

 

4)認証試験との整合性に関

する検討 

 

２ 慣性低下対策 PCS の試

験・評価 

1)慣性低下対策 PCS のラボ

評価試験 

 

2)模擬試験系統による評価

試験 

 

３ 慣性低下対策 PCS の標

準試験法検討 
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〇予算 

本テーマの予算は、「再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発」と合わせて以下のとおりとなっ

ている。 

 

研究開発項目 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 合計 

疑似慣性 PCS

の実用化開発 
15.8 24.3 25.4 23.6 13.4 102.5 

 

 

〇実施体制 

本テーマの実施体制は、「再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発」（WG2）と合わせて以

下のとおり。 

 

  

（単位：億円） 
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（４）テーマごとの目標達成状況と成果の内容 

 

① 慣性低下対策 PCSの開発（東京電力ホールディングス、東京電力パワーグリッド、産業技術総合研究所、電

力中央研究所、環境エネルギー技術研究所） 

 

中間目標 

（2025 年３月） 

【蓄電池】無効電力注入機能等の必要性を整理するとともに、慣性低下対策 PCS の

試作等を通じ、実用化に求められる要求仕様案を明らかにする。 

【PV】実機製作とラボ試験を通じてインバータの安定運転確認と FRT 及び単独運転検

出機能の基本機能を明らかにする。 

成果 

(2024 年 6 月) 

【蓄電池】海外調査等を参考に暫定のユースケースおよび要求仕様案を整理した。前事

業で明らかにした課題を踏まえた仕様案に基づきプロトタイプを開発した。シミュレーション

及びミニモデル試験等の設計開発段階においては、概ね期待どおりの性能が実現可能で

あることを確認した。 

【PV】基本制御について FREA 試験にて確認し、力率運転、FRT 時における運転継

続、周波数変化に対する Droop 特性、無効電力制御、電力制御等の基本動作につ

いて確認した。 

達成度（見込み） ○    (2025 年 3 月に達成見込み) 

達成の根拠／解決方針 

【蓄電池】暫定の要求仕様案を作成し、ステークホルダーとの意見交換を実施中であり達

成の見込みである。無効電力注入機能等の必要性の整理については、現行の運用に適

用するため力率一定制御が可能な構成とすることを要求することとした。 

【PV】今年度 PCS の基本動作を確認し、来年度 PV 用 GFM の制御の改良、出力抑

制設定回路の作成および単独運転検出の対応が予定通り見込めるため。 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達 

 

■シナリオ検討を参考とした慣性低下対策 PCS 導入の全体像 

慣性低下対策 PCS 導入の系統全体での位置付けとしては、今後同期機が減少し、風力や蓄電池、PV 等の IBR が

増加することから、IBR に慣性機能を持たせることが合理的と思料される。一定程度の大規模なシステムの構築が効率的で

ある、大規模な発電所の建設が経済的であるため、特別高圧系統から導入が進むものと想定されるものの、再エネの連系

量が多い配電系統においても導入可能な慣性低下対策 PCS の検討を進めることとする。また配電系統に慣性低下対策

PCS を導入した場合において、現状で明らかになっている課題としては FRT 時における過電流停止、瞬時電圧低下復帰

時の電流動揺、単独運転防止機能との両立が挙げられる。今後、配電系統に連系される慣性低下対策 PCS の要求仕

様を明らかにするために、将来の電源構成などのシナリオを参考とするとともに、配電系統におけるユースケース(慣性低下対

策 PCS の所有者、用途、連係方法、設置目的、想定容量等)を広域機関のグリッドコード検討会の資料等を参考としつ

つ、検討を進める。これらのシナリオ・ユースケースの検討を踏まえつつ、配電系統に連系される慣性低下対策 PCS のラボ試

験、模擬系統試験およびシミュレーション等を実施し、更なる課題抽出について検討を進め、要求仕様へフィードバックするこ

とで、配電系統に連系される慣性低下対策 PCS の開発を進めることとする。 
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①.1 慣性低下対策 PCSの設計・仕様等 

①.1.1 蓄電池向け機能実装に向けた検討 

① 要求仕様案検討 

GFM および S-GFL の各々の役割については、次のように整理する方針とした。GFM については前 NEDO 事業では慣

性応答領域等における対策技術であると整理したことを踏まえつつ、海外文献を参考として改めて整理をすることとした。一

方で S-GFL については、前事業において高速周波数応答(Fast Frequency Response、以下 FFR)領域における対

策技術と位置付けたことを踏まえ、海外の FFR 要件を参考に整理をすることとした。要件整理にあたっては、一般的な要件

を整理した後に、配電系統に連系される場合においても対応可能とするための要件を整理していく方針とした。中間目標に

記載の無効電力注入機能等の必要性の整理については、現行の配電系統の PCS においては力率一定制御方式を採用

していることから、現行の運用に適用するため力率一定制御が可能な構成とすることを要求することとした。要求仕様案につ

いては今後 JEMA、メーカ、送配電網協議会、WG2、WG3 関係者と意見交換を実施していくこととする。 

 

A) GFM 

海外諸国の GFM への要求事項を参考とし、下記に暫定の要求仕様案を整理した。海外機関としては英国の

National Grid、オーストラリアの AEMO、欧州の ENSTO-E および ACER、米国の UNIFI および ESIG を参考とした。 

 

一般要件 

電源の動作領域内での定常運転状態（非擾乱系統状態）および系統擾乱（電圧振幅、電圧位相角、周波数の擾

乱を含む）の発生時に、個々のユニット端子において、物理的なリアクタンスの背後で電圧源として動作すること。指定した

有効電力及び無効電力（もしくは力率一定制御）により連続運転可能なこと。 

 

周波数維持/慣性応答 

ユニットの電流制限を超えない限り、ユニット端子における過渡的な周波数偏差を低減させる能力があること。低減させる

能力とは、同期機と同等の慣性応答等を模擬することで系統擾乱時にほぼ瞬時に有効電力を提供すること。また、系統擾

乱後に有効電力が適切に減衰するように設計すること。 

 

電圧位相維持能力  

ユニットの電流制限を超えない限り、ユニット端子における過渡的な正相電圧位相角もしくは電圧振幅が変化する際、内

部電圧源の電圧位相角及び振幅を維持する能力があること。その維持能力とは、同期機と同等の電圧制御を模擬するこ

とで系統擾乱時にほぼ瞬時に有効電力および無効電力を提供すること。また、上記に加えて定常的には力率一定制御が

可能なこと。ただし、将来に備えて力率一定制御は無効化できること。 

 

電力品質  

高調波流出電流：ユニットの高調波流出電流を総合電流歪率 5%、各次電流歪率 3%以下とすること。 

高調波耐量：継続協議 

電圧フリッカ対策：ユニットの電圧フリッカレベル(ΔV10)を 0.23V 以下に維持すること。 

 

保護協調  

既存の系統連系規程（JEAC9701）に準拠。 

また、将来を見据えた単独運転の影響・効果を検討中。 
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インバータ起因の不安定性への対応 

不安定性回避：系統または他の発電機等に損害を与える可能性がある過渡の相互作用を引き起こさないように設計され

ていること。 

共振問題の回避：電力系統に新たな不安定な振動モードを導入しないこと。送電線の直列補償装置等の容量性リアクタ

ンスに関連した低周波共振を助長することがないこと。ケーブル等の容量性リアクタンスに起因する高周波共振およびユニット

の制御相互作用に起因する共振を助長しないこと。" 

  

低 SCR 運転能力 

定常時および系統擾乱時のいずれの場合にも非常に低い短絡比（SCR）の下で安定的に動作すること。また、システム

強度（SCR、系統擾乱時の周波数変化率 RoCoF、事故除去後の安定運転を確保するための短絡故障の臨界クリア時

間 CCT、系統への電流注入の変化に対する電圧の変化率などの指標）を保ち、系統擾乱の発生に対し近隣の従来型イ

ンバータが安定的に動作することを支援し、新たな相互作用等による共振を助長しないこと。また、システム強度の影響を受

けやすい電力系統の電力動揺等の振動に対してダンピング効果を有すること。 

 

その他 

○電力品質改善 

・高調波緩和：継続協議（ユニット端の電圧高調波の振幅を減少させるために、高調波電流を注入可能なこと。） 

・電圧バランス維持：継続協議（電圧平衡を保つため装置の運転可能範囲で逆相電流を供給可能なこと。） 

○GFM モードの有効・無効選択機能 

・GFM 機能を起動または停止する機能を有すること。GFM 機能を停止した場合、系統連系規程に定める逆変換装置の

要件を満たすこと。 

 

B) S-GFL 

前事業にて応答する時間領域より高速周波数応答(Fast Frequency Response、以下 FFR)領域における対策技

術と位置付けた。海外諸機関を調査した結果、主な項目として周波数不感帯、調定率、起動時間、応動時間および継

続時間について要求を定めており、日本においても現状の運用、規程等を参考として上記項目の要求仕様を提案することと

した。参考として海外各機関の調査結果を下記の表に記載する。 

 

表 3 海外諸国の FFR 要件① 

項目 FERC 

連邦エネルギー規制

委員会 

ERCOT 

テキサス州電気信頼性評

議会 

HECO 

ハワイ電力 

Entsoe 

欧州系統運用者

ネットワーク 

周波数

不感帯 

60Hz±0.036Hz 60.0Hz-0.15Hz 

60.0Hz-0.12Hz(蓄電池) 

※デフォルト値は±0.3Hz 

（ハワイ島／マウイ FFR-1) 

50Hz-0.5Hz, 

50Hz-0.6Hz, 

50Hz-0.7Hz 

※Regulation Up のみ 

調定率 最大 5% ― 0.1％～0.4% ― 

起動／

応動時

間 

― 15 サイクル(250ms)以内に自

動起動 

周波数のステップ変化から 50ms

以内に有効電力の提供を開始。 

133ms 以内に事故後の定常状

態の 90%の有効電力。ターゲット

最大出力までの 

応動時間 

0.7s(49.5Hz) 

1.0s(49.6Hz) 
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となる（ハワイ島／マウイ FFR-1) 1.3s(49.7Hz) 

継続時

間 

― BESS の場合、59.98Hz を超

えるか、15min 以上持続的に

展開されるまで、再充電しない。 

有効電力出力の範囲に入っている

時間は 500ms 以内もしくは系統

運用者が指定された時間内。 

（ハワイ島／マウイ FFR-1) 

5s 以上か 30s 以上を

選択できる 

 

表 4 海外諸国の FFR 要件② 

項目 National Grid 

英国エネルギー会社 

VDE 

ドイツ電気技術者協会 

AEMO 

オーストラリアエネルギー市場オペレータ 

周波数

不感帯 

50Hz±0.015Hz(Dynamic 

Containment) 

50.0Hz±0.2Hz～0.5Hz 

配電事業者が特に指定しない限り

50Hz±0.2Hz 

 

50Hz±0.2Hz(メインランド）、50Hz±0.1Hz

（タスマニア） 

調定率 ±0.2Hz 時は、5%出力、±0.5Hz

時は、100％出力 

2%から 12％の範囲で調整可能。配

電事業者が別途指定しない限り、

5％。 

※蓄電池の場合,不足周波数で 2%. 

― 

起動／

応動時

間 

起動時間 0.25s～0.5s 

必要量到達時間 0.5s～1.0s 

初期遅延時間は、2s より大幅に短

い。2s 以下のステップ応答時間、20s

のセトリングタイム。 

応動時間は自端で周波数偏差検出後、1s 以

内 

継続時

間 

― ― 0.15s～10s 

 

日本における FFR の時間領域については 1 次調整力より速く、慣性応答領域より遅い領域と位置付けることを提案する

こととし、この前提の元に各項目の要求仕様案を下記に提案することとする。なお、数値等は参考例である。 

 

周波数不感帯について 

日本における平常時の系統周波数調整目標範囲は北海道、沖縄では±0.1Hz 以内、北海道、沖縄以外では±

0.2Hz となっている。火力発電設備においては平常時の周波数変化時において不要な発電機出力の設定変更を生じない

ようにするため、周波数に上記調整目標範囲の不感帯を設けており、異常時のみ発電機出力を設定変更できるようにして

いる。S-GFL においては、極力不要な有効電力出力を回避する観点から、不感帯を調整目標範囲にて設定することとす

る。 

 

速度調定率について 

速度調定率とは例えば調定率 5％とした場合、5%の周波数変動(60Hz 系では 3Hz の変動)が生じたとき、発電機の

定格出力 100％まで変化するという意味であり、調定率が小さいほど周波数偏差に敏感に応動する。 

火力発電設備の GF 速度調定率が北海道、沖縄では 4%以下、北海道、沖縄以外では 5%以下と要件化されているた

め、これに準じて調定率を 5%以下の範囲内で設定できることとする。 

 

起動・応動時間について 
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インバータの制御遅延なども考慮して適切な起動・応動時間を設定する必要がある。前事業において周波数 Nadir 到

達時間が数秒程度であったことを踏まえ 、 これ以内に出力応答があること、また一般 PCS であれば実現可能な性能とし

て起動時間を 0.5 秒以内、応動時間を 2 秒以内とする。 

 

継続時間について 

需給調整市場における 1 次調整力に求められる応動時間の要件が 10 秒以内となっており、それより速い応答を求める

ことから継続時間については 10 秒以上とする。 

 

② 詳細設計検討 

2025 年以降に検討予定。 

 

①.1.2 太陽光発電向け機能実装に向けた検討 

現在の太陽光発電システムは、太陽電池アレイとアレイの直流電圧を昇圧する DC チョッパと直流を交流へ変換する PV

インバータから構成されている。 

 日射強度に従って PV アレイは直流電圧 Epv を発生する。DC チョッパは PV インバータが必要とする直流電圧 Einv へ

昇圧する。PV インバータはその直流電圧を交流へ変換する。この PV インバータには電流制御方式（GFL）が採用されて

いる。そして PV インバータは PV アレイが発電する電力の最大を引き出すように動作する。これが MPPT（Maximum 

Power Point Tracking）制御である。まず電流制御型インバータでは系統周波数や電圧が変化しても一定電流を流し

続けるので、後述する慣性低下抑制に求められる特性は有していない。また現在の太陽光発電システムは日射強度、温度

に対応する最大電力を出力し、周波数変化によって有効電力を出力する機能を有しない。 

 本開発は太陽光発電システムに慣性低下抑制に貢献する機能を付加するものである。その機能を実現するには、第一に

インバータを電圧制御型（GFM）で制御するようにし、第二に周波数が低下する場合には発電出力を増やし、周波数が

上昇する場合には発電出力を減らす機能を加えることである。第一の電圧制御型で系統に連系する PCS の太陽光発電

はこれまでに存在せず、新規の開発である。しかもここで開発する太陽光発電は内部に蓄電装置を含まない特徴がある。内

部に蓄電池を含まずに、つまりエネルギーのバッファを持たずに電圧型インバータとして運転するために全く新しい制御を構築す

る必要がある。開発する電圧制御型インバータは内部に電圧を発生して他の発電機等とは同期化力で連系運転する。従っ

て系統電圧や周波数の急変時にインバータ内部発生電圧が存在することにより系統に瞬時に電力を供給あるいは吸収で

き、慣性低下対策として効果が得られる。第二の機能は、周波数変動を取り込んで出力を調整する機能である。実用化に

求められる要求仕様を明らかにした上で、これら第一と第二の機能を組み合わせた制御を構築し、慣性低下対策の太陽光

発電システムを実現する。 

 

ア）要求仕様 

 求められる仕様は２点であり、第一にインバータを電圧制御型（GFM）で制御するようにし、第二は周波数が低下する

場合には発電出力を増やし、周波数が上昇する場合には発電出力を減らす機能、いわゆる周波数有効電力垂下特性

（Droop 特性）を加えることである。 

 

イ）要求仕様の解決策 

イー１）制御の考え方 

 開発の対象とする主機構成を図 8 に示す。DC チョッパは PV アレーの出力をインバータの直流側に注入し、インバータは

DC チョッパ出力の電力を交流側へ変換する。交流側には連系用リアクトルと配電電圧に昇圧する変圧器が接続される。こ

の対象部分を SSPCS (Solar Synchronous Power Conditioning Subsystem)と呼ぶ。 
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図 8 SSPCS 主機構成 

 

 SSPCS の制御の全体を図 9 に示す。図 9 の慣性模擬、ωo/s、交流電圧制御は文献（野呂康弘；エネルギー貯蔵

で構成される電力システムを可能とするインバータ制御方法の提案、電気学会 B 論文誌, Vol.138, N0.11, pp854-

861, 2018）を参考にしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 SSPCS 制御回路 

 

 図 9 の中で基準と称する信号は上位系の EMS から与えられる指令値である。以下に制御構築の考え方を示す。 

 インバータを電圧制御型にするために三相電圧信号（Va,Vb,Vc）を作り、これにて PWM にてインバータ電圧を発生す

るようにする。このように構成すれば交流発電機と同様に他の交流電源と同期化力で連系する。そのために電圧の位相δと

電圧の振幅 E を慣性模擬と交流電圧制御にて決定する。 

 通常運転時は配電系電圧は確保されるので、その交流電圧を利用してインバータの直流側電圧 Einv をインバータで一

定に制御する。 

Pac 

 

ＤＣチョッパ 

PV 

アレー 

 

Epv           Einv 

PV用 

インバータ 

SSPCS 

周波数基準 

周波数検出値 

有効電力検出値 

Einv基準 

Einv検出値 

電圧検出値 

電圧基準 

無効電力基準 

無効電力検出値 

MPPTL 

Epv検出値 

垂下

特性 

ω0

ｓ 

交流電

圧制御 

Einv

制御 

慣性

模擬 

Va,Vb,Vc 

演算 PWM 

インバータ 

パルス ｆ δ 

E 

垂下

特性 

P＞Prefなら 

△Vを正にする 

P 

アレー電力検出値 

Pref 

MPPT ロジック 

電圧

制御 
PWM 

DCチョッパ 

パルス 

有効電力基準 
DCチョッパ制御 

インバータ制御 

Q 

力率基準 

Q 

Q換算 Q制御 

Va=E*cosδ 

Vb＝E*cos(δ-2/3π) 

Vc=E*cos(δ-4/3π) 

+ 

+ 

+ 

－ 

+ 

+ 

+ 

－ 

－ 

＋ 

+ 

+ 

－ 

＋ 

+ 

+ 

－ 

＋ 

+ 

－ 



 

4‐13 

 

 太陽光発電用としては MPPT 制御（最大出力点追従制御，Maximum Power Point Tracking Control）が求

められる。ここでは DC チョッパにてこの MPPT 制御を行う。さらに上位系から出力抑制値（指令値）を受け付けて、日射

強度が十分ある場合にはその出力指令値で運転させる。その機能を含めた制御をここでは MPPTL 制御と称している。従

来の MPPT 制御を修正したものである。 

 周波数有効電力 Droop 特性を持たせるために発電機等と同様な垂下特性を組む。この垂下特性により、周波数が低

下する場合には出力を大きくする有効電力指令値 Pref となり、この値が MPPTL へ与えられる。SSPCS が日射強度に対

する出力上限を下回って運転している場合は、周波数が下がればその垂下特性で増えた分の電力が出力される。 

 電圧振幅を決定する制御回路では交流電圧一定制御と力率制御を具備し、どちらかの制御で SSPCS は運転する。力

率制御では、力率指令値と内部電力基準 Pref とから出力すべき無効電力量を算出して、無効電力制御を行う。交流電

圧制御および力率制御は通常の発電機と類似な制御である。 

 

MPPTL 制御 

 ここで採用した MPPTL（Maximum Power Point Tracking Control with Power Limit）制御を図 10 と図

11 に示す。図 10 は PV アレーの P-V 特性であり、MPPT 制御の場合は Pmax 点で運転し、Pmax より小さな Pref が

与えられると Pref と P-V カーブの交点（A）で運転するように制御する。その制御フローが図 11 である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 PV アレーの電力－電圧特性 
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図 11 MPPTL ロジック 

 

 この MPPTL の制御ロジックの図 11 では、白色部分は従来の MPPT 制御である。そこに黄色の２つの処理を追加したの

が MPPTL である。これにより SSPCS は日射強度 Pmax の電力を出力し，EMS から日射強度できまる電力以下の電力

基準 Pref が与えられた場合はその電力で運転することができる。 

 この MPPTL 制御の出力は電圧制御になり、DC チョッパでこの電圧制御を行わせる。Einv(400V)はインバータが制御し

ているので、この MPPTL 制御では Epv (300V)を制御するように組む。その電圧制御がチョッパ電圧制御である。 

 

イー２） FREA での試験結果 

20kW の実装置に制御を組み込み FREA で試験を実施した。試験の目的は太陽光インバータとして立案した制御によ

り安定運転が可能なこと及び FTR 機能の確認をすることである。その試験項目は日射強度変化に対する応答試験、系統

の電圧・周波数変動に対する応答試験、力率±0.8 の運転試験、FRT 条件の試験である。図 12 に試験回路を、図 13

と図 14 に結果の一部を示す。 
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図 12 試験回路 

 

図 13 に変圧器の系統模擬電源側で見た３LS 時の電圧と電流を示す。過電流リレーも動作せずに運転を継続してい

ることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 3LS 電圧残り 20%の試験結果 

 

図 14 に電圧変化と風波数変化の同時変化時の結果を示す。ここでは日射強度は 1000W/㎡で一定、電力指令値

Pref=0.6pu で運転中に電圧 V を 1pu から 0.976pu へ１秒間で低下し、同時に周波数 F も 50Hz から 49.6Hz へ

１秒間で低下させた。その 35 秒過ぎから緩やかに V と F を元に戻している。電力系統に故障等があると電圧と周波数が

同時に変化することを模擬したケースである。周波数低下に対して有効電力 P を上昇させ、かつ電圧低下に対して無効電

力 Q を上昇させている。期待した通りの結果になっているが、P の立ち上がりが遅いのは山登り法を採用しているためと考え

る。ここでは電圧一定制御（AVR）を用いている。 
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図 14 

日射強度=1000W/㎡、Pref=0.6pu にて V=1pu→0.976pu、F=50Hz→49.6Hz の同時 1s ランプ変化 

 

以上の試験結果より以下に示す成果を得て、同時に課題が確認された。 

イー３） 成果 

• 計画した制御を 20kW 機に実装して試験を予定通り実施した。力率±0.8 の運転を P=0.6pu、Q=±0.6pu

の運転点で確認した。 

• 電圧低下時(FRT)に過電流リレーが動作せずに運転継続することを確認した。 

• 周波数変化に対する Droop 特性を確認した。だたし有効電力 P の立ち上がりが遅い。 

• 無効電力制御、電圧制御の動作を確認した。 

イー４） 課題 

• 有効電力 P の立ち上がりが遅い 

• 有効電力 P に振動が残る 

 

以上、太陽光発電向け PCS として実装機を用いて試験をした。当初の予定通りである。今後見出した課題に対して改

善すべく検討する。 

 

ロ） 2024 年度の予定 

2024 年度は上記の課題の検討と、単独運転検出の開発を行う予定である。 

 

 

①.2 慣性低下対策 PCSの実機製作 

①.2.1 蓄電池向け慣性低下対策 PCSの製作 

 

■プロトタイプ機の設計に向けた検討 
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プロトタイプ機の設計にあたっては前 NEDO 事業の課題を解決する方法を検証するためのプロトタイプを設計することを一

つの目標としている。今後、要求仕様が変更されることを見越したアジャイルな設計を志向することとしている。また本事業に

おいて開発メーカを３社選定した理由としては、汎用的な標準機器仕様を作成することを志向したためである。 

 

■プロトタイプ機の設計 

慣性低下対策 PCS の疑似慣性機能については主に制御設計仕様に依ることから、本項目においては各社の制御設計

仕様の特徴を主に記載することとする。 

 

●A 社(GFM /S-GFL) 

○GFM 

位相制御について 

同期発電機の動揺方程式に基づきインバータの内部周波数および制御位相を算出する仮想同期発電機制御(VSG)

を採用。比例ゲインによるフィードフォワード項を追加して制御定数の設定により、周波数変動に対する位相制御の収束を

早めることを可能としている。 

 

電圧制御について 

無効電力制御(AQR)に PI 制御を用いており、スイッチの切り替えにより無効電力一定制御、力率一定制御を選択可

能な構成としている。 

 

電流制御について 

仮想インピーダンスによって調整することで電流を制限する構造としている。 

 

 

図 15 GFM 制御ブロック(A 社) 

 

○S-GFL 

周波数が通常運転範囲内(不感帯内)の場合は、通常の P、Q 指令値にて制御。P、Q 指令値の急変を防ぐために、

Pre 指令値にランプ処理を実装している。装置容量を超えないように、上下限リミッタ(基本的に±100%)を実装し、イン
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バータ電流検出値との差に ACR 制御を行い、三次重畳及び系統電圧検出を加算する構成としている。また有効電力制

御、無効電力制御共に PI 制御を実装している。 

 

有効電力制御について 

dfdP 制御と有効電力一定制御を選択可能な構成としている。 

 

無効電力制御について 

力率一定制御、無効電力一定制御、Volt-Var 制御を選択可能な構成としている。 

 

図 16 S-GFL 制御ブロック(A 社) 

 

●B 社(GFM) 

位相制御について 

同期発電機の動揺方程式に基づきインバータの内部角周波数および制御位相を算出する仮想同期発電機制御

(VSG)を採用している。制動項が過渡的な周波数変動のみに反応する制御としている。 

 

電圧制御について 

内部誘起電圧から仮想インピーダンスによる電圧降下した PCS 出力電圧を指令値として PCS 出力電圧を制御する。

無効電力制御(AQR)に一次遅れの VQ ドループ+I 制御を用いている。またスイッチの切り替えにより無効電力一定制御、

力率一定制御を選択可能な構成としている。 

 

電流制御について 
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仮想インピーダンスによって調整することで電流を制限する構造としている。 

図 17 GFM 制御ブロック(B 社) 

 

●C 社(GFM /S-GFL) 

〇GFM 

位相制御について 

同期発電機の動揺方程式に基づきインバータの内部周波数および制御位相を算出する仮想同期発電機制御(VSG)

を採用している。脱調を防止するための同期保持処理を付加している。また制動項において参照周波数を外部から持ってく

る構造としている。 

 

電圧制御について 

無効電力制御にゲイン、一次遅れの VQ ドループ制御を用いている。スイッチの切り替えにより電圧一定制御、無効電力

一定制御、力率一定制御を選択可能な構成としている。 

 

電流制御 

マイナーループにより電流を制限する構成としている。 
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図 18 GFM 制御ブロック(C 社) 

 

〇S-GFL 

有効電力制御について 

計測された周波数と定格周波数の偏差を算出し、慣性項として偏差の微分に比例する値を、制動項として偏差に比例

する値をそれぞれ算出し、有効電力出力指令値を算出する。 

 

無効電力制御について 

無効電力一定制御、力率一定制御、Volt－Var 制御を選択可能な構成としている。 
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図 19 S-GFL 制御ブロック(C 社) 

 

■仕様比較まとめ 

下記に各社の GFM および S-GFL の仕様比較表を掲載する。 

 

表 5 GFM 仕様比較表 

制御 メーカ 特徴 

位相 

概要 

◼ 基本機能として同期発電機の動揺方程式に基づきインバータの内部周波数および

制御位相を算出する仮想同期発電機制御を採用している。個社で更に応答性を

よくする工夫が加えられている 

A 社 
◼ 比例ゲインによるフィードフォワード項を追加することにより周波数変動に対する位相

制御の収束を早めることが可能 

B 社 ◼ 制動項が過渡的な周波数変動のみに反応する制御となっている 

C 社 
◼ 脱調を防止するための同期保持処理を付加 

◼ 制動項において参照周波数を外部から持ってくる構造となっている 

電圧 概要 
◼ 基本機能としてスイッチの切り替えにより無効電力一定制御、力率一定制御を選

択可能としている。各社で無効電力制御法が異なっている。 
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A 社 
◼ 無効電力制御(AQR)に PI 制御を用いている。 

◼ VQ ドループ制御を備えている 

B 社 ◼ 無効電力制御(AQR)に VQ ドループ+I 制御を用いている 

C 社 
◼ 無効電力制御に VQ ドループを用いている 

◼ スイッチの切り替えにより電圧一定制御を選択可能 

電流 

概要 ◼ 電流制限は仮想インピーダンスもしくはマイナーループによって調整している。 

A 社 ◼ 電流制限は仮想インピーダンスによって調整 

B 社 ◼ 電流制限は仮想インピーダンスによって調整 

C 社 ◼ マイナーループにより電流を制限 

 

表 6 S-GFL 仕様比較表 

制御 メーカ 特徴 

有効 

電力 

概要 
◼ 基本機能として有効電力制御(APR)では PI 制御を実装している。有効電力出力

指令の算出法が個社で異なる。 

A 社 

◼ 周波数が通常運転範囲を超えた(不感帯外の)場合は、周波数検出値に応じて、

dfdP カーブより Pref(dfdP) 指令値を演算することで周波数が減衰する方向へ有

効電力を出力する 

C 社 

◼ 計測された周波数と定格周波数の偏差を算出し、慣性項として偏差の微分に比例

する値(DFDT 機能)を、制動項として偏差に比例する値(DF 機能)をそれぞれ算

出し、有効電力出力指令値を算出する 

無効 

電力 

概要 
◼ 基本機能として無効電力制御(AQR)では PI 制御を実装し、制御法は共通で選

択可能としている。 

A 社 ◼ 力率一定制御、無効電力一定制御、Volt-Var 制御を選択可能 

C 社 ◼ 無効電力一定制御、力率一定制御、電圧一定制御、Volt－Var を選択可能 

 

■前 NEDO 事業の課題に向けた取り組み（GFM） 

①周波数／電圧変化時に過電流で停止する課題について 

A 社、B 社においてはインバータ出力電流が過電流耐量を超過する際に、下図に示すように系統電圧に基づき PCS 内

部の仮想インピーダンスを調整することにより、インバータの出力電流が電流上限リミッタを超過しないように出力電流を抑制

することで概ね解決見込みである。 
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図 20 仮想インピーダンス制御 

 

C 社については過電流を抑制するためにマイナーループとして電流制御を組み込み、電流制御マイナーループへの入力指示

値を PCS 定格で制限することで出力電流を抑制することで概ね解決見込みである。 

 

図 21 マイナーループ制御 

 

②瞬時電圧低下からの復帰時に電流出力が振動する課題について 

電力系統に必要な電力動揺との見解もあるため、試験結果を踏まえて今後下記要件について定めていく予定である。 

・事故除去後の動揺の許容範囲（参考：IEEE 1547【配電系統の系統連系規程】） 

・応答・収束時間の考え方（参考：IEEE 1547、IEEE 2800【送電系統の系統連系規程】） 

 

③慣性機能と単独運転検出の両立ができない課題について 

A 社 

GFM 制御に適した単独運転検出方式を検討中であり、2024 年度に実装予定である。 

 

B 社 

〇解決に向けたアプローチ 

能動的単独運転検出方式として低圧連系向け PV-PCS で標準化されているステップ注入付周波数フィードバック方式

を適用している。下図に AQR 構成とした慣性低下対策 PCS の制御ブロックを示す。電圧源として動作する GFM は、電圧

振幅を調整することにより無効電力を制御することができる。そこで、電圧振幅指令生成部に無効電力制御（AQR）を追

加し、無効電力指令値に能動的単独運転検出用の能動信号を加算することで、単独運転時の変動を助長する。下図に

単独運転判定ブロックを示す。従来のステップ注入付周波数フィードバック方式では、周波数変化率によって単独運転を判

定しているが、GFM の場合は周波数の変化が小さく、周波数変化率による判定は不十分である。そこで、電圧振幅指令

値が設定値を超過した場合に単独運転と判定する。なお、通常時において無効電力を出力している場合に誤判定しないよ

うに、能動信号が設定値超過している場合のみ判定とする。 
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図 22 慣性低下対策 PCS の制御ブロック（AQR 構成） 

 

|V|* ＞設定値

DQ ＞設定値
AND Timer 単独運転検出

 

図 23 単独運転判定ブロック 

 

〇シミュレーション検討結果 

系統との潮流が無い場合（P≒0%、Q≒0%）の過酷条件において、GFM が単独運転となった場合のシミュレーション

結果を示す。単独運転状態に移行後、徐々に周波数が変化していき、約 1s 後に単独運転と判定している。なお、約

4.7s から出力電圧が振動的になっているが、これは直流電圧に対して出力電圧指令値が大きすぎるために指令値通りの

出力電圧が得られないためである。実際には、単独運転と判定した時点で PCS は停止するため、この現象は発生しない。 

 

図 24 単独運転防止機能のシミュレーション結果 
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〇残された課題の整理 

 系統の潮流が無い状態におけるシミュレーションにより、単独運転検出が可能であることを確認した。ただし、今回のシミュ

レーション条件は、GFM1 台のみである。今後、以下の内容について検討が必要であると考える。 

・FRT 等、連系運転状態における誤検出の確認 

・慣性定数、ガバナゲイン等のパラメータ設定値による検出感度への影響 

・無効電力制御応答による検出感度への影響 

・単独系統に複数台の DER が存在した場合における単独運転検出可否 

 

C 社 

〇解決アルゴリズム 

GFM インバータ用の単独運転検出手法を備えており、単独運転検出用の能動信号を算出して各制御に加えている。 

 

〇シミュレーション検討結果 

シミュレーションの条件を表 7 に、結果を表 8 に示す。 

 

 

 

 

 

 

表 7 シミュレーション条件 

 

表 8 シミュレーション結果 
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25 ケース中 15 ケースにて試験を実施。2 ケースにて単独運転検出に 3 秒以上要するケースあり。3 ケースにて過電圧が

検出され停止する現象が見られた。 

 

〇残された課題の整理 

シミュレーション検討結果に記載の通り、単独運転検出に 3 秒以上要するケースおよび過電圧が検出され停止される現

象が見られているため、今後検討が必要である。 

 

 

①.2.2 太陽光発電向け慣性低下対策 PCSの製作 

ア） 構造設計 

 本開発では既存の 20kW インバータ装置のハードをそのまま使い、太陽光発電向けに制御を構築することを前提と

しており、インバータ装置の構造については新たな変更を実施していない。これは予定通りである。そして計画した制御を

入れて FREA による試験を予定通り実施した。 
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イ） 2024 年度の予定 

2024 年度は単独運転検出方法を検討して同じく 20kW 装置へ組み込む。さらに仕様にある、出力抑制値（指令値

Pref）を設定する簡易回路をパソコン上に作成し、その値を SSPCS へ送り、上位系からの指令値で SSPCS が運転す

るように構成する。 

 

①.3 慣性低下対策 PCSの標準機器仕様検討 

要求仕様案の検討結果を踏まえて、2024 年度末より検討できる見込みである。 

 

② 慣性低下対策 PCSの評価試験（東京電力ホールディングス、東京電力パワーグリッド、産業技術総合研究

所、電力中央研究所、電気安全環境研究所） 

 

目標 

（2025 年３月） 

慣性低下対策 PCS 試作機の評価試験を通じ、実用化および既存の系統連系試験法

の課題を抽出し、新たに追加する必要がある試験項目・系統連系要件を取りまとめる。 

成果 

(2024 年 6 月) 

海外調査や有識者等のご意見を参考に試験・評価する視点から「①-(1) 慣性低下対

策 PCS の開発」の GFM の実用化に求められる要求仕様案の検討に協力し、要求仕

様案に対する第 1 回目のラボ試験項目案を策定した。加えて、NEDO 事業（平成 26

年度～平成 30 年度：分散型エネルギー次世代電力網構築実証事業）で整理した

実証試験を参考に、再生可能エネルギーが大量連系された配電系統を再現し、想定さ

れる課題を炙り出すための試験項目案を提示した。 

試験項目は、優先課題を念頭に評価試験を実施する観点から、 GFM の基本機能

（慣性応答等）と事故時運転継続機能（FRT）等の両立が実現可能かについて優

先的に試験しつつ、ラボ試験ではメーカ特有の挙動を把握し系統連系試験の課題を抽

出、系統模擬試験では配電系統に接続した際の特有の課題を抽出し、系統連系要件

及び要求仕様等に反映すべき点を明らかにする試験項目を選定した。 

また、PHIL 試験による様々な系統擾乱を再現し、系統擾乱時のプロトタイプ機（被試

験体）の挙動を確認する環境構築の初期的検討を完了した。 

達成度（見込み） ○（2025 年 3 月に達成見込み） 

達成の根拠／ 

解決方針 

2023 年 10 月より、ラボ評価試験で想定される基本試験および PHIL 試験について、

産総研が有する GFM レファレンス機により試験手順の検証・準備を進め、予定通り

2024 年 1 月より 1 社目のラボ試験を開始している。また、2024 年 4 月から電中研

赤城試験センターで 1 社目の系統模擬試験を開始する。2024 年第 3 四半期までに

3 社５機種（GFM３機種、GFL２機種）のラボ試験および系統模擬試験の第 1 回

試験を完了予定である。 

それぞれの試験結果を順次分析し、系統連系要件の作成にフィードバックする。「①-(1) 

慣性低下対策 PCS の開発」に協力し、2024 年第 2 四半期を目処に系統連系を目

指す上での必要とされる技術的な要件・要求仕様案の初稿が作成される予定である。こ

れにより、2024 年度中に系統連系要件を踏まえた新たに追加する必要がある試験項

目を提案可能と見込まれる。 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達 
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本事業で開発する慣性低下対策 PCS は、蓄電池向けと太陽光発電向けの大きく２つに分類される。さらに、蓄電池

システム向けについては、従来の電流制御方式（GFL）に慣性低下対策として擬似慣性の機能を具備した擬似慣性

機能付き GFL（以下、S-GFL）と電圧制御方式（GFM）の２種類を対象としている。太陽光発電向け慣性低下対

策 PCS（以下、太陽光向け GFM）の開発は、蓄電装置を併設しない構成によるエネルギーバッファーを持たない条件

で自然変動する太陽電池モジュールの出力を用い、瞬時の慣性応答を実現しようとする挑戦的な取り組みであり、基礎

的開発に留まるため本事業で標準的な試験の検討は行わない。したがって、太陽光向け GFM の評価は、基礎的開発

に向けた取り組みとして「①.2.2 太陽光向け慣性低下対策 PCS の製作」でまとめて述べている。 

蓄電池向け慣性低下対策 PCS のうち、S-GFL は従来の逆変換装置（以下、単にインバータと呼ぶ）に一部機能を

追加したものであり、基本は既存の系統連系規程等を準拠することを目指すものである。一方で、蓄電池向け GFM につ

いては、海外動向なども踏まえると単に慣性応答するだけでなく、従来の火力発電所等の同期発電機と同等の能力

（慣性力や同期化力など）により電力系統の安定性を維持することをコンセプトとしており、「①.1.1 蓄電池向け機能

実装に向けた検討」により整理する系統連系を目指す上で必要とされる技術的な要件・要求仕様案等を踏まえて、蓄電

池向け GFM について新たに追加する必要がある試験・評価手法の検討およびその試験方法に基づき開発された実機を

評価することを目指している。 

評価試験は、要求仕様等の系統運用者が求める機能や制約を踏まえて検討していく必要がある。一方で、系統運用者

側も蓄電池向け GFM がどのような能力や応答を示すのか把握できない段階で細かな要求を検討していくことは難しい。

海外においても、ニワトリと卵の問題としてよく知られている課題である。そこで、本事業では評価試験を２段階に分けて実

施することで、要求仕様と評価試験項目の改善を行っていく。 

１回目の試験では、NEDO「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク安定化技術開発」（以

下、前 NEDO 慣性力事業）において示された、蓄電池向け GFM の基礎的な機器仕様における課題の解決を優先事

項とし、蓄電池向け GFM の基本機能（慣性応答など）と事故時運転継続（FRT）などの両立の実現性や基本的

特性を明らかにしていく。加えて、配電系統に接続した際の課題を抽出する。１回目の試験結果を開発メーカや送配電

網協議会（以下、送配協）などの関係するステークホルダにフィードバックし、系統連系要件や要求仕様を修正していく

予定である。 

２回目の試験では、修正された要求仕様を踏まえて試験手法を再検討し、改良された蓄電池向け GFM のプロトタイプ

の評価試験を行う予定である。 

評価試験については、ラボ評価試験と系統模擬試験の２つの異なる設備で実施する。ラボ評価試験は、産業技術総合

研究所の福島再生可能エネルギー研究所スマートシステム研究棟の大型パワエレ機器にも対応した系統連系試験設備

で実施し、将来の系統連系試験および認証等も見据えた屋内で実施可能な既存の連系試験と同じ環境もしくはその延

長で実施可能な主に蓄電池 GFM のプロトタイプ本体の特性に係る検証を行う。系統模擬試験は、電力中央研究所の

赤城試験センターで実施し、より実証に近い環境で他の機器との干渉などより複合的な検証を行う。これにより、ラボ試験

では困難な検証や配電系統特有の課題の抽出・検証を行う。 

2022 年 8 月に開始した本プロジェクトの開始後の「② 慣性低下対策 PCS の評価試験」のスケジュールは以下のとお

り。 

2022 年度 蓄電池向け GFM の評価・試験に係る各国のグリッドコード、規格等の調査を開始。 

2023 年度 蓄電池向け GFM の要求仕様、評価試験案に基づく予備試験および第１回ラボ試験を開始。 

2024 年度 第１回ラボ試験および模擬系統試験を完了予定。試験結果に基づく試験項目の再検討。 

2025 年度 第 2 回ラボ試験および模擬系統試験を一部実施予定。 

2026 年度 上半期を目処に第 2 回ラボ試験および模擬系統試験を完了予定。 
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また、第１回評価試験のスケジュールに示すように予定通り 2024 年 1 月より 1 社目のラボ試験を開始している。ま

た、2024 年 4 月から電中研赤城試験センターで 1 社目の模擬系統試験を開始する。2024 年第 3 四半期までに 3

社５機種（GFM３機種、GFL２機種）のラボ試験および模擬系統試験の第 1 回試験を完了予定である。 

図 25 第１回評価試験のスケジュール 

 

②.1 評価手法検討 

②.1.1 評価指標検討 

 暫定ではあるが、慣性低下対策 PCS における周波数安定化および電圧安定化機能の観点から以下を指標とすること

を提案する。 

・周波数変化時における有効電力出力の応答開始時間、継続時間 

・周波数変化時における有効電力出力の最大値までの達成時間 

・周波数復帰時の有効電力出力の振動収束時間、振動幅 

・電圧変化時における無効電力出力の応答開始時間、継続時間 

・電圧変化時における無効電力出力の最大値までの達成時間 

・電圧復帰後の振動収束時間、振動幅 

・過電流最大値と継続時間 

 

②.1.2 慣性低下対策 PCSのラボ試験環境による評価手法の検討 

ラボ試験環境による評価手法については、蓄電池向け GFM を利用した電源設備を将来系統連系する際、系統連系

協議に求められる性能試験およびその認証等を想定した試験手法の検討を行う。電源を系統連系する場合、一般送配

電事業者と発電設備等設置者が系統連系協議において系統の電力品質等を維持するための電源の性能試験（以

下、系統連系試験）の結果を提示する必要がある。そこで、本章では将来求められる系統連系試験を見据え、試験方

法の課題抽出等を行い、試験項目を取りまとめることを目的としている。 
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ラボ試験は、基本試験と PHIL2試験の２つの試験方法を検討している。基本試験は、基本性能や限界性能を把握・

確認するため、PHIL 試験は主に電力系統との相互作用を把握し、電力系統に接続した場合の課題を抽出するために

実施する。基本試験は、蓄電池向け GFM の円滑な普及を睨み、既存の系統連系試験と同等の試験環境で実施する

ことを目指すものである。一方で、PHIL 試験は、インバータの実機をデジタル・リアルタイム・シミュレータ（DRTS）3により

仮想的にソフトウェア上に模擬された電力系統に接続し、系統との相互影響を考慮した評価が可能な次世代ラボ試験

手法である。なお、PHIL 試験の詳細は後述する。 

 

（基本試験について） 

「①.1.1) 蓄電池向け機能実装に向けた検討」において、海外調査等を参考に蓄電池向け GFM に求められる要求

事項、仕様を整理している。この検討状況を踏まえて、要求仕様が満たされているか確認する視点で評価すべき事項を

表 9 のとおり整理した。試験項目の検討・抽出においては、要求仕様の整理と同様に海外の GFM に関連する取り組み

を参考とした。具体的には、表 10 に示す GFM の試験項目検討に有益な海外文献を調査し、既存の系統連系規程4

に基づく JET 高圧系統連系試験（以下 JET 試験）5も踏まえて整理を行った。 

電圧・位相・周波数の変化が伴う試験項目は、応答性能に加え、ダンピング効果や過負荷運転時の挙動も確認する

方針とした。初期出力条件、試験条件については、可能な限り想定しうる組み合わせを網羅的に試験している。ただし、

試験期間の制約により優先順位を設けて、試験条件の選定を行った。また、GFM の重要な設定パラメータである慣性定

数やガバナ相当係数が想定した挙動を示しているか確認する目的で、試験結果から慣性定数等を換算し、整合性を確

認する手法を検討している。 

表 9 ラボ試験 基本確認試験項目 

試験項目（大項目） 試験項目（中項目） 

動作領域・応答確認試
験 

有効電力動作領域 

 無効電力動作領域 

 有効・無効電力動作領域 

 力率一定制御動作 

周波数変動試験 周波数ステップ上昇・降下 

 周波数ランプ上昇・降下 

 周波数スキャン 

電圧変動試験 系統電圧急変（上昇・降下） 

 系統電圧位相急変 

 系統電圧不平衡急変 

 
瞬 時 電 圧 低 下 （ LVRT ） ・ 上 昇
（HVRT） 

 系統電圧・位相同時急変 

電力品質試験 高調波耐量 

 フリッカ（ΔV10）確認試験 

保護協調試験 系統電圧異常（OVR、UVR） 

 系統周波数異常（OFR、UFR） 

 単独運転防止 

 
2 パワー・ハードウェア・イン・ザ・ループ（Power hardware-in-the-loop; PHIL）は、電力ユニットを用いた HIL 技

術の一つ。 
3 デジタル・リアルタイム・シミュレータ（Digital Real-time Simulator; DRTS）は、瞬時値解析をリアルタイムで実行

可能。 
4 一般社団法人日本電気協会 系統連系専門部門 系統連系規程 JEAC 9701 
5 一般財団法人電気安全環境研究所 高圧系統連系保護装置等の試験方法 JETGR0005-1-1.0 
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表 10 GFM の試験項目検討で参考とした海外文献一覧 

地域 発行者 発行年 タイトル 概要 

英国 
National 
Grid ESO 

2022 The Grid Code (GC0137) 6 
世界初の GFM に係る連系要件を定めたグ
リッドコード。補足資料に適合試験手順が記
載。 

英国 
National 
Grid ESO 

2023 
Guidance Notes for Grid forming 
Plant, EU Code Users – Issue 17 

英国グリッドコード GC0137 に記載された
GFM に係る技術的な試験等の詳細につ
いて記載されている。 

欧州 
ACER/EN
TSO-E 
GC-ESC8 

2023 
Advanced Capabilities for Grids 
with a High Share of Power Park 
Modules9 

GC-ESC の専門家グループの技術レポー
ト。GFM に係る技術要件や課題が整理さ
れている。 

欧州 ACER 2023 
Amendment Draft of establishing a 
network code on requirements for 
grid connection of generators (RfG) 

欧州グリッドコードである RfG の改訂ドラフ
ト。GFM 要件の義務化について記載され
ている。 

欧州 MIGRATE 2019 
D3.6 Requirement guidelines for 
operating a grid with 100% power 
electronic devices10 

EU Horizon 2020 MIGRATE 事業の
GFM の要求ガイドラインに係る報告書。
GFM に求める特性と検証方法について記
載されている。 

欧州 OSMOSE 2022 
D3.3 Analysis of the 
synchronisation capabilities of 
BESS power converters11 

EU Horizon 2020 OSMOSE 事業の
GFM 試験・実証に係る報告書。 

ドイツ VDE 2021 
FNN Guideline – Grid-forming & 
system-supporting behaviour of 
power-generating modules12 

ドイツ VDE規格の GFM に係るガイドライ
ン。 

ドイツ VDE 2021 
FNN Guideline – Grid forming 
behaviour of HVDC systems and 
DC-connected PMMs13 

ドイツ VDE規格の HVDC の GFM に係る
ガイドライン。試験条件なども記載されてい
る。 

米国 NREL 2020 
Research Roadmap on Grid-
Forming Inverters14 

米 DOE 事業の一環として作成された
GFM の技術ロードマップ。 

米国 UNIFI 2022 
Specifications for Grid-forming 
Inverter-based Resources15 

米 DOE 事業の一環として設立されたコン
ソーシアム UNIFI が取りまとめた技術仕
様。UNIFI は、GFM インバータのユニバー
サルな相互運用性の確保等を目的として
いる。 

米国 HECO 2021 
Hawaiian Electric Island-Wide 
PSCAD studies (Stage 2 System 
Impact Study) 

HECO が GFM 機能の能力評価及び導
入に向けた潜在的なリスクを特定することを
目的に EMT 解析を実施した報告書。 

米国 HECO 2023 
Incorporation of Elements from 
IEEE 2800-2022 Into The Stage 3 
Request for Proposals16 

HECO の GFM 機能付き蓄電池の公募
要件。GFM 制御に係る機能や特性が明
記されている。 

豪州 AEMO 2023 
Voluntary Specification for Grid-
forming Inverters17 

AEMO が GFM の仕様について整理した
報告書。GFM に求める性能などが整理さ
れている。 

 

 
6 National Grid ESO, The Grid Code, Issue 6, Revision 16, European Compliance Processes (ECP), APPENDIX 9, Compliance testing 

for grid forming plant, Grid Code documents | ESO (nationalgrideso.com), 2024 年 3 月 12 日確認 
7 National Grid ESO, Guidance Notes (EU Code) (nationalgrideso.com), 2024 年 3 月 12 日確認 
8 グリッドコード欧州ステークホルダー委員会（GC-ESC）は、欧州エネルギー規制機関 ACER および欧州送電系統運用者ネットワーク ENTSO-E が設置した委

員会。 
9 ACER, GC-ESC, Expert Group, Advanced Capabilities for Grids with a High Share of Power Park Modules, Report Version 1.00, 
12. Jun. 2023, GC-ESC EG ACPPM Report version 1.00 (windows.net), 2024 年 3 月 12 日確認 
10 EU Horizon, MIGRATE, http://dx.doi.org/10.13140/RG.2.2.36586.67528, 2024 年 3 月 12 日確認 
11 EU Horizon, OSMOSE, Resource center – Osmose (osmose-h2020.eu), 2024 年 3 月 11 日確認 
12 FNN Guideline – Grid-forming & system-supporting behaviour of power-generating modules, Version 1.0, Dec. 2021 
13 FNN Guideline – Grid forming behaviour of HVDC systems and DC-connected PMMs, Aug. 2020 
14 Yashen Lin, et. al., Research Roadmap on Grid-Forming Inverters, Nov. 2020 
15 UNIFI, Specifications for Grid-forming Inverter-based Resources, Version 1, Dec. 2022 
16 HECO, Competitive Bidding for System Resources | Hawaiian Electric 2024 年 3 月 12 日確認 
17 AEMO, gfm-voluntary-spec.pdf (aemo.com.au) 2024 年 3 月 12 日確認 

https://www.nationalgrideso.com/industry-information/codes/grid-code-gc/grid-code-documents
https://www.nationalgrideso.com/document/289921/download
https://eepublicdownloads.blob.core.windows.net/public-cdn-container/clean-documents/Network%20codes%20documents/GC%20ESC/ACPPM/TOP.2.b._GC-ESC_EG_ACPPM_Report_version_1.00.pdf
http://dx.doi.org/10.13140/RG.2.2.36586.67528
https://www.osmose-h2020.eu/resource-center/
https://www.hawaiianelectric.com/clean-energy-hawaii/selling-power-to-the-utility/competitive-bidding-for-system-resources
https://aemo.com.au/-/media/files/initiatives/primary-frequency-response/2023/gfm-voluntary-spec.pdf
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本事業では「①.2.1 蓄電池向け慣性低下対策 PCS の製作」で示したようにメーカ特有の異なる制御を有する蓄電池

GFM を試験可能な手法を検討した。今後の実用化および認証試験を見据え、要求仕様を満たすことを確認しつつ、

メーカ毎の異なる制御機構を公正に評価することが期待される。ここでは、特定の制御機構を持つ慣性低下対策 PCS を

可能な限り同一条件で正しく評価するために、各プロトタイプの制御パラメータの整合性を整理し、主要な制御パラメータ

の設定値を一致させた条件で試験を実施することとした。主な GFM インバータの制御パラメータの試験条件を表 11 に示

す。主要な制御パラメータは、前 NEDO 事業を踏襲し、慣性定数とガバナ相当係数とした。加えて、配電系統特有の機

能として要求仕様に盛り込むことが検討されている力率一定制御（Automatic power factor regulation; 

APFR）、単独運転防止機能（Anti-islanding protection; AIP）の有効・無効による影響を確認することとした。

次に、第１回ラボ試験で優先的に実施する試験項目を整理したものを表 12 に示す。各試験項目の試験条件は、メー

カ特有の挙動を明らかし、定めるべき要求仕様を明らかにする目的から可能な限り網羅的に設定した。例えば、周波数ラ

ンプ上昇試験は、周波数変化率（RoCoF）を 0.5, 1.0, 2.0, 3.0, 4.0, 5.0 Hz/sec とするなど細かく設定してい

る。一方で、限られた試験期間で実施することも勘案し、GFM インバータの基本性能と事故時運転継続機能を優先事

項に定め、効率的かつ柔軟に試験条件を選定した。 

 

表 11 ラボ試験における GFM インバータの設定 

項目・名称 設定組み合わせ 

設定名 基本 A B C D E F 

略称 
単位 Bas

e 
H0 H+ G0 G+ APF

R 
AIP 

慣性定数 [s] 2.35 0 7.05 2.35 2.35 2.35 2.35 

ガバナ相当係数 
[puMW/p
uHz] 

25 25 25 0 75 25 25 

力率一定制御機能 有効/無効 有効 有効 有効 有効 有効 無効 有効 

単独運転検出機能 有効/無効 有効 有効 有効 有効 有効 有効 無効 

※なお、力率一定制御は、0.9 を基本とした。単独運転検出機能は、受動・能動のいずれも同時に有効・無効とした。 
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表 12 ラボ試験における試験項目 

試験
番号 

 

設定組み合わせ 

基本 A B C D E F 

Bas
e 

H0 H+ G0 G+ 
APF
R 

AI 

1.1 有効電力動作領域 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  

1.2 無効電力動作領域 △      △ 

1.3 有効・無効電力動作領域 △       

1.4 力率一定制御動作 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  

2.1 周波数ステップ上昇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  

2.2 周波数ステップ降下 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  

2.3 周波数ランプ上昇 ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○  

2.4 周波数ランプ降下 ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○  

2.5 周波数スキャン △       

3.1 系統電圧急変（上昇） ◎     ◎  

3.2 系統電圧急変（降下） ◎     ◎  

3.3 系統電圧位相急変 ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ △ 

3.4 系統電圧不平衡急変 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ 

3.5 瞬時電圧低下（LVRT） ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ △ 

3.6 
瞬 時 電 圧 上 昇
（HVRT） 

△       

3.7 系統電圧・位相同時急変 △      △ 

4.1 高調波耐量 ◎       

4.2 
フリッカ（ΔV10）確認試
験 

◎       

5.1 系統電圧異常（OVR） ◎       

5.2 系統電圧異常（UVR） ◎       

5.3 
系 統 周 波 数 異 常
（OFR） 

◎       

5.4 
系 統 周 波 数 異 常
（UFR） 

◎       

5.5 単独運転防止 ◎       

※なお、◎印は全ての条件を実施。○印は条件を選定して実施。△印は今後実施するか検討するもの。 

 

（PHIL 試験について） 

PHIL 試験では、基本試験では確認が困難な系統擾乱時の電力系統との相互作用に焦点を当て、蓄電池向け GFM

の性能評価を実施する。PHIL 試験は、被試験体が任意の電力系統に連系した際の挙動や性能を評価するための手

法で、電力系統をデジタルリアルタイムシミュレータ（Digital real-time simulator; DRTS）で模擬し、被験体を接

続することで両者の相互作用をリアルタイムで評価可能である。また、電力系統モデルで事故等の系統擾乱を発生した際

に連系された被試験体の挙動をより現実に近い条件で評価可能な点が特徴である。 

PHIL 試験に用いる系統モデルを図 26、試験項目を表 13 に示す。GFM インバータの性能は、連系地点によって系統

への影響が異なることが前 NEDO 慣性力事業で明らかになっている。そのため、様々な系統条件を想定できるように柔軟

なかつシンプルな系統モデルを開発・構築した。電源、送電線、配電線で構成されており、送電線の長さやインバータ電源

の種類、容量比率などを自由に変更できるように設計している。また電源は、火力発電を想定した同期発電機およびイン

バータ電源（以下、IBR）の２種類で構成され、IBR は従来型 GFL、S-GFL、GFM の３種類とした。同期発電機と

IBR の容量比率を変更することで異なる非同期電源の比率（IBR 比率）の条件を再現することとした。表 13 で示す

ように A から E の５つの異なる系統擾乱等のテストケースを想定している。 
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図 26 ラボ試験の PHIL 試験で用いる系統モデル 

 

表 13 ラボ試験 PHIL 試験項目 

試験ケース 擾乱種類 試験シーケンス 

A 発電機間動揺 送電線＜２＞を開放、10ms 後に閉路。 

B 地絡・短絡 
送電線＜８＞で短絡・地絡が発生。0.70ms 後に送電線１

回線開放。事故種類は 3LG, 2LG, 1LG, 3LS, 2LS 

C 電源脱落 発電機 Gd（全電源容量の 1%程度）が脱落。 

D 送電線ルート断 送電線＜８＞を開放。 

E 単独運転 送電線＜１４＞の高圧側 CB を開放。 

 

PHIL 試験の検討に向けた事前確認を実施した。これまでに、配電系統モデルと被試験体の GFM インバータを接続す

るためのインタフェース手法として PQ 手法に加えて Ideal transformer method（ITM）を実装し、産総研が保有す

る GFM インバータにより、PHIL 環境による三相地絡事故（3LG）の模擬試験を実施した。図 27 に検証した PHIL

試験の概要図を示す。また、DRTS 内の配電線に被試験体の GFM インバータを接続し、上位の送電線で 3LG を発生

させたときの挙動を図 28 に示す。これらの結果から、実装した環境により PHIL 試験を安定に実行することができ、GFM

インバータを幅広い系統条件で試験できる見通しが得られた。 

 

図 27 PHIL 試験の概要図 
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a) GFM インバータ端の交流相電圧 

b) GFM インバータ端の交流電流出力 

図 28 3LG 故障を模擬した PHIL 試験一例（試験ケース：B-3LG-1） 

 

②.1.3 慣性低下対策 PCSの模擬試験系統による評価手法の検討 

本章冒頭で記載の通り、模擬系統試験では、実系統での実証試験と同じ位置づけでより実証に近い環境で他の

機器との干渉などより複合的な検証を行い、ラボ試験では困難な検証や配電系統特有の課題の抽出・検証を行うことが

目的である。模擬試験系統による評価手法の検討に当たっては、検証対象の開発機器がターゲットとしている設置場所・

環境等のユースケースを考慮した上で、想定される試験項目を列挙した。 

開発機器は、2030 年代以降より配電系統に導入される 6.6kV 系統連系用インバータとして開発されていることから、

模擬系統試験についても PV が大量連系された配電系統で起こり得る条件を試験項目として列挙した。なお、同条件に

関する試験は、過去の NEDO 事業※での配電系統電圧制御機器の実証試験を参考とした。以下に、試験項目を列

挙する。 

※「分散型エネルギー次世代電力網構築実証事業」、平成 26 年度～平成 30 年度、P14010 

 

---------- 

◎基本性能 

 ○機器起動・停止動作の確認 

  ・機器起動動作  正常に起動するか確認する。 

  ・機器停止動作:  正常に停止するか確認する。 

  ・系統復帰時動作:  正常に復帰するか確認する。 

  ・通信不能(集中制御):  通信不能時の機器の動作を確認する。 

 ○機器故障時の動作 

  ・軽故障発生時動作:  軽故障を模擬的に発生させた際の動作を確認する。 

  ・重故障発生時動作:  重故障を模擬的に発生させた際の動作を確認する。 

◎性能評価 

 ○通常運転時の安定性 

  ・電圧三相不平衡時:  送り出し電圧不平衡時の動作を確認する。 

  ・負荷不平衡時  負荷不平衡時の動作を確認する。 

  ・高調波発生時  送り出し電圧高調波重畳時の動作を確認する。 

 ○配電系統事故時の動作 
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  ・地絡事故   地絡事故時の動作を確認する。 

  ・短絡事故   短絡事故時の動作を確認する。 

  ・断線事故   断線事故の動作を確認する。 

 ○事故時運用時の動作 

  ・単独運転検出能動信号との協調:単独運転検出能動信号出力時の動作を確認する。 

  ・単独運転時:   単独運転時の動作を確認する。 

 ○ループ切替時の動作 

  ・ループイン・ループアウト時: ループイン・ループアウト時の動作を確認する。 

 ○電力系統擾乱時の動作 

  ・瞬時電圧低下:  瞬時電圧低下時の動作を確認する。 

  ・周波数ステップ変動時:  周波数ステップ変動時の動作を確認する。 

  ・周波数ランプ変動時:  周波数ランプ変動時の動作を確認する。 

◎電圧制御 

 ○通常運転 

  ・LRT タップ動作時:  LRT タップ動作時の動作を確認する。 

  ・電圧ステップ変化:  電圧ステップ変化時の動作を確認する。 

  ・変圧器投入インラッシュ:  変圧器投入インラッシュ時の動作を確認する。 

 ○負荷特性による影響 

  ・負荷の投入・開放:  負荷の投入・開放時の動作を確認する。 

  ・モータ負荷:   モータ負荷運転・停止時の動作を確認する。 

 ○分散型電源の発電特性による影響 

  ・分散型電源の起動・停止: 分散型電源起動・停止時の動作を確認する。 

 ○フリッカへの有効性確認 

  ・フリッカ発生時:  送り出し電圧がフリッカ時の動作を確認する。 

--------- 

 1 回目の試験では、各メーカ GFM、GFL の計 5 機種に対して 2 週間の試験実施を計画している。以上の列挙した試

験項目に対して、機器開発でのユースケース検討、機器仕様、ラボ試験項目を踏まえて、試験項目の絞込、内容の具

体化を検討した。検討した試験項目案と該当ユースケースを以下に示す。 

--------- 

◎慣性応答 

・ユースケース：再エネ普及により非同期電源比率が増加し系統全体の慣性力が低下した場合において、送電線 N-2

事故により同期発電機脱落した際に系統の周波数が著しく低下し、発電機が一斉解列する事で大停電にいたる。 

・試験概要：長亘長配電線末端に接続された供試機器が、周波数低下時に正常な有効電力を出力するか確認す

る。 

◎単独運転 

 〇供試機器単独 

 ・ユースケース：供試機器の周波数変動を抑制する機能が、単独運転検出機能の周波数変化を助長させる能動信

号へ干渉し、供試機器の単独運転検出に影響を及ぼす懸念がある。 

  ・試験概要：単独運転状態を模擬し、供試機器が単独運転を検出し、解列するか確認する。 

 〇現行 PV-PCS との複合 
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  ・ユースケース：供試機器と現行 PV-PCS(低圧新型能動方式)が干渉し、単独運転状態を検出しなくなる懸念が

ある。 

  ・試験概要：供試機器が連系されることにより、現行 PV-PCS の単独運転検出時間が長時間化しないか確認す

る。 

◎LVRT 

  ・ユースケース：長亘長配電線末端に接続された供試機器が、瞬時電圧低下時に運転継続できない懸念がある。 

  ・試験概要：周波数低下時に正常な有効電力を出力するか確認する。 

◎電圧歪み 

 〇変圧器投入・モーター始動電流・高調波 

  ・ユースケース：瞬時値電圧波形の歪みによりゼロクロスポイントがずれて、正常に周波数検出できなくなる懸念があ

る。 

  ・試験概要：瞬時値電圧波形の歪みによる制御機能への影響を確認する。 

 〇系統切替 

  ・ユースケース：位相が切り替わったときに周波数検出へ影響する懸念がある。 

  ・試験概要：瞬時値電圧波形の歪みによる制御機能への影響を確認する。 

◎回転型分散電源との干渉 

  ・ユースケース：負荷変動時において配電系統内の他の回転型分散電源の動揺と干渉する懸念がある。 

  ・試験概要：負荷変動時において、回転型発電機の動揺との干渉を確認する。 

--------- 

②.1.4 認証試験との整合性に関する検討 

要求仕様案を踏まえて、2024 年度下半期より検討を開始する予定である。 

②.2 慣性低下対策 PCSの試験・評価 

②.2.1 慣性低下対策 PCSのラボ評価試験 

（GFM インバータのラボ試験について） 

図 25 に示したとおり、2024 年 1 月より第１回試験を順次進めている。本稿では、1 社目（A 社）のラボ試験結果

（2024 年 2 月時点）を報告する。なお、試験結果は随時整理・分析を進めており、速報値による暫定的な結果・考

察を示す。また、A 社のプロトタイプは、2024 年 12 月頃に単独運転防止機能の試験を予定している。試験機器構成

の概略図、ラボ試験の外観をそれぞれ図 29 及び図 30 に示す。ラボ試験のうち基本試験は、系統連系規程

（JEAC9701）及び JET 試験に記された高圧系統連系保護装置の装置構成に基づいて実施した。 

 

 

図 29 試験環境・構成の概略図 
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図 30 A 社のラボ試験外観 

 

（GFM 基本試験） 

GFM インバータの基本試験は、表 12 に沿って実施した。実際に想定される様々な条件を考慮するため、試験期間を

鑑み優先順位を設けた上で、可能な限り網羅的に検証を行なった。例えば、表 12 の試験番号 2.3「周波数ランプ上

昇」について、RoCoF を 0.1, 0.5, 1.0, 2.0, 3.0, 4.0, 5.0 の 7 つの試験条件について検証している。他にも、試験

番号 3.5「瞬時電圧低下（LVRT）」は、限界性能を把握する目的で投入位相角、残電圧、事故除去時間など細か

く変更し、重点的に検証を行った。ただし、異常停止した場合はより厳しい試験条件の実施は行わないものとした。第１

回試験は、各プロトタイプの挙動および限界性能を確認し、定めるべき要求仕様および検討すべき追加の試験項目を検

討する位置付けとしている。 

図 31 に試験番号 3.5「瞬時電圧低下（LVRT）」の試験結果一例を示す。残電圧 20%の瞬時電圧低下に対して

並列運転を継続している。有効電力出力が、電圧復帰後、瞬時電圧低下発生前の 80%に復帰する時間は 0.1 秒

以内かについては定義・判定基準を今後検討が必要である。また瞬時電圧低下時に期待通り、過電流制限値まで故障

電流が供給されており、適切に過電流制御が実装されている。一方で、瞬時電圧低下直後に一時的に故障電流が低

下する特性が確認できる。加えて、瞬時電圧低下直後および電圧復帰直後において交流電流出力の最大値が瞬時的

に定格電流の 150%以上の電流が供給されている。事故直後に FRT モードへ移行しており、事故除去により電圧復帰

後のどのタイミングで FRT モードから GFM モードへ復帰を求めるかを念頭に電圧復帰後の挙動について要求仕様等によ

り定義する必要があることが確認された。各メーカは、事故時運転継続（FRT）の実現に向けて様々な制御方法で実

現する可能性が高い。そのため、特に「事故直後」「事故継続中」「事故除去後」の３つの状況下における GFM への要

求を正しく整理しなければならないことが確認された。 

  

昇圧変圧器（Tr. 2）

産総研FREA スマートシステム研究棟（L室）

被験体

計測器等
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a) GFM インバータ端の交流電圧 

 

b) GFM インバータ端の交流電流出力 

図 31 GFM インバータの LVRT 試験結果一例（A 社ラボ試験） 

 

(S-GFL インバータのラボ試験について) 

当初の実施計画では、前 NEDO 慣性力事業で概ね既存の JET 試験に適合する見通しが得られていたため、電中研

赤城試験センターにおける「②.2.2 模擬試験系統による評価試験」でより実証に近い検証を想定していた。一方で、前

NEDO 慣性力事業で試験していないメーカのプロトタイプが含まれていること、周波数不感帯を設けるなど新たに追加した

機能が要求仕様に含まれていること、軽微な修正・調整により適合見通しと判断された一部の試験項目について再度確

認することが望ましいとの実施者作業会での意見等を踏まえてラボ試験も実施することとした。 

S-GFL インバータの試験対象となるプロトタイプは、A 社および C 社の 2 社を想定している。なお、A 社は前 NEDO 慣

性力事業で試験していないメーカのプロトタイプである。従って、前 NEDO 慣性力事業で実施した JET 試験の項目を中

心に試験を実施している。また、C 社の試験は、2024 年 8 月頃を予定している。 

A 社の S-GFL プロトタイプの試験結果について、前 NEDO 慣性力事業の JET 試験で「機器構成や制御ロジック等の

軽微な修正で適合が見込める」と判定された試験項目を実施し、速報値の暫定的な見解ではあるが、いずれの試験項

目も適合範囲内であることを確認した。具体的には、JET 試験項目のうち「瞬時電圧低下（FRT/LVRT）」、「系統電

圧異常（OVR、UVR）」、「系統周波数異常（OFR、UFR）」および「単独運転防止」を実施した。前 NEDO 慣性

力事業では、LVRT 試験において電圧復帰後、定格電流の 150%以内の判定基準を逸脱するケースが確認されてい

たが、今回は適合範囲内に収まることを確認している。試験項目のうち、瞬時電圧低下（LVRT）試験の結果一例を

図 31 に示す。S-GFL は、残電圧 0%の瞬時電圧低下に対して並列運転を継続している。有効電力出力が、電圧復

帰後、瞬時電圧低下発生前の 80%に復帰する時間が 1 秒以内である。交流電流出力の最大値が定格電流の

150%以下である。次に、単独運転防止試験の結果一例を図 33 に示す。供給電圧スイッチを開路し、単独運転に移

行後、3 秒以内に解列していることが確認できている。以上から適合範囲内となる見通しを得ている。 
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a) S-GFL インバータ端の交流電圧 

 

b) S-GFL インバータ 端の交流電流出力 

図 32 S-GFL インバータの LVRT 試験結果一例（A 社ラボ試験） 

事故種類：三相短絡（3 LG）、残電圧：0%、位相投入角：0 度 

 

 

a) 閉回路スイッチ状態（連系運転：1、単独運転：０） 

 

b) S-GFL インバータ端の交流電圧 

 

c) S-GFL インバータ端の交流電流出力 

図 33 S-GFL インバータの単独運転防止試験結果一例（A 社ラボ試験） 
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また、新たに追加した周波数不感帯の挙動を確認するため周波数不感帯を有効とした場合の周波数変化に対する動

作確認を実施し、想定通りの挙動を確認している。周波数応答の確認試験の結果一例を図 34 に示す。なお、周波数

不感帯のヒステリシスとは周波数が不感帯を超えて適切な出力応答をしたのち、再び周波数が不感帯内に戻った場合に

おいて、不感帯とは別に設定した周波数に達するまで出力を維持する機能のことである。この試験では、周波数が不感帯

を逸脱すると瞬時に有効電力を供給し、周波数が不感帯以内に戻ってもヒステリシス機能により、指定周波数に戻るまで

有効電力の供給を維持し、指定周波数以内に戻ったのち、イベント発生前の有効電力に戻ることが確認できている。 

 

 

a) S-GFL インバータ端の周波数推移 

 

b) S-GFL インバータ端の有効電力出力推移 

 

c) 周波数に対する有効電力出力の挙動 

図 34 S-GFL インバータの周波数応答確認試験の結果一例（A 社ラボ試験） 

  

不感帯
（ ヒステリシスあり）

不感帯
（ ヒステリシスあり）

不感帯
（ ヒステリシスあり）

不感帯
（ ヒステリシスあり）

不感帯
（ ヒステリシスあり）

不感帯
（ ヒステリシスあり）
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②.2.2 模擬試験系統による評価試験 

模擬試験系統による評価試験は、電力中央研究所・赤城試験センターに既設の「需要地系統ハイブリッド実験設備」

(以下、電中研赤城)を使用した。この実験設備は、分散形電源の導入が系統の電力品質や保護保安等に与える影

響、ならびにこれらの課題に対する系統側・分散形電源側それぞれの対策技術の開発・評価や総合的な実証試験を行

うことを目的に、電力中央研究所が赤城試験センター（群馬県前橋市）に構築したものである。図 35 に需要地系統

ハイブリッド実験設備の構成を示す。 

図 35 需要地系統ハイブリッド実験設備の構成 

 

試験設備は、実規模の配電設備（変電所、変圧器（66kV/22kV/6.6kV）2000kVA×2 バンク、22kV および

6.6kV の高圧配電線、高圧模擬線路）、電圧制御装置（SVR、SVC、LBC）、分散形電源設備（同期発電機、

誘導発電機、インバータ電源）、模擬負荷装置（インピーダンス負荷、回転機負荷、電子負荷）、光ファイバ情報通

信ネットワークなどにより構成される。また、バーチャル実験設備（リアルタイムシミュレータと BTB 電源装置）により、上位

系統や隣接系統の挙動をリアルタイムで模擬することができる。 

 本設備の概要は、以下の通りである。 

---------- 

〇電源および電源装置 

・東京電力 PG より 50Hz の商用交流電源 

・BTB 電源装置による 60Hz 交流電源 
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  - BTB 電源装置により、6kV 系統における系統擾乱（瞬時電圧低下、高調波、フリッカ等）の発生が可能。 

○実験用配電線と通信ネットワーク 

・6,600V と 22,000V の配電線路を装備。 

・4 箇所に設置した模擬線路により 20km 以上の長亘長線路の実験が可能。 

・人工故障発生装置を装備、系統事故時の実験が可能。 

・光ファイバによる通信ネットワークを装備、電圧制御装置、分散形電源、負荷の各集中制御の実験が可能。 

○分散形電源 

・風力やコージェネを模擬する回転形発電機と、太陽光発電、蓄電池等を模擬するインバータ形電源。 

・総容量；一配電線の設備容量の半分程度に当たる 1500kW。4 箇所（電源室）に分散して設置。 

○負荷装置 

・各分散形電源に併設して、合計 1800kW の模擬負荷。6 箇所（負荷室）に分散して設置。 

○制御装置 

・新型 SVR：各種制御方式 

・SVC：電圧一定制御、フリッカ、三相不平衡抑制 

---------- 

 本実験設備を用いて、「②.1.3 慣性低下対策 PCS の模擬試験系統による評価手法の検討」での試験項目を図

36 の試験系統にて、実証試験を実施する。供試機器は、長亘長配電線(20km:2＋j4[Ω])の末端に連系される

500kVA 蓄電池用 PCS を想定した。但し、実際の供試機器は 50kVA で製作され、この出力変動による配電線電圧

降下による電圧変動が想定条件の 1/10 となる。このため、供試機器の出力変動による電圧変動を検証する試験項目

では、電圧変動を想定条件と等価にするため、10 倍の 20+j40[Ω]にて実施する。負荷変動、分散型電源との複合試

験については、試験系統内に分散配置された負荷、電源設備を用いる。系統切替の試験では、別の配電線を用いて

ループ運用を経てから供試機器の接続系統を切り替える。 

以上の試験を 1 回目の試験として、A 社 GFM・GFL インバータ、B 社 GFM インバータ、C 社 GFM・GFL インバータの

計 5 機種に対して各 2 週間程度、2024 年度に実施予定である。 

 

 

図 36 模擬系統試験での試験回路概要 
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②.3 慣性低下対策 PCS の試験・評価 

要求仕様案を踏まえて、2024 年度末より検討を開始する予定である。 

 

③ 慣性低下対策 PCSの導入効果、影響評価検討（産業技術総合研究所、広島大学、呉工業高等専門学

校、北海道大学、東京大学、早稲田大学） 

 

目標 

（2025 年３月） 

慣性低下対策 PCS が導入された系統の安定性解析技術を開発する。また、将来の

電力系統のシナリオをとりまとめる。 

成果 

(2024 年 6 月) 

慣性低下対策 PCS が導入された系統の安定性解析を実施する上で重要な要素技

術の開発を概ね完了した。加えて、暫定的ではあるものの将来の電力系統のシナリオを

概ね取りまとめた。具体的には以下のとおり。 

・縮約技術については、下位系統の縮約技術による大規模系統の系統安定性解析を

実施。下位系統に接続された慣性低下対策装置の効果を評価した。 

・実効値モデル開発については、開発した過電流抑制機能を試験機および実効値モデ

ルに実装し、比較評価することにより実効値モデルの妥当性検証を行った。 

・基礎特性解析については、原理を明確化するため簡素な電力系統モデルによる慣性

低下対策装置の制御方式及び各種パラメータによる過渡安定性への影響を評価した。 

・シナリオ検討については、2030 年から 2040 年までの需給シナリオに基づき需給分析

を実施。系統慣性の年間推移等を評価した。予測を含む詳細分析及び短絡容量解

析の準備を整えた。 

達成度（見込み） ○    (2025 年 3 月に達成見込み) 

達成の根拠／解決方針 

2024 年度中に以下の具体的な方針により慣性低下対策 PCS の導入拡大に必要と

される「系統縮約技術」、「実効値解析技術」、「瞬時値解析技術」等の安定性解析

技術の開発を予定通り完了見込み。 

・系統縮約手法を活用した電力系統モデルの構築を進め、様々な種類の慣性低下対

策装置が系統に分散して連系された際の導入効果を明らかにする。 

・過電流抑制機能を考慮した実効値解析モデルの改良・評価を進め、妥当性を検証す

る。 

・同期発電機と慣性低下対策装置が混在する系統モデルを構築し、過渡領域における

電源間の相互干渉や過渡安定性への影響を評価する。 

・シナリオに基づく慣性低下対策装置の導入効果解析において下位系統を縮約する技

術を適用し、より現実的な系統モデルの解析を実施する。 

また、2030 年から 2040 年の将来シナリオについて、様々な調査結果及び外部有識

者のご意見なども踏まえて暫定シナリオの見直しをするとともに複数のシナリオを検討す

る。それぞれのシナリオについて需給分析を再度実施し、系統運用の経済性や系統慣

性、短絡容量の変化及び対策技術の効果等を検証する。以上の検討により当初の目

標を達成する見込み。加えて、短絡容量の算定など慣性低下系統における重要な検

討を追加で実施予定。 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達 
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【実施内容】 

実施項目①および②では、慣性低下対策 PCS の実機製作および試験・評価を実施しているが、本項目では、慣性

低下対策 PCS の将来的な普及の形態を検討するとともに、慣性低下対策 PCS の導入により得られる電力系統の安定

性の向上効果について明らかにすることを目的として、将来シナリオ検討および系統解析技術開発およびそれによる解析

を実施している。将来シナリオ検討においては、第 6 次エネルギー基本計画や、OCCTO マスタープランなどの将来想定に

関する公開資料を参考に、慣性低下の補償に必要な対策 PCS の導入量等の算定に取り組んでいる。系統解析技術

については、配電系統に慣性低下対策 PCS が多数導入される状況を模擬した基幹系統での解析における 2 つの大き

な課題の解決に取り組んでいる。一つは、慣性低下対策 PCSを含む系統のある一部を切り取り縮約する技術である。配

電系統では多数の対策 PCS が導入される可能性があり、それらを一つ一つモデリングして解析を行うことは非常に高い計

算コストを要するため、縮約技術は重要な解析技術となる。2 つ目は、慣性低下対策 PCS の実効値モデルの開発であ

る。現在慣性低下対策 PCS を含む系統の安定性解析は EMT 解析での実施が主流である。一方で、EMT 解析は計

算負荷が高いため、多数の慣性低下対策 PCS を含む基幹系統での解析は膨大な計算時間がかかってしまう恐れがあ

る。慣性低下対策 PCS の実効値モデルを開発することで、計算の負荷を大きく軽減することができる。系統解析について

は、単純な構成の系統モデルによる、慣性低下対策 PCS の系統安定性への基本的な貢献の明確化と、将来シナリオに

基づいて構築した多機系統における詳細な評価の 2 点に取り組んでいる。 
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③.1 慣性低下対策 PCSのシミュレーション等による系統影響評価 

本項目では、電力系統の安定性のうち、「位相角安定性」に主眼を置き、慣性低下対策 PCS の導入が同安定性に

与える基本的な影響について解析を実施した。位相角安定性は、系統擾乱に対し、電源が運転を継続し、元の状態に

復帰する能力を言う。短絡事故等の大擾乱に対しては過渡安定性、微小擾乱に対しては小擾乱位相角安定性に細

分される。本項目ではとりわけ過渡安定性に着目している。図 37 に解析に用いた３種類のモデルを示す。 

 

１）OneInf モデル：一機無限大母線系統モデル。無限大母線に IBG をインピーダンスを介して接続。 

２）2M_S_IBG モデル：２機モデル。SG と IBG がインピーダンスを介して相互接続。SGの容量が IBGの４倍 

３) 2M_L_IBG モデル：２機モデル。SG と IBG がインピーダンスを介して相互接続。IBGの容量が SGの４倍 

＊SG：同期発電機（Synchronous Generator） 

 

OneInfモデルは容量が極めて大きい大規模系統(無限大母線)に対し接続される電源、ここでは IBGの過渡安定性

を評価するモデルであり、系統擾乱に対して GFM を実装した IBG が運転を継続できるかを評価する目的で用いた。

2M_S_IBG モデルは IBG の導入量が比較的多い系統を模擬しており、事故に対して系統側(SG)も電圧等変動する

中での、IBG の過渡安定性を評価する目的で用いた。2M_L_IBG モデルは IBG の導入量が SG を上回る条件のモデ

ルであり、短絡故障により SG が運転継続不可となるリスクに対する GFM インバータの効果を評価する目的で用いた。各

モデルにおける定数の設定を表 15 に示す。 

 

 

(a) OneInf モデル        (b) 2M_S_IBG モデル     (c) 2M_L_IBG モデル 

図 37 過渡安定性評価用シミュレーションモデル 

 

表 14 系統モデルパラメータ 

 OneInf モデル 2M_S_IBG モデル 2M_L_IBG モデル 
電圧(kV) 0.44 0.44 0.44 
線路インピーダンス(ohm/回線) j3.37 1.22+j4.07 1.16+j3.87 
IBG 容量 (kVA) 50 50 200 
IBG 出力指令 (kW) 45 45 160 
SG 容量 (kVA) ― 200 50 
SG 出力指令 (kW) ― 160 45 
負荷(P (kW)+jQ (kVar)) ― 200+j60 200+j60 

 

③.1.1 一機無限大母線系統モデル（OneInf モデル）による評価 

GFM インバータの制御構造を図 38 に示す。GFＭの主たる機能である電圧源の挙動を模擬するのは位相指令を生

成する位相制御と、電圧振幅指令を生成する電圧制御の 2 つである。位相制御の方式としては、数式 1 に示すように

同期発電機の動特性を模擬する Virtual Synchronous Machine(VSM)や、数式 2 に示すように同期発電機の制

動項のみを模擬する Droop などがある。 

SG
IBG SG

IBG 
IBG
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𝑴
𝒅𝟐𝜹

𝒅𝒕𝟐
= 𝑷𝒓𝒆𝒇 − 𝑷 − 𝑫

𝒅𝜹

𝒅𝒕
 

数式 1 

𝑫
𝒅𝜹

𝒅𝒕
= 𝑷𝒓𝒆𝒇 − 𝑷 

数式 2 

 

𝑀：慣性定数(s2 ∙ kW/rad)、𝐷：制動係数(s∙ kW/rad))、𝑃𝑟𝑒𝑓：有効電力指令値(kW)、𝑃：有

効電力出力(kW)、𝛿：内部電圧の位相角(rad) 

 

本検討では位相制御の方式、パラメータ、電流制限の方式、位相制御におけるワインドアップ現象の防止機構の有無

など、様々に条件を変化させて EMT 解析により過渡安定性を評価し、同安定性の観点から適切な GFM 制御の構造や

パラメータについての知見の獲得を試みた。位相制御については前述の通り VSM と Droop の 2 方式を比較した。電流

制限については図 39 に示すように電流指令値のうち優先的に保存する要素を変化させた 3 方式（d 軸優先方式、q

軸優先方式、d-q 比優先方式）について比較を行った。また、後述する電流制限の影響の理論検討においてはさらに 3

方式を追加し、比較検討を行った。最後の要素として、電流制限が作動した際に位相制御に含まれる積分要素において

発生するワインドアップ現象を回避するためのアンチワインドアップ制御の有無による比較を行った。 

 

 

過渡安定性の評価方法について説明する。図 37(a)に示すように IBG の自端での事故を想定し、事故の種類として

は三相地絡事故とした。事前に設定した事故継続時間が経過後、2 回線のうち 1 回線を開放することで事故除去を行

い、再閉路はなしとした。事故除去後に IBG が元の運転状態に復帰することができる最長の事故継続時間を

CCT(Critical Clearing Time)として、過渡安定性の評価指標とした。事故継続時間は 20ms から 400ms まで

20ms 刻みで変化させた。GFM における制御パラメータの基準値として、慣性定数𝑀は同期発電機相当として 8s、制

動係数については同期機のガバナにおいて用いられる調停率に対応した値として 25pukW/puHz を設定した。許容電

流は定格容量ベースで 1.5pu とした。慣性定数、制動係数については基準パラメータをベースに様々変化させて検討を

行った。 

各種条件における CCT の算定結果を表 15 に示す。なお、SG と IBG の比較のため、IBG の代わりに容量が等しく、

基準パラメータ相当の SG を連系したケースの CCT も同表に合わせて示した。また、表中、400ms と記載している箇所

は厳密には CCT ではなく、今回検討した最長の事故継続時間 400ms の条件においても運転継続が可能であったケー

スであることを示していることに留意されたい。 

 

 

 

図 38 GFM 制御系 

 

－
+

無効電力

位相制御
位相

出力設定

有効電力

PWM
pulse

電圧制御
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（電流制限）
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ワインドアップ
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図 39 電流制限の方式 

 

電流指令値ベクトル許容電流

d-q比優先方式

d軸

q軸

q軸優先方式

d軸優先方式
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表 15 CCT の計算結果（OneInf モデル） 

 

〇位相制御の方式の影響 

 VSM と Droop を比較すると、制動係数 D が同値である場合は VSM の方が CCT が長くなる傾向が見られた。VSM

は慣性の模擬がある分、事故中の位相角の増加が抑制されるため、Droop よりも位相の発散、つまり脱調が起きづらい。 

 

〇電流制限の方式の影響 

 傾向としては、d 軸優先、d-q 比優先、q 軸優先の順に CCT が長くなる結果が得られた。q 軸成分を優先することは、

無効電流の注入を優先することと等価であり、特に事故除去直後において電圧の復帰を高速化することにつながる。結

果として、有効電力出力の回復も早まり、位相角の増加が抑制され、過渡安定性が高まった。 

 

〇アンチワインドアップ制御の効果 

 アンチワインドアップ制御を組み込むことで飛躍的に CCT が長くなる結果となった。同制御は、電流が制限されている間、

内部の位相角の増加を抑制する効果を持つため、脱調(位相角の発散)が起きづらくなる。 

 

○制御パラメータの変更の影響 

制動係数を増加させることで、事故中の位相角の増加を抑制するとともに、事故除去後の減衰を強める効果が得られ、

CCT が改善する傾向が見られた。慣性定数については、増加に対し CCT が長くなるケースが多いが、減少する場合も見

られた。慣性定数の増加は、事故中の位相角の増加は抑制されるが、事故除去後の振動が長周期かつ大振幅となる作

用もある。これらの影響の重ね合わせにより、改善される場合と悪化する場合が見られた。 

 

 続いて、電流制限の方式による過渡安定性への影響の違いについて、理論的な評価を行った。図 39 に示した方式の

他、過電流発生時に仮想インピーダンスを動的に増加させて電流を制限値以下に抑える手法も比較対象とした。具体

的には、仮想インピーダンスの抵抗成分のみを調整する「抵抗スケーリング方式」、リアクタンス成分のみを調整する「リアクタ

ンススケーリング方式」、抵抗とリアクタンスの比を保存し、インピーダンスの大きさを調整する「RX 比保存方式」の 3 方式を

対象とした。一機無限大母線系統モデルに対して電流制限の方式別に導出した電力相差角曲線を図 40 に示す。電

力相差角曲線と出力基準を表す水平線の交点は平衡点と呼ばれ、通常は左側の安定平衡点において運転がなされる。

短絡故障などの大擾乱に対し、運転点が右側の不安定平衡点を超えてしまうと電源は同期を維持できなくなってしまう。

25 50 75 25 50 75

SG 8 280 ― ― なし ― 160 280 400

8 200 300 400 d軸優先 120 180 280

16 240 340 400 q軸優先 140 280 380

24 240 360 400 d-q比優先 120 240 380

8 180 240 320 d軸優先 100 200 300

16 200 300 360 q軸優先 400 400 400

24 200 320 400 d-q比優先 400 400 400

8 180 260 360

16 200 300 380

24 220 320 400

8 180 280 380

16 220 320 400

24 220 340 400

8 140 240 320

16 140 260 360

24 120 280 380

8 400 400 400

16 400 400 400

24 400 400 400

8 400 400 400

16 400 400 400

24 400 400 400

CCT (ms)

制動係数D (pukW/puHz)電源
位相制御

方式

電流制限

方式

アンチワイ

ンドアップ
慣性定数

M (s)

電源
位相制御

方式

電流制限

方式

アンチワイ

ンドアップ

CCT (ms)

制動係数D (pukW/puHz)

なし

あり

IBG VSM

なし

d軸優先

q軸優先

d-q比優先

d軸優先

q軸優先

d-q比優先

―

なし

あり

IBG Droop
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このことから、不安定平衡点の位置がより右側にあることが過渡安定性が高いことの一つの要件となる。この観点では、q

軸優先方式が最も不安定平衡点が右側に位置しており、安定性が比較的高く、d 軸優先方式、抵抗スケーリング方式

はともに不安定平衡点が安定平衡点に非常に近く、安定性が低いと考えられる。その他、d-q 比優先方式、リアクタンス

スケーリング方式、RX 比保存方式については中間的な安定性を有すると考えられる。本評価の整合性確認のために実

行値シミュレーションを実施し、CCT を算定したところ、図 41 に示すように、評価と整合した CCT が得られた。q 軸優先

方式は、過渡時に q 軸電流を優先的に流すことで電圧の維持に貢献する性質があるため、これにより有効電力が減少し

づらくなり、安定性が高くなる。電力相差角曲線は様々な条件に依存するが、上記の性質は普遍的なものであるため、q

軸優先方式が過渡安定性において有効であることは一定の普遍性を有するものと考えられる。 

  

 

③.1.2 ２機モデル（2M_S_IBG モデル）による評価 

 2M_S_IBG モデルを用いて前項と同様に CCT を算定し、過渡安定性評価を実施した。OneInf(一機無限大母線

系統)モデルが大規模系統への小容量の IBG の連系を模擬しているモデルであるのに対し、2M_S_IBG モデルでは、

IBG の容量が SG の 1/4 であり、比較的 IBG の導入が進んだ条件となる。GFM の特性のみならず、並列する SG の特

性も含めた形での評価となる。擾乱の発生個所を SG 連系母線とし、また、再閉路について事故除去後 1 秒後に開放

した線路の再閉路を行うこととした。その他の条件は同様にして瞬時値シミュレーションにより CCT を算定した。結果を表

16 に示す。 

 

○主制御系の影響 

 VSM、Droop について、いずれも 400ms の事故に対しても運転継続が可能な条件は存在するが、例えば制動係数

をともに 25 pukW/puHz とした場合、VSM の方が CCT が短くなる傾向が見られた。慣性の模擬は事故中の位相の増

大を抑制する一方で、事故除去後の振動の長周期化、振幅増大を招くため、CCT が短くなる場合がある。 

 

○パラメータ変更の影響 

 制動係数の増加に対しては OneInf モデルと同様に CCT の向上効果が得られる傾向が見られたが、一部のケースにお

いて CCT が短くなる結果となった。これは、電流制限の影響により制動係数の大小と位相変動の大小の関係が逆転して

しまう場合があることが原因であった。アンチワインドアップ制御によって改善される場合も見られた。 

 慣性定数の増加に対しては一様に慣性定数が大きいほど CCT が悪化する傾向となった。これは、慣性定数が大きいこ

とで得られる事故中の相差角の増加よりも、事故除去後の動揺の増加が強く表れてしまったためと考えられる。 

 

 

図 40 電流制限方式別の 

電力相差角曲線 

 

図 41 電流制限の方式別 CCT(単位:s) 
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○その他（電流制限、アンチワインドアップ制御の影響） 

 OneInf モデルと同様の傾向となったため割愛する。前項を参照されたい。 

表 16 CCT の計算結果（2M_S_IBG モデル） 

 

 

③.1.3 2機モデル（2M_L_IBG モデル）による評価 

 2M_L_IBG モデルでの検討結果について説明する。同モデルは、IBG の導入がさらに進み SG よりも容量が大きい条

件のモデルとなっている。このケースでは、容量が小さい SG の方が脱調に至りやすく、これまでは GFM インバータの事故時

運転継続能力を評価してきたが、本モデルでは SG の運転継続能力に対し、GFM インバータがどのような作用を及ぼすか

を評価することが目的である。擾乱発生個所を IBG の連系母線とし、その他の条件を前項と同様にして CCT の算定を

実施した。結果を表 17 に示す。 

 

○全体の傾向 

 OneInf モデル、2M_S_IBG モデルでの検討と比較すると、条件の変化による CCT の変化は比較的小さく、GFM 自

身の過渡安定性と比較して他の電源の過渡安定性への影響は小さい。 

 

○位相制御の影響 

 VSM の方が CCT が長くなる傾向が得られた。連系する SG が慣性を持つため、同様に慣性を模擬することで位相角の

乖離が抑制されやすいことが要因と考えられる。 

 

○電流制限の影響 

 d 軸優先方式では安定性が改善し、q 軸優先方式では低下する傾向となり、OneInf モデル、2M_S_IBG モデルとは

逆の結果が得られた。これは、SG の脱調を防ぐために IBG に求められる挙動が変化するためである。本モデルでは容量が

少ない SG が脱調しやすく、事故除去直後において、SG の方が位相が進んでいる状態となる。位相差を減少させるため

には、IBG の位相は増加する必要があり、より出力電力が抑制される d 軸優先が有効となったと考えられる。  

25 50 75 25 50 75

SG 4 160 ― ― なし ― 400 400 400

4 400 400 400 d軸優先 300 180 0

16 220 280 300 q軸優先 400 400 340

28 20 120 180 d-q比優先 400 360 240

4 60 0 0 d軸優先 300 180 0

16 0 0 0 q軸優先 340 400 400

28 0 0 0 d-q比優先 400 400 400

4 400 400 380

16 220 260 280

28 0 80 180

4 320 280 160

16 0 0 0

28 0 0 0

4 60 0 0

16 0 0 0

28 0 0 0

4 400 400 400

16 330 380 400

28 220 300 320

4 400 400 400

16 300 340 360

28 200 260 280

なし

d軸優先

なし

あり

q軸優先

d-q比優

先

IBG Droop

IBG VSM

なし ―

d軸優先

ありq軸優先

d-q比優

先

位相制御

方式

電流制限方

式

アンチワイ

ンドアップ

CCT (ms)

慣性定数

M (s)

制動係数D (pukW/puHz) 制動係数D (pukW/puHz)電源電源
位相制御

方式

電流制限

方式

アンチワイ

ンドアップ

CCT (ms)
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表 17 2M_L_IBG モデルでの CCT 

 

 

○アンチワインドアップ制御の影響 

 アンチワインドアップ制御についても、前述の検討とは逆で、実装がない方が安定となった。理由は電流制限の場合と同

じく、事故除去後に IBG の位相がさらに進んだ方が SG の脱調抑制になるため、アンチワインドアップ制御による位相増大

の抑制がない方が安定になったと考えられる。 

 

○パラメータ変化の影響 

 全体的な傾向としては、慣性定数、制動係数の増加は CCTの改善に有効である傾向が得られた。一方で、VSM にお

いてアンチワインドアップ制御がない場合には、慣性定数、制動係数の増加により CCTが改善する場合と悪化する場合の

両方が見られ、一様な結果とならなかったが、CCT の変化が比較的小さく、大きな影響ではなかった。アンチワインドアップ

制御がない場合は内部の位相と実際の出力位相に乖離が発生することもあり、現象が複雑となる。明確な原因の解明

については今後詳細な検討を行う必要がある。 

 

③.1.4 得られた示唆 

本検討では、比較的単純な構成を持つ系統モデルに対して、GFM 制御の構造やパラメータを多様に変化させて過渡

安定性を評価することで、過渡安定性の観点から望ましい GFM の制御方式やパラメータ設定の明確化を試みた。GFM

自身が短絡故障に対し運転を継続するという観点では、Droop もしくは慣性定数を低い値に設定した VSM において、

高い制動係数、電流制限方式として q 軸優先もしくは d-q 比優先、アンチワインドアップ制御の実装といった条件にする

ことで、位相の増加を抑制することができ、高い効果があることが分かった。一方で、他の同期機の安定性への貢献という

観点では、位相の増加を抑制することがむしろ他の同期機の脱調を助長する可能性があり、とりわけ q軸優先方式および

アンチワインドアップ制御による悪影響は大きいといえる。過渡安定性を確保する上で重要なのは、特定の事故に対してで

きるだけ高い CCT を確保することではなく、あらゆる事故においてできるだけ多くの電源が運転継続できるように、CCT の

最小値を高くすることである。この観点において、電流制限方式は中間的な性質の d-q 比優先とした上で、アンチワインド

アップ制御は実装し、慣性定数、制動係数を大きな値に設定することで平均的に高い値とすることが可能である。なお、

上記は単純な構成の検討結果に基づいた評価であり、あくまで基本的な検討の範囲を出ないことに留意されたい。今後、

多機系統での検討を通してより普遍的な知見を整理する予定である。 

25 50 75 25 50 75

SG 8 140 なし ― 80 140 160

8 80 120 160 d軸優先 80 140 160

16 200 180 180 q軸優先 100 140 180

24 200 200 180 d-q比優先 80 140 180

8 220 200 180 d軸優先 80 140 180

16 200 200 200 q軸優先 60 60 60

24 200 200 200 d-q比優先 60 100 120

8 200 180 180

16 180 180 180

24 160 180 160

8 220 200 200

16 200 200 200

24 200 200 200

8 200 200 180

16 200 200 200

24 200 200 200

8 60 60 60

16 60 100 80

24 80 100 120

8 80 120 140

16 140 160 160

24 160 160 160

なし

d軸優先

なし

あり

q軸優先

d-q比優

先

IBG Droop

IBG VSM

なし ―

d軸優先

ありq軸優先

d-q比優

先

位相制御

方式

電流制限

方式

アンチワイ

ンドアップ

CCT (ms)

慣性定数

M (s)

制動係数D (pukW/puHz) 制動係数D (pukW/puHz)電源電源
位相制御

方式

電流制限

方式

アンチワイ

ンドアップ

CCT (ms)
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③.2 慣性低下対策 PCS（VSM）の系統安定化効果の検討 

これまで、広島大学で提案済みの VSM 方式（単相同期化力インバータ SSI：Single-phase Synchronous 

Inverter と呼ぶ）の慣性低下対策 PCS について、系統安定化効果の検討を行った。時間スケール分割に基づく NIC 

(Non-interference core dynamics) という独自設計手法を採用し、コア-シェルモデルに基づき制御設計を行った。

動揺方程式に基づく同期コントローラ、電圧制御、周波数制御等の基本機能を改良し、実際に実験を行い、検証を実

施した。実験結果によって裏付けられた実効値モデルの開発・検証も行い、周波数安定性に対するシミュレーションを通じ

て、最終的に VSM 方式の系統導入効果および提案方式の効果も確認した。また、慣性低下対策 PCS を系統へ導入

した際の効果および影響について検討を行うには実効値モデルでの解析が有効であり、系統安定化効果については、周

波数安定性に加え、過渡安定度、定態安定度の検討も重要である。 

2024 年度は過電流抑制機能を追加した実効値モデルを基幹系統モデルに導入し、慣性低下対策 PCS の周波数

安定性に関する検討を実施し、同 PCS 系統導入時の有効性の検討を完了することを目標とする。 

2024 年 2 月時点の達成状況としては定量的評価のための基礎的検討として、開発済み実効値モデルの確認と調

整を実施した。既提案の過電流抑制機能を検討し、これを実効値シミュレーションモデルへ実装した。以下、実施した項

目①と項目②を概説する。 

 

項目①：実機における過電流抑制機能を実効値モデルへ実装 

実機で開発した過電流抑制機能を、実効値モデルへ実装するためのロジック開発（図 42）を行った。ここでは、系統

故障などイベント発生時に過電流を検出した際に、通常であれば、VSM 方式でかつ電圧制御（GFM の特性）で動作

している慣性低下機能 PCS を、電流制御モード（GFL の特性）に一時的に切り換えて、電流抑制を行うロジックを考

案した。この過電流抑制機能の有効性を実機にて検証する(文献[1])とともに、周波数安定性など系統解析に必要とな

る慣性低下対策 PCS の実効値モデルの基本骨格を開発した。これにより、平常時の実効値解析に何ら影響を与える

ことなく、過電流検出時の解析を行うことが可能となった。実機とシミュレーションによる本開発ロジックの有効性を検証した。

シミュレーション結果および実機実験の結果を図 43 に示す。 

[1] Shinya Sekizaki, Naoto Yorino, Yutaka Sasaki, Yoshifumi Zoka, Toshihisa Shimizu, and Ichiro 

Nishizaki, “Single-phase Synchronous Inverter with Overcurrent Protection using 

Current Controller with Latched Limit Strategy,” IEEJ Trans. On Electrical and 

Electronic Engineering, Vol. 18, No. 6, pp. 1001-1014, May 2023. 

 

項目②：実機と実効値モデルの挙動合わせ込み 

慣性低下対策 PCS の実機および開発した実効値モデルの挙動合わせ込みを実施し(文献[2])、動揺方程式のパラ

メータチューニングにより、過渡時の挙動がほぼ一致することを確認した。図 44 および図 42 に開発した実効値モデルの

シミュレーションと実機による比較結果を示す。実機出力に重畳している電圧・電流の歪みやノイズ対策はさらなる検討が

必要であるが、開発した実効値モデルとの比較で比較的良好に模擬できていることがこれらの結果より確認できた。 

[] Naoto Yorino, Yoshifumi Zoka, Yutaka Sasaki, Shinya Sekizaki, Mitsuo Yokonuma, Takahiro 

Himuro, Futoshi Kuroki, Toshinori Fujii, and Hirotaka Inoue, “Development of 

Single-Phase Synchronous Inverter for Single-Phase Microgrid,” MDPI Electronics, 

vol. 13, no. 3, January 2024. 

 

2024 年度末の達成見込みとしては継続して、ハードウェア自身の機能追加、改良を実施しつつ、実験によって裏付け

られた挙動を模擬する実効値モデルの検討を行う。また、系統側の視点からの実効値モデルの改良も検討する。周波数

安定性に対する実効値シミュレーションによる効果の定量的な検討に加え、開発した実効値モデルを用いた過渡安定度
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に対するシミュレーションモデルの構築と具体的なシミュレーションによる SSI の導入効果の定量的な検討、および上記モデ

ルを用いた定態安定度の向上効果に対するシミュレーションモデルの構築と具体的なシミュレーションによる効果の定量的

な検討を行う。これらの課題は、その重要度、困難度は進めながらでないと判明しないため、広島大学と呉高専の間で連

携し、重要度の課題抽出自体も検討に含む。 

 

 

図 42 実機における過電流抑制機能ロジックと実効値モデルへ実装（実施項目①） 

 

 

図 43 故障発生時における過電流抑制機能のシミュレーションと実機による検証（実施項目①） 
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図 44 残存電圧 0V, 瞬低発生位相 0°における実効値モデルと実機の挙動比較（実施項目②） 

 

 

図 45 残存電圧 0V, 瞬低発生位相 90°における実効値モデルと実機の挙動比較（実施項目②） 

 

③.3 慣性低下対策 PCS（VSM）の実効値モデルに関する検討 

広島大学にて提案された VSM である SSI について、これまでに基本的な機能の開発、実効値モデルの検討も行った

が、さらに強固なノイズ対策やロバストな信号処理を含む最適設計などについて検討を行った。また、実験によって裏付けら

れた挙動を模擬する実効値モデルの検討や、系統側の視点からの実効値モデルの改良にも継続的に実施した。 

2024 年度の目標を下記に記載する。広島大学と呉高専との連携によるノイズ対策も含めた評価検討を実施する予

定である。構築した実験環境でノイズ対策を検討するためのデータ解析を完了する。ノイズ対策の検討として、スイッチング

ノイズの提案制御系への影響について、実効値モデルへ反映しながら継続して検討を行う。 
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2024 年 2 月時点の達成状況としては呉高専では、構築した実験環境でノイズ対策を検討するためのデータを収集

し、実効値モデルの改良のための基礎データの解析を開始し、特に、電圧・電流歪みが生じる負荷試験を実施し、その際

の SSI の挙動を確認した（文献[1]）。具体的な実施項目③を以下に示す。 

 

項目③：実機ノイズ対策のためのデータ収集 

実機を用いて、実験環境を構築するとともに、広島大と呉高専で連携しながらノイズ対策のためのデータ収集について

各種負荷試験を繰り返し SSI の挙動を検証した。次の２つの実機実験により定常状態におけるデータ収集を実施した。

(A) SSI ２台と模擬電源からなるシステム（系統連系）、(B) SSI ２台のみからなるシステム（独立系統）。ここ

では、(B)の実験において、純抵抗負荷(20W 電球)+遅れ負荷(変圧器)時の出力電圧・電流の測定結果（図 46）

とインバータ負荷時の出力電圧・電流の測定結果（図 47）を記した。この結果より、慣性低下対策 PCS の出力が歪

むまたはノイズが重畳する環境下でも安定に運転できることが確認できた。これらの結果を実効値モデルの改良に反映する

ためのデータ収集を行うことができた。 

 

 

図 46 純抵抗負荷(20W 電球)+遅れ負荷(変圧器)時の出力電圧・電流の測定結果（実施項目③） 

 

図 47 インバータ負荷時の出力電圧・電流の測定結果（実施項目③） 

 

V= 97.2 V ,  THD= 1.44 %
I1= 0.59 A , THD= 16.66 %，P.F. = 0.796 I2= 0.59A ,  THD=  16.45%, P.F. = 0.796

⻩⾊: 出⼒電圧波形

単相100V
⾚⾊: 出⼒電流波形

1A出⼒(100W電球負荷)
⻘⾊: 有効電⼒(offsetが必要)

桃⾊: 無効電⼒

⽔⾊: 実効値 (offsetが必要)
肌⾊: 出⼒電流の波⾼値

V= 97.7 V ,  THD= 3.42 %
I1= 0.88 A , THD= 29.82 % I2= 0.88A ,  THD=  27.43%

⻩⾊: 出⼒電圧波形
単相100V

⾚⾊: 出⼒電流波形
1A出⼒(100W電球負荷)

⻘⾊: 有効電⼒(offsetが必要)

桃⾊: 無効電⼒
⽔⾊: 実効値 (offsetが必要)
肌⾊: 出⼒電流の波⾼値︖
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[1] 下幸茂大雅、井上浩孝、横沼実雄、餘利野直人、島田拓也、菊池岳人、関﨑真也、佐々木豊、造賀芳文、

「単相同期化力インバータを用いた低力率負荷条件下での実機基本動作の検証」、令和 6 年 電気学

会全国大会、No.6-162、2024 年 3 月. 

 

2024 年度末の達成見込みとしては、継続して実機データを収集・解析しながら、その解析結果をハードウェア自身の

機能追加、改良に反映し、実験などによって裏付けられた挙動を模擬する実効値モデルの検討を行う予定である。これ

は、すでに実効値モデルのシミュレーションと実機の挙動合わせ込みについてはほぼ完了しているため、2025 年 3 月まで

に検討可能である。さらに、系統側の視点からの実効値モデルの改良も検討する。①系統側の安定性と②慣性低下対

策 PCS 自身の安定性のそれぞれに着目し、広島大学と呉高専に構築した実機環境と実効値シミュレーションにより慣性

低下対策 PCS 導入時の安定性の包括的な検証を行う。 

 

③.4 系統安定化効果を考慮した整定値設計の検討 

本検討では系統内の同期発電機の慣性力および慣性低下対策 PCS が提供する擬似慣性力の地理的分布と系統

安定度の向上効果の関係を調べ、擬似慣性力の整定値設計への応用可能性を探る。それを達成するために、１）複

合的な系統安定化機能を考慮した系統縮約手法の開発、２）擬似慣性力の慣性力換算、３）基幹系統大での効

果検証の 3 つの観点から検討を進めている。それぞれの達成状況と成果について以下に示す。 

③.4.1  複合的な系統安定化機能を考慮した系統縮約手法の開発 

 電力広域的運営推進機関のグリッドコード検討会[1]でインバータ電源(以下、IBR : Inverter-Based Resource)

に電圧サポート機能の実装の義務化が検討されている。そのため、周波数サポート機能である Frequency-Watt(以下、

FW)機能に加えて、他の異なる制御機能を同時に具備したGFLインバータの導入効果を検証することができる縮約手法

の開発を行った。 

 本事業で用いている縮約手法は前 NEDO 事業「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク安

定化技術開発」(以下、前事業)で開発したものを基礎としている。当縮約手法の概要を図 48 に示す。 

 

図 48 開発した縮約手法の概要 
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当縮約手法では系統構成要素を、入力: 電圧・周波数、出力: 電流の伝達関数方式の数式モデルで表すことで、

その要素を含む系統の縮約モデルを導出するものである。この手法を利用するため、FW 機能と他の機能を共に有する

GFL インバータの数式モデルを開発した。FW 機能と他の機能を同時に有する GFL インバータの数式モデルと、スイッチン

グデバイスを含む詳細な回路モデルの電流応答の比較を図 49 に示すが、数式モデルの応答は詳細モデルのそれとよく一

致していることが見て取れる。このモデルを用いることで、FW機能と他の機能を同時に有する GFLインバータを含む系統の

縮約モデルを導出可能となった。 

 

図 49 数式モデルと詳細モデルの電流応答 

上記の開発の他、近年慣性低下対策として盛んに提案されている仮想同期発電機(VSG: Virtual Synchronous 

Generator)方式の GFM インバータの数式モデルの開発および、特定の時間・周波数領域の再現精度を高めることがで

きる線形化モデル近似手法の平衡化打ち切り法の実装を行った。 

③.4.2  擬似慣性力の慣性力換算 

 将来、同期発電機の並列稼働台数の減少に伴い低下する系統慣性を適切量確保する手段として、下位系統に連系

している慣性低下 PCS から提供される擬似慣性力を用いることが想定される。一方で、前事業において慣性低下対策

PCS の系統安定化効果は、それが連系している系統の条件によって変化することが確認された。このことから、基幹系統

から見た慣性低下PCSの実際の貢献度合いが、PCS制御システム内で設定された慣性値と乖離することが示唆された。

そのため、下位系統内の慣性低下対策 PCS が貢献する実効的な慣性力(以下、実効慣性)を把握する手法を開発し

ている。 

 下位系統内の実効慣性把握手法開発の基礎検討として、VSG 制御を具備した 1 機の GFM インバータが配電系統

に導入された状況において、配電線の線路インピーダンスと実効慣性の関係を調査した。なお、本検討では擬似慣性力

を同期発電機の慣性力に換算することで実効慣性を算出している。具体的には図 50 に示す同期発電機 1 機、GFM

インバータ 1 機がそれぞれ電線路を介して負荷と接続されている系統（以下、評価対象系統）を対象に瞬時値解析を

実施し、次の手順で実効慣性ならびに実効単位慣性定数を算出した。 

 

STEP 1：図中の SG（同期発電機）1 機のみが電線路を介して負荷と接続され、GFM インバータは接続していない

系統において、同期発電機の単位慣性定数を変化させながら、RoCoF と単位慣性定数の関係を測定す

る。 

STEP 2：GFM インバータを含む評価対象系統における RoCoF を求める。 

STEP 3：STEP 1 の結果において、STEP 2 で求めた RoCoF と同じ RoCoF を与える同期発電機の単位慣性定数

を求める。 

STEP 4：STEP3 で求めた単位慣性定数に同期発電機と GFM インバータの合計容量を乗じることで系統全体の慣

性を求め、さらにその値から評価対象系統の同期発電機が有する慣性（＝単位慣性定数×同期発電機容

量）を差し引いたものを、GFM インバータの実効慣性とする。また、実効慣性を GFM インバータ容量で除し

たものを実効単位慣性定数とする。 
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図 50 評価対象系統 

 

各電源の容量を (1) 同期発電機: 450 [MVA]＋GFM インバータ: 50 [MVA] (2) 同期発電機: 425 [MVA]

＋GFM インバータ: 75 [MVA] (3) 同期発電機: 400 [MVA]＋GFM インバータ: 100 [MVA]とし、電線路 Line 2

の長さを 3、6、9 [km]に変更する条件で試算した。なお、全てのケースにおいて同期発電機および GFM インバータ制御

システム内で設定する単位慣性定数は 4.0 [s]で統一しており、RoCoF は同期発電機の回転周波数を 100 [ms]の

評価時間窓で算出した。各ケースにおけるシミュレーション結果を表 18~表 20 に示す。これらの試算結果より、GFM イン

バータの容量に関わらず、Line 2 の線路長が長くなる（すなわちインピーダンスが増大する）につれて RoCoF は悪化し、

したがって実効単位慣性定数も低下した。このことから、GFM インバータが遠方に配置されるほど、GFM インバータによる

系統安定化貢献効果は弱まることが示唆される。 また、表 18~表 20 の相互比較から、同じ線路長であれば GFM イ

ンバータ容量が増加するほど実効単位慣性定数が低下していることも分かる。この理由を説明するために、図51にLine2

の線路長が 3 [km]のときの各ケースにおける周波数変動と GFM インバータの有効電力出力の時系列変化を示す。擾

乱発生直後の GFM インバータの有効電力出力は容量を増加させてもあまり変化が見られない。一方で、GFM インバー

タの容量の増加に伴って、同期発電機の容量は減少させていることから、同期発電機の慣性が小さくなり、RoCoF は悪

化することになる。なお、擾乱発生直後の GFM インバータ出力が変わらない要因としては、配電線や GFM インバータ内

のローパスフィルタのインピーダンス等が影響し、擾乱発生直後の有効電力出力の変動が抑制されていることなどが考えら

れる。 

 

表 18 ケース (1) (同期発電機: 450 [MVA]+GFM インバータ: 50 [MVA])の試算結果 

線路長 [km] 3 6 9 

RoCoF [Hz/s] 0.5897 0.5976 0.6069 

実効単位慣性定数 [s] 7.49 6.92 6.26 

 

表 19 ケース (2) (同期発電機: 425 [MVA]+GFM インバータ: 75 [MVA])の試算結果 

線路長 [km] 3 6 9 

RoCoF [Hz/s] 0.6174 0.6275 0.6366 

実効単位慣性定数 [s] 5.03 4.58 4.19 

 

表 20 ケース (3) (同期発電機: 400 [MVA]+GFM インバータ: 100 [MVA])の試算結果 

線路長 [km] 3 6 9 

RoCoF [Hz/s] 0.6549 0.6647 0.6733 

実効単位慣性定数 [s] 3.58 3.29 3.05 
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図 51 同期発電機の周波数および GFM インバータの有効電力出力 

 

今後は複数の GFM インバータを導入した系統においてもケーススタディを行い、実効慣性と系統条件の関係の調査進

め、その結果から下位系統内の慣性低下対策 PCS から提供される実効慣性の推定手法の開発を行う。 

③.4.3  基幹系統大での効果検証 

 本項目では項目１）で開発した縮約手法を用いて、基幹系統に慣性低下対策 PCS を含む下位系統の縮約モデル

を組み込み、各種機能の貢献度を数値解析によって定量的に評価する。また、シミュレーション結果から、系統内の（擬

似）慣性力の地理的分布と系統安定度の向上効果の関係を調べ、項目２）で得られる結果も踏まえて擬似慣性力

の整定値設計への応用可能性を検討する。 

 今年度までに各種慣性低下対策機能の貢献度の定量的に評価を行った。慣性低下対策 PCS の導入効果を評価す

るための基幹系統モデルは電気学会の EAST 10 機モデル(図 52)[2]をベースにしており、EAST 10 機モデルの下位系

統の負荷ノードに慣性低下対策 PCS が導入された下位系統の縮約モデルを連系することで導入効果を検証した。下位

系統は図 53 に示すように 275 [kV]から 6.6 [kV]まで段階的に負荷と IBR が連系している代表モデルを用いており、

それを縮約している。なお、負荷は全て定インピーダンス特性を持ち、電圧階級ごとの IBR の導入容量は 2050 年の PV

の導入予測[3]、需要は国内の契約電力割合[4]を参考に割り振っている。下位系統モデルの線路の%インピーダンス

値は 6.6[kV]に関しては電気共同研究の調査結果[5]，66[kV]に関しては電気学会地域供給系統モデル[6]、154 

[kV]以上に関しては東京電力 PG 送電線データ[7]を参考に設定した。 

 

図 52 EAST10 機モデル系統 

出所）電気学会 電力系統モデル標準化調査専門委員会、 “電力系統の標準モデル”を参考に作成 
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図 53 下位系統代表モデル 

 

比較する制御方式は FW 機能、VSG 方式、Droop 方式である。シミュレーションは EAST10 機モデルの母線 38 に

1.2 [GW]の負荷を投入する条件で行う。なお、各慣性低下対策 PCS の周波数有効電力感度は-1.5 [W 

[p.u.]/Hz]で統一している。図 54 に系統周波数を示す。なお、系統周波数は全同期発電機の回転周波数の加重平

均である。表 21 に各制御方式導入時の RoCoF と周波数低下最小値を示す。図 54、表 21 より、VSG 方式 GFM

インバータと Droop 方式 GFM インバータは周波数低下最小値がほとんど変わらないことが見て取れる。しかし、RoCoF

は FW 機能付き GFL インバータの方が値が小さく良好である。Droop 方式、VSG 方式は従来型 GFL インバータと比

較しても、RoCoF の大きな改善は見られない。ただし、FW 機能付き GFL インバータを導入したケースでは周波数の振

動が継続しているが、GFM インバータ導入時は GFM インバータのダンピング性能によって擾乱発生数秒後には周波数の

振動が収まっている。FW 機能付き GFL インバータ導入時の方が GFM インバータ導入時より RoCoF の値が良好であっ

た要因の一つとして、電圧サポート機能の有無が挙げられる。GFL インバータ導入時の方が GFM インバータ導入時より

擾乱発生直後の電圧低下が大きいことが確認された。本シミュレーションの負荷は全て定インピーダンス負荷としてモデリン

グされているため、電圧の変動が消費電力に与える影響が大きい。そのため、今回の試算では GFL インバータ導入時の

方が下位系統ノードの正味消費有効電力が相対的に小さくなり、結果として同期発電機の有効電力出力の増加分も

小さくなったことが、擾乱発生直後の周波数低下が緩和された原因であると考える。 

 今後は系統内の（擬似）慣性力が偏在したケースに対して、同様の考察を行い、系統内の（擬似）慣性力の地理

的分布と系統安定度の向上効果の関係をより深く調査する。また、その調査結果と項目２）で得られる結果を踏まえて

擬似慣性力の整定値設計への応用可能性を検討する。 

 

図 54 系統周波数 
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表 21 各ケースにおける周波数の安定度指標 

 RoCoF [Hz/s] 周波数低下最小値 [Hz] 

従来型 GFL インバータ(系統サポート機能無し) -0.0552 49.825 

FW 機能付き GFL インバータ -0.0217 49.969 

VSG 方式 GFM インバータ -0.0306 49.980 

Droop 方式 GFM インバータ -0.0441 49.977 

 

[1] 電力広域的運営推進機関、”第 10 回グリッドコード検討会 フェーズ 2、 3(中長期要件化)候補”、(2022)、

https://www.occto.or.jp/iinkai/gridcode/2022/files/gridcode_10_07.pdf、(閲覧 

2023/02/01) 

[2] 電気学会 電力系統モデル標準化調査専門委員会、 “電力系統の標準モデル”、(2001) 

[3] 一般社団法人 太陽光発電協会、”太陽光発電 2050 年の黎明”、(2017)、 

https://www.jpea.gr.jp/wp-content/themes/jpea/pdf/pvoutlook2050_2017.pdf、(閲覧 

2022/11/10) 

[4] 経産省 電力・ガス事業部、” 第 12 回スマートメータ制度検討会 スマートメーターの最近の動向について”、 

(2013)、

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/10977616/www.meti.go.jp/committee/summary/

0004668/pdf/012_03_00.pdf、(閲覧 2022/11/10) 

[5] 電気共同研究会 配電系統電力品質技術専門委員会, ”配電系統における電力品質の現状と対応技術”，

電気共同研究 第 60 巻 第 2 号(2005) 

[6] 電気学会、”地域供給系統モデル”、 

https://www.iee.jp/pes/ele_systems/base_model/overview/ 、(閲覧 2022/11/06) 

[7] 東京電力パワーグリッド、”送電線インピーダンス”、

https://www.tepco.co.jp/pg/consignment/system/pdf/impedance.pdf、(閲覧 2022/11/06) 
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③.5 将来の需給シナリオ検討 

2024 年度の目標は将来の電力系統のシナリオをとりまとめることである。 

2024 年 2 月時点における達成事項を下記に記載。 

・4 月以降の解析に用いる複数のシナリオ作成を 2023 年 3 月までに完了見込みである。（解析 G の打合せで定期的

に議論中） 

・2030 年から 2040 年までの暫定シナリオを作成した。暫定シナリオを用いた MR 需給解析を実施し、2030、2040

年度の系統慣性低下の特性分析を行った。（第 40 回エネ資学会にて成果発表） 

・同じく暫定シナリオで、DAUC+HAUC を実装し、機能を確認した。 

MR に実装した短絡容量解析を東北エリアで実施中。 

2025 年 3 月の達成見込みについて下記に記載。 

2030 年から 2040 年の将来の電力系統の需給シナリオは、調査結果及び外部有識者のご意見も踏まえ暫定シナリ

オの見直し及び複数のシナリオを検討する。需給分析を再計算し、系統運用の経済性や系統慣性、短絡容量の変

化及び対策技術の効果等を検証する。これにより 2024年度中に需給シナリオの議論を進め、複数のシナリオによる需

給分析により経済性、慣性低下の評価を実施する予定であり、当初の目標を完了見込みである。加えて、年間

8760 時間断面の「東北・東京の公開上位 3 電圧モデル」の短絡容量解析および評価を実施予定である。 

 

 進捗 

③.5.1 シナリオ作成 

2024 年度に実施する需給解析に用いるシナリオを解析グループで議論し作成した。表 22 に示す。 

表 22 需給シナリオ 

事項  

慣性閾値  OCCTO のエリアの慣性閾値 

PV 累積導入容量・分布 
 2030 年の PV 累積導入容量：第 6 次エネ基 
 2050 年の PV 累積導入容量は、260ＧＷ（マスプラ）

～386GW（JPEA） 

風力累積導入容量・分布 

 2030 年：第 6 次エネ基 
 2050 年：86GW（マスプラ陸上 41ＧＷ、  洋上

45GW）～140GW（JWPA 陸上 40GW、 洋上 100GW、
内着床式 40GW、 浮体式 60GW) 

従来電源 
 60 年廃止：2030 年から低下ケース（基本） 
 2030 年設備容量維持ケースも検討 
 火力は 2030 年の構成を用い運用結果で評価 

蓄電池導入容量・分布 

 2030年：系統WG、系統用4.7～7.93GW。家庭・産
業用は要検討 
 2050 年：2030 年の PV+風力導入量に対する比率

（計算値）から算出 
 分布は再エネ出力制御量比例 

対策技術容量・分布（蓄電池・
PV・風力） 

 導入時期：2030 年前半(2030)と中盤(2035)の２種
類を検討 
 S-GFL については、事業後期に再検討 

気象・曜日の基準年 
 2019 年度 

ただし、事業後期に 2023 年度で再検討 

需要 
 DAC や CCS は 2050 年も含めて考慮しない。 
 EV/HPWH の導入量、スペック等は継続検討 
 需要側慣性は考慮しない。 

調整力 
 必要量は市場の調達条件から確認する。 
 供給量はケーススタディで検討する。 

連系線  マスタープラン 
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③.5.2  年間の需給解析 

 2030 年度および 2040 年度の暫定シナリオを作成し、MR を用いた需給解析により系統慣性低下の特性分析を実

施した。MR は予測を陽に扱わないモデルである。（後述の UC は予測を陽に扱うモデル） 

 MR の系統慣性算出機能の確認 

 図 55 に、2030 年想定の東北-東京エリア(50Hz 系)の系統慣性の持続曲線とそれを構成する電源種別の慣性の

積み上げの例を示す。原子力、バイオマス、コージェネレーション、水力、石炭火力、天然ガスのそれぞれについて、各時間

で決定された負荷配分の結果による運転の有無で慣性の大きさが決まり、それらの合計として系統慣性が決定される状

況が示されている。 

 

図 55 東北-東京エリアの系統慣性 年間の持続曲線とその内訳 

 

 系統慣性が低下する時間を分析するフォーマットの整理 

 図 56 に 2030 年想定の需給解析において、50Hz 系の 365 日×24 時間の平面上で各時刻の系統慣性値を白色

から黒色のグラデーションで示す。OCCTO の検討18で示された系統慣性閾値 164 GWsec 以上は白色、164 GWsec

未満は黒色で値が小さくなるほど濃い黒色で示している。縦軸は上から 4/1～翌年 3/31 の 365 日、横軸は 0～23 時

である。このカラースケールは、ケースにおける 365 日×24 時間で系統慣性が低くなる時間帯の分布を示している。 

 
18 OCCTO, “「再エネ主力電源化」に向けた技術的課題及びその対応策の検討状況について”, 閲覧日：2024 年

3 月 1 日, https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/files/chousei_61_04.pdf 
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図 56 50Hz 系の系統慣性の 365 日×24 時間の分布 

  

2024 年度は更新したシナリオを用いて、MR で需給解析を実施し、系統運用の経済性や系統慣性の特性分析により

対策技術の効果等を検証する。 

③.5.3  短絡容量計算 

MR-DCOPF (送電網を考慮した起動停止解析モデル)を用いて、System strength の指標となる 8760 時間断

面の「東北・東京の公開上位 3 電圧モデル」のデータを整備した。 

本モデルに発電機の短絡インピーダンスデータを加え、8760 時間の各母線の短絡容量の計算を行った。短絡容量は、

電源地帯および 500kV など基幹系に近い地点で短絡容量が大きくなること、需給条件により同期機の台数の少ない時

間帯などに値が減少する傾向が得られた。今後、内容を検証しつつ来年度の検討に用いる。 

 

 

図 57 東北・東京 500kV 母線の短絡容量（左：東北、右：東京） 
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図 58 短絡容量ヒートマップ（左：東北、右：東京） 

 

③.5.4  予測誤差を考慮した年間の需給解析 

再生可能エネルギーが大量導入された将来における電力需給運用への影響、特に系統慣性への影響を分析し、慣

性低下対策がなされた場合の効果の評価に活用するため、Unit Commitment + Economic Dispatch シミュレー

ションツールを開発している。特に本ツールにおいては、運用日の前日時点の再生可能エネルギー発電出力予測を用いた

前日時点需給運用計画（Day Ahead Unit Commitment, 以後 DAUC）により運用を部分的に決定した後に、

運用当日の各時点で取得可能な最新の再生可能エネルギー予測や各発電機の情報を基に需給運用計画を段階的に

修正（Hour Ahead Unit Commitment, 以後 HAUC）し、並行して需給運用者が各時点で取得可能な情報を

基に実際の需給運用を行っていく過程を模擬（Real Time Unit Commitment, 以後 RTUC）する点に特長があ

る。この特長により、前日ならびに当日の再生可能エネルギー予測を基に段階的に運用を決定するという実際の需給運

用業務の特性をシミュレーションに反映でき、特に各時点での再生可能エネルギー発電出力予測の精度の影響を踏まえ

た分析・評価が可能となる。 

これまでに、太陽光発電(PV)と風力発電の発電出力予測を用いた Unit Commitment + Economic Dispatch

シミュレーションツールを開発しており、様々な時点でのこれらの予測を考慮するため、前日時点の DAUC に加えて運用当

日の 0:00 から 23:30 までの毎 30 分においてHAUC とRTUC を繰り返し実施できるモデルが実装されている(図 59)。

系統慣性に関しては、火力発電機や揚水発電機などの従来型の発電機により確保される系統慣性に加え、慣性低下

対策 PCS が導入された PV や系統用蓄電池、同期調相機により確保される系統慣性についても考慮したシミュレーショ

ンが可能である。 
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図 59 前日計画の後、当日計画を修正しつつ実需給運用に移行するモデル 

出所）宇田川佑介, 西辻裕紀, 請川克之, 荻本和彦, Joao Gari da Silva Fonseca Junior, 海崎光宏, 大関

崇,福留潔. “Hour-ahead Unit Commitment を用いた太陽光発電出力予測の予備的評価”.電力技術・電力系

統技術合同研究会; 2019/9/19-20; 沖縄.発表資料 を元に作成 

 

本ツールによる解析を通した慣性低下対策の導入効果、影響の分析や評価に向けて、2023 年末までに定めた暫定

シナリオ下でのデータ整備を行って Unit Commitment + Economic Dispatch シミュレーションを実施し、その結果の

評価を実施している。確保する必要のある系統慣性を明示的に制約として与えるか否かで、需給運用結果において系統

慣性が十分に確保できているかどうかが異なる事例など、系統慣性に対する評価に大きく関連する結果を確認した。 
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図 60 慣性制約無(上)と有(下)の前日計画時(a)、12:00 計画時(b)、運用実績時の需給(c)、 

運用実績時の慣性(d) 

 

今後は、新たに設定される需給シナリオ下でのシミュレーションツールによる解析を通した運用結果の分析・評価を実施

し、また分析結果に応じてシミュレーションツールのさらなる高度化・再生可能エネルギー発電出力予測などシミュレーション

のためのデータの向上・シミュレーションツールによる解析を通した運用結果の分析や評価の手法検討に取り組む予定であ

る。 
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③.6 将来の電力システム構成を想定した各種系統慣性低下対策 PCSの評価 

本項目は、将来の電力システム構成を模擬したシナリオを反映した基幹系統モデルにて、各種系統慣性低下対策

PCS の導入効果を、導入種別や導入地点などをパラメータとしながら評価することを目的としている。本項目で得られる知

見は、慣性低下が危惧される将来の電力システムにおいて、安定的な電力供給を実現するための一助になると考えられ

る。 

以下、2023 年度までに実施した、1) 2030 年電力需給シナリオの検討、2) そのシナリオを反映した慣性低下対策

PCS 評価用基幹系統モデルの構築、3) 2)の将来モデルでの検討の事前評価として実施した EAST10 系統を用いた

検討について説明する。 

 

③.6.1  慣性低下対策 PCS評価用系統モデル作成のための 2030年シナリオの検討 

評価用系統モデルの作成にあたり、まず 2030 年度の電源構成と電力需要を設定した。第 6 次エネルギー基本計画

19の電源別発電電力量が達成できる設備量を設定し、再エネの地域配分は、2030 年度を対象とする供給計画によっ

た。需要と再エネ出力の時系列パターンは 2020 年度実績に比例させた。蓄電池の kW 容量は、太陽光発電(PV)+

風力設備の 2%で、2 時間容量とし、再エネの出力制御電力量が最も小さくなるような地域配分とした。地域間連系線

の運用容量や調整力必要量は、広域機関の資料に基づき設定した。次に、線形計画法による最適化計算で、2030

年度の全国需給シミュレーションを実施した。これは、最も経済的な 1 年間の需給運用を 1 時間粒度で行うものである。

東北・関東エリアでの計算結果のうち、最もインバータ電源比率が大きくなった 2 月 24 日 11-12 時の需給状況を採用

した。表 23 は、採用断面における需給状況とエリア間の融通電力である。約 50GW の総需要に対して、インバータ電

源は約 60%の 30GW である。なお、上記の設定条件については、①-(3)-5 のシナリオ検討の進捗に合わせて今後見

直していき、さらに 2030 年度以降の条件設定も行っていく。 

表 23 2030 年シナリオでの地域別の需給状況（2 月 24 日 11 時） 

 

 

③.6.2  2030年シナリオを反映した慣性低下対策 PCS評価用系統モデルの作成 

将来シナリオを反映した基幹系統モデルによる評価として、まずは東北および関東の東日本エリアを想定した。そのた

め、東日本の広域電力系統の特性の概略を表している「電気学会 EAST10 機系統モデル」20（以下、EAST10 系

統）に発電機の追加模擬や需要の更新を加えることで、評価用系統モデルを構築する方針とした。EAST10 系統内の

 
19 https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/20211022_01.pdf 
20 電気学会技術報告第 754号「電力系統の標準モデル」 1999年 11月 

需要 11,874.0 38,338.3 50,212.3

「北海道」→「東北」 0.0

「東北」→「関東」 4,404.7 -4,316.6

「関東」→「中部」 0.0

16,278.7 34,021.7

原子力 1,472.6 7,210.6 8,683.2

火力 USC，LNGCC，IGCC 1,737.2 3,740.3 5,477.5

揚水

（発電）
0.0 2,418.4 2,418.4

揚水

（負荷）
-716.4 -8,766.1 -9,482.5

PV 4,997.1 25,325.4 30,322.4

陸上風力 1,710.4 200.8 1,911.2

洋上風力 4,046.0 19.1 4,065.2

蓄電池充電 0.0 0.0 0.0

その他 地熱，バイオマス・複生ガス等 815.8 2,266.5 3,082.4

16,296.7 34,023.2 50,319.8

地域間

融通
需要

発電

合計

合計

水力
貯水池式／調整池式

流込み式
2,233.9 1,608.2 3,842.1

「東北」

[MW]

「関東」

[MW]

合計

[MW]
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10 台の発電機種別情報をもとに各母線の地域を推定し、③.6.1 で選択した日時の需給状況を各地域に反映させた。

需要は EAST10 系統での 12 か所の負荷分布と等しくなるように配分し、PV は各負荷地点に併設されるものと考え、そ

の出力は負荷分布と同様に設定した。PV 以外の発電設備は、1)のシナリオと既設の立地点をある程度反映させて各母

線に配置することで、電源構成の地域偏在についても考慮し、発電機多数台へ拡張した。構築した評価用基幹系統モ

デル（以下、EAST10 拡張系統）が図 61 である。EAST10 系統が各地域の発電機を代表となる発電機種別で模

擬しているのに対し、EAST10 拡張系統では、各地域の発電機が多様な発電機種別で模擬され、より詳細に将来系統

における慣性力評価が可能となる。 

 

 

図 61 2030 年シナリオを反映した EAST10 拡張系統 

 

図 61 の EAST10 拡張系統をもとに瞬時値解析プログラム PSCAD21で作成した系統図が、図 62 である。 PV 設

置箇所に組み込んだインバータモデルは、従来型 GFL のほかに、慣性低下対策機能付き GFL インバータや各種の

GFM インバータへの切り替えや、定格出力の変更が可能で、各種 PCS の導入箇所や導入比率が異なるシミュレーション

が可能な構成としている。 

 

 
21 PSCAD ホームページ, 閲覧日：2024 年 2月 28日, [online], Available: 

https://www.pscad.com/ 
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東北
gen：12GVA
PV：5GW

関東
gen：34GVA
PV：25GW

T          ：1.0／2.4
H          ：1.0／1.4
T（nG）：0.1／0.1
H（nG）：0.1／0.1
Hf_P ：-2.4／2.4
Hv_P ：-0.6／0.7

N ：7.2／7.2

T          ：1.3／3.4
T（nG）：1.5／1.5

T ：1.0／2.4

PV：1.3 PV：1.8 PV：1.8

PV：1.9 PV：1.9

PV：1.9 PV：1.9 PV：1.9

PV：3.9 PV：3.9 PV：3.9 PV：3.9

発電機凡例
N：原子力機
T：火力機
T（nG）：火力機（ガバナロック）
H：水力機
H（nG）：水力機（ガバナロック）
Hf_P：固定速揚水機（揚水モード）
Hv_P：可変速揚水機（揚水モード）
off-W：洋上風力（※従来型GFL）

※運転出力GW／定格出力GW

負荷凡例
PV：運転出力GW

H          ：1.2／1.6
H（nG）：0.1／0.1
Hf_P ：-2.4／2.3
Hv_P ：-0.3／0.3

H          ：1.5／1.9
H（nG）：0.1／0.1
Hf_P ：-2.9／2.8
Hv_P ：-0.2／0.3

T          ：0.4／1.0
T（nG）：0.7／0.7
Off-W   ：0.02／0.02

T          ：0.1／0.5
H          ：1.0／1.0
T（nG）：0.1／0.1
H（nG）：0.3／0.3
Hf_P ：-0.7／0.7

N          ：0.6／0.6
T          ：1.1／4.2
H          ：0.4／0.4
T（nG）：0.7／0.7
H（nG）：0.2／0.2
Off-W   ：4.0／4.0

N          ：0.9／0.9
T          ：0.5／2.0
H          ：0.2／0.2
T（nG）：0.1／0.1
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図 62 PSCAD で作成した EAST10 拡張系統モデル 

続いて、構築した上記モデルの周波数応答特性の妥当性を評価するために実施した検討について説明する。具体的

には、EAST10 拡張系統モデル（図 62）のインバータ動作を除く系統構成の妥当性を確認するために、PSCAD とは

別の解析ツールである電力中央研究所が開発した CPAT22の過渡安定度解析（Y 法）による計算結果との比較を

行った。まず、PSCAD で、図 63 に示す PCS 出力を近傍の需要と相殺した確認用系統を作成した。次に、CPAT で提

供されている EAST10 系統データをもとに、PSCAD で構築した確認用系統と同等のモデルを CPAT で作成した。両

ツールでの負荷脱落時の発電機有効電力出力変動、発電機周波数変動、周波数変化率 RoCoF および最大周波数

変化量 Nadir の比較を行い、PSCAD モデルの妥当性検証を行った。 

 

 

図 63 PSCAD で作成した系統構成確認用モデル（EAST10 拡張系統モデルの修正） 

 

 
22 電力中央研究所 電力系統統合解析ツール CPATFree https://www.cpat.jp/ 
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各発電機と慣性中心の負荷脱落後の周波数変動を、両ツールで計算した結果を図 64 に示す。左右の波形は、よく

合致しており、新たに PSCAD で作成した EAST10 拡張系統モデルのインバータ動作を除く系統モデル作成が適切に実

施できていることを確認した。 

 

 

図 64 CPAT と PSCAD での負荷脱落時の結果比較（系統構成確認） 

 

③.6.3  EAST10系統でのインバータモデルの組み込み評価 

将来シナリオを反映した評価に先立ち、基幹系統における各種慣性低下対策 PCS の制御方式や導入箇所の違い

が、慣性低下対策効果に与える影響を評価する。ここでは、図 65 に示すように、EAST10 系統の 12 箇所の負荷地

点と同一の母線に、図 63 と同様のインバータモデルを導入した。PCS は単機 2GW とし、それらが計 12 地点に設置さ

れるため、総負荷 80GW に対し 1/3 程度がインバータ電源により供給される設定である。系統擾乱として、発電機

G01 の部分脱落を発生させ、その後の周波数変動を評価した。ただし、脱落量は負荷容量の 2%とした。 

 

 

図 65 慣性低下対策 PCS の影響評価系統モデル 
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導入箇所の違いによる影響評価のため、図 65 の系統内のインバータモデルをすべて従来型 GFL とした場合に加え、

12 地点のうち擾乱近傍箇所であるオレンジ色で示される 3 か所、そして擾乱遠方箇所である緑色で示される 3 か所に

対し、それぞれ慣性低下対策 PCS を導入する 2 ケースも評価対象とした。また、慣性低下対策 PCS の制御方式の違

いによる影響を評価するため、従来型 GFL のほかに、Frequency-Watt 制御、df/dt 制御、Volt-var 制御を行う

GFL インバータや droop 型、VSG 型の GFM インバータを導入した場合について評価を行う。 

慣性低下対策 PCS を擾乱発生箇所の近傍に配置した case1 と遠方に配置した case2 について、擾乱直後の慣

性中心周波数変動の様子を図 66 に示す。ただし、上側が近傍配置ケース case 1、下側が遠方配置ケース case 2

である。 

case1（近傍配置）の場合は、系統内のインバータモデルをすべて従来型 GFL とした場合と比較して、慣性中心周

波数の減少が緩やかになっていることから、慣性低下対策 PCS の制御効果により、擾乱直後の RoCoF は改善している

ことがわかる。これに対して、case2（遠方配置）の場合では、すべて従来型 GFL とした場合と慣性低下対策 PCS を

導入した場合とで、RoCoF 時間領域における慣性中心周波数の波形が重なっていることから、慣性低下対策 PCS によ

る RoCoF の改善効果が小さいことが分かる。また、Nadir については、両ケースとも、慣性低下対策 PCS の導入により、

慣性中心周波数の降下量が小さくなっていることから、改善していることがわかる。 

 

図 66 慣性低下対策 PCS の影響評価系統モデルにおける擾乱直後の慣性中心周波数変動 

 

慣性低下対策 PCS の制御方式の違いによる影響について、図 66 の慣性中心周波数の変動波形から RoCoF を算

出した結果を表 24 に示す。慣性低下対策 PCS を擾乱発生箇所の近傍に配置した場合は、RoCoF の減少が確認で

き、遠方に配置した場合は、変化が小さい。また、Volt-var 制御機能付き GFLインバータや、GFMインバータの RoCoF

がさらに小さくなることから、電圧維持機能を具備している PCS の導入効果が高いことが示唆される。 

  

Case1
（近傍）

Case2
（遠方）

Case 1
近傍配置

Case 2
遠方配置

Nadirの改善

RoCoF：
制御種により差異あり

RoCoF：
制御種により差異小
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表 24 慣性低下対策 PCS の制御方式、設置地点と RoCoF の関係 

 

 

以上の結果は、制御パラメータほか、設定条件の違いによって当然変化するが、各種慣性低下対策 PCSの制御方式

や導入箇所の違いが、慣性低下対策効果に与える影響の一例を、EAST10 系統で評価できた。今後、図 62 に示すよ

うな将来シナリオを反映した基幹系統において、各種 PCS の導入箇所や導入比率が異なる条件でのシミュレーションを実

施し、より現実に近い環境での慣性低下対策 PCS の導入効果を評価していく。なお、これまでの検討では、インバータ電

源の接続箇所は EAST10 系統での負荷母線としており、275kV より低い電圧階級に接続されたインバータ電源につい

ての模擬ができていない。下位系統を含む総合的な慣性低下対策 PCS の導入効果の評価や課題抽出に関しては、

③.4 の北海道大学での検討結果を反映させながら進める。 

 

④ 本事業での技術開発の展開に関する調査（東京電力ホールディングス、東京電力パワーグリッド、産業技術総合

研究所、電力中央研究所、電気安全環境研究所、広島大学、呉工業高等専門学校、北海道大学、東京大学、

早稲田大学） 

 

目標 

（2025 年３月） 

GFM の実用化、および再エネ地域グリッドの技術適用検討に関する海外動向調査結

果を整理し、適宜、①および②の検討に反映するとともに、本事業の進捗状況を勘案し

て翌年度以降の調査トピックおよび調査対象を選定する。 

成果 

（2024 年 6 月） 

 欧州や豪州における GFM の実系統への接続や要件の検討等に関わるステークホルダ

への訪問を通して、文献調査では得られない実態や考え方等の情報を収集・整理した。

主な結果は下記の通り。 

・インバータ電源増加に伴う系統課題として慣性低下のみならず電圧維持等も懸念。包

括的対策として海外では GFM が検討されている。 

・欧州大では GFM に特化した要件/適合性評価項目を作成し GFM の接続に際し求

めていく方針、豪州では GFM に対しても他の発電機と同じ要件/適合性評価の項目を

求めていく方針。また、欧州、豪州とも自端制御を行っている。 

・欧州大では新規接続のインバータ電源に対し GFM 機能の実装を義務的に求める考

え方、豪州では結果としてのパフォーマンスが全電源共通の基準に準拠していれば接続

を認める考え方を採用しており、国ごとに異なる考え方で GFM 接続要件への統合、標

準化が進められている。 

達成度（見込み） ○（2025 年 3 月に達成見込み） 

名称
case1

（近傍配置）

case2

（遠方配置）

conv 従来型 0.152 0.152

FW＋DFDT Frequency-Watt df/dt 0.142 0.151

FW＋DFDT＋VV Frequency-Watt df/dt Volt-var 0.127 0.151

GFM_Droop 0.125 0.151

GFM_VSG 0.116 0.150

GFL

GFM

慣性

低下

対策

系統サポート機能

Droop方式

VSG方式

RoCoF[Hz/s]
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達成の根拠／解決方針 

慣性低下対策 PCS の実用化の海外動向の調査を実施した。2023 年度において欧

州・豪州を対象に「慣性低下対策 PCS」をテーマとして調査を実施し、調査の結果、そ

れぞれの地域における動向が明らかとなった。 

2024 年度は慣性低下対策 PCS の観点で、これまでに調査できていない米国の調査

を行う予定であり、2024 年度までに本事業での技術開発の展開に関する主要な諸外

国の動向を把握できる見込み。 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達 

 

 慣性低下対策 PCS の実用化に関わる海外動向として、2023 年度に欧州及び豪州の動向を調査した。 

 

１－１．慣性低下対策 PCS の導入背景 

欧州では、インバータ電源増加による慣性不足が GFM 導入の主なきっかけである。現状は、GFM 機能付き蓄電池の接

続は 132kV 以上が主である。ただし、接続先の電圧階級を限定している訳ではなく、33kV での実証を進めている事例が

あるほか、400V への接続の必要性を認識している TSO も見られる。 

なお、GFM 機能の適用対象のリソースは、発電事業者にとっての経済性の観点から、主として蓄電池が考えられている。 

 

表 25 欧州における慣性低下対策 PCS の導入背景 

 

一方豪州では、インバータ電源増加による system strength※低下が GFM 導入の主なきっかけである。 

現在、すでに複数の GFM 機能付き蓄電池が実系統に接続されている段階である。これらの多くは 110kV 以上の送電

系統に接続されている。系統にとってのインパクトや発電事業者にとっての経済メリットの大きさから、ある程度規模の大きい

送電系統への接続から開始しているが、接続先の電圧階級を限定している訳ではなく、遠隔地では配電系統（66kV 未

満）に接続されているケースもある。 

GFM 機能の適用対象のリソースは、発電事業者にとっての経済性の観点で、主として蓄電池が考えられているのが現状

である。PV への適用は、技術的には可能であるものの、主に発電事業者にとっての経済性の観点で現時点では適用されて

いない。 

調査結果内容

• 需給シナリオが楽観的なものでかつ、同期調相機とSTATCOMを含めてシミュレーションを行ったが、慣性力
が不足することが分かった（独TransnetBW）

• GFMを慣性力維持だけではなく、電圧維持等にも使うことを目的として開発している（独TransnetBW)

• 慣性力の市場調達を行うStability Pathfinder Phase 2（SPP2）では、GFMを蓄電池と併設すること
で複数の収益ストリームがあることから、優れたビジネスモデルだと評価を得て採用された(英StatkraftUK)

• 英国では過去に架線の故障が起こった際、CCGT（コンバインドサイクル発電）は動いていたもののRoCoF
が高すぎたために1000MWの負荷遮断に繋がった事例があったことから、慣性提供の必要性を認識
（StatkraftUK)

GFM導入のモチ
ベーション

GFM運用・導入の
背景

• まずは特別高圧(ドイツのEHV 220～380V）に入れていきたいが、最終的には低圧レベル含め、すべての
階級に入れていく必要がある（独TransnetBW)

• TSOとしては、GFMが配電系統に必要不可欠であるとは考えていない。ただ、配電系統の問題は配電系統
で解決してほしいという思いがある(独TransnetBW）

• 接続事例は275～400kV、33kVにてテストを実施中（SMA）

• イングランドとウェールズでは400kVと275kV、スコットランドでは275kVと132kV、配電網でのGFMの活用
はまったく考えていない（英StatkraftUK）

接続電圧階級

• PV+GFMはデメリットの方が大きい。曇った時の出力変動をカバーすることが難しく、24時間求められる要求
に対して、昼間にしか対応できない点がネック(SMA)

• PV向けのGFMは今のところ存在しないと認識している(独TransnetBW)

蓄電池以外への
応用
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※AEMO は、事故時に電圧波形を維持する能力と定義している。評価するための指標として短絡容量比（SCR）が用

いられ、SCR が低いと system strength が低いと評価される。 

 

表 26 豪州における慣性低下対策 PCS の導入背景 

 

 

１－２．慣性低下対策 PCS の実装方法 

欧州においては GFM 実装に際して、現状は GFM に特化した接続要件や適合性の評価方法が整理されていない。その

ため、ケースバイケースで TSO/DSO とメーカが協議を行っている。今後は、GFM に特化した接続要件が作成される予定で

ある。 

英国では既にグリッドコードにおいて接続要件の部分的適用が開始されている。適合性評価についても、グリッドコードにお

いて部分的に定められている。 

接続後、GFM の運用は自端制御で行われている。GFM 間での協調や、外部からの制御は行われていない。 

  

調査結果内容

• 非同期電源の増加により、system strengthの低い系統が増えたこと、電圧管理が難しくなっていることが
GFM導入の契機となっている。

• AEMOは、system strengthを上げるための手段の一つとしてGFM 蓄電システム（BESS）を位置付け
ている。

• TNSPは、system strength、電圧管理に責任があり、一つの手段としてGFM BESSを導入している。

• DNSPが、配電用変電所の電圧管理のためにGFM BESSを導入している事例がある。

• 再エネ事業者は、system strengthを上げなければ再エネを接続できないか、出力抑制を受ける場合があ
るため、それを回避するための手段としてGFM BESSを導入している。

• 他の対策（同期調相機等）と比較し、経済性が高い方法を選定する考え方である。GFM BESSではエネ
ルギー市場での収入を得ることができる点がメリットである。

GFM導入のモチ
ベーション

GFM運用・導入の
背景

• 現在接続されているGFM BESSの接続先は送電系統（275kV）である。制御・監視が容易な点、系統
へのインパクトが大きい点、大規模設備の方がGFMの追加コストを許容できる点等が理由である。

• ただし、遠隔地では、事故時の独立運転を目的として5MWレベルのGFM BESSが配電系統（66kV未
満）に接続されているケースがある。

接続電圧階級

• 現在のところ、BESSへの適用が主である。

• PVへのGFMの適用は、技術的には可能であるものの、エネルギーバッファーを必要とする機能は使えないため、
商業的には合理的でない。

• 風力発電のDC/DCコンバータをGFMにする事例はある。

蓄電池以外への
応用
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表 27 欧州における慣性低下対策 PCS の実装方法 

 

 

それに対し豪州では、GFM の接続に際し、接続要件、適合性評価とも、既存の他の発電機向けのものに準拠させてい

る。また、接続後の GFM の運用は自端制御で行われる。GFM 接続数が少ない現時点では GFM 間の干渉を含む系統へ

の悪影響は観測しておらず、個別のインバータが系統に影響を与えないよう設計している。 

  

調査結果内容

• 現時点で欧州には規定はなく、連系に際してはケースバイケースでTSO/DSOとメーカとで協議している
(SMA)

• ２０２４年にEUで法律化され、２０２５年からはTSO、DSO、発電設備メーカ、運営者等のステークホ
ルダが集まって実際の要求事項を固めていき、2027年にはGFMが系統につなげられることを目指す(独
TransnetBW）

• 英国ではNG ESOが改訂したGrid CodeにGFMも含まれており、RoCoFに対する応答速度が最も課題
（英Statkraft UK)

要求事項・接続プ
ロセス

• 将来的に小さいものが沢山入ってくる場合には基本的に型式認証になると考えている(独TransnetBW）

• GFMに特有の追加的要求はないが、システムの統合という観点で、他の設備との挙動の調和のテストは実
施している（SMA）

• 英国ではGCにて故障の対応等のパフォーマンス評価が定められている（大半はシミュレーションだが、ラボテス
トもある（英Statkraft UK)

• SPP2では、何をラボで、何をシミュレーションでテストするのか細かいルールがなかったため、交渉が難航した
（英Statkraft UK)

• SPP2のNeilstonプロジェクトでは、バッテリー容量テストや環境温度試験など、Statkraft独自の試験を
Fluence社に要求した（英Statkraft UK)

適合性評価方法

• サービスごとにオペレーション方法は異なる。例えばバッテリーでは1日に1サイクル、50ＭＷ/100MWhの場合
では、2時間放電、充電は2時間少し実施するが、いつ実施するかはスポット価格による(英Statkraft UK)

• GFMからの慣性提供は自端制御で行われる(英Statkraft UK)

• VPN (Virtual private network)でデータのやりとりをしている(英Statkraft UK)

具体的な制御方
法

• GFMは基本的に個々が自動的に制御される装置だと考えているので、それぞれ分散型の挙動するものだと
理解している(独TransnetBW）

GFM間の協調
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表 28 豪州における慣性低下対策 PCS の実装方法 

 

１－３．慣性低下対策 PCS の寄与の評価方法 

現時点では、欧州の系統運用者は、個別接続機器に対する仕様準拠の評価、系統全体のモニタリング以外に、GFM

の系統安定性への寄与の評価は行っておらず、大きな必要性があるとは考えていない。 

英国の再エネ事業者は、系統運用者に対しグリッドコードへの準拠を証明するための計測システムが必要であると考えてい

る。 

 

表 29 欧州における慣性低下対策 PCS の寄与の評価方法 

 

調査結果内容

• 発電機の種類に関わらず、5MW以上であればNER（National Electricity Rules）で定められるGPS
（Generator Performance Standards）に従う。inertiaは要件にはなっていない。

• GFMとGFLでパフォーマンスに違いがあり、GFMのモデリング、無効電力の注入と安定時間の調整、事故時
のactive power recoveryの調整、fault ride throughの挙動の調整、動揺ダンピングの挙動の把握
等に留意する必要がある。

• 発電事業者、系統運用者ともGFMの接続・運用の経験が少なく、挙動を全て理解しているわけではないた
め、モデルや挙動の妥当性判断が難しい点、GFMに精通した人材が少ない点が課題となっている。

要求事項・接続プ
ロセス

• まず発電事業者がモデル（PSS/E、PSCAD）を提出する。

• 次にTNSPが熱容量や保護を評価する。その後、AEMOがGPSへの準拠を確認する。配電系統への影響も
見込まれると想定される場合、DNSPも影響評価を行う。

• 加えて、接続先の系統が弱い場合には、TNSPが、system strength full impact assessmentとして、
他の発電機の挙動も考慮したモデリングにより、州全体の系統への影響を評価する。

適合性評価方法

• 接続後、再エネ事業者は、定期的にGPSに準拠しているか否かを確認・報告する。定期的にパラメータの見
直しが発生する。その際は再エネ事業者はAEMOと調整しパラメータを決定し、再チューニングする。

• GFM BESSは常にGFMモードで運転している。運用は発電事業者がオンサイトで行う。ディスパッチは
AEMOが行い、TNSPは電圧の設定値を指定する。

• 事故時に独立運転させたい特殊なケースを除き、通常は単独運転が起きないようにしている。

具体的な制御方
法

• 現時点ではGFMの接続数が少ないため、GFM間の干渉は観測されておらず、GFM間の協調は行っていな
い。

• Special Protection Schemeにより、個別のインバータが系統に影響を与えないような設計にしている。

GFM間の協調

• 現時点ではGFMの接続数が少ないため、系統への悪影響は発生していない。

• GFMは反応が早いので、事故時の干渉は発生し得るが、現時点では発生していない。

系統に与える影響

調査結果内容

＜TransnetBW＞

• 我々が開発しているSTATCOMのようなものであれば、自分で仕様を評価しながら進めるのでモニタリングは
必要ないと考えている

• 慣性力はあくまでシステムの一部なので我々TSOとして、それをモニタリングするシステムを導入することに興味
があるかと言われるとそこまで強くはない

＜StatkraftUK＞

• NG ESOは重大故障時のパフォーマンスを知りたい、関連するデータも持っておきたい、グリッドコードにきちんと
準拠しているかを知りたいと考えており、英国系統の中で問題があったときに責任の所在を突き止めるためにも、
事故の直近データだけでなく、過去のデータにも戻り確認する可能性がある

• NGはリアルタイム計測（稼働中の計測）を望んでおり、これが秒ごとのデータ、要するに安定化サービスのア
ベイラビリティを知りたいとのことである。これについて、我々では対応可能である

• NG ESOは、接続点での故障電流の数値を、インバータ毎に要求している

• バッテリーは稼働状況によって変わり掴みにくいことから、National Gridからリアルタイムで秒ごとに出すことを
求められているが、例えば周波数が低下しているときなどは、バッテリーから電力を供出することは難しい場合
がある

GFMの寄与の評
価方法
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豪州においても、接続時の適合性評価を除き、接続機器ごとの系統安定性への寄与は評価しておらず、各接続機器か

ら提出されたモデルを元に系統全体への影響を評価している。 

系統全体では、PMU 設置による GFM 間の協調把握、SSAT モデルを用いた定態安定度評価、データ管理アルゴリズ

ムによる振動開始の把握、SCR、事故レベル、慣性の評価を部分的に開始している。 

 

表 30 豪州における慣性低下対策 PCS の寄与の評価方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査結果内容

• 系統の安定性について、AEMOは各発電機のモデルを集め、それを何度も調査し系統の状況を把握するこ
とで、系統の運用が技術的な基準の範囲内に収まっているかを確認する。

• 定期的にGPSに準拠していることをモニタリングし、報告する義務がある。現時点ではinertiaはGPSの項目
には入っていないため、モニタリングの対象ではない。

• AEMOは、SSAT（small signal stability analysis tool）で分析するためのsmall signal stability
のモデルを任意で求めており、将来的には同期機と同様義務的に求めることを考えている。

• AEMOは、PMUを設置しGFM間の干渉を早く把握するようにしている。

• AEMOは、振動の開始をデータ管理アルゴリズムで監視している。

• ElectraNetは、system strengthの指標として、SCR、minimum fault levelを評価している。重要な
地点では、計画断面で、minimum fault levelを評価する。系統の最も弱い状況を想定し、SCRを評価
する。

• ElectraNetでは、英国reactive technologies社のトライアルを実施しており、inertiaが測定できるほか、
system strengthも測定（fault levelとして計測）できる。

GFMの寄与の評
価方法
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１－４．慣性低下対策 PCS に関わる標準化 

欧州では、系統運用者は GFM に対し慣性維持、電圧維持の機能を期待している。 

今後、GFM の要件を作成し、接続先の電圧階級に関わらず 1MW 以上の発電機については GFM 機能の具備が義務

化される見通しである。 

RfG の改定後には、GFM 機能を具備したインバータ電源がより増えていくであろうと見通されている。 

表 31 欧州における慣性低下対策 PCS に関わる標準化 

 

一方豪州では、要件ではなくガイドラインとして GFM の必須機能と追加機能を特定しており、必須機能について定量的

基準と試験方法を作成し、GFM としての合否を判定できるようにする予定である。接続に際し GFM を義務的要件として求

めることは現段階では難しいと考えている。 

系統運用者の目線では、GFM に対し、ブラックスタート、慣性、system strength の機能を期待しているが、GFM でな

ければならないという訳ではなく、あくまでも対策の一つとして位置づけられており、技術中立的に他の対策と比べ経済合理的

であれば GFM が選択される。GFM は GFL をサポートする位置づけとして考えられており、GFL と GFM が共存する世界が

想定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査結果内容

• E-Distribuzioneとしては、低電圧ネットワークにおいてGFMを導入しない立場(伊ENEL)背景・きっかけ

• IECの規格はCENELECで受け入れられ、修正や統合がある場合もあるが、内容は完全に合致している

• 電気エネルギー供給の側面を扱う委員会CLC/TC 8X にはいくつかの作業グループがあるが、そのうちの3番目の作業グルー
プが発電機や調整可能な負荷を配電網に接続する要件に関連しており、GFMの他、ヒートポンプやEV充電器も扱っている
(伊ENEL)

検討内容・枠組み

• 2027年にはRfGがGFMの導入を求めていくことになる(独TransnetBW)

• メーカがそれぞれ異なる解決策を定義する可能性があり、単一市場や製品の流通にとって好ましくないため、標準化を検討し
ている(伊ENEL)

• 現在動いている作業部会の成果物は、標準仕様でなく、技術仕様書である(伊ENEL)

将来に向けた動向・
今後の展望

• GFMは、GFLに比べて単独運転のリスクがはるかに高い。保護システムの主な目的は、選択性、信頼性、安全性、感度を保
証すること

• 有効電力のバランスだけでなく、特に無効電力のバランスとケーブルとの共振を検証する必要がある(伊ENEL)
• 自動応答＞FFR＞系統機器と連携したフィードバックや調整・分配の3段階の役割を期待している(独TransnetBW)

• 将来的には、瞬時の超高速周波数への対応とともに、どこに問題があるかをTSO/DSOに伝達する役割を担う(独
TransnetBW)

• 慣性機能付きGFLは考えていない(独TransnetBW)

GFMに期待する役
割・GFLとの違い

• FFRは古い技術であり、徐々に置き換わっていくだろう（ENEL）

• FFRは今後も使い続けることになるが、ドイツでは最終的にインバータだけで瞬時の調整力を出すことはなく、それ以外のものも
組み合わせていく（独TransnetBW）

FFR等、他のサービ
スとの関係

• TypeA（低圧）は義務化ではない、TypeB（中圧）以上は義務化の見通し、TypeCは義務化が確実（独
TransnetBW）

• TypeAからは除外し、TypeB・C・Dは必須とすることを提案した(伊ENEL)

適用形態（任意か、
必須か）
要件の適用範囲
（電圧階級、リソー
ス）

• 各メーカが特殊な仕様を合わせ込む必要がないよう、技術標準がグリッドコードで整理されることを望んでいる(伊ENEL)要件の接続プロセス
における適用
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表 32 豪州における慣性低下対策 PCS に関わる標準化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査結果内容

• GFMによるpower system support capabilityを定義し、メーカ、デベロッパにガイドラインを与えること、系統ニーズと製
品のcapabilityをすり合わせることを目的に、Voluntary Specificationを作成した。

背景・きっかけ

• メーカやデベロッパと何度も議論して現在のvoluntary specificationを作成した。

• ステークホルダに受け入れられるものにする必要があり、厳しい要件を作るのは難しい。ハードウェアの大幅な変更を必要とし
ない機能をcore capabilityとしているのもそのため。

• 送電系統に接続されるGFMに限らず、technical standardが適用される100kW以上のGFMは全てvoluntary 
specificationの対象と考えている。

検討内容・枠組み

• 現在まさに定量的基準値の設定、試験方法を作成している最中。AEMOの一次案はできており、ステークホルダの意見照
会をしている段階。core capabilityのみに基準値を設定し、準拠しているか否かを判定する予定。

将来に向けた動向・
今後の展望

• ブラックスタート、inertia、system strengthの増加を期待している。

• AEMO、TNSPとして、GFMに対し特別に求める機能はない。他の方法と比較し、最も経済的なものを選択する。

• GFMの1つの役割はGFLを補助すること。GFMがどの程度必要かを評価することは難しいが、inertiaとsystem strength
がポイントになる。

• 設置場所は、目的次第。inertiaが目的であれば場所の制約は少ない。PVや風力に対する安定性が目的であれば発電
設備付近に設置する。電力品質向上の目的であれば、その目的に応じた場所に設置する。

GFMに期待する役
割・GFLとの違い

• FFRとGFMは両方必要。FFRについては全ての発電機が対応できなければならず、GFLがすでにカバーしている。GFMに対
してはそれに加えsystem strengthとinertiaの機能を期待している。

FFR等、他のサービ
スとの関係

• 今後mandatoryの要件とするか、市場参加のための要件とするかは決まっていないが、mandatory要件化は接続者の
理解が得られず、結果として接続するリソースがなくなると困るため、難しいと考えている。

適用形態（任意か、
必須か）

• 技術要件は技術中立的にしたいと考えているため、閾値等をGFMのみに特化して設定することは難しい。一方で、GFMを
適用するうえでは、特有の課題にも対処しなければならない点が課題である。

要件の接続プロセス
における適用

• voluntary specificationは配電系統への適用を除外している訳ではない。要件の適用範囲
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１－５．海外動向のまとめ 

欧州の調査を通して得られた Key Findings は以下の通りである。 

表 33 欧州調査の Key Findings 

 

 

豪州の調査を通して得られた Key Findings は以下の通りである。 

 

表 34 豪州調査の Key Findings 

 

※AEMO は、事故時に電圧波形を維持する能力と定義している。 
評価するための指標として短絡容量比（SCR）が用いられ、SCR が低いと system strength が低いと評価される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Key Findings項目

• インバータ電源増加による慣性不足がGFM導入の主なきっかけである。
• 現状は、132kV以上の系統への接続が主であるが、接続先の電圧階級を限定している訳ではなく、33kVでの実証

を進めている事例があるほか、ドイツのTSO TransnetBWは400Vへの接続の必要性を認識している。
• 発電事業者にとっての経済性の観点で、主として蓄電池への適用が考えられているのが現状である。

擬似慣性PCSの導入背景

• 現状はケースバイケースでTSO/DSOとメーカが協議している。今後は、GFMに特化した接続要件を作成する予定で
ある。英国ではグリッドコードへの部分的適用が開始している。

• 適合性評価について、欧州大ではGFMに特化した要求項目はないが、英国ではグリッドコードにおいて部分的に定め
られている。

• 接続後、GFMの運用は自端制御で行われる。GFM間を協調し外部制御することは行われていない。

慣性低下対策PCSの実装方法

• ドイツや英国の系統運用者は、個別接続機器に対する仕様準拠の評価、系統全体のモニタリング以外に、GFMの
系統安定性への寄与の評価は行っておらず、現時点で大きな必要性があるとは考えていない。

• 英国における再エネ事業者は、系統運用者に対しグリッドコードへの準拠を証明するための計測システムが必要と考え
ている。

擬似慣性PCSの寄与の評価方法

• GFMの要件を作成し、接続先の電圧階級に関わらず1MW以上の発電機のGFM機能を義務化する予定である。
• ドイツの系統運用者は、GFMに対し、慣性維持、電圧維持を期待している。
• RfGの改定に伴い、今後はGFM制御を具備したインバータ電源がより増えていくであろうと見通されている。

慣性低下対策PCSに関わる標準化

Key Findings項目

• インバータ電源増加によるsystem strength（※）低下がGFM導入の主なきっかけである。
• 送電系統（275kV）への接続から開始しているが、接続先の電圧階級を限定している訳ではなく、遠隔地では配

電系統（66kV未満）に接続されているケースもある。
• 発電事業者にとっての経済性の観点で、主として蓄電池への適用が考えられているのが現状である。

擬似慣性PCSの導入背景

• 接続要件、適合性評価とも、既存の他の発電機向けのものに準拠させている。
• 接続後、GFMの運用は自端制御で行われる。
• GFM接続数が少ない現時点ではGFM間の干渉を含む系統への悪影響は観測しておらず、個別のインバータが系統

に影響を与えないよう設計している。

慣性低下対策PCSの実装方法

• 接続時の適合性評価を除き、接続機器ごとの系統安定性への寄与は評価しておらず、各接続機器から提出された
モデルを元に系統全体への影響を評価している。

• 系統全体では、PMU（同期フェーザ計測装置）設置によるGFM間の干渉把握、SSAT（small signal 
stability analysis tool）モデルを用いた定態安定度評価、データ管理アルゴリズムによる振動開始の把握、SCR
（短絡容量比）、事故レベル、慣性の評価を部分的に開始している。

擬似慣性PCSの寄与の評価方法

• 要件ではなくガイドラインとしてGFMの必須機能と追加機能を特定しており、必須機能について定量的基準と試験方
法を作成し、GFMとしての合否を判定できるようにする予定である。

• 接続に際しGFMを義務的要件として求めることは現段階では難しいと考えている。
• GFMに対し、ブラックスタート、慣性、system strengthの機能を期待している。
• GFMはGFLをサポートする位置づけとして考えられている。

慣性低下対策PCSに関わる標準化
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１－６．海外調査からの示唆 

海外調査を通じて、本事業の方向性検討への有益な示唆が得られた。本事業では、今後これらの示唆を踏まえ、検討

を進めていく。 

表 35 慣性低下対策 PCS の実用化に関わる海外調査からの示唆 

 

 

  

• インバータ電源増加に伴う系統課題として慣性低下のみならず電圧維持等も懸念されており、包括的対策として海外ではGFMが検
討されている。日本でも今後のインバータ電源普及に伴う系統課題を見据えたユースケースの検討が必要ではないか。

• 欧州、豪州のいずれにおいてもGFMの接続先の電圧階級、適用リソースの種類を限定している訳ではなく、結果として、各地の事情
に応じ導入メリットの大きいインバータから適用されてきている。日本でも、導入メリットを考慮のうえ、電圧階級やリソースを限定すること
なくGFMの適用を考えていくことが重要であると考えられる。

擬似慣性PCSの
導入背景

• 欧州大ではGFMに特化した要件/適合性評価項目を作成しGFMの接続に際し求めていく方針、豪州ではGFMに対しても他の発電
機と同じ要件/適合性評価の項目を求めていく方針であり、二つの考え方がある。これを念頭に、日本でのGFM実装方法の在り方を
今後議論していくことが重要と考えられる。

• 欧州、豪州とも、GFM間の協調を取りながら外部制御するのではなく、系統に悪影響を及ぼさないパラメータ設計を行ったうえで各
GFMの自端制御を行っている。これを参考に日本での制御の在り方を検討するのが良いと考えられる。

慣性低下対策
PCSの実装方法

• 欧州、豪州とも、個別機器に対して系統への影響を考慮した仕様への準拠を確認したうえで、系統全体での系統安定性に関するモ
ニタリングを実施している。これを参考に日本でのGFMのパフォーマンス評価の在り方を検討するのが良いと考えられる。

擬似慣性PCSの
寄与の評価方法

• 欧州大では新規接続のインバータ電源に対しGFM機能の実装を義務的に求める考え方、豪州では結果としてのパフォーマンスが全
電源共通の基準に準拠していれば接続を認める考え方を採用しており、国ごとに異なる考え方でGFM接続要件への統合、標準化が
進められている。これを念頭に日本での標準化の在り方を議論していくことが重要と考えられる。

• GFMへ期待する機能には、慣性提供、電圧維持、ブラックスタート、system strengthへの寄与があり、各地の系統状況に応じ
様々である。日本でも、系統状況を踏まえ、必要な機能に対しGFMを活用すれば良いと考えられる。

• GFLをGFMに置き換える方向性と、必要な場合にGFMを活用する方向性の2通りが見られた。必ずしも全てをGFMにすることだけが
正解ではないことを念頭に、日本でのGFMの位置づけを検討するのが良いと考えられる。

慣性低下対策
PCSに関わる標
準化
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4.1.2. 再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発 

（１）研究開発の概要 

再エネ主力電源化（再エネ導入率が高い）の実現にあたっては、短絡容量の低下に関する課題を解決する必要がある

（図 67）。一方で、従来の設備形成が今後変化していくことも考慮していくことが必要であり、そのような場合には、短絡容

量の低下に加えて、従来の設備形成下では、解決してきた図 67 に示すような諸々の課題も再度顕在化してくる。 

このため、将来の設備形成変化も見据え、最も課題が多い設備形体である再エネ主電源地域グリッドを想定した検討を

行うことで、再エネ主力電源化を実現するために生じる課題を網羅的に洗い出す（短絡容量の低下を含む）とともにそれら

技術課題を解決する。また、計画は、開発成果が適切な効果を発揮することを小規模な系統において検証することを含むと

ともに、更に、実系統データとの比較から検討手法の妥当性を示す。 

 

図 67 再エネ導入率と生じる課題および主な対策 

出所）再エネ主電源化に向けた系統対策と技術開発：NEDO スマートコミュニティサミット 2021/9/22 講演資料 
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図 68 カーボンニュートラル実現に向けた地域グリッドの形態 

 

 

（２）研究開発の目標と根拠 

研究開発 

サブテーマ 
中間目標 最終目標 根拠 

①エネ導入地域

グリッドの課題の整

理 

再エネ導入地域グリッドを先行して運開・

実証中のマイクログリッドにおける実測

データの分析（宮古島系統の変電所

等）や構成・運用方法を調査する。 

この調査結果をもとに、地域グリッドの実

現に必要な机上検討や計算機シミュ

レーション、検証試験などに必要な課題

を整理する。整理した課題を統括的に

検討する手法やツールを開発する。 

2025 年度以降、新たに必

要な課題が見つかった場合は

その課題を整理し、検討手

法やツールを開発する。 

実測データの分析、運開中の

各地域グリッドの構成・運用方

法を調査することにより、机上で

想定してきた課題に相違がない

かを確認できる。また、検証試

験の内容・シミュレーションの内

容を絞り込めるため、効率よく

課題を整理することができる。 

実測データを基に課題を統括

的に検討することで、現状想定

している課題と、これまで想定し

ていなかった新たな課題を確認

することができる。 
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②再エネ導入地

域グリッドの課題へ

の対策方式の検

討 

机上検討、計算機シミュレーション、対

策方式の検証試験、および運開・実証

中のマイクログリッドエリアにおける実測

データの分析や構成・運用方法の調査

等により、対策方式・対策ツールを開発

する。 

2025 年度以降、新たに必

要な対策方式・対策ツールが

見つかった場合は、その対策

方式・対策ツールを開発す

る。 

実測データの分析や、各地域

グリッドの構成・運用方法の調

査結果を踏まえて、机上検

討、計算機シミュレーション、検

証試験を行うことで、効率的に

有効な対策方式・対策ツール

の開発を行うことができるため。 

③再エネ導入地

域グリッドの課題へ

の対策案の検証・

評価 

再エネ主電源化のためのマイクログリッド

に関する課題抽出、個々の対策技術

（機器、システム、手法）の開発を完

了する。 

 

現状機能にて実運用データ及び参考補

足データの計測と、併行して地域グリッド

運用の標準化に応じたソフト改良を実

施、および運開・実証中のマイクロマイク

ログリッドにおける実測データの取得分析

により、対策技術の提案を完了する。 

開発した個々の技術（機

器、システム、手法）に関し

て、実証による検証、実測

データによる検証、系統大で

の解析などにより総合評価を

行う。 
 ソフト改良に伴うマイクログ

リッド運用の標準化機能にて

実運用データ及び参考補足

データの計測とその最適化を

実施、および運開・実証中の

地域グリッドにおける実測デー

タの分析や構成・運用方法の

調査等により、対策案の有効

性を評価する。 

再エネ主電源のマイクログリッド

に関する対策技術の効果を確

認するために、実証による検

証、系統大での解析などによる

総合評価が必要なため。 

 

地域グリッド運用の標準化に伴

い、運用に資する対策技術を

提案し、実測データの分析や対

策技術の最適化によって対策

案の有効性を評価することが必

要なため。 

④再エネ導入地

域グリッドに関する

ガイドライン・規程

整備に向けた検

討 

③の結果より、技術的な要件を整理す

るとともに、推奨されるマイクログリッドの構

成や運用方法を示し、それらをガイドライ

ンや法規類に反映するための検討を行

う。（2024 年度中間目標の段階では

検討途中） 

③の結果より、技術的な要

件を整理するとともに、推奨さ

れるマイクログリッドの構成や

運用方法を示し、それらをガ

イドラインや法規類に反映す

るための検討を行う。 

再エネ導入地域グリッドに関す

る技術的な要件について、現

状のガイドライン・法規類には記

載されていない内容が多くあ

る。①②③の検討結果より、技

術的な要件ならびに推奨される

マイクログリッドの構成や運用方

法を整理し、規程類への反映

に資するため。 

⑤海外動向調査 

GFM の実用化、および再エネ地域グリッ

ドの技術適用検討に関する海外動向調

査結果を整理し、適宜、4.1.1 および

4.1.2 の検討に反映するとともに、本事

業の進捗状況を勘案して翌年度以降の

調査トピックおよび調査対象を選定す

る。 

選定した調査トピックおよび調

査対象に関する海外動向調

査を実施するほか、5 か年の

調査で得られた諸外国におけ

る取り組みを整理し、我が国

における実用化検討に反映

する。 

再エネ導入地域グリッドの実用

化を志向する本事業において、

実用化に向けて検討が進めら

れている諸外国の動向を正確

に把握し、我が国における実用

化・展開に向けた検討を進めて

いくことが重要であるため 
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（３）研究開発のスケジュールと予算、実施体制 

〇スケジュール・分担 

表 36 再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発スケジュール 

 

電中研：電力中央研究所/ HD:東京電力ホールディングス/ PG：東京電力パワーグリッド/ 三菱：三菱電機 

沖電：沖縄電力/ NX：ネクステムズ 

 

〇予算 

本テーマの予算は、「高圧連系用慣性低下対策 PCS の実用化開発」と合わせて 4.1.1 章に記載のとおりとなっている。 

 

〇実施体制 

4.1.1 章に記載のとおり。 
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（４）テーマごとの目標達成状況と成果の内容 

① 再エネ導入地域グリッドの課題の整理（電力中央研究所/ 東京電力ホールディングス/ 東京電力パワーグ

リッド/ 三菱電機/ 沖縄電力/ ネクステムズ） 

 

中間目標 

（2025 年３月） 

再エネ導入地域グリッドを先行して運開・実証中のマイクログリッドにおける実測データの

分析（宮古島系統の変電所等）や構成・運用方法を調査する。この調査結果をもと

に、地域グリッドの実現に必要な机上検討や計算機シミュレーション、検証試験などに必

要な課題を整理する。整理した課題を統括的に検討する手法やツールを開発する。 

成果 

（2024 年 6 月） 

・宮古島系統変電所等実測データ(電圧・電流値、有効・無効電力等)の分析を行っ

た。国内地域グリッドにおける系統構成、システム構成、運用方法等を調査した。 

・地域グリッド系統の技術的課題について送配協にて検討した課題とも整合をとり、ブラッ

クスタートや保護の課題について電中研赤城での確認検証試験やシミュレーションによ

り、地域グリッド運用で懸念される現象を再現した。 

・課題の整理に資する系統解析ツールを調査し、課題を整理するための解析環境を整

備した。  

達成度（見込み） ○    (2025 年 3 月に達成見込み) 

達成の根拠／解決方針 

予定通り宮古島実測データを分析しており、運開中の地域グリッド事例調査を実施済

み。シミュレーションはブラックスタート・保護関連の課題を予定通り確認済み。24 年度

赤城での試験を 4 月、8 月、1 月に各２週間実施予定。 

課題整理のため系統解析ツールの調査を通して解析項目や機能を整理した。 

これらにより、24 年度末の段階での地域グリッドの課題を大方整理でき、検討手法や

ツールが開発できると見込まれ、宮古島データによる新たな課題検討が可能になる。 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達 

再エネ導入地域グリッド（以下、MG）の課題整理のため、先行して運開・実証中の MG における実測データの分析

（宮古島系統の変電所等）や構成・運用方法の調査している。この調査結果をもとに、地域グリッドの実現に必要な机上

検討や計算機シミュレーション、検証試験などに必要な課題を整理している。また、これらを統括的に検討する手法が確立さ

れていないため、検討手法やツールを開発する。さらに、想定する課題事象の実設備における再現性を検証するため、電力

中央研究所・赤城試験センターに既設の「需要地系統ハイブリッド実験設備」(以下、電中研赤城)における試験を行ってい

る。 

上記の課題整理の手法について詳述した後、具体的な想定される課題とそれに対応する検討内容を、次の①.1 から

①.5 に記す。 

 

  



 

4‐88 

 

〇宮古島系統計測 

 宮古島系統(表 37 参照）の実測データ分析を実施するために、2022 年度にて発電所 1 箇所、変電所・配電塔 8 箇

所、来間島マイクログリッド 1 箇所の合計 10 箇所に、仮設計測器を 32 台の取付工事を行い、2023 年度から計測デー 

タ収集を始めている。図 69 に宮古島仮設計測器取付マップを示す。各発電所・変電所等には電源品質アナライザを設置

しており、電圧・電流・周波数・有効電力・無効電力・高調波等を常時計測（1 秒値）している。来間島マイクログリッドに

は、マイクログリッド自立運転時等の過渡的な電圧・電流波形等も計測できるようにメモリハイコーダを設置している。なお、当

該実測データは一般送配電部門の運用に関する機微なデータとなることから、一般公開する際には、匿名化、平均化処理

等の留意が必要である。 

表 37  宮古島系統概要(2023 年 12 月末現在) 

変電所 

数 

配電線 

数 

22kV 送電線 

亘長 

6.6kV 配電線 

亘長 

系統需要 

規模(最大) 

需要家 

口数 

再エネ 

接続量 

8 

箇所 

40 

ﾌｨｰ  ｰ 

88km 

程度 

629km 

程度 

70,000kW 

程度 

電灯 43 千口程度 

電力 3 千口程度 

太陽光：34,700kW 程度 

風力：3,600kW 

 

 

                            （a）計測器取付箇所 

    

                              （b）計測箇所 

 図 69 宮古島仮設計測器取付マップ 
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○宮古島需要家計測 

 株式会社ネクステムズのグループ会社である株式会社宮古島未来エネルギーは、太陽光発電および蓄電池を需要家へ

設置し、発電した電気を販売するオンサイト PPA 事業を宮古島市において展開している。当該事業により太陽光発電など

の設備を設置した需要家は宮古島市全体で 700 件を超えているが、これらの設備はネクステムズが開発した遠隔通信制

御装置（HEMS-GW）により遠隔監視および制御が可能となっており、稼働している機器の実運用データ(計測項目につ

いては図 70 内を参照)の計測が可能となっている。再エネ導入地域グリッドの課題の整理や対策方式の検討におけるシ

ミュレーションなどに役立てるべく、これらの計測データを本事業の関係者へ提供している。 

 

図 70 PPA 事業による既設需要家側設備 構成例 

 

 計測可能なデータのうち、需要家における負荷消費については、配線の形態によっては発電電力と一般送配電事業者の

スマートメーターの計量値との差し引きによる演算が必要となる場合がある。需要家の負荷消費データの提供にあたっては、

案件ごとの配線形態を考慮し、適切なデータとの差し引き等により負荷電力を特定している。 

 

図 71 PPA 事業における既設需要家側設備 配線形態例 
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 従来、ネクステムズの監視制御システム UI にて取得可能な実運用データとしては、宮古島未来エネルギーのオンサイト

PPA 事業の運営に必要なデータが中心となっていたが、本事業の関係者への実運用データ提供を円滑に行うべく、実運用

機器から取得している計測データは原則全て CSV 出力できるようシステム UI の改善を 2022 年度に実施した。 

 

図 72 システム UI 改善による取得データの拡充 

 

 また、計測データの項目拡充として、需要家側子メーターの電圧値および無効電力値を取得できるようシステム改修を

2023 年度に実施した。需要家側子メーターの電圧値については特に様々な活用方法が考えられ、PCS の電圧上昇抑制

動作の推定や来間島マイクログリッド独立運転時の電圧分布の確認、宮古島系統のデータと紐づけた局所的な電圧の確

認などが可能となることが期待される。 

 

○来間島マイクログリッド設備計測 

図 73、図 74 にて、本事業開始前から先行して MG を運開・実証中である来間島 MG について説明する。来間島 

(2.84 km2、高圧線路亘長 5.3km) は、宮古島 (158.9 km2) と橋梁で繋がる離島の 1 つである。平常時は宮古

島系統と橋梁添架ケーブルで接続されており、宮古島系統の電源（主にディーゼル発電（以下、DG））から電力供給が

なされている。 

 

図 73 来間島の位置図及び MG 対象エリア 
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図 74 来間島 MG の設備構成 

  

 

来間島の MG 対象エリアの需要家は約 100 軒程度であり、需要規模は 100～200kW 程度であるが、当該 MG 実

証が開始される以前から PV の導入が進んでおり、実証前には既に分散型電源として FIT-PV が約 380kW 導入されてい

た。当該実証を開始するにあたり、沖縄電力（株）が MG 時の主電源となる MG 蓄電池（実効容量 400kW-

800kWh）と従属電源である補充電用 DG（108kW）、MG 全体を統括制御する MG-EMS を設置した。共同事業

者である（株）宮古島未来エネルギー（以下、MMEC）は分散型電源となる需要家 PV 合計 242kW、需要家 BESS

合計 325kWh を第 3 者所有モデルで MG 対象エリアの半数弱となる需要家宅へ設置した。また、同じく共同事業者であ

る（株）ネクステムズが MMEC の需要家 PV と需要家 BESS を統括監視・制御可能な需要家 EMS を設置した。来間

島 MG の特徴として、MG 対象エリア全体を統括監視制御する沖縄電力（株）の MG－EMS と需要家側に設置された

エネルギーリソースを統括監視制御する（株）ネクステムズの需要家 EMS が協調して MG 運用を行う点が挙げられる。 

来間島 MG は、MG 対象エリアと宮古島系統との連系点（P1）、来間島内の MG 対象外負荷との連系点（P2）に

沖縄電力（株）が計器用変圧変流器(以下 VCT)を設置し、MG 対象エリアを出入りする潮流を監視している。 

来間島 MG では、平常時の晴れた日などは、MG 対象エリアの需要よりも、MG 対象エリア内の PV 出力が大きくなり、エ

リア外への逆潮流が発生する。そこで、前述の連系点Ｐ１及びＰ２の潮流を MG-EMS で監視し、MG 蓄電池で充放電
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制御を行うことで、MG 対象エリアを出入りする潮流がゼロになるよう潮流制御を行い、再生可能エネルギーの地産地消の実

証を行っている。 

また、宮古島系統において、台風などの災害時に停電が発生した場合は、MG 対象エリアを宮古島系統から切り離し、高

圧配電線などの条件が整えば、MG 対象エリア内の主電源設備や従属電源、分散型電源を用いて自立した MG として電

力供給が可能なシステムとなっており、地域のレジリエンス向上が期待されている。 

 

図 75 来間島 MG の計測状況 

 

来間島 MG では、既存の計測装置として、前述の通り宮古島系統との連系点（P1）、来間島内の MG 対象外負荷

との連系点（P2）、そして、MG の主電源設備である MG 蓄電池（海外製）の連系点（P3）の計 3 ヶ所に VCT が設

置されており、その 3 ヶ所において電圧、周波数、電流、有効電力、無効電力の 1 秒サンプリングデータが取得可能であっ

た。来間島 MG では、年に 1 回、対象外負荷や MG 対象エリアの需要家と調整し、MG 実動訓練を実施している。国内

において、PV や蓄電池などの静止形機器を主電源として、実際に連系元の電力系統から切り離して地域単独運転を行う

MG は国内では少ないため、来間島 MG 実動訓練に合わせて MG の実測データを取得している。MG における実測データ

の取得は貴重な機会であるため、前述の既存の計測装置に加えて、主電源設備の過渡応答を計測するために主電源設

備の連系点（P3）へメモリハイコーダを追加設置した。 

 

〇解析ツール調査・計算機シミュレーション 

再エネ主力電源化の系統において発生しうる課題を抽出しそれらを定量的に明らかにするには、系統の潮流計算などの

系統解析ツールが必要である。そこで、現状で系統解析に用いられているツールの機能を調査し、現状で解析可能な項目、

ならびに、今後開発すべき機能を整理した。調査した解析ツールは、電力中央研究所で開発の CALDG、XTAP、

DIgSILENT 社開発の PowerFactory である。PowerFactory は電力系統統合解析ツールとして欧州で多数の使用

実績があり、様々な解析機能を有している。ここでは、実効値解析機能の部分を CALDG と PowerFactory、瞬時値解

析機能の部分を XTAP と PowerFactory の EMT 機能で比較した。 

表 38 に整理した機能比較を示す。どちらのツールも系統解析の基本的な機能を有しており、当事業での課題抽出で必

要な機能があることが確認できた。当事業で宮古島系統の有効電力や無効電力、需要家の有効電力などを計測しデータ

として取得している。これらを用いて課題を整理することにより、より現実的な評価を得ることができる。そのために、これら計測

結果をデータとして入力する必要がある。計測データは仕様上、計測器固有のフォーマットとなっており、直接入力することが
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不可能であった。そのため、計測データを系統解析で使用可能なフォーマットに変換する必要がある。これについては、

CALDG の方が柔軟な対応が可能であり、電力中央研究所にて CALDG の対応を進めた。  

 

表 38  CALDG と PowerFactory の機能比較 

 

  

PowerFactoryCALDG

○○潮流計算機能

○○高調波解析機能

○○短絡容量計算機能

○○フリッカ計算機能

○○
時系列で入力可能

系統情報の入力

○○
時系列で入力可能

需要家データの入力

×△（開発・整備中）
計測データフォーマット
に対応中

計測データフォーマット
での入力
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また、電源の過渡的な変化などを解析・評価するためには、瞬時値解析が必要となる。PowerFacory では近年、この

解析機能が追加実装されている。電力中央研究所で開発の瞬時値解析プログラム XTAP と比較した。表 39 に整理した

比較結果を示す。いずれも解析に必要なブロックやモデルを有しており、PowerFactory は解析例題が豊富である。一方

で、PowerFactory は搭載されている各種モデルの内部の自由な編集や改編が容易にできない。XTAP では内部構成の

編集が可能なため、インバータ電源の制御系設計をツール上に搭載することが比較的容易である。このことから、解析事例と

して PowerFactory の例題を参考にしながら、瞬時値解析の評価においては、電力中央研究所の XTAP を用いることとし

た。 

 

表 39 XTAP と PowerFactory の瞬時値解析機能の比較 

 

 

宮古島にて計測した有効・無効電力を用いて、系統解析を行うために宮古島系統の設備データベースより CALDG の宮

古島系統モデルを作成した。作成した宮古島系統モデルでは、図 76 に示す 22kV/6.6kV 系統の全系をモデル化してお

り、配電線側に連系する分散型電源の導入拡大に伴う送電線側の影響を評価可能なモデルとし、加えて各変電所や各配

電塔で計測されている有効・無効電力を取り込めるようなモデル構築を行った。 

 

図 76 CALDG で構築した宮古島系統モデル 

 

  

制御系回路計算モデル概 要名 称

各種インバータ機器を
構成するのに必要とな
る基本的な制御ブロッ
クを具備。また，独自
の言語を用いた制御ブ
ロックも作成可能。

• 台形法と後退オイラー法
を交互に適用することで
数値安定性を確保。

• EMTとRSM解析を混在
させた解析が可能。

• 潮流計算結果を用いた初
期化が可能。

電力系統を構成するさ
まざまな電力機器のモ
デルが具備され，また，
制御ブロックも大量に
含まれている。

DIgSILENTが開発している電力系統
の統合解析ツール。初期は潮流計算
や短絡計算をメインとしていたが，
最近になってEMT解析を行う機能も
追加された。

PowerFactory
（EMT機能）

各種インバータ機器を
構成するのに必要とな
る基本的な制御ブロッ
クを具備。
CPAT（Y法）と完全互
換
を持つ計算アルゴリズ
ムを採用。

• 2S-DIRKと呼ばれる積分
手法を採用することで，
数値安定性を確保。

• 潮流計算結果を用いた初
期化が可能。

• パラメータの最適値の探
索機能を具備。

基本的な回路素子や制
御ブロックのモデルの
ほか，基本的なPV発
電機などを具備。
全ての電力機器モデル
は，その内部構成を編
集できる。

国産のEMT解析プログラム。回路方
程式を解くに用いる数値積分手法，
求解アルゴリズムに独自の手法を採
用しており，計算精度，数値安定性
に特長がある。電中研が開発してい
るため，国内の電力会社からのニー
ズに柔軟に対応可能。

XTAP
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〇国内運開中の地域 MG調査 

運開・実証中の地域グリッドにおける設備構成・運用方法の調査として、2023 年 3 月現在、国内にて運開している 5

箇所の地域 MG(来間島、阿寒、松前、いすみ、小田原)を対象に調査を行った。調査結果により、地域グリッドに適用すべ

き事項ならびに今後本事業にて検討が必要な事項について整理することができる。またこの調査結果をもとに、机上検討や

計算機シミュレーション、検証試験の内容などの絞り込みを行うことで、効率的に課題の整理ができる。さらに、調査結果を

踏まえて、対策の検討・検証・評価を行うことで、効率的に有効な対策方式の検討を行うことができる。 

調査結果のうち主たる内容について表 40 に示す。 

 

 表 40 国内地域 MG 調査結果(抜粋) 

調査項目 調査結果 

一送制御システムと MG 側システ

ムの連携 

・ 一送配電部門の制御システムと地域グリッド側システムは連携無し【全地域

MG】 

励磁突入電流対策 ・ 励磁突入電流(インラッシュ)対策としてソフトスタートを採用【全地域MG】 

ソフトスタート時間 ・ ソフトスタート時間：0.7s【小田原】、1s【いすみ】、2s【来間島】、3s【阿寒】 

※この時間の根拠は、メーカの初期設定値、試験にて問題なかった等 

※松前ではブラックスタート時は、DG にて対応 

区分開閉器投入時のインラッシュ

への対応 

・ 独立系統内に区分開閉器があり、区分単位で再閉路通電する場合、区分

開閉器投入時に発生するインラッシュは、MG 蓄電池のインバータの制御により

停止することなく運転継続できている。【来間島】 

・ ディーゼル発電機にて吸収可能なインラッシュ値となるよう、地域グリッドエリアを

選定。変圧器容量が 150kVA 以下となるよう区間分割して送電【松前】 

・ 独立系統内に区分開閉器がないグリッドでは、独立系統全体を一度でソフトス

タート通電。【阿寒・小田原・いすみ】 

系統連系時と独立運転時の保

護整定値変更・変更方法 

・ 系統連系時と独立運転時で保護整定値の変更は、現地で手動により変更す

る【阿寒・小田原・いすみ】（阿寒では将来的に遠隔操作できるよう改善予定

あり） 

・ 連系時と独立運転時で保護リレー自体を分けている。それぞれの運転条件で

整定しており、整定値変更はしない。（人為的ミス防止）【来間島】 

独立運転時の需要家との保護

協調 

・ 需要家設備の保護整定値の変更はなし【来間島・松前・小田原・いすみ】 

・ 保護協調を考慮しており、高圧需要家の整定値変更を現地手動で行う（将

来的に遠隔操作できるよう改善を考えている）【阿寒】 

電力品質（電圧・周波数・高調

波・電圧変動・フリッカ）対策 

・ 電圧・周波数は MG 蓄電池の周波数・電圧制御機能（CVCF)で担保。【来

間島・阿寒】 

・ 主にディーゼル発電機の GF 運転にて周波数を、AVR 制御により電圧を安定

化させ、補助的に EMS の指令により NAS 電池、風車の出力を制御。【松

前】 

・ 実動試験、メーカ等での各種試験、シミュレーションにより、問題ないことを確

認。【全地域MG】 
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主電源停止時の従属電源の停止

方法 

・ 単独運転検出機能により停止【来間・阿寒・小田原】 

・ EMS より保護連動制御を実施【松前】 

・ 転送遮断機能により停止【いすみ】 

短絡時の蓄電池インバータ ゲート

ブロックによる停止範囲・時限協調 

・ 短絡事故時は、蓄電池インバータのゲートブロックが瞬時で働き全停。時限協調

は難しい【来間島・阿寒・小田原】 

地絡保護対策機器の設置状況 ・ ZPD のみ設置【来間島・阿寒・小田原・松前】 

・ ZPD および EVT を設置（EVT は地絡電流を流すために設置。DGR を設置し

ている自家用需要家の保護には有効）【いすみ】 

・ 接地コンデンサ設置による地絡電流補償対策はしていない【全地域MG】 

独立運転時の事故探査者 ・ 独立運転時の事故探査は、一送配電部門にて実施【全地域MG】 

事故時の地域グリッド発動判断者 ・ 一送と電力研究部門にて協議し、一送が判断【来間島】 

・ 一送にて判断【阿寒】 

・ 一送が復旧に長時間かかると判断した場合に、事業者に発動要請を実施【松

前】 

・ 一送にて独立運転の可否を確認し、事業者と行政が協議して行政が判断【小

田原】 

・ 一送にて独立運転の可否を確認し、事業者が判断【いすみ】 

独立運転→系統連系切替時の

切替方法 

・ 災害復旧後一送系統が復旧した際は開閉器を開放し、一度停電させてから一

送系統につなげる【全地域 MG】 

MG の導入目的 ・ レジリエンス強化【全地域 MG】 

 

  



 

4‐97 

 

〇送配電網協議会での MG課題認識との比較 

以降に記載している①.1 から①.5 は、本事業参画法人にて MG の課題と考えている内容であるが、この課題認識が妥

当なものか確認を行った。MG の課題について、過去に他の会議体にて検討した事例を調べたところ、送配電網協議会 MG

技術検討会にて数年前に検討を行っていたことが把握できたため、MG 技術検討会にて検討した課題項目（本事業開始

後にアップデートされたもの）と、本事業の実施計画書に記載した MG の課題①.1 から①.5 とを比較をした。その結果、送

配電網協議会の課題認識とおおよそ整合していることが分かった。これより、①.1 から①.5 については、MG における課題と

しての妥当性を、より向上することができた。 

 

〇電中研赤城における課題確認試験 

電中研赤城にて、各種想定される課題内容に対して試験を行い、各々の内容について実設備においても再現されること

を確認した。（試験の詳細内容については後述） 
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①.1 供給信頼度に関する課題【短絡容量（系統規模）の影響】 

供給信頼度に関する課題は、１）負荷変動に対する安定性、２）発電出力変動に対する安定性、３）事故時運転

継続（FRT）が挙げられる。これらは先行の実測データを用いて負荷変動や発電出力変動などの現状を把握し、将来想

定されうる変動幅などを整理する。 

 

1) 負荷変動に対する安定性 

 地域グリッド内の需要家の負荷は、常に変動しており、一瞬で負荷が系統から切り離される場合もある。これらの負荷変動

に対して、上位系統と接続時には、電圧を一定範囲内に、オフグリッド時には、主電源が運転を継続し電圧や周波数を一

定範囲内に維持する必要があるが、構成によっては満たせない可能性がある。 

本節では、宮古島系統の需要の動きを把握するために、2023 年度上期における１日単位の最大 kW と最小 kW を

図 77(a)に示す。図 77(a)の中から、太陽光発電が宮古島系統に与える影響を把握するために、当該期間で最小負荷

を記録した 5/9(火)[晴れの日]および 5/8(月)[雨の日]のデータ(図 77(b))に示す。また、図 78 に 2023 年 5 月の日

射量グラフを示しており、5/8(月)[雨の日]と 5/9(火)[晴れの日]の昼間時間帯（10:00～14:00）における全天日射

量の違いに着目した。 

 

(a)最大・最小 kW(2023 年 5 月～9 月)             (b)残余需要グラフ（2023/5/8 と 5/9） 

図 77 宮古島系統 残余需要グラフ(2023 年 5 月) 

 

      

         (a)日毎全天日射量グラフ（2023 年 5 月）    (b)時間毎全天日射量グラフ（2023/5/8 と 5/9） 

図 78 宮古島 全天日射量グラフ 

 

次に、太陽光発電が系統に与える影響を比較するために、発電所①および系統末端側の変電所④における昼間時間

帯（10 時～14 時）における実測データを図 79 から図 80 に示す。なお、図 79（b）、図 80(b)は 10:00～14:00

における 1 秒あたりの変動幅の正規分布を示しており、短時間における変動の大きさを表している。図 79、図 80 より、5/8

（雨）より 5/9(晴)のデータの方が小刻みに変動していたと想定される。また、図 79、図 80 の有効電力については、5/8

の方が 5/9 より下の方で推移しているが、晴れ天候により太陽光発電量が多くなった影響と思われる。無効電力について
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は、5/9 晴れた日の方が、5/8 の無効電力より上の方で推移しているが、晴れた日(5/9)の方が、多くの太陽光 PCS が進

み力率運転した分、系統の無効電力を一部負担した影響と思われる。また、当該日（5/8 と 5/9）の電力品質（電圧、

周波数）を後述しているが、全体的に運用目標値以内となっており、特段問題なかったと思われる。 

 

           (a)発電所①_有効電力 P[kW]                 (b) 発電所①_有効電力変動幅ΔP[kW/s] 

 

                (c)発電所①_無効電力 Q[kVar]            (d) 発電所①_無効電力変動幅ΔQ[kVar/s] 

図 79 発電所① 有効電力・無効電力（2023.5.8 と 5.9） 

 

          (a)変電所④_有効電力 P[kW]                    (b) 変電所④_有効電力変動幅ΔP[kW/s] 

 

  (c)変電所④_無効電力 Q[kVar]            (d) 変電所④_無効電力変動幅 ΔQ[kVar/s] 

                     図 80 変電所④ 配電用変圧器 有効電力・無効電力（常時計測） 

2023 年上期（5 月～9 月）における宮古島系統（1 日単位）の最大 kW と最小 kW の差を図 81 (a)に示す。

次に、図 81（a）より有効電力の変動が最も大きかった日として 2023 年 7 月 10 日を選定し、当該日の残余需要グラ

フを図 81(b)に示す。なお、当該日は比較的晴れた日で、日射量は前述の 2023 年 5 月 9 日の 25MJ/m2と同程度の

値（図 82）であった。 
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(a)最大・最小 kW(2023 年 5 月～9 月)           (b)残余需要グラフ（2023/7/10） 

図 81 宮古島系統 残余需要グラフ（2023 年 7 月） 

 

             (a)日毎全天日射量グラフ（2023 年 7 月）       (b)時間毎全天日射量グラフ（2023/7/10） 

図 82 宮古島 全天日射量グラフ（2023 年 7 月） 

図 83～図 84 に、発電所①、変電所④の有効電力、無効電力を示す。図 83~図 84 より、08:00～18:00 は比 

較的小刻みな動きとなっており、太陽光発電の出力変動の影響と思われるが、後述の電力品質（電圧、周数）も運用目 

標値以内で特段問題なかったと思われる。 

 

(a)発電所①_有効電力 P[kW]                (b)発電所①_無効電力 Q[kVar]                        

                 図 83 発電所① 有効電力・無効電力（2023/7/10） 
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          (a)変電所④_有効電力 P[kW]                 (b) 変電所④_無効電力 Q[kVar] 

                   図 84 変電所④ 配電用変圧器 有効電力・無効電力（2023/7/10） 

 

〇需要家計測 

 宮古島系統計測にて 2023 年度上期における最小負荷を記録した 2023 年 5 月 9 日（晴天）および 2023 年 5

月 8 日（雨天）の需要家側における太陽光発電の変動例を以下に示す。当該データは PCS から取得できる太陽光発

電量の 1 分値となっている。なお、いずれも定格出力 5.5kW のハイブリッド PCS が 1 台設置された需要家のデータとなって

いる。 

 系統側のデータと同様に、需要家側においても 5 月 9 日の方が太陽光発電出力の変動が大きいことが確認できる。ま

た、電力品質については需要家側の計測データからは確認できないものの、需要家側設備の運用には特段の問題は生じて

いない。 

  

図 85 太陽光発電の変動例① 図 86 太陽光発電の変動例② 

 

図 87 太陽光発電の変動例③ 

 

 宮古島系統計測にて一日の負荷（太陽光発電を含む）の変動が最も大きかった 2023 年 7 月 10 日の負荷変動例

を以下に示す。当該データは需要家に設置されている一般送配電事業者のスマートメーターでの計測値であり、1 分周期の



 

4‐102 

 

データとなっている。なお、図 88～図 90 はいずれも定格出力 5.5kW のハイブリッド PCS が 1 台設置された需要家のデー

タとなっており、負の数値は逆潮流であることを示している。 

 系統側のデータと同様に、8:00～18:00 の時間帯においては短周期での負荷変動が確認できる。また、電力品質につ

いては需要家側の計測データからは確認できないものの、需要家側設備の運用には特段の問題は生じていない。 

 

  

図 88 需要家の負荷変動例① 図 89 需要家の負荷変動例② 

 

図 90 需要家の負荷変動例③ 

 

〇来間島 MG 

来間島 MG の実動試験時における急な負荷変動（エリア内 PV の出力変動含む）に対する主電源の応答性について

実測データを紹介する。 

当該 MG の主電源は MG 蓄電池（海外製）が担っている。MG 蓄電池は、平常時は系統連系モードで GFL として運

転し、MG 時は自立運転モードで GFM として運転している。MG 運用時の MG 蓄電池は周波数制御、電圧制御共にド

ループ制御を行っている。なお、周波数制御については、負荷変動でドループ特性により生じた周波数偏差を基準周波数へ

引き戻す周波数補正制御を MG-EMS から MG 蓄電池に対し行っている。 

図 91 は 2024 年 1 月 24 日に実施した MG 実動試験時（2024/1/24_15:17～17:15）の実測データの内、

MG 蓄電池の有効電力、無効電力、主電源設備の連系点である P3 の電圧、電流を示したものである。 

15:17 に主電源設備の連系するエリアをソフトスタートで充電した後、3 ヶ所の区分開閉器を投入することで MG エリア

全体を充電している。図 91 において MG 蓄電池の有効電力は主電源設備から見た MG エリアの見かけ上の負荷（需

要）を表している(図 91 ※1)。 

15:17～15:18 に有効電力が徐々に増加しているのは、区分開閉器を投入することで充電エリアが増え、それに伴い見

かけ上の負荷が増加したためである(図 91 ※2)。 
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15:22 頃に有効電力が 20kW 程度急減したのは、主電源設備の連系点のあるエリアの PV が再連系したことにより、

見かけ上の負荷が減少したためと考えられる(図 91 ※3)。 

15:26～15:50 の赤枠で囲んだ範囲の有効電力の増減は、MG エリア内の PV 出力の変動による影響と考えられる。

最大で変動幅 53kW、変動速度 40kW/分程度の負荷変動が見られた(図 91 ※4)。 

15:56 頃の赤枠で囲んだ有効電力の急減は、MG-EMS から需要家側 EMS に対し、下げ DR 指令を発出したことに

より、需要家側ＢESS が放電を行ったことで見かけ上の負荷が減ったことによるものである。最大で変動幅 45kW、変動速

度 270kW/分程度の負荷変動が見られた(図 91 ※5)。 

16:06 頃には、MG エリア内の負荷の影響によると考えられる突入電流が観測された。MG 蓄電池の無効電力

（120kVar 程度）とＰ３電流値の急峻な増加しているが、MG 蓄電池の実効容量は 400kW であり問題なく安定した

運転が継続された(図 91 ※6)。 

このように、PV を主なエネルギー源とした MG では、PV の出力変動や区分開閉器の投入等で、見かけ上の負荷が大きく

変動することが確認されたが、MG 蓄電池の応答性能により安定した運用が可能であった。 

 

図 91 来間島 MG 実動試験時の MG 蓄電池の運転状況 
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2) 発電出力変動に対する安定性 

 １）の負荷と同様に、地域グリッド内に連系される太陽光発電（PV）は、日射変動に応じて出力が変動しており、系統

擾乱などにより一瞬で PV が系統から切り離される場合もある。これらの発電出力変動に対して、上位系統と接続時には、

電圧を一定範囲内に、オフグリッド時には、主電源が運転を継続し電圧や周波数を一定範囲内に維持する必要があるが、

構成によっては満たせない可能性がある。 

 本節に関する実測結果等については、1)負荷変動にて記載している。 

 

3) 事故時運転継続（FRT） 

 １）と２）において、電圧、周波数、および位相の変化が、上位系統と接続されている場合とオフグリッドの場合で同程度

となるように主電源が維持できる必要があるが、主電源に要求される性能は明らかになっていない。主電源出力の電圧、周

波数、および位相の変化が大きく異なる場合には、そのグリッド内の PV の事故時継続運転（FRT）要件に干渉する可能

性がある。 

後述の電中研赤城に設置するインバータ型・回転型主電源に対する実証試験を通して、現状の性能を一例として評価

し、現状を把握する予定である。また、FRT 要件等の規定類を踏まえて、主電源が PV 等の分散電源の安定運転を維持

するために満たさなければならない電力品質を整理し、主電源に要求される性能を明らかにする予定である。 

 

①.2 保護・保安に関する課題【短絡容量（系統規模）の影響】 

保護・保安に関する課題は、１）短絡保護（保護方式、整定値）、２）地絡保護（保護方式、整定値）、３）単

独運転が挙げられる。実測データをもとに、地域グリッドの構成と従来の系統構成との違いによる保護・保安の方法やその整

定条件などを整理する。 

1) 短絡保護（保護方式、整定値） 

 従来の配電系統の短絡保護では、需要家の負荷による電流（常時電流）と短絡事故が発生した場合の短絡電流

（事故電流）には、大きな差異があるため過電流リレーにより事故の判定が可能であり、事故エリアを局限化することが可

能である。しかし、基幹系統と接続する送配電設備がスリム化された場合やオフグリッド構成とした場合（以下、MG）でイン

バータ主電源の際は、事故電流が小さくなり、常時電流と事故電流の差異が小さくなるため、リレーの整定値を調整しても事

故の判定ができなくなる可能性がある。 

国内運開中地域 MG 調査では、全 MG で上述と同様の課題認識をしていることが分かった。また連系運用時（一般送

配電事業者配電系統と連系されて運用している時）と独立運用時（一般送配電事業者配電系統と切り離して運用して

いる時）では、全 MG でリレー整定値を変更していることも確認した。変更の方法は MG ごとに異なる。来間島 MG では、

連系運転時と独立運転時で整定値自体を変更するのではなく、運用システムの運転状態に付随して使用する保護リレーが

変更されるようになっており、システムを連系運転モードにすると連系運転用の保護リレーに、独立運転モードにすると独立運

転用の保護リレーに切替される（人為的ミスの防止のため）。その他の MG では、保護整定値の変更を、各 MG 主電源

設備現地で手動にて変更していることを確認した。 

また他の課題としては、MG にて短絡事故が発生した際に、主電源がインバータの際は、インバータが過電流によりゲートブ

ロック停止して MG 全体が停電してしまうことがある。これにより、主電源と高圧需要家受電設備との保護協調が実現できて

いなく、現状の一般送配電事業者（以下、一送）配電設備と比較して、停電範囲が大きくなってしまう。 

今後、電中研赤城に本実証試験用に設置されるインバータ型主電源および回転型主電源設備を用い、これら課題の確

認試験を行う予定である。 
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2) 地絡保護（保護方式、整定値） 

 従来の配電系統の地絡保護では、地絡事故が発生した際に、地絡過電圧リレー(OVGR)による零相電圧 V0を検出し

ての保護と併せて、配電用変電所の変圧器（バンク）から引き出されている配電線全体の対地静電容量により一定以上

の大きさの地絡電流 I0（事故電流）が流れるため、地絡過電流リレー(GR)、地絡方向リレー(DGR)で地絡電流 I0を検

出し、事故エリアを局限化しての保護が可能であった。しかし、MG 独立運用の場合には、配電線全体の対地静電容量が

小さくなるため、地絡電流 I0が小さくなり、主電源部や需要家の受電点の GR や DGR といった地絡電流を検出する地絡リ

レーは動作しなくなる可能性がある。 

国内運開中の地域 MG 調査では、全 MG で上述と同様の課題認識をしていることが分かった。また、系統連系時と独

立運転時では、全 MG でリレーの整定値を変更していることを確認した。[変更の方法は、1）短絡保護（保護方式、整

定値）の記載と同様] 

この地絡保護の課題について、実設備における再現性を確認するため、電中研赤城にて試験を行った。電中研赤城の既

設設備である BTB 電源（定格容量 1.6MVA：定格電流 170A）を、MG の主電源インバータと見立て、一般送配電

事業者の配電系統と切り離しされた独立運用中の MG 系統を模擬し、一線地絡故障発生時の主電源における地絡電流

I0および、零相電圧 V0を計測した。 

電中研赤城実規模配電設備とその試験回路のイメージを図 92 に、地絡事故点と計測点を図 93 に、各試験パラメー

タを表 41 に示す。また、この条件での試験結果を 

表 42 に示す。 

地絡保護リレー整定の一例として、東京電力 PG における配電線用 DGR は、地絡電流 I0の整定値が 0.2A であるの

に対して、今回試験では事故抵抗 3kΩ、5kΩの際は I0が 0.2A 未満の試験結果となり、地絡保護リレーは動作しない結

果が得られた。この結果より、上述に記載した課題認識について、試験にて確認（再現）することができた。 

今回検証では BTB 電源にてインバータ主電源を模擬した試験を行ったが、今後電中研赤城に本実証試験用に設置さ

れるインバータ型主電源および回転型主電源設備を用いて、同様に本課題の確認試験を行う予定である。 

 

 

図 92 電中研赤城実規模配電設備とその試験回路のイメージ 
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図 93 地絡事故発生箇所、計測点 

 

表 41 地絡課題確認試験パラメータ 

操作パラメータ 固定パラメータ 

・地絡抵抗 Rg：0kΩ／3kΩ／5kΩ ・DGR 整定(V0/I0)：20V／200mA 

・DGR 時限：0.9s 

・線路抵抗 Z6：なし 

 

表 42 地絡課題確認試験結果 

Case 事故抵抗(kΩ) 零相電圧 V0(V) 地絡電流 I0(A) 

1 0 3,344 0.25 

2 3 3,012 0.19 

3 5 2,631 0.17 

 

3) 単独運転防止 

 常時の電圧、周波数、および位相の変化は、系統連系運用と MG 独立運用の場合で同程度となるように主電源が維持

できる必要があるが、主電源に要求される性能は明らかになっていない。一方、電圧、周波数、および位相の変化が大きく異

なる場合には、そのグリッド内の PV の単独運転検出機能の要件に干渉することが考えられる。 

現状考えている検討の一例として、後述の電中研赤城に設置する、インバータ型主電源および回転型主電源を用いた

実証試験にて、主電源の電圧、周波数、および位相変動についての性能を評価し、課題整理する予定である。また、単独

運転検出機能の要件を踏まえて、主電源が分散電源の安定運転を維持するために、満たさなければならない電力品質を

整理し、主電源に要求される性能を明らかにする予定である。 

 

①.3 電力品質に関する課題【主電源のインバータ化による影響】  

電力品質に関する課題は、１）電圧、2）周波数、3)高調波、4）フリッカ、5）インバータ型電源設備間での共振現

象が挙げられる。1)～3）については、実測データを用いてシミュレーション解析などを実施して現状を把握し、将来の変動幅

を整理する。4)～5)は、現状での発生の有無を含めて調査し、機器仕様などへの反映方法を含めて検討する。 

 

1) 電圧（常時／瞬時） 

 電気事業法施行規則 38 条では、いかなる潮流変動が発生した場合でも、常時電圧としては低圧系統 100V 系におい

て 101±6V、200V 系においては 202±20V の範囲に維持しなければならない瞬時電圧変動としては、10%以内に維

持することが系統連系規程にて規定されている。基幹系統と接続する送配電設備がスリム化された場合やオフグリッド構成と

した場合には、これらの範囲に維持できない可能性がある。 
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【電圧（常時）】 

前述した 5 月・7 月における電圧グラフ（1 秒値）を図 94 から図 97 に示す。なお、宮古島系統の電圧（常時）の運

用目標値は、３０分値平均で 22kV 系統では 2,0900V～23,100V の範囲内、6.6kV 系統では 6,400V～

6,800V の範囲内となっている。ここで、図 94 から図 97 の電圧グラフをみると、一時的に、当該目標値から外れていること

もあるが、全体定期に運用目標値の枠内で運用できており、特に課題はないと想定される。 

 

＜電圧（常時５月）＞ 

 

            （a）発電所① 22kV 母線電圧                   （c）変電所④ 22kV 母線電圧   

                       図 94 発電所および系統末端変電所 22kV 母線電圧（2023.5.8 と 5.9） 

 

                 

                              図 95 系統末端変電所 6.6kV 母線電圧（2023.5.8 と 5.9） 

 

＜電圧常時（７月）＞   

 
              （a）発電所① 22kV 母線電圧                              （b）変電所④ 22kV 母線電圧     

       図 96 発電所および系統末端変電所 22kV 母線電圧（2023.7.10） 

 

              

                        図 97 系統末端変電所 6.6kV 母線電圧（2023.7.10） 
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【電圧（瞬時変動）】 

前述した 5 月・7 月における電圧瞬時変動グラフ（1 秒値あたりの変化幅）を図 98 から図 100 に示す。今回は、宮古

島系統の電圧（瞬時変動）について考察するために、1 秒あたりの変動幅を 10％（電圧階級 22kV では 2,200V/s、

6.6kV 系統では 660V/s の範囲内）を運用目標値（目安）とした。図 98、図 99 には、電圧グラフ（変化率）を示し

ているが、いずれも変動幅は 2%以下となっており、特に問題はないと想定される。また、図 100 には、当該変動幅の正規

分布を示しているが、発電所①より系統末端である変電所④の方が、3σが大きくなっていることが確認できたが、これは、系

統末端の方が、インピーダンスが長い分、電圧変動が大きくなったものと思われる。 

＜電圧瞬時（５月・７月）＞ 

 
(a)発電所① 22kV 母線電圧%ΔV_5/8                    (b)発電所① 22kV 母線電圧%ΔV_5/9 

 
(c)変電所④ 22kV 母線電圧%ΔV_5/8                  (d)変電所④ 22kV 母線電圧%ΔV_5/9 

 
(e)変電所④ 配変 1 号 6.6kV 母線電圧%ΔV_5/8             (f)変電所④ 配変 1 号 6.6kV 母線電圧%ΔV_5/9 

図 98 母線電圧変動率％ΔV[%V/s](2023.5.8 と 5.9) 
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(a)発電所① 22kV 母線電圧%ΔV_7/10                  (b)変電所④ 22kV 母線電圧%ΔV_7/10   

                  

                       (c)変電所④ 配変 1 号 6.6kV 母線電圧%ΔV_7/10   

図 99 母線電圧変動率％ΔV[%V/s](2023.7.10) 

 

(a)発電所① 22kV 母線電圧％ΔV   (b)変電所④ 22kV 母線電圧％ΔV (c)変電所④ 6.6kV 母線電圧％ΔV 

図 100 母線電圧の変化率％ΔV[%V/s]の正規分布（2023.5.8 と 5.9） 

 

〇来間島 MG 

＜実動訓練時の主電源設備の電圧＞ 

当該 MG の主電源である MG 蓄電池（海外製 GFM）の電圧制御は前述のとおりドループ制御を行っている。 

2024 年 1 月 24 日に実施した来間島マイクログリッド実動訓練時、前掲の図 91 から、15:17～15:18 に区分開閉

器を投入した際や、16:06 頃の負荷側の変動でインラッシュ電流が発生した際には電圧の急変が見られるものの、基準電

圧からの最大変動幅は-255V 程度と、瞬時電圧変動率は 3.9％程度に収まっており、その後も数秒以内に電圧は安定し

ている。 

15:26～15:50 の赤枠で囲んだ範囲の PV 出力の変動による負荷変動の際にも電圧の変動は見られるが、安定した

運転が継続されている。 
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○需要家計測 

 2024 年 1 月 24 日に実施した来間島マイクログリッド実動訓練時の需要家側の電圧変動例を以下に示す。なお、いず

れも定格出力 5.5kW のハイブリッド PCS が 1 台設置された需要家のデータとなっている。 

 図 102 と図 103 から確認できるように、連系点によって電圧そのものには差があるものの、MG 運転開始後の出力復帰

や DR 制御に伴う出力変動に対し、電圧値は法定値（30 分平均値で 101±6V）以内に収まっていることが確認でき

る。 

  

図 101 電圧変動例①(主電源近傍) 図 102 電圧変動例②(エリア末端) 

 

図 103 電圧変動例③(エリア末端) 

 

 

2) 周波数 

現行の運用では、いかなる潮流変動が発生した場合でも、常時周波数は、定格周波数の±0.2~0.3Hz 以内かつ PV

のパワーコンディショナ（PCS）に具備されている周波数リレーの整定範囲以内に維持する必要がある。周波数変化率は、

PCS の FRT 要件に定められる変化率（2Hz/sec）以内に維持することが求められている。しかし、オフグリッド構成した場

合や再エネ主力電源化が進んだ場合では、これらの範囲に維持できない可能性がある。 
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【常時変動】周波数変動（1 秒値） 

図 104 に、宮古島系統の系統周波数トレンド（常時変動）を示す。なお、系統周波数の運用目標値は 60Hz±

0.3Hz となっているが、当該運用目標値の範囲内で運用できており、現時点で特に課題は見られないと思われる。また、図

105 より、雨の日（5/8）より晴れの日（5/9）の方が系統周波数の変動分布が広がった。 

 
(a)5/8 雨_系統周波数トレンド                                   (b)5/9 晴_系統周波数トレンド 

 
（c）7/10 晴__系統周波数トレンド 

図 104  系統周波数トレンド（常時変動） 

 

                               

図 105  系統周波数トレンドの正規分布(2023.5.8 と 5.9) 
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【瞬時変動】周波数変化率（1 秒あたりの変化幅） 

次に、周波数の瞬時変動の運用目標値として、2.0Hz/s 以下と設定して考察する。図 106 に、系統周波数変化率を

示しているが、0.1Hz/s 以下となっており、特に問題はないと想定される。また、図 107 より、雨の日（5/8）より晴れの日

（5/9）の方が系統周波数の変化率が大きかった。 

 

(a)5/8 雨_系統周波数変化率ΔF[Hz/s]                  (b)5/9 晴_系統周波数変化率ΔF[Hz/s]   

 

(c)7/10 晴_系統周波数変化率 ΔF[Hz/s] 

図 106 系統周波数変化率 
 

                                           

図 107 系統周波数変化率の正規分布(2023.5.8 と 5.9) 

〇来間島 MG 

＜実動訓練時の主電源設備の周波数＞ 

当該 MG の主電源である MG 蓄電池（海外製 GFM）の周波数制御は前述のとおりドループ制御を行っている。さらに、

負荷変動でドループ特性により生じた周波数偏差を基準周波数 60Hz へ引き戻す周波数補正制御を MG-EMS から

MG 蓄電池に対して行っている。 

図 108 は、2024 年 1 月 24 日に実施した MG 実動試験時（2024/1/24_15:17～17:15）の実測データの内、

MG エリア内の系統周波数、MG 蓄電池の有効電力、無効電力を示したものである。 

15:26～15:50 の赤枠で囲んだ範囲において、MG エリア内の PV 出力の変動によって、見かけ上の負荷が最大で変

動幅 53kW、変動速度 40kW/分程度で変動したが、MG 蓄電池のドループ制御と MG-EMS の周波数補正制御によっ

て周波数偏差は±0.05Hz 以内に抑制されている。 
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15:56 頃の赤枠で囲んだ範囲においては、協力いただいた需要家側 BESS が放電を行ったことで見かけ上の負荷が最

大変動幅 45kW、変動速度 270kW/分程度の変動をしたが、この時も MG 蓄電池のドループ制御と MG-EMS の周波

数補正制御によって周波数偏差は±0.05Hz 以内に抑制されている。 

このように、来間島 MG の主電源設備では MG 蓄電池および MG-EMS の周波数制御機能の協調制御によって、沖縄

電力管内の系統周波数目標値である 60±0.3Hz 以内に収まる安定した周波数を維持できている。 

 

図 108 来間島 MG 実動試験時の系統周波数と MG 蓄電池運航状況 

  



 

4‐114 

 

3) 高調波 

 再エネ電源の場合は、半導体スイッチによって交流波形を形成するインバータ型電源が一般的であり、回転型電源と比較

して高調波が多く含まれる可能性がある。また、基幹系統と接続する送配電設備がスリム化された場合とオフグリッド構成とし

た場合、上位系統電圧または主電源の電圧に電圧歪が含まれていると、その電圧に応じて PV の PCS から通常よりも大き

な高調波電流をグリッドに流し込み、需要家機器に障害を与える可能性がある。2024 年度末までに、宮古島系統での実

測結果をもとに、現状での高調波事象の有無を整理する。  

 

4) フリッカ 

 フリッカの発生要因としては、周期的な負荷変動によるものと、PV の PCS の単独運転検出機能によるものがある。両者と

もに、基幹系統と接続する送配電設備がスリム化された場合とオフグリッド構成とした場合には、変動する負荷や PV が集中

的に連系されるとフリッカレベルが大きくなる。この時、上位系統電圧または主電源の電圧にフリッカが含まれないように維持で

きる必要があるが、系統構成や主電源に要求される性能は明らかになっていない。2024 年度末までに、宮古島系統での

実測結果をもとに、現状でのフリッカ事象の有無を整理する。 

 

5) インバータ型電源設備間での共振現象 

 インバータ型電源設備間の共振など干渉は、オフグリッド構成とした場合に限った課題であるが、制御特性によっては発生

する可能性がある。例えば、オフグリッド構成下で電源容量を確保するために、インバータ型電源を並列運転させることが想

定される。この場合、インバータ型電源の制御がそれぞれ独立に実施されると、電源間での不要な電力潮流の発生や制御

の不安定動作に伴う振動波形の発生、およびこれらの事象に伴う電源設備の解列動作の発生が考えられる。2024 年度

末までに、これらの事象の有無を含め、整理する。 

 

①.4 系統運用に関する課題  

系統運用に関する課題は、1)停電時の再充電（ブラックスタート）、事故時開閉器の再投入方法（時限順相方

式）、2)一般送配電事業者との連系、3）負荷遮断・負荷制限、4）発電抑制が挙げられる。これらについて従来の系統

運用者である一送や MG を運用している各事業者に聞き取り調査を実施して、従来の系統構成との協調方法などを整理

している。 

 

1) ブラックスタート、時限順送方式 

 ブラックスタートやその後の時限順送時の課題は、MG 独立運用に限った課題であり、特に主電源がインバータの場合に顕

著な課題である。ブラックスタート時には、線路の充電電流や変圧器の励磁突入電流（以下、インラッシュ）が流れ、その

電流が主電源の容量を超える可能性がある。また、運用方式として、時限順送方式を採用する場合にも同様に、線路の充

電電流や変圧器の励磁突入電流が流れ、主電源の容量を超える可能性がある。 

上述の課題に加え、ブラックスタート時のインラッシュが主電源インバータの容量を超えてしまうとインバータ自体がゲートブ

ロックにより停止して、独立系統全体が停電してしまうことがある。国内運開中の地域 MG 調査では、全 MG で上述と同様

の課題認識をしていることが分かった。この対策として、ほとんどの MG で、ブラックスタート時に主電源をソフトスタートして系統

充電する運用方式を採用している。 

国内運開中の地域 MG のうち、主電源がインバータで時限順送方式も採用している MG は、来間島 MG のみである。

国内運開中のインバータを主電源とするその他の MG は、独立系統内に線路用開閉器がなく、時限順送方式による運用

はしていない。 
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〇来間島 MG におけるブラックスタート運用 

来間島 MG では、停電時の再充電（ブラックスタート）の方式として、主電源設備である MG 蓄電池によるソフトスター

ト方式を採用している。来間島 MG の対象エリアは 3 つの開閉器によって 4 つエリアに区分されており、主電源設備が連系

するエリアをソフトスタートで再充電した後、当該エリアに隣接する 3 つのエリアの充電は開閉器の時限順送方式による再閉

路で行われている。 

以下に 2023 年 1 月 25 日に実施した MG 実動訓練時に主電源設備の連系点で計測したソフトスタート時の電圧・

電流の波形（図 109）と、開閉器の再閉路時に柱上変圧器などの影響でインラッシュ電流が流れた際の電圧・電流の波

形（図 110）を示す。 

ソフトスタート時、主電源設備である MG 蓄電池は約 2 秒（メーカ仕様）かけて電圧を線形的に上昇させる。電流は、

電圧の上昇をなぞるもののふらつきながら上昇。このふらつきはエリア内の需要側機器が動作する電圧値のバラつきによるもの

でないかと考える。（図 109） 

3 回の行われた開閉器の再閉路のうち、最もインラッシュ電流値の高かった開閉器投入時の波形を図 110 に示す。図の

ようにインラッシュ電流が発生しているが、PCS の制御により問題なく運転継続している。 

 

図 109 ソフトスタート時の MG 蓄電池 電圧・電流波形 
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図 110 インラッシュ電流発生時の MG 蓄電池 電圧・電流波形 

 

〇ブラックスタート課題の確認試験 

ブラックスタートの課題について実設備における再現性を確認するため、電中研赤城にてインラッシュに関する試験を行っ

た。なお、変圧器からのインラッシュが非常に大きくなることが予想されたため、主電源は容量が限られている BTB 電源（容

量：1.6MVA 定格電流波高値：200A）ではなく商用電源を用いて、変圧器（容量 300kVA）1 台に対して、遮断

器投入により瞬時に 6.6kV を印加した際の、インラッシュの特性を把握する試験を行った。計測点を図 111 に、各パラメー

タを表 43 に示す。 

この条件で試験を行った結果の一例として、得られたインラッシュの最大値は 504A であった（図 112）。電中研赤城の

BTB 電源（インバータを模擬）を主電源としてブラックスタートしたと仮定すると、BTB 電源の定格電流波高値の 200A を

大きく超えるインラッシュが発生し、BTB 電源がゲートブロックし停止状態となると予想される。 

 

図 111 ブラックスタート課題試験 試験系統・計測点 

 

表 43 ブラックスタート課題確認試験パラメータ 

パラメータ 

・送電区間の変圧器台数：1 台(43 地点)  

・線路抵抗 Z6：無 
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図 112 停電→6.6kV印加時の励磁突入電流と電圧（商用電源） 

 

また、同時に充電する変圧器の台数を変更して、インラッシュの変化を確認する試験を行った。同時に充電する変圧器台

数を、1 台、3 台、5 台と変更し、商用電源にて、ランダムな位相で遮断器を 10 回ずつ遮断・投入し、インラッシュの電流

値を計測した。計測点を図 113 に、各パラメータを表 44 に示す。また、この条件で試験を行った結果を、図 114 に示す。 

各変圧器台数のケースで発生するインラッシュ電流の最大値は、総変圧器容量の 6.8～14 倍であった。図 114 の左

右のグラフより、同時に充電する変圧器台数が増加すると、合成のインラッシュ値(計測点①計測値)は増加する一方、1 台

あたりのインラッシュ(計測点②計測値)は低下する傾向が確認できた。また、変圧器の容量・台数が多いほど、インラッシュも

大きくなり、主電源にインバータを適用する場合には、ゲートブロックが起こりやすくなることが確認できた。 

 

図 113 インラッシュ特性確認試験 計測点 

 

表 44 インラッシュ特性確認試験 課題確認試験パラメータ 

 

 

  

図 114 変圧器台数によるインラッシュへの影響 

 

操作パラメータ 固定パラメータ 

・送電区間の変圧器台数 

 1 台(43 地点)／3 台(23,43,42 地点)／5 台 

・系統停電時の開放位相(残留磁束) 

・送電時の投入位相 

・OC-Ry I：100A 

・線路抵抗 Z6：無 

最大 504Ａ 

(計測点②) 
電源計測の 

インラッシュ 

(計測点①) 
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2) 一般送配電事業者の系統との連系 

前述の保護方式の課題の記載にあるように、系統連系運用と MG 独立運用の場合には、保護方式や整定値が異なる

可能性がある。このため、MG 独立構成とした状態からシームレスに上位系統に再接続する場合、同時に保護方式や整定

値の変更が必要となるが、そのシステム構成や必要な性能は明らかになっていない。 

平常時に主電源を配電系統に連系する、国内で運開・実証中の全 MG において、上述と同様の課題認識をしている。

対応方策は各 MG で異なっているが、電源の保護整定値を系統連系時と独立運転時で変更する点は共通している。[変

更の方法は、①.2 １)短絡保護（保護方式、整定値）の記載を参照] 

今後、連系運用時と独立運用時で、保護整定値を変更する方法を数パターン検討し、提示していくことを考えている。 

 

3) 負荷遮断・負荷制限 

MG 独立運用の場合、地産地消を実現するためには負荷遮断や負荷制限の実施が必要な可能性があるが、そのシステ

ム構成や必要な性能は明らかになっていない。 

本課題に対し、国内運開中の全 MG では、システム的な負荷遮断・負荷制限は行っていないことを確認した。（MG 内

の需要家の方々と事前に調整し、需要家受電設備にて手動で負荷遮断を行っているケースはある。） 

今後、本課題について色々な規模の MG への対応を考慮し、各種の検討を行う予定である。 

 

4) 発電抑制 

 MG 独立運用の場合、地産地消を実現するためには発電抑制の実施が必要な可能性があるが、そのシステム構成や必

要な性能は明らかになっていない。 

本課題に対し、国内運開中の全 MG で、分散型電源に対するシステムから遠隔での発電抑制制御は行っていないことを

確認した。 

今後、本課題について色々な規模の MG への対応を考慮し、各種の検討を行う予定である。 

 

①.5 設備構築・設計に関する課題・留意点  

地域グリッドの設備を構築・設計するためには、 需給の把握や事業システムおよびエネルギーマネジメントシステムの設定

を実施する必要がある。先行事例を調査し、具体的な設備構築・設計に必要な項目を整理する。 

1) 対象区域のエネルギー需要の把握 

配電事業の対象区域でエネルギーの需要の規模を想定し、防災拠点をはじめとする公共施設や民間施設等、配電系

統の状況や総需要を把握する必要がある。 

 

2) 対象区域のエネルギー供給可能量の把握 

平常時に供給するエネルギー源の選定、規模を想定し、分散型電源、再生可能エネルギーをうまく利活用することで、エ

ネルギーの地産地消の実現を図る。 

 

3) 配電事業の事業システム及びエネルギーマネジメントシステムの設定 

配電事業でのエネルギー需給のポートフォリオを考慮して、配電事業の事業システムの検討及び、エネルギーマネジメントシ

ステム（EMS）の在り方の詳細を検討している。例えば、PV 等の再生可能エネルギー電源を中心に据える場合、蓄電池

やバックアップ用の発電機を系統安定化のために用意する等が必要になる。 
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以上の課題は相互に影響する要素があり、統括的に検討する必要がある。一方でその検討手法は確立されておらず、こ

の検討が十分なされずに電力供給した場合には、系統維持ができなくなる可能性がある。したがって、以下の構成や運用方

法などを適切に決定する手法やツールを開発する。 

 

1) 系統構成（系統規模、負荷容量・特性、線路構成） 

地域グリッドの系統構成を決める際に重要なこととして、地域グリッドの構築を予定する地域 (対象地域) の長期に亘る

負荷 (需要) を適切に想定することがあげられる。そのため、当該地域の人口、産業構造、および気候等と電力需要の構

造 (日負荷曲線の形状等) との関係について分析・検討を行ない、社会・産業に関する比較的少数種の統計データから

所望の地域の日負荷曲線を推定する手法を開発する (詳細は、②.2）。 

 

2) 電源・蓄電装置構成（電源種別、電源容量、再エネ比率） 

地域グリッドの電源・蓄電装置の構成を検討するにあたっては、 (上記 1)で述べた需要構造も含む) 対象地域の諸特

性を考慮することに加え、事業全体の採算性 (コスト) 等を適切に見積もることが重要である。そのため、地域グリッドのコス

ト、環境性、レジリエンス性を表わす指標について検討・定式化を行ない、これらの指標にもとづき各電源の容量を最適化す

る手法を開発する (詳細は、②.2）。 

 

3) 需給運用（蓄電装置の SOC、バックアップ供給）など 

国内運開中の地域 MG 調査では、事業システムや EMS について、現状統一して採用している規格はなかった。事業シ

ステムでは、配電系統や需要設備の監視は行っていなく、また EMS では、需要予測・発電予測の機能はない。これらについ

て、色々な規模の MG への対応を考慮し、必要性の有無も含め、導入の方向性や需給運用（蓄電装置の SOC、バック

アップ供給）などについて検討していく必要がある。今後電中研赤城の実規模配電設備にて、本課題について各種検討を

行う予定である。 
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② 再エネ導入地域グリッドの課題への対策方式の検討（電力中央研究所/ 東京電力ホールディングス/ 東京

電力パワーグリッド/ 三菱電機） 

 

中間目標 

（2025 年３月） 

机上検討、計算機シミュレーション、対策方式の検証試験、および運開・実証中のマイクロ

グリッドエリアにおける実測データの分析や構成・運用方法の調査等により、対策方式・対

策ツールを開発する。 

成果 

（2024 年 6 月） 

・課題に対しての対策方式を検討した。海外調査で確認した対策をまとめた。 

・来間島と国内地域グリッドにおける系統構成、システム構成、運用方法等を調査した。 

・対策手法の妥当性の確認のため、ブラックスタートや地絡事故シミュレーション、需給シミュ

レーション、ブラックスタートや地絡事故の対策検証試験を行った。 

・検討した対策方式による装置・システムを設計し、単体試験を行った。 

・離島系統の実測データなどを参考に、回転型主電源サポートシステムで対応可能な範

囲を整理した。 

・①の課題整理を進めながら、対策が施された地域グリッドの構築に必要となる、需要想

定、地域グリッドを設計するための最適化手法を開発した。 

達成度（見込み） ○    (2025 年 3 月に達成見込み) 

達成の根拠／解決方針 

24 年度は主に短絡検出・需給についてのシミュレーションを行う。24 年度赤城での試験

を 4 月、8 月、1 月に各２週間ほど実施予定。予定通り宮古島実測データを分析してお

り、運開中の地域グリッド事例調査を実施済み。2023 年度までに単体試験を実施して

おり、2024 年度末までに実施する回転型発電機と組み合わせた試験等により回転型主

電源サポートシステムの開発を完了する見込みである。 

平常時／災害時、現在／10 年後の需要想定手法の開発については、宮古島での各種

測定データの解析やアンケート調査を実施し、2024 年度末までに、建物種別や機器設

置状況、天候条件などを整理し、島内における平常時・災害時の電力負荷や系統電力

の実態を把握することで、当該事項の開発を完了見込みである。 

地域グリッド設計最適化手法については、2024 年度末までにシステム化し、WEB 上に

実装を予定している。これらにより、対策方式・対策ツールについて大方開発できると見込

まれる。 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達 

 

 机上検討、計算機シミュレーション、対策方式の検証試験、および運開・実証中のマイクログリッドにおける実測データの分

析や構成・運用方法の調査等により対策方式を検討する。 

 

②.1 本事業の実証評価により検討可能な対策  

1) 地域グリッドの構成機器（電源装置、蓄電装置、電圧制御装置）による対策 

〇GFM インバータ 

基幹系統と接続する送配電設備がスリム化された場合には、地域グリッド内の電圧変動が大きくなる可能性があり、これ

を抑制するために GFM インバータが必要となる。一方、オフグリッド構成とした場合には、電圧・周波数を維持する主電源と

して電圧源が必要となる。従来は回転機であったが、再エネ主電源化を目指す場合には、主電源に GFM インバータが必要
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となり、地域グリッドを構成する GFM インバータを開発する。開発する GFM インバータについては、後述の「③.3 3） 電

中研赤城試験センター実規模配電設備（本実証のための追加設備）」のインバータ型主従電源設備にて記述する。 

なお、ここでの GFM インバータは地域グリッドコントローラから遠隔で制御されるものであり、WG1 (4.1.1)の研究開発項

目で取り組む再エネ事業者に設置される自端で制御されるものとは以下の点で異なる点に注意が必要である。 

 

表 45 WG1 と WG2 の検討対象の違い 

電源種別 インバータ種別 

主な機能 

検討箇所 電圧・周波数 

維持 

単独運転 

検出 

遠方制御 

/ 自端 

MG 主電源設備 Grid Forming 要 ― 遠方制御 WG2 (4.1.2) 

MG 従属電源設備 Grid Followng ― ― 遠方制御 WG2 (4.1.2) 

分散型電源 
Grid Forming 要 要 自端 WG1 (4.1.1) 

Grid Followng ― 要 自端 WG1 (4.1.1) 

 

〇需要家受電設備（遠方制御可能） 

 MG 独立運用の場合には、グリッド内の主電源の蓄電池の残量不足が予測される際、高圧需要家や低圧需要家の負荷

を選択遮断したり、制限をしなければならない。この場合に必要となる、遠方制御により負荷遮断や負荷制限ができる需要

家設備の構成を検討している。 

本課題について、国内運開中の地域 MG 調査では、全 MG で需要家側の遠方制御は行っていないことを確認した。 

MG 系統内の需要に対して電源設備の容量が小さい場合、需給バランスが崩れ、最悪の場合ブラックアウトに至る虞があ

る。このような設備構成の場合、需給バランスを取るため、ブラックスタート前に重要度の低い高圧負荷を遮断する対応が考

えられる。しかし、系統停電中は、高圧需要家受電設備の開閉装置を遮断する制御電源が失われることから、系統停電

中でも開閉装置を遮断できる機器を設置する必要がある。この解決策として、開閉装置と組み合わせてコンデンサ引き外し

電源装置（図 115）を適用することを考えている。コンデンサ引き外し電源装置とは、交流入力電圧を整流しコンデンサを

放電、放電する際のエネルギーを利用して、開閉装置などの引外しを行うものである。これにより、系統停電にて電源を喪失

した場合においても開閉装置を開放することが可能となる。 

反対に、系統停電時に受電設備の開閉器を自動開放する設備の場合、商用系統が復旧し、MG 独立運転から通常

系統に切戻しした後に、開閉装置の投入操作をしないと需要家は停電復旧しない。現状では、一般的には需要家受電

設備現地にて手動で投入操作を行うことが想定されるが、操作要員の確保や時間を要する等課題があるため、遠隔にて

開閉装置を投入する仕組みを検討する必要がある。この対策として、需要家受電設備に IED を設置し、マイクログリッドコ

ントローラと IED 間をネットワーク接続することで、遠隔で開閉装置を投入する方式を検討している。これらの設備構成・動

作イメージを図 116 に示す。低圧需要家への対応方策については、今後検討していく。 

 

図 115 コンデンサ引外し電源装置外観 
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図 116 高圧需要家受電設備負荷遮断・制限イメージ 

 

〇需要家受電設備（励突抑制開閉器を含む） 

 MG 独立運用では、停電した状態からブラックスタートする機能が必要となる。この時、需要家の変圧器からの励磁突入

電流が主電源の容量を超える可能性がある。この対応として、励磁突入電流を抑制するための励突抑制開閉器（図

117）を需要家受電設備に適用する検討をしている。 

励突抑制開閉器は、閉路(投入)時は電動操作にて投入抵抗接点を先に投入し、変圧器の励磁突入電流)を抑制し

たあと、主接点を投入することによって、連系時のインラッシュを抑制することが出来るものである。また、主接点と投入抵抗接

点が機械的に連結されているため、接点間の機械的寸法差により投入抵抗への通電時間の微妙な調整が必要なく、小形

の抵抗体で信頼性の高い構造となっている。 

励突抑制開閉器を用いた需要家受電盤の単線結線図を図 118 に示す。 

 

 

図 117 励磁突入電流抑制開閉器イメージ 
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図 118 需要家用受電盤単線結線図 

〇主電源設備（励突抑制開閉器を含む） 

 MG 独立運用の場合には、停電した状態からブラックスタートする機能が必要となる。この時、時限順送方式を採用する場

合、柱上変圧器より流れる励磁突入電流を抑制するため、励突抑制開閉器を適用した主電源設備について検討してい

る。 

国内運開中の地域 MG 調査の中で、阿寒 MG では主電源に励突抑制開閉器を設置していることを確認した。 

主電源がインバータの場合には、MG 系統に接続された変圧器からの励磁突入電流により、インバータが過電流にてゲー

トブロック状態となり停電してしまうことが予想される。インラッシュ抑制を考慮した主電源設備の対策として、ソフトスタート機

能があり、ソフトスタート時間が可変の PCS は有効である。また、励磁突入電流抑制開閉器（図 117）の主電源設備へ

の適用についても検討する。電中研赤城での試験用として、地域 MG 対策として検討した各種装置を反映した主電源受

電盤の単線結線図を図 119 に示す。これには、励磁突入電流抑制開閉器も含んでいる。 

 

図 119 主電源用受電盤単線結線図 
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〇主電源設備（接地用コンデンサを含む） 

MG 独立運用の場合には、前述の通り、対地静電容量が小さくなり、地絡事故時の地絡電流 I0が小さくなるため、確実

な検出ができなくなる。この時、確実に検出するため、主電源に対地静電容量を補償する接地用コンデンサを適用することを

検討している。国内運開中の地域 MG 調査では、全 MG で上述と同様の課題認識をしているが、接地用コンデンサによる

対策を実施している MG は現状ないことを確認した。接地用コンデンサの外観イメージを図 120 に示す。 

また接地形計器用変圧器(以下 EVT）についての概要としては、通常主に配電用変電所の母線に接続されており、非

接地系の零相電圧を計測、地絡時に安定して地絡電流 I0を流すことができるものである。外観イメージを図 121 に示す。 

 

 

図 120 接地用コンデンサ外観イメージ 図 121 EVT 外観イメージ 

 

 接地用コンデンサおよび、EVT による対策効果検証として、図 122 に示す、電中研赤城の試験系統(赤線箇所)をモデ

ル化し、表 46 に示す条件にて一線地絡事故が発生した場合のシミュレーションを行った。シミュレーション結果を表 47 に示

す。地絡電流の検出に関する最過酷条件での検証とするため、系統内の対地静電容量は 0[μF/相]とした。 

 表 47 から、対策を行わない場合(EVT なし、接地用コンデンサなし)には地絡電流が流れず、地絡事故時の地絡電流

I0を検出することができないことを確認した。これに対し、対策として EVT、0.1[μF/相]の接地用コンデンサのいずれか一つ、

もしくは両方を接続することで、0.2A を超える地絡電流 I0が流れ、DGR が動作可能な結果となることを確認した。(東京

電力 PG における配電線用 DGR の整定値は 0.2A) 

この結果より、地絡電流 I0の検出に関する最過酷条件においても、検討した対策が有効であることを確認することができ

た。 

 

 

図 122 地絡対策効果シミュレーション系統イメージ 
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表 46 地絡対策効果シミュレーション条件 

操作条件(対策内容) 固定条件 

・接地用コンデンサ：0.1[μF/相] / なし 

・EVT：あり(1 次側換算 10kΩ) / なし 

・電源モデル：インバータ電源(500kVA) 

・地絡抵抗：6kΩ 

・線路/電源母線の対地静電容量：0μF 

・負荷：各負荷室 20kW (5 箇所計 100kW) 

・Z6 インピーダンス：0.124+j0.311 Ω 

 

表 47 地絡対策効果シミュレーション結果 

対策内容 
地絡電流[Arms] 零相電圧[Vrms] 

EVT 接地 C 

なし なし 0 3798 

あり なし 0.21 2380 

なし 0.1[μF/相] 0.31 3195 

あり 0.1[μF/相] 0.31 2206 

※赤字：DGR に検出可能、青字：DGR にて検出不可 

〇保護リレー 

MG 独立運用でインバータが主電源の場合には、前述の通り、短絡事故時の短絡電流が小さくなり、確実な検出ができ

ない。また、対地静電容量が小さくなるため地絡事故時の地絡電流が小さくなり、確実な検出ができない。この時、需要家

の整定の変更が難しい場合や、配電線途中にて事故を検出する必要がある場合には、需要家受電点や配電線途中の開

閉器に内蔵して、地域グリッド全体の保護を協調させる機能が必要となるため、保護リレーについてシステムを含めて検討して

いる。MG 独立運転時の保護整定値の切り替えと、上述の励突抑制開閉器や EVT、接地用コンデンサの遠隔投入・開放

を可能とするために、図 123 の IEC61850 に対応した IED（Intelligent Electronic Device）について検討してい

る。IED は、遠隔での整定値変更や監視制御、計測、記録が可能であり、GOOSE 通信による IED 機器間通信、外部

ツールによるソフトウェアカスタマイズが可能であるなど様々な機能を有している。実証試験用の主電源受電盤においては、主

に保護機能、遠隔整定機能、監視制御機能を活用する。 

 

図 123 IED（Intelligent Electronic Device）外観図 

短絡事故についての対策案は現在検討中である。現状想定している大まかな対策案としては、「主電源のインバータに、

短絡事故時の過電流を抑制して運転継続する機能を持たせること」ならびに「IED にて、この短絡電流とインバータが過電

流を抑制したことによる電圧低下を検出すること」によって短絡事故判定を行うことを考えている。これが実現できれば、通常

配電系統の保護・保護協調のレベルに近づくものと思われるため、今後各種試験やシミュレーション等を行い、検討を進めて

いく。 

地絡事故の対策として、通常の配電系統と同等の保護・保護協調レベルを目指して、「接地用コンデンサ・EVT を地域

MG 主電源設備に設置し、一送系統との連系運転時には開放、独立運転時には投入する」 「主電源設備・線路用開閉

器の制御器・高圧受電設備に IED を設置し、保護整定値の遠隔変更ならびに事故時に主電源より遠い設備から動作す

多機能型の保護制御装置。 
保護、監視制御のほか、通信、計測、
記録等が可能。 
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るよう各々の IED を設定する（図 124）」などを検討している。電中研赤城に設置予定のインバータ主電源に、「接地用

コンデンサ・EVT・ZPD・IED」を含んだ受電盤（図 119）を用いて、今後各種対策効果の試験を行う。 

 

図 124 対策機器を用いた地絡保護イメージ 

〇区分開閉器・開閉器子局 

MG 独立運用では、停電した状態からブラックスタートする機能が必要となるため、停電状態においても開閉器を投入した

ままの状態を維持し、系統を一括でソフトスタートする必要がでてくる。一例として、東京電力パワーグリッドにて適用している

開閉器は、無電圧時は開放状態となるものにて統一されており、この無電圧時開放状態とならない開閉器について検討し

ている。また、遠方制御により開閉器の投入/開放が可能な子局についても検討している。 

無停電開放を行わない設備構成とするのには、開閉器（図 125）自体の機能変更は必要なく、無電圧開放設定がで

きる性能を持つ子局（制御器）が必要となる。子局（制御器）のイメージを図 126 に示す。 

 

 

図 125 開閉器・制御器設置イメージ 図 126 子局（制御器）イメージ 

 

無停電開放を行わない設備構成を適用した際に、独立系統全体がソフトスタートされるイメージを図 127 に示す。これに

より、MG 独立系統全体がソフトスタートできることとなり、インラッシュの影響を受けずにブラックスタートができるものと考えられ

る。 

 

図 127 開閉器が無電圧開放を行わない場合のイメージ 
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2) 地域グリッドコントローラの構築による対策 

地域グリッドの運用を実現するための基盤システムである地域グリッドコントローラを開発している。地域グリッドコントローラ

は、地域グリッド内の需給制御を行う地域グリッドエネルギーマネジメントシステム と 系統制御・地域グリッドを構成する機器

を制御する地域グリッド系統制御システムから構成にて構成することとした。以下に、これまでに検討した地域グリッドコント

ローラの機能について述べる。 

図 128 に地域グリッドコントローラのイメージを示す。 

 

図 128 地域グリッドコントローラのイメージ 

 

2）-１ 地域グリッドエネルギーマネジメントシステム 

地域グリッドの需給運用を実現するために、需要予測や再生可能エネルギーの出力を予測した上で蓄電池の充放電計

画を立案する機能や、充放電制御機能、主電源の起動・停止機能、需給切迫時に需要家の負荷制限や負荷遮断を指

令する機能を持つシステムを検討している。以下に地域グリッドエネルギーマネジメントシステムへの適用に向けて検討している

機能を示す。 

 

〇主電源起動/停止機能 

MG の場合には、一度停電した状態からブラックスタートする、主電源を起動し系統を立ち上げる機能が必要である。地

域グリッドに設置した主電源や従属電源の起動/停止の遠隔指令や、状態監視を行う機能を予定している。以下に電源設

備の監視画面イメージを記す。 
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図 129 地域グリッドエネルギーマネジメントシステム 電源設備監視機能画面イメージ 

 

〇需給計画機能 

地域グリッド内の需要電力量予測や再生可能エネルギーの発電予測、地域グリッド内の蓄電池の残量管理を行い、平

常時は経済性を考慮した需給計画を、非常時には長時間停電無しで自立運転が可能となる需給計画を立てる機能につ

いて検討している。 

需要予測では、MG を運用している当該地域の過去の需要実績と気象実績などを用いて予測モデルを作成し、予測対

象日の気象予報値（気温など）から、需要を予測する処理を行う。 

再エネ発電予測では、PV であれば、MG を運用している当該地域の過去の発電実績と日射量実績を用いて予測モデル

を作成し、予測対象日の日射量予報値を用いて PV 発電量を予測する。同様に風力発電についても過去の実績と気象

予報値から風力発電量を予測し、地域グリッド全体の需要は実負荷と再エネ発電量の合算値となる。 

需給計画機能は、上記需要予測結果と再エネ発電予測結果と、発電機の出力値をもとに最適化演算を実施し、発電

機の起動停止計画や従属電源である蓄電池の充放電計画を 30 分周期で立案する。 

以下に需給計画機能の画面イメージを記す。 

 

 

図 130 地域グリッドエネルギーマネジメントシステム 需給計画機能画面イメージ 

 

従属電源出力値 PV 出力抑制値 需要予測値 

INV 型主電源 回転機型主電源 従属電源 1 従属電源 2 

PV 出力値 需要実績 
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〇需給制御機能 

需給制御機能は、需給計画機能にて立案した 30 分周期の発電機起動/停止、従属電源の充放電計画と、直近の

需要・発電実績に基づき、地域グリッド内の従属電源などの制御を 1 分周期で行い、自立運転中の地域グリッド系統の需

給バランスを保つ機能を検討している。 

以下に需給制御機能の画面イメージを記す。 

  

 

図 131 地域グリッドエネルギーマネジメントシステム 需給制御機能画面イメージ 

 

〇需要家負荷制限/遮断機能 

天候不良により太陽光発電量が少なく、蓄電池への充電量が不十分となった場合、地域グリッド内の需給が切迫する可

能性がある。その場合、地域グリッド内の需要家の負荷を制限するため、需要家設備を遠方から遮断や電流制限値の変更

を行う必要がある。負荷遮断は、地域グリッドコントローラから IED を経由して需要家受電設備に設置した負荷開閉装置に

対して指令を行うことを検討している。以下に負荷遮断のイメージを記す。 

 

図 132 地域グリッドエネルギーマネジメントシステム 需要家負荷遮断イメージ 

 

２）-２ 地域グリッド系統制御システム 

MG の運用においても、系統事故対応機能など、系統運用のためのシステム（現状配電系統の配電自動化システムに

相当）が必要となる。地域グリッド系統制御システムにおいては、停電している状態から地域グリッド内への送電を開始する

ためのブラックスタート機能、および MG 独立運用への移行の際には保護方式や保護リレー整定値を遠隔から切り替えること

を可能とするシステムについて検討している。 

従属電源出力値 PV 出力値 PV 出力抑制値 需要予測値 需要実績 
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本システムは、一般送配電事業者が持つ配電自動化システムをベースとし、地域グリッド事業者や需要家が持つ機器も

監視・制御対象としている点が特徴である。また、地域グリッド事業者や需要家の受電設備に設置した IED との通信には、

標準規格である IEC61850 を適用することとする。 

以下に、地域グリッド系統制御システムに適用することを検討している機能を示す。 

 

〇励突抑制開閉器投入・開放機能 

MG 構成の場合には、ブラックスタートする際に、変圧器の励磁突入電流などで主電源が停止してしまう可能性がある。そ

のため、主電源キュービクルや高圧需要家受電設備に設置した励突抑制開閉器を地域グリッド系統制御システムから IED

を経由して遠隔投入してから主電源を起動させるなど、励磁突入電流を抑制するための系統制御をしつつ、系統を立ち上

げる機能について検討している。 

 

〇保護方式切替機能 

地域グリッドを独立運転へ移行した場合には、系統連携時と系統条件が変化するため、過電流リレーや地絡過電流リ

レーが動作しない可能性がある。したがって、そのため、独立運転への移行の際に、主電源キュービクルや高圧需要家受電

設備に設置した保護リレー（IED）の整定値を地域グリッド系統制御システムから遠隔で変更する機能である。 

 

〇接地用コンデンサ、EVT投入・開放機能 

地域グリッドを独立運転へ移行した場合には、地域グリッドの対地静電容量が小さくなることで地絡電流が小さくなり、地

絡過電流リレーが動作しない可能性がある。MG 独立運用状態においても、地絡電圧・電流を確実に検出するために、主

電源受電設備に設置した EVT や接地用コンデンサを地域グリッド系統制御システムから遠方制御により投入、開放する機

能について検討している。 

 

図 133 地域グリッド系統制御システムによる各種機器の遠隔制御イメージ 
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以下に、地域グリッド系統制御システムの画面イメージを記す。 

 

図 134 地域グリッド系統制御システム 赤城実証系統 画面イメージ 

 

 

図 135 地域グリッド系統制御システム 主電源受電設備 画面イメージ 

（赤線：充電箇所、緑線：停電箇所） 

INV 型主電源 

高圧負荷受電盤 

センサ開閉器 

IED 

IED 

VCB 

VCB 

センサ開閉器 
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3) 回転型主電源サポートシステム 

再エネ主電源化が進む中でも、バイオマス発電などによる回転型主電源の場合、および主電源の蓄電池の充電量が不

足した場合および故障した場合などのバックアップ用に回転型主電源が用いられる場合がある。一方、回転型電源はイン

バータ型電源に比べ、常時電圧と周波数がわずかに変動している。現在導入されている PV の PCS は、これらの電圧や周

波数のわずかな変動に応動してしまい、それが原因でフリッカや高調波を発生させる可能性がある。さらに、回転型主電源

は、有効電力を吸い込むことができないため、再エネ電源が大量に含まれている地域グリッドに供給すると、逆潮流時に停止

してしまう可能性がある。このことから、これらを防止し、電圧や周波数の安定した電力供給を実現するための回転型主電源

設備に併設するサポートシステム（回転型主電源サポートシステム、以下、サポートシステム）を開発する。 

サポートシステムの基本構成を図 136 に示す。サポートシステムの基本構成には回転型発電機との接続関係から直列

型と並列型がある。直列型は、回転型発電機に対して直列接続する構成のため、発電機と蓄電池との電力の制御が比較

的容易であり、サポートシステムの設計段階において発電機容量や蓄電池容量を任意に調整可能である。一方で、並列型

と比較して回路構成数が多い。さらに、系統が短絡時の供給可能な短絡電流が小さい。並列型は、発電機に対して並列

に接続する構成のため、回路構成数が直列型よりも少なく、メンテナンスや大きさや重量面で直列型よりも利点がある。ま

た、系統短絡時は回転型発電機側から短絡電流が供給される。一方で、発電機や負荷の変化に応じて蓄電池の充放電

を制御する必要があり、直列型と比較して高度な制御が必要となる。本事業においては、実用面の利点から、並列型のサ

ポートシステムを採用し、サポートシステム実証のための設備構築を進めた。 

本事業で実測したデータなどから、宮古島の需要規模の約 100 分の 1 が 250kW であることを確認した。この情報を参

考に、電力中央研究所赤城試験センターに設置したサポートシステムは、蓄電池容量が 100kWh、インバータの出力電力

が 250kW で構成した。構成したサポートシステムは、回転型発電機とサポートシステムの出力の合流地点の電力を、セン

サを用いて計測し、発電機側へ逆潮流する電力に応じて蓄電池に充電する電力の制御を行う。  

 

   

                (a) 直列型                    (b) 並列型 

図 136 回転型主電源サポートシステムの基本構成 

 

②.2 検討手法の開発等により検討可能な対策  

1) 平常時／災害時、現在／10年後の需要想定手法の開発 

〇現状の常時運用時の負荷カーブの推定 

対象区域のエネルギー需要把握として、来間島、宮古島内の需要家及び系統電力データの整理を実施した。需要家の

電力負荷、PV 発電量、HP 給湯器や蓄電池の運転状態等、住宅、非住宅の建物合計 57 戸について各機器に関する

時系列データを整理するとともに、宮古島内の系統電力データの分析を実施した。 

また、平常時の需要想定手法の開発として、需要密度 4 段階と、民生と産業の比率 3 段階を考慮した、全国の特性の

異なる 12 市区町村の選定を行い、それぞれの市区町村の町丁字別の電力需要カーブを計算し、計算結果データベースを

構築した。図 137 に計算結果の代表として、高松市内の 3 つの町の事業所の需要カーブの推定結果を示す。また需要の

地理的分布を把握するために、図 138 のように地図上への可視化を実施している。 

AC/DC

蓄電池

DC/D
C

DC/ACG

回転型
発電機

DC/AC

G

蓄電池

回転型
発電機
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図 137 高松市代表地域の事業所の電力需要カーブ 

 

 

図 138 高松市の電力需要の可視化例 

 

〇将来の常時運用時の負荷カーブの推定 

地域グリッドの運用を地産地消型にした場合またはオフグリッド構成とした場合には、将来の需要も一定の精度で推定す

る必要がある。前項に示した現状の平常時の需要カーブの推定結果を踏まえ、今後、地域ごとの世帯数の増減や PV の普

及率を考慮し、将来の電力需要パターンの計算を実施する。 

 

〇災害時の負荷カーブの推定 

大災害時の地域グリッドの供給方法の検討として、自然災害による長期停電被害事例に関して、被災状況や需要家・

自治体等関係各所の対応、受電設備、社会基盤(街路灯、信号、水道施設等)の被災リスク評価に関する文献調査・ヒ

アリング調査を実施している。 

具体的には、(株)ゼンリンによる建物ポイントデータ(個別建物の位置や大きさが整備されたデータベース)を活用した 12

市区町村の災害時の電力需要の推定を行っている。災害時の電力需要を災害発生から復旧にかけて経時的に想定する

ため、建物ポイントデータを用いて施設別の被害を推定し、街ごとの電力需要変動の把握に取り組んでいる。災害種別とし
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ては水害と地震を想定しているが、第 1 歩として台風等による床上浸水等の水害を想定し、ハザードデータの整理、施設被

害モデルの作成を行っている。 

また需要家自体の直接的被害ではなく、ライフラインの途絶による影響の評価モデルの構築も実施している。産業・業務

部門の災害時における需要評価に活用するため、1,800 件を超える事業所へのアンケート調査を行い、停電・断水・ガス

供給停止に対する操業水準への影響度及び災害発生による突発的な節電要請への対応実績の分析を実施した(図

139)。この結果、停電、断水、ガス停止の順に影響度が大きいこと、非製造業に比べ、製造業の方が途絶に対して脆弱で

あること等を明らかにした。 

また避難所及び社会基盤における電力需要モデルの構築を行っており、これまでに既往研究のレビュー、また避難所の照

明の在り方等の、関連する研究者へのヒアリングを実施した。これらを踏まえ、避難所の電力需要カーブ推定モデルの構築を

行うとともに、実測データを用いてモデルの検証可能性を検討するため、来間島や宮古島の過去の避難所開設履歴のデー

タベース化を行っている。また社会基盤設備として、今後、道路インフラのメイン需要である信号機の電力需要原単位を整

理する予定である。 

更に、将来、PV、EV や蓄電池の普及率が高くなった場合には、系統電力の途絶時や電力ひっ迫時に需要家(戸建て

住宅)がこれらを用いて単独運転すると考えられるが、単独運転の可能継続時間は系統側の供給余力へも影響する。そこ

で、PV や EV、BESS の容量や運転方式、需要家パターンをパラメータとし、停電時の可能継続運転時間に関するパラメー

タスタディを実施している。 

 

図 139 ライフラインレジリエンス係数の産業別推計結果 

 

2) 地域グリッド構成の最適化手法の開発 

〇動向調査 

手法の開発 (2022 年度：地域需要分析手法の開発、2023 年度：地域グリッド設計最適化手法の開発) のため

に、国内外の同様の手法の有無、内容、活用事例などの文献調査を行った。また、精選した文献 (需要分析：7 件、設

計最適化：6 件) については、各開発手法についてとりまとめた電中研報告の導入部に、それらの要約を記載した。 

 

〇汎用的な地域グリッドの最適設計・運用手法の開発 

1-1) 地域グリッドの最適設計手法の開発 

a) 需要・発電量の予測 

最適化手法の入力のひとつである日負荷曲線を簡便に算出することを目的として、現在国内で広く公開されている電力

エリア大の需要データ (1 時間値) や社会・産業に関する統計データから、電力エリアよりもさらに細かな地域の日負荷曲線

を推定・分析する「地域需要分析手法」を開発した。本手法では、特異値分解で抽出した各電力エリア需要の本質的な

構造を、2 つの社会的指標 (第 1 次・2 次産業以外への就業者数割合、人口密度の常用対数) と気温で表わしてお

り、これらの値を所望の時間や場所にあわせて設定することで、任意の地域単位の日負荷曲線を分析することができる。例と
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して、東京電力エリア内の 9 都県 (関東 1 都 6 県、山梨県、静岡県) の 2 つの社会的指標を、10 電力エリアとともにプ

ロットした散布図を図 140 に示す。この散布図内の位置関係等にもとづき、例えば、東京都と茨城県の推定日負荷曲線

は、図 141 のように算出され、東京都の場合は大都市圏を含むエリアのものに、茨城県の場合は地方のエリアのものに、そ

れぞれ類似していることが確認できた。 

 

図 140 社会的指標の散布図の例 

     

(a) 東京都                       (b) 茨城県 

・total: 全日平均、work：平日平均、sat_sun_holidays: 土日祝日平均 

図 141 日負荷曲線の推定例 

 

b) 各設備の容量の最適化 

地域グリッドの構築を予定する地域 (指定地域) の需要や日射量の推定値、および導入を予定する電源の諸元を入力

することで、各種電源の最適容量やその事業性を試算する「地域グリッド設計最適化手法」を開発した。本手法では、指定

地域の需要や日射量の推定値、および導入を予定する電源の諸元を入力すると、3 つの指標、すなわち 1) コスト (初期

コストと事業開始後の運用コストの和)、2) 環境 (CO2 発生量）、3) レジリエンス (蓄電池の最低充電量)、に基づい

て最適な容量が求められ、運開後複数年の運用状況を試算できる。なお、この 3 つの指標の間にはトレードオフが存在する

ため最適点は 1 点とはならず、例えば需要、日射量、諸設備の費用の模擬データを開発手法に実際に入力して試算する

と、図 142 のように面状に分布する (これらは「パレート最適解」と呼ばれる)。地域グリッドの設計者はこれを参考にして、各

指標に対する選好の度合いに応じた設計結果を得ることができる。例えば、図 142 において「点 P」としたパレート最適解に

ついて、3 つの指標や各発電設備の容量は表 48 のように試算される。また、点 P における需要や発電量の日変化曲線

は、図 143 のようになり、各種電源のおおよその運用状態、例えば、1) 日中は太陽光発電が、日没後は回転型発電機
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が主な電源となる、2) 太陽光発電の余剰分は上位系統側への売電と蓄電池への充電に充てられ、蓄電池の放電により

夜間の分まで賄える、といったことを把握できる。 

 
・本図において、各指標は最大値が 1、最小値が 0 となるように規格化されている。 
・「環境」の指標が 0.2 以下であるパレート最適解の中で原点に最も近い点を、ここでは「点 P」としている。 

図 142 パレート最適解の算出例 

 

表 48 指標および設備容量の試算例 

※ ここでは、コストに負の符号をつけた値を収益としている。 

 

    

(a) 4 月                 (b) 10 月 
・CN：需要、UT：商用電源、RG：回転型発電機、PV：太陽光 (全発電電力)、PV_in：太陽光 (グリッド内への供給分)、

PV_out：太陽光 (上位系統への売却分)、BATT：蓄電池 (充電を正、放電を負) 

図 143 日変化曲線の算出例 

 

  

レ
ジ
リ
エ
ン
ス

「コスト」のみを
最適化「環境」のみを

最適化

「レジリエンス」のみを最適化

点 P 0：良 1：悪

収益※ 

[yen] 

CO2 発生量 

[kg-CO2/year] 

蓄電池の充電

残量 [kWh] 

太陽光発電設備

の容量 [kW] 

蓄電池の容量 

[kWh] 

回転型発電機の

容量 [kW] 

4.80×107 3.27×106 6.80×102 3.81×103 1.46×103 8.54×102 
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1-2) 地域グリッドの最適運用手法の開発 

a) 需要・発電量の予測 

地域グリッド設計最適化手法 (上記 1-1) の b)) から得られる各電源の発電量の日変化曲線について、季節性や、

各指標への選好の度合い (具体的には、パレート最適解の散布図 (図 142) 上での位置) に対する依存性について、

基礎的な検討を始めている。 

b) 各設備運用方法の最適化 

上記 1-2) の a) で述べたような発電量の日変化曲線の傾向をもとに、回転型発電機等の起動・停止の指令の制御

方法について、基礎的な検討を始めている。 

 

〇ウェブ解析ツールの開発 

2022 年度に開発した地域需要分析手法を、web 上で操作可能なシステムとして実装した (図 144)。２０２４年

度には、地域グリッド設計最適化手法 (上記 1-1) の b)) も同様に実装し、地域需要分析手法と連携させることを予定

している。 

 

図 144 地域需要分析システムの表示画面の例 
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③ 再エネ導入地域グリッドの課題への対策案の検証・評価（電力中央研究所/ 東京電力ホールディングス/ 東

京電力パワーグリッド/ 三菱電機/ ネクステムズ） 

  

中間目標 

（2025 年３月） 

再エネ主電源化のためのマイクログリッドに関する課題抽出、個々の対策技術（機器、

システム、手法）の開発を完了する。 

現状機能にて実運用データ及び参考補足データの計測と、併行して地域グリッド運用の

標準化に応じたソフト改良を実施、および運開・実証中のマイクロマイクログリッドにおける

実測データの取得分析により、対策技術の提案を完了する。 

成果 

（2024 年 6 月） 

・電中研赤城にて課題抽出試験を行い、またブラックスタートや地絡事故の対策方式の

試験を行った。対策装置・対策システムを設計し、各種試験を行った。 

・地域独立運転時において、主電源の需給調整に最大限貢献できるよう、MG-EMS

からの DR 指令に応じて需要家側蓄電池の定格放電を可能とするようソフト改良を行っ

た。台風時の停電等により来間島 MG の地域独立運転を実施した場合に、対策技術

に役立てるべく地域独立運転時のデータを実測した。 

達成度（見込み） ○    (2025 年 3 月に達成見込み) 

達成の根拠／解決方針 

①で課題抽出を行い、個々の対策技術（IED・EVT・接地 C、系統制御システム・

EMS 等）の開発は完了しており、24 年度赤城にて試験を行う。MG-EMS からの DR

指令に応じて需要家側蓄電池を定格放電可能とするソフト改良を実施済み。来間

MG 実動訓練における地域独立運転時のデータを実測済みであり、データの分析および

対策技術への活用を 24 年度に実施する。 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達 

 

机上検討、計算機シミュレーション、実証評価試験、および運開・実証中のマイクログリッドにおける実測データの分析や構

成・運用方法の調査等により対策案の有効性を評価する。 

 

③.1 地域グリッド構成機器（電源装置、蓄電装置、電圧制御装置）の検証 

1) GFM インバータ 

電中研赤城において、試験を実施する。なお、試験項目は 4.1.1 ②.1 と同一であるが、試験対象は、4.1.2 ②.1 に

示した分類表(表 45 表 45)のうち、4.1.1 ②.1：分散電源、4.1.2 ③.1：主電源と異なる。 

供試機器となるインバータ型主電源設備は 2023 年度に 1 号機、2024 年度に 2 号機を構築予定であり、構築後、

評価試験を実施予定である。なお、試験項目については、「①再エネ導入地域グリッドの課題の整理」での結果を踏まえて

再検討をする。 

 

2) 地域グリッドコントローラの構成機器 

〇励突抑制開閉器のインラッシュ抑制試験 

電中研赤城において、受電設備に励突抑制開閉器を設置し、停電状態から需要家変圧器に電圧印加する際に、励磁

突入電流を軽減できるかどうかを検証する。電中研赤城での試験では、図 118 の需要家受電盤に含まれる励磁突入電

流抑制開閉器のインラッシュの抑制効果について検討を行う予定である。 
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〇接地用コンデンサ設置による地絡検出試験 

電中研赤城において、主電源となる設備に接地用コンデンサを設置し、地絡事故を発生させ、事故電流をリレーで検出

できるかどうかを検証する。また、EVT による地絡電流 I0の検出に関する試験もあわせて行う予定である。 

電中研赤城に対策装置を導入しての試験に先立ち、2023 年 10 月に電中研赤城の既設設備にて、BTB を主電源とし

た試験系統において人工地絡装置による地絡事故を発生させ、接地コンデンサ、EVT による零相電圧および地絡電流を

測定する試験を行った。地絡事故点と計測点を図 145 に、各試験のパラメータを 

 

表 49、試験結果を表 50 に示す。地絡電流 I0の整定値については、東京電力 PG では 0.2A を採用している。対策機

器を接続しない場合(EVT 無し、接地コンデンサ無し)では、表 50 の地絡抵抗 3kΩ・5kΩのケースにおいて、I0は 0.2A

以下であったのに対し、EVT、もしくは 0.1[μF/相]の接地用コンデンサを接続した場合、全てのケースで I0は 0.2A を上回

り、EVT・接地用コンデンサの対策効果を確認できた。今後電中研赤城にて、「コンデンサ有り、EVT 無し」の対策方式の場

合にデメリットがないか等、各種の検討を行う予定である。 

 

図 145 地絡事故対策確認試験の構成 

 

表 49 地絡対策試験パラメータ 

操作パラメータ 固定パラメータ 

・EVT：有／無 

・接地コンデンサ：0μF／0.1μF 

・地絡抵抗 Rg：0kΩ／3kΩ／5kΩ 

・DGR 整定(V0/I0)：20V／200mA 

・DGR 時限：0.9s 

・線路抵抗 Z6：なし 

・系統対地静電容量(実測値) 

 フィーダ遮断機 BTB 側：0.0047[μF/相] 

フィーダ遮断機 系統側：0.1766[μF/相] 

 

表 50 EVT 設置有無による零相電圧、地絡電流の発生状況 

 

 

  

対策あり 

対策なし 
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3) 回転型主電源サポートシステム 

〇予備試験 

低圧系統に接続する 50kVA 程度の中小容量の装置を用いて、サポートシステムの予備試験および電力品質特性を把

握する。当該装置を電力中央研究所に設置して基本性能を把握した。2024 年度末までに、当該装置を用いて系統連

系時およびオフグリッド時にインバータ型電源と回転型電源が混在した場合の電力品質について実験的に把握する。 

サポートシステムの実験的検証のために、電力中央研究所 赤城試験センターに設置した装置外観を図 146 に示す。こ

の装置は、100kＷｈの蓄電池装置および 250kW のインバータ装置で構成される。当該装置の基本性能を実験的に把

握した。サポートシステムの制御特性の実験的検証を実施し、2024 年末までに制御特性を取得する予定である。 

 

 

 

図 146 設置したサポートシステムの外観 

 

また、サポートシステムでは蓄電池の充放電制御を実施しているが、蓄電池装置そのものの特性がサポートシステムの設

計に影響をおよぼす可能性があり、その特性を実験的に把握する必要がある。そこで、100kWh の蓄電池装置を用いて充

放電特性を実験的に計測した。図 148 に、計測結果を示す。連続する充放電の繰り返しにより、電池の温度が連続的に

上昇し、当該電池のメーカ指定の温度上限に到達した。この結果から、電池の温度上昇を考慮した設計ならびに温度上昇

を抑制する運用が必要であることが明らかとなった。この特性は使用方法にもよるが、ＧＦＭなどの蓄電池を用いる装置の設

計時に考慮すべき基本的特性であり、本成果は新たな知見として取得できた。 

 

図 147 充放電試験の概略図 



 

4‐141 

 

 

図 148 充放電試験時の蓄電池の電池電圧、電流および温度特性 

 

③.2 地域グリッドコントローラの検証 

○系統連系運転、自立運転の切り替え試験 

電中研赤城において、上位系統に連系した状態において停電を起こし、分界点となる遮断器を開放させた状態において

地域グリッドコントローラを自立運転モードとし、主電源のソフトスタートを実施して地域グリッド内の自立運転が成立するか検

証する。この試験は、電中研赤城に主電源ならびに地域グリッドコントローラが設置される 2024 年度以降に実施する予定

である。 

 

〇ブラックスタート試験 

電中研赤城において、MG における自立運転開始（ブラックスタート）の際に、主電源が停止することなく地域グリッド系統

への充電が可能であるか検証する。電中研赤城に対策装置を導入しての試験に先立ち、2023 年 10 月に電中研赤城の

既設設備である BTB 電源(インバータを模擬)を用いて、ソフトスタートによるインラッシュ抑制効果を確認する試験を実施し

た。試験回路のイメージを図 149、試験ケースごとの最大電流値を表 51、遮断機投入により即時に 6.6kV 印可した際の

インラッシュ値および、ソフトスタート時間毎のインラッシュ値を図 150 に示す。また、1 秒でソフトスタートした際の電圧波形の

例を図 151 示す。 

図 150 より、商用電源にて、遮断機投入で瞬時に 6.6kV 印加した場合、インラッシュは最大で 552A だったが、1

秒のソフトスタートでは 21.8A まで抑制される結果が得られた。これより、ソフトスタートによるインラッシュの抑制効果を確

認することができた。 

 

 

図 149 ブラックスタート試験の計測点 
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表 51 試験条件および結果一覧 

Case 電源 変圧器 

接続台数 

ソフトスタート

時間 

試行 

回数 

変電所計測 

最大電流（A） 

1 商用 1 － 68 552 

2 BTB 1 1 10 21.8 

3 BTB 1 3 10 14.4 

4 BTB 1 5 10 11.3 

 

 

図 150 ソフトスタート時間（1 秒、3 秒、5 秒）毎の最大電流グラフ 

 

 

図 151 停電→1s ソフトスタート時の電圧波形 

 

〇保護協調・事故除去試験 

 電中研赤城において、地域グリッド系統制御システムおよび、配電線路上の区分開閉器に IED を設置し、地域グリッド系

統制御システムから各リレーの整定値を指令した上で短絡・地絡事故を発生させ、確実に事故箇所を除去できるかどうかを

検証する。地絡事故については、系統内に IED を設置し、IED の高速遮断機能によって、地絡発生の際に主電源がトリッ

プする前に、地絡箇所を除去し、健全区間で運転を継続できるかを検証する。本試験は電中研赤城に IED を設置する

2024 年度以降に実施する予定である。 
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図 152 IED による地絡事故区間切離イメージ 

 

 

〇単独運転検出、解消試験 

電中研赤城において、地域グリッド系統制御システムおよび、配電線路上の区分開閉器に IED を設置し、地絡発生後

に主電源端を開放した際に単独運転が発生しても、配電線内 IED が開閉器開放などすることで単独運転状態を解消で

きるかを検証する。本試験は電中研赤城に IED を設置する 2024 年度以降に実施する予定である。 

 

図 153 IED による単独運転検出イメージ 

 

○地域グリッドエネルギーマネジメントシステム運用試験 

 電中研赤城において、地域グリッドエネルギーマネジメントシステムを設置し、実規模配電設備に設置した太陽光発電設

備の発電量を予測して蓄電池の充放電計画を立案し、需要が逼迫した際には需要家の負荷抑制を行い、さらに逼迫した

際には負荷遮断を実施する。また、発電出力過多となる場合は、発電抑制や発電停止を行うことで、地域グリッド系統内の

需給バランスを維持することで長時間停電無しで自立運転が継続できるかを検証する。 

本試験は電中研赤城に地域グリッドエネルギーマネジメントシステムを設置する 2024 年度以降に実施予定であるが、先

行してシミュレータによる事前検証を実施した。 
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図 154 地域グリッドエネルギーマネジメントシステム シミュレーション環境イメージ 

 

 下図は快晴時における需給シミュレーション結果の一例である。負荷の大きさ(需要：200～300kW)に対して PV 発電

量が大きい(400kW)ため、前半は PV 発電による余剰電力を主電源蓄電池が充電しているが、主電源蓄電池の SOC

が上限(80％)となるため、10:40 以降は EMS が SOC を 80％まで下げるために PV 発電抑制を実施することにより、需

給バランスを保つ結果となっている。 

表 52 シミュレーション条件 

 

 

図 155 地域グリッドエネルギーマネジメントシステム 需給シミュレーション結果イメージ 
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③.3 総合評価 

1) 電中研赤城試験センター実規模配電設備（既設設備） 

本項の実規模配電設備における総合評価の試験は、電力中央研究所・赤城試験センターに既設の「需要地系統ハイ

ブリッド実験設備」を使用した。 

 この実験設備は、分散形電源の導入が系統の電力品質や保護保安等に与える影響、ならびにこれらの課題に対する系

統側・分散形電源側それぞれの対策技術の開発・評価や総合的な実証試験を行うことを目的に、電力中央研究所が赤

城試験センター（群馬県前橋市）に構築したものである。図 156 に需要地系統ハイブリッド実験設備の構成を示す。 

 

図 156 需要地系統ハイブリッド実験設備の構成 
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★本設備のスケール 

【広さ】 

約 1km×600m（最大） 

【規模】 

電圧：実電圧（6.6kV） 

容量：実際の変電所の 1/10 

※マイクログリッドとしては 

 大容量系統 
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試験設備は、実規模の配電設備（変電所、変圧器（66kV/22kV/6.6kV）2000kVA×2 バンク、22kV および

6.6kV の高圧配電線、高圧模擬線路）、電圧制御装置（SVR、SVC、LBC）、分散形電源設備（同期発電機、誘

導発電機、インバータ電源）、模擬負荷装置（インピーダンス負荷、回転機負荷、電子負荷）、光ファイバ情報通信ネッ

トワークなどにより構成される。また、バーチャル実験設備（リアルタイムシミュレータと BTB 電源装置）により、上位系統や

隣接系統の挙動をリアルタイムで模擬することができる。 

 本設備の概要は、以下の通りである。 

〇電源および電源装置 

・東京電力 PG より 50Hz の商用交流電源 

・BTB 電源装置による 60Hz 交流電源 

  - BTB 電源装置により、6kV 系統における系統擾乱（瞬時電圧低下、高調波、フリッカ等）の発生が可能 

○実験用配電線と通信ネットワーク 

・6,600V と 22,000V の配電線路を装備。 

・実亘長で 5km 程度の系統構成が可能。 

・4 箇所に設置した模擬線路により 20km 以上の長亘長線路の実験が可能。 

・人工故障発生装置を装備、系統事故時の実験が可能。 

・光ファイバによる通信ネットワークを装備、電圧制御装置、分散形電源、負荷の各集中制御の実験が可能。 

○分散形電源 

・風力やコージェネを模擬する回転形発電機と、太陽光発電、蓄電池等を模擬するインバータ形電源。 

・総容量：一配電線の設備容量の半分程度に当たる 1500kW。4 箇所（電源室）に分散して設置。 

○負荷装置 

・各分散形電源に併設して、合計 1800kW の模擬負荷。6 箇所（負荷室）に分散して設置。 

○制御装置 

・新型 SVR：各種制御方式 

・SVC：電圧一定制御、フリッカ・三相不平衡抑制 

 

2) 電中研赤城試験センター実規模配電設備（本実証のための追加設備） 

前述の各種実証評価および後述の総合評価を実現するために、以下の設備を追加する。なお、設備導入については、

短期間で導入することが難しいため、2022 年度から 2026 年度に順次導入してしる。 

本事業開始時は、以下の設備を構築することで計画し、実証試験内容に応じて変更することとしていた。「①再エネ導入

地域グリッドの課題の整理」での国内のマイクログリッドの事例調査、技術的課題の整理を基に実証試験内容を精査した。

その結果、図 157 のように、インバータ型・回転型の電源について、主電源としても従属電源としても運転可能な仕様とし、

それぞれの主電源、従属電源の扱いを切り替えながら、実証試験が可能な設備を構築することとした。 
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(a) 追加設備の構築箇所 
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(b)  実規模配電設備での試験系統概要 

図 157 追加設備を含めた実規模模擬配電設備 

  

①インバータ型主従電源設備 

 本設備は、マイクログリッド運用時にマイクログリッド内の電圧、周波数を一定に保つ(CVCF)主電源としての運転と、EMS

等からの出力指令により指定された有効・無効電力を出力する従属電源としての運転を切替により実現可能な電源設備

である。 

2023 年度は、1 号機として表 53 の仕様のインバータ型主従電源設備を構築した。本仕様は、国内事例調査を基に、

容量や機能を検討した。設備構成は図 158 の通り、インバータと蓄電池を模擬した直流電源、インバータ出力を試験配電

系統に接続するための受電設備、直流電源を駆動電源系統に接続するための受電設備により構成される。また、遠隔制

御・監視装置類を具備し、構内通信網を介して試験設備管理として系統監視・制御システム、東電 HD・三菱電機の対

策方式である開発の【地域グリッドコントローラ】と連携できるに接続が可能なようにしている。この他、WG1 で開発した PCS

を試験出来るように、直流電力を供給可能な構成としている。 

 2024 年度は、2 号機の構築を予定しており、課題解決に向けた更なる機能を実装した設備を検討している。 

 

表 53 インバータ型主従電源設備 1 号機 

運転モード 主電源/従属電源として運転可能 

接続系統 6.6 kV 高圧配電系統 

対応基本周波数 50 Hz / 60 Hz 

定格出力電力容量 500 kVA 

主な機能 ・ソフトスタート(1-10 秒設定変更可能) 

・外部信号により出力電圧・周波数(主電源運転時)、出

力電力(従属運転時)を制御可能。 
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図 158 インバータ型主・従属電源設備 1 号機の概要図 

②回転型主従電源設備 

 インバータ型主電源設備と同様に、主電源と従属電源を切替て運転可能な電源設備である。2024 年度に設備構築を

予定している。 

 

③遠方制御機能付需要家模擬装置 

 本装置は、実証試験での負荷のスケジュール運転や、「地域グリッドローラ」による負荷制御が実施可能となるよう構築する

装置である。電中研赤城の既設の負荷設備を遠隔制御監視化する改修工事により、2023 年度に構築した。既設の負

荷設備は、抵抗負荷、リアクトル負荷、コンデンサ負荷等を人の手によるブレーカ操作により所定のインピーダンスの負荷を投

入・開放可能であった。このブレーカ箇所を外部信号により入切可能な接点に変更し、負荷装置の状態、計測データを取り

込めるように改修することで、遠隔制御監視化を実現した。図 159 に遠方制御機能付需要家模擬装置の概要図を示

す。 
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図 159 遠方制御機能付需要家模擬装置の概要図 

 

④系統監視・制御システム 

 実証系統の各部の電圧、潮流、零相電圧、零相電流を計測するために、一般送配電事業者が使用しているセンサー付

開閉器を複数地点に設置し、そのデータを収集し、制御室のモニターに表示するシステムを構築する。また、遠方制御機能

付装置の制御を実施するシステムを構築予定である。 

 

⑤高圧配電線路模擬装置（100A仕様） 

 電源設備の容量増加やマイクログリッド内の短絡事故などを模擬するために、高圧配電線を模擬するインピーダンス装置を

具備した 100A 定格対応高圧線路模擬実験設備を 2 か所に追加した。前項で記述した通り、電中研赤城には既設の

高圧線路模擬装置があるが、定格電流が 50A であり、今回の設備増強による電流容量不足となる。また、変圧器励磁

突入電流や短絡事故の実証試験時に一時的に膨大な電流が流れるため、十分な電流容量が必要であった。このため、図

160 のように 100A 定格対応高圧線路模擬実験設備を構築した。 

 本設備は、既設の配電線本線に対して並列に高圧模擬線路装置を接続可能な構成としている。既設配電線本線を線

路開閉器により断路し、高圧模擬線路装置の両端の線路開閉器を投入し、接続することで、高圧模擬線路装置で設定

した亘長の線路を模擬できる。高圧模擬線路装置は、抵抗成分とリアクトル成分を直列に接続している構成で、それぞれの

成分はタップ切替端子により、1Ω刻みで 10Ωまで設定可能である。本装置の主な仕様は表 54 の通りである。 
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(a) 設備概要                   (b) 装置構成図 

図 160 100A 定格対応高圧線路模擬実験設備 

 

表 54 高圧模擬線路装置の主な仕様 

項目 値 

相数 三相 

定格周波数 50Hz 

(60Hz での使用も可) 

回路電圧 6,600V 

定格電流 連続定格 100A 

インピーダンス R 要素 10Ω（1Ω刻みタップ）タップ切替式 

インピーダンス X 要素 10Ω（1Ω刻みタップ）タップ切替式 

（上記は、50Hz 使用時のΩ値とする 

精度 R 要素・X 要素ともに±10%以内 

使用場所 屋外 地上設置 
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⑥特別高圧送電線模擬装置および配電用変電所変圧器模擬装置 

再エネ大量導入において、電圧、潮流の影響を受ける電力系統としては、現状の配電系統のみではなく、一段上位の

66kV（地域によって 77kV）の送電線にも影響が出ることが想定されるため、送電線レベルでの電圧、潮流変動を模擬す

るための装置を導入予定である。 

 

3) 総合評価試験 

地域グリッドコントローラ（全ての構成機器を含む）、GFM インバータなどの開発した機器やシステムを接続および設定し

た状態で、平常時運用および事故時運用に関する試験実施する。システムや機器間の相互干渉なく、設計通りの動作が

できることを確認する。 

 

③.4 検討手法の検証 

机上検討、計算機シミュレーション、アンケート調査、および運開・実証中のマイクログリッドにおける実測データの分析や構

成・運用方法の調査等により以下の二つの検討手法について 2025 年度以降に有効性を評価予定。 

・平常時／災害時、現在／10 年後の需要想定手法の開発 

・地域グリッド構成の最適化手法の開発 

 

1) 実運用データの計測 

来間島マイクログリッドエリア内の需要家側に設置した太陽光発電・蓄電池等の設備について、実運用データの計測を行

い事業関係者への提供を実施した。データ計測の内容については「①再エネ導入地域グリッドの課題の整理」に記載の通

り。 

 

2) 参考補足データの計測 

宮古島全体の需要家側に設置した太陽光発電・蓄電池等の設備について、参考補足データの計測を行い事業関係者

への提供を実施した。データ計測の内容については「①再エネ導入地域グリッドの課題の整理」に記載の通り。 

 

3) 地域グリッド運用の標準化に応じたソフト改良 

将来の地域グリッド運用の標準化に資するべく、需要家側設備を活用した DR 動作の効果を最大化するため、来間島マ

イクログリッドの主電源に搭載されている MG-EMS からの DR 指令に対し、需要家側蓄電池の定格放電を実現するための

ソフト改良を実施した。 

 

 

図 161 需要家設備に対する DR 指令 

需要家側蓄電池定格放電により、需給調整に最大限貢献 
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DR 指令に対する応動について、以下の条件にて検証を実施した。 

 

実行日時： 

2023 年 10 月 19 日(木) 16:00～17:00 

（日射が低下し、蓄電残量が十分に残っている時間帯を選定した。） 

制御対象： 

ハイブリッド PCS 放電定格出力 1.8kW×30 台 

蓄電池 PCS 放電定格出力 4.8kW×6 台 

 

ハイブリッド PCS の動作結果を以下に示す。DR 指令に対して放電量が定格値に達しておらず、時間経過に伴い変動が

見られる結果となった。原因としては、ハイブリッド PCS のため PV 発電による出力の影響を受けた可能性、および電圧上昇

抑制機能の動作による影響の可能性が考えられる。2023 年度のデータ計測に関するソフト改良により、今後予定している

応動検証においては子メーターの電圧値が確認可能となっていることから、電圧値データと併せて 2024 年度以降検討を深

めていく。 

 

図 162 ハイブリッド PCS(30 台)動作結果(2023.10.19 DR 指令動作検証) 

 

 蓄電池 PCS の動作結果を以下に示す。DR 指令中は終始定格出力にて放電していることが確認できる。 

 

図 163  DR 指令時の蓄電池 PCS(6 台)動作結果(2023.10.19 DR 指令動作検証) 
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 ハイブリッド PCS および蓄電池 PCS 全体の動作結果を以下に示す。マイクログリッドエリア内の最大需要 200kW に対

し、約 32～38％の需給調整に貢献可能であることが確認できる。需給調整への貢献度合いは DR 指令を行う季節・天

候・時間帯などにより変化すると考えられることから、DR 動作の有効性については 2024 年度以降も検討を深めていく。 

 

図 164 全 PCS 動作結果(2023.10.19 DR 指令動作検証) 

 

4) 計測データの検証・評価 

計測されたデータの健全性を解析・検証して、不良データは排除する。また、目的とした制御に対応した実効性を解析評

価する。 

計測データの提供に際し、無線通信に起因する欠測の多いデータ等は排除するなどの整理を実施している。また、マイクロ

グリッド運転時のデータについては、2024 年 1 月 24 日に実施した来間島マイクログリッド実動訓練時のデータを整理し、必

要に応じて DR 制御の改善へ活用する。 

 

来間島マイクログリッド実動訓練の概要は次の通りとなる。 

 

実行日時： 

2024 年 1 月 24 日(水) 15:15～17:15（MG 運転） 

2024 年 1 月 24 日(水) 15:56～17:00（DR 制御） 

制御対象： 

ハイブリッド PCS 放電定格出力 1.8kW×24 台 

蓄電池 PCS 放電定格出力 4.8kW×4 台 

 

来間島マイクログリッド実動訓練時のハイブリッド PCS の動作結果を図 165 に示す。ハイブリッド PCS においては DR 制

御開始前の時点で SOC が十分にあったことから、DR 制御の時間帯は終始定格放電を継続する結果となった。 
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図 165 ハイブリッド PCS(24 台)動作結果(2024.1.24 来間島 MG 実動訓練) 

 

来間島マイクログリッド実動訓練時の蓄電池 PCS の動作結果を図 166 に示す。蓄電池 PCS においては DR 制御開

始前の時点で SOC が低かったことから、DR 制御中に残量が尽きる個体が生じるごとに放電出力が低下する結果となった。 

 

 

図 166 蓄電池 PCS(4 台)動作結果(2024.1.24 来間島 MG 実動訓練) 

 

来間島マイクログリッド実動訓練時の需要家側蓄電池全体の放電出力を図 167 に示す。DR 制御の開始前後では約-

16 kW から約 67kW まで放電出力が増加しており、差し引きでは約 83kW の DR 効果が得られた。DR 制御の終了前

には蓄電残量の低下により放電出力が低下したが、DR 制御の終了前後では約 41kW から約 5kW まで放電出力が低

下したため、DR 制御の効果は約 36kW 程度残存していたことになる。 
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図 167 需要家側蓄電池全体の放電出力(2024.1.24 来間島 MG 実動訓練) 

 

来間島マイクログリッド実動訓練のデータについては電圧などの観点からも今後分析を行い、DR 制御の改善などを模索し

ていく予定である。 
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④ 再エネ導入地域グリッドに関するガイドライン・規程整備に向けた検討（東京電力ホールディングス/ 東京電力

パワーグリッド） 

 

中間目標 

（2025 年３月） 

③の結果より、技術的な要件を整理するとともに、推奨されるマイクログリッドの構成や運

用方法を示し、それらをガイドラインや法規類に反映するための検討を行う。（2024 年

度中間目標の段階では検討途中） 

成果 

（2024 年 6 月） 

①②③における検討結果を踏まえて、規程等に反映する技術的な要件の項目や方向

性を整理した。 

達成度（見込み） ○    (2025 年 3 月に達成見込み) 

達成の根拠／解決方針 

関連規程・ガイドラインについて、地域グリッド関連での改定状況について調べた。本事

業にて検討対象とする事項を整理した。これらにより、関連規程・ガイドラインに反映する

見込みを得た。 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達 

 

④.1 技術的な要件 

以上の調査結果、実証評価結果、および実測データによる分析結果をもとに、地域グリッドの技術的な要件を整理し、

取りまとめを進めている。 

2022 年度は、再エネ導入地域グリッドに関連した規程類の改正・改定の状況について調査した。「電気設備の技術基

準の解釈：経済産業省 電力安全課」、「電力品質確保に係る系統連系ガイドライン：資源エネルギー庁」、「系統連系

規程：日本電気協会」 において、再エネ導入地域グリッドに関連した改正・改定が行われていることが明らかになったことか

ら、以下に改正・改定の概要を記載する。 

 

〇「電気設備の技術基準の解釈」 

（系統保護・保安確保に関する規程） 

2022 年 4 月改正。主に以下の内容を追加。 

【第 220 条 分散型電源の系統連系設備に係る用語の定義】（省令第 1 条） 

【第 229 条 高圧連系時の系統連系用保護装置】（省令第 14 条、第 15 条、第 20 条、第 44 条第 1 項） 

【第 233 条 地域独立運転時の主電源設備及び従属電源設備の保護装置】 

（省令第 14 条、第 15 条、第 20 条、第 44 条第 1 項） 

【第 234 条 地域独立系統運用者との間の電話設備の施設】（省令第 4 条、第 50 条第 1 項） 

 

〇「電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン：資源エネルギー庁」  

（電力品質確保に関する規程） 

2023 年 4 月改正。主に以下の内容を追加。 

第 3 章 地域独立系統に必要な技術要件 

第 1 節 主電源設備及び従属電源設備の要件 

１．電圧変動・出力変動 

２．不要解列防止 

３．地域独立運転の開始・解除 

４．連絡体制 
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第 2 節 発電設備等の地域独立系統との連系 

 

〇「系統連系規程：日本電気協会」 

（「電気設備の技術基準の解釈」や「電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン」の内容について系統連系

検討に携わる事務者向けに技術面・運用面の具体的な取扱いを示したもの） 

2023 年 6 月改定。主に以下の内容を追加。 

第 3 章 地域独立系統に必要な設備対策 

第 1 節 主電源設備及び従属電源設備の要件 

1-1 保護協調 

1-2 電圧変動・出力変動 

1-3 地域独立運転の開始・解除 

1-4 連絡体制 

第 2 節 発電設備等の地域独立系統との連系要件 

 

  2023 年度は、「本事業において検討対象とする項目」「2023 年度に検討対象にする項目」「2024 年度以降に検討

対象とする項目」に分類して整理した。これらの課題は、送配協にて検討された課題とも整合を取り、整理した。（表

55）。表 55 については現段階での案であり、今後検討を進めて行く中で、軌道修正する可能性もある。これらは項目ごと

に検討を進め、取りまとめ・整理・準備を行い、各規程類の反映先に提示していく。 

 

表 55 MG の技術課題、検討事項、検討年度、成果の反映先（案） 

項目 NO 検討必要事項 本事業における検討事項 研究成果反映先 

供
給
信
頼
度 

３ Master EMS の

要求仕様 

【2024年度以降】 

①電圧・周波数について「適正値への復帰制御

開始までの時間」と、「適正値へ復帰するまでの

時間」等について検討する。 

（試験にて単独運転の脱落に耐えられる復帰時

間を検討） 

①系統連系規程 

（電力品質確保に係る系

統連系技術要件ガイドライ

ン 

（常時電圧変動対策及び

出力変動対策）の解説と

して記述する。） 

供
給
信
頼
度 

４ 監視・制御システ

ムの仕様 

【2024年度以降】 

①監視・制御システムの要求仕様を検討する。 

（試験にて単独運転の脱落に耐えられる復帰時

間を検討） 

①要検討 

（供給信頼度に関する記

述が規定類にない） 
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項目 NO 検討必要事項 本事業における検討事項 研究成果反映先 

供
給
信
頼
度 

５ ブラックスタートの

要件(PCS) 

【2023年度】 

①米国技術調査で得られた「励磁突入をフォロー

できる様、主電源変換装置の容量を増加させる」

という対応方策について、本事業でも対応方策と

して認め、主電源が励磁突入電流に耐える容量

を選定すること。【系統連系規程に追記提案】 

【2024 年度以降】 

②ブラックスタート方法(時間等)を整理する。 

（国内運用中の地域グリッド主電源ソフトスター

ト時間は主に３秒以内であるため、3 秒以上のソ

フトスタートによる家電機器等への影響について基

礎的な試験を行い、JEMA に相談する。）。 

①系統連系規程 

②系統連系規程 

（電力品質確保に係る系

統連系技術要件ガイドライ

ン 

（瞬時電圧変動対策）の

解説として記述する。） 

 

保
護
・
保
安 

６ 保安確保のため

（短絡保護、地

絡保護、単独運

転防止）に満たす

べき基準 

《短絡保護》 

【2024年度以降】 

①「短絡事故電流の継続」＋「主電源インバータ

の短絡電流」＋「電圧低下」の検出ロジックを検

討する。（短絡をリレーで検出するには、主電源

が一定時間運転継続する必要があると想定） 

 

《地絡保護》 

【2023年度】 

②EVT と ZPD の特徴を整理。【系統連系規程

に追記提案】 

③OVGR と DGR の特徴を整理。【系統連系規

程に追記提案】 

【2024年度以降】 

④EVT・ZPD・コンデンサ各々どのような特徴があ

り、地域グリッドの設 

備形態に対して、どのようなメリット・デメリットがあ

るのかを検討する。 

運用上規定しておくべき事項があるか検討する。 

 

《単独運転検出》 

【2024年度以降】 

⑤発電等設備が具備する単独運転検出機能

が、地域独立系統においても運用できるために行

う整定変更等について各能動方式毎に整理す

る。（本事業 or 他の会議体のどちらで検討する

か調整。JEMA に相談する。） 

《短絡保護》 

①系統連系規程 

（電気設備の技術基準の

解釈（第 233 条一ロハ）

の解説として記述する。） 

 

《地絡保護》 

②③系統連系規程 

④系統連系規程 

（電気設備の技術基準の

解釈（第 233 条一ロハ）

の解説として記述する。） 

 

《単独運転検出》 

⑤系統連系規程 
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項目 NO 検討必要事項 本事業における検討事項 研究成果反映先 

保
護
・
保
安 

７ 系統連系時と独

立運転時の各々

に応じた保護装置

およびリレー整定

値（変電所・負

荷接続点、分散

電源接続点） 

【2024年度以降】 

①「６．」の検討とあわせて、「系統連系時・独立

運転時に必要な保護装置（切替方法含む）」

「保護リレーの一覧（整定値の範囲、標準整定

値）」を検討する 

① 系統連系規程 

 

保
護
・
保
安 

１８ 並列運転（混在

運用）時における

横流補償の影響

評価 

【2024年度以降】 

①電圧源となる主電源を２台で運用する場合

は、実施者側で横流保障に留意することを、系統

連系規程に追記する方向で検討する。 

①系統連系規程 

（電力品質確保に係る系

統連系技術要件ガイドライ

ン（瞬時電圧変動対策）

の解説として記述する。） 

保
護
・
保
安 

２０ 電圧源比率の限

界評価 

【2024年度以降】 

①「３．」「４．」「６．」「７．」の検討に含め

る。制約条件も踏まえて検討する。 

①系統連系規程 

（電力品質確保に係る系

統連系技術要件ガイドライ

ン の 解 説 と し て 記 述 す

る。） 

電
力
品
質 

８ 電 力 品 質 （ 電

圧、周波数、高調

波、電圧変動・フ

リッカ）の満たすべ

き基準 

【2024 年度以降】 

①主電源設備と EMS の性能検討に併せて検討

する。 

①系統連系規程 

（電力品質確保に係る系

統連系技術要件ガイドライ

ン（常時電圧変動対策及

び出力変動対策）の解説

として記述する。） 

電
力
品
質
・
安
定
性 

１４ 電源容量（主電

源・従属電源）の

選定 

【2024年度以降】 

①「３．」「５．」「６．」の検討とあわせて、

EMS による負荷抑制等を考慮の上、電源容量

の最低値について検討する。配電事業者の場合

は、供給責務を満足する電源容量の最低値につ

いて検討する。 

無制御で最大負荷の〇〇％以上」等の 表現を

想定。 

①系統連系規程 

（電力品質確保に係る系

統連系技術要件ガイドライ

ン の 解 説 と し て 記 述 す

る。）（配電事業者の場

合にはガイドラインの改定か

ら必要） 

 

電
力
品
質
・
安
定
性 

１５ 系統擾乱時（負

荷投入等）におけ

る分散型電源の

運転継続・停止

判断基準 

【2024年度以降】 

①負荷増減や発電出力増減により既存の分散

型電源が解列するような系統擾乱が発生しない

ように電源設備の構成・制御に留意が必要であ

ることを系統連系規程に追記する方向で検討す

る。 

 

①系統連系規程 

（電力品質確保に係る系

統連系技術要件ガイドライ

ン（常時電圧変動対策及

び出力変動対策）の解説

として記述する。） 
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項目 NO 検討必要事項 本事業における検討事項 研究成果反映先 

電
力
品
質
・
安
定
性 

１６ 主電源、従属電

源、分散電源、系

統用制御機器の

相互干渉を考慮

した系統安定度 

【2024年度以降】 

①「３．」「４．」の検討に含める。 

瞬時変動、短期変動、長期変動時の応動を発

電設備、系統制御装置、需給制御装置等で相

互干渉せずに行う必要があることに留意することを

系統連系規程に追記する方向で検討する。 

①系統連系規程 

（電力品質確保に係る系

統連系技術要件ガイドライ

ン（常時電圧変動対策及

び出力変動対策）の解説

として記述する。） 

 

 

④.2 推奨する構成・運用方法 

本事業にて開発する手法とそれを活用したツールを用いて、マイクログリッドの構築を目指しているエリアに、推奨する構成

や運用方法を示すことを目標として、検討を進めている。 

 

⑤ 本事業での技術開発の展開に関する調査（電力中央研究所/ 東京電力ホールディングス/ 東京電力パワーグ

リッド/ 三菱電機/ 沖縄電力/ ネクステムズ ） 

 

目標 

（2025 年３月） 

GFM の実用化、および再エネ地域グリッドの技術適用検討に関する海外動向調査結

果を整理し、適宜、①および②の検討に反映するとともに、本事業の進捗状況を勘案し

て翌年度以降の調査トピックおよび調査対象を選定する。 

成果 

（2024 年 6 月） 

米国・豪州にて地域グリッドについて調査を行った。 

・地域グリッドにおいて、系統連系時と独立運転時で保護整定値を自動で変更している

こと、ブラックスタート時のインラッシュ対策はソフトスタートや負荷分割を適用していること、

などを確認した。これらは国内地域グリッドにも効果的と考えられるため、今後本事業の

検討に反映していく。 

・今後の調査は、欧州にて保護協調や電力品質等について確認する予定。 

達成度（見込み） ○    (2025 年 3 月に達成見込み) 

達成の根拠／解決方針 

2022 年度に実施した米国・豪州の調査結果を整理し、本事業の検討に反映すること

とした。2024 年度は網羅的に調査を進める観点から、欧州にて保護協調等について

調査を行う予定。 

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達 

  再エネ導入地域グリッドに関連する動向として、海外におけるマイクログリッドを調査した。本事業における検討および成果

反映にあたり、海外調査で明らかになったマイクログリッドを取り巻く環境・背景情報を参考としていく。 
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図 168 本事業における研究開発アプローチに対する海外調査結果の反映イメージ 

 

調査対象地域は、マイクログリッドの制度・政策面に関する取組みや仕組み作りが長年に渡り醸成されており、再エネリ

ソースを活用した数多くの実事例が存在する地域として、米国西海岸、米国東海岸、豪州を選定した。 

 

２－１．マイクログリッド構築の背景 

米国におけるマイクログリッド構築のモチベーション・背景は主にレジリエンスの向上であった。但し、これらの地域は、日本の

水準に比べて著しく供給信頼度が低い点に留意が必要である。 

 

表 56 米国におけるマイクログリッド構築の背景 

 

 

豪州（主に西豪州）におけるマイクログリッド構築のモチベーション・背景は、主に遠隔地への電力供給コストの削減で

あった。また、電気料金削減や環境負荷低減を目的に、マイクログリッドの再エネ比率を向上する動きも見られる。 

 

表 57 豪州におけるマイクログリッド構築の背景 

 

 

 

調査結果内容

西海岸

• レジリエンス向上の目的で、NWA(Non-wire-alternative)のソリューションの一つとして構築されている

• 昨今では、山火事リスクに伴うPSPS(Public safety power shutoff)への対応、2019年以降PSPSが頻
発したコミュニティとの関係修復の意味合いもある

• CA州では、デベロッパーや政治家、需要家も、マイクログリッドへの関心が高い

マイクログリッド構築
の背景

東海岸

• マイクログリッド導入の主な動機はレジリエンス向上（自然災害とサイバー攻撃）である

• 系統運用者にとっては、許容停電回数を超えた場合に州政府や連邦政府に支払う多額のペナルティを回避すること
が主なモチベーションとなっている

• 第三者マイクログリッド事業者にとっては、マイクログリッド化によるレジリエンス向上に対する需要家の支払いを受け
ることによる収益獲得が主なモチベーションとなっている

• 連邦政府や州政府からの補助金もマイクログリッド構築を後押ししている(マイクログリッド構築にあたり系統の新設が
必要なケースでは補助金がなければ収益が成り立たない)

調査結果内容

• 遠隔地に対し低コストで電力を供給することが主なモチベーションになっている

• 遠隔地のコミュニティへの電力供給コストが高いため、老朽化や災害により設備更新が必要となった場合、これを行わ
ずに主系統から完全に独立したSAPS(Stand Alone Power System)を構築することがオプションとして存在する

• 再エネの統合という観点では、SAPS化されているマイクログリッドの再エネ比率を向上することで、電気料金や環境
負荷を低減できる点がモチベーションになっている

• マイクログリッド（特に新たな取り組みを実施するもの）に対しては連邦政府や州政府から補助金が出る場合が多い

マイクログリッド構築
の背景
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２－２．設備保護のコンセプト 

米国では、設備保護の観点から全ての事業者で整定値の変更を行っており、それらは自動でなされることが確認できた。 

NREL からの聴き取りにより、米国では一般的に以下の 2 種類の技術で整定値の変更を実施していることが分かったが、

事業者も実際にそれに準ずる考え方で保護整定値の変更を行っていることが確認できた。 

 

表 58 米国における設備保護のコンセプト 

 

 

豪州では、SAPS の一部を独立化・連系する際、あらかじめ設定されたグループセッティングを系統状況に応じて自動で選

択・変更している。 

 

表 59 豪州における設備保護のコンセプト 

 

 

２－３．ブラックスタートの方法 

米国におけるブラックスタート時のインラッシュ対策には、負荷分割とインバータの容量確保の 2 通りの考え方が存在するこ

とが分かった。PG&E はインバータの容量を最大負荷よりも過大に設計することでインラッシュ対策からの設備保護を実施して

いるのに対して、National Grid は系統を区分毎に通電することで対策を講じていた。 

 

調査結果（事業者の取り組み）調査結果（一般的な考え方）内容

○：実施している○：実施している○：実施している整定値の変更有無

自動自動自動整定値の変更方法

Dynamic Relaying方式を採用
するトレンドである

• リレーが入力を受け、ピックアップ
（リレー発動の基準）と設定を変
える

• マイクログリッド接続点の遮断器が
開くと遮断器から信号が送られ、リ
レーがそれを受け瞬時にピックアッ
プを落とす

• リレーの中に複数のグループセッ
ティングを保有している

• 過電流は電圧に基づいてピックアッ
プされ調整される

• 保護リレーは公称電圧では発生し
ないが、電圧が低いと、過電流の
ピックアップも低くなることから、発
電機の最大出力以下で過電流
ピックアップを可能としている

2種類の技術がある。

①方向性過電流保護

• 潮流方向に応じ対応する

• インバータに具備されている機能
であり、独立運転時の再設定は
不要である

②グループセッティング

マイクログリッドコントローラとの通信を
用い、独立運転時、系統連系時で
設定を変更する

整定値の変更方法
（詳細）

調査結果（事業者の取り組み）調査結果（一般的な考え方）内容

○：実施している○：実施している整定値の変更有無

自動自動整定値の変更方法

グループセッティングが採用されている

• 系統状況に応じた整定値をあらかじめ設定しておき、
切替時に自動で変更している

グループセッティングが採用されている

• SAPSの一部が連系された状態と独立した状態
のそれぞれで設定がある

• SAPSの一部の独立を検知するとEMSから指令
が出て、設定が変更される。どちらの設定を採用
するかは系統とマイクログリッドの状態次第である

• 整定値はマイクログリッドごとに異なる

整定値の変更方法
（詳細）
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表 60 米国におけるブラックスタートの方法 

 

 

豪州（主に西豪州）では、原則的に中心となる発電機（火力・ディーゼル）によりブラックスタートを行うため、インラッ

シュは大きな課題としては認識されていないことが明らかになった。例外的に GFM を用いてブラックスタートする場合、ソフトス

タート、インバータの容量確保、負荷分割により対応している。 

 

表 61 豪州におけるブラックスタートの方法 

 

 

２－４． 規格・サイバーセキュリティ面の状況 

米国では、マイクログリッドは、基本的に系統連系されるということで、系統連系要件に準拠しなければならない。 

更に、マイクログリッド構築の際に、以下の規格が PG&E や National Grid で参照されているということが明らかとなった。 

➢ IEEE 2030.7：マイクログリッドコントローラに関する機能に関する内容 

➢ IEEE 2030.8：マイクログリッドコントローラの試験方法に関する内容 

➢ IEEE 2030.12 ：マイクログリッドの設備保護に関する内容 

 

調査結果（事業者の取り組み）調査結果（一般的な考え方）内容

ガイドラインや標準はなく、マイクロ
グリッドの停電の場所等の状況を
見てスイッチごとの変圧器の数や
大きさに基づき、手順を変更する

Redwood Coast Airport 
Microgridでは単独セグメントのため
自動で実施する

（将来的に複数のセグメントがある
場合は、手動で実施する予定）

方法1：配電系統との間の開閉器を開きイ
ンバータをソフトスタートする。次に変圧器の
向こう側にある開閉器を閉じる。インバータか
ら離れたところでインラッシュが出てくる。この
変圧器の遠いところでは圧力が小さく同期し、
電圧が非常にゆっくりと上がる

方法2：ブラックスタートの準備の際に配電
系統の開閉器を開き、シークエンスを小さな
ステップでスタートしていく方法

ブラックスタート
方法

• 系統の一部を通電し、次の区
間を通電する

• スイッチを適正な場所に設置す
ることが必要である

• Redwood Coast Airport 
Microgrid では、負荷分割は実
施していない（設備は1区間の
み）

• マイクログリッドにはIBRに対して昇圧用の
変圧器が必要となるが、変圧器手間でイ
ンラッシュが発生したとしても、変圧器によ
り電圧上昇が抑制されるため、IBRに対
するインラッシュを防ぐことが可能である

負荷分割

イ
ン
ラ
ッ
シ
ュ
対
策

• インラッシュ対策のために容量を
確保しているか否かは未確認
である

システム負荷に対して過大なインバー
タ容量を確保している

• 150-200kW程度の負荷に対イ
ンバータサイズは2.2MW程度の
オーバーサイズで構築する(Cold 
Loadピックアップ用の容量も内包)

• 電圧共振(voltage resonance)
対策も理由の一つである

• インバータの定格のサイズは通常125%
であるが、デザインとしてはピーク負荷の
100%を推奨している

インバータ
容量確保

調査結果（事業者の取り組み）調査結果（一般的な考え方）内容

• 全系を蓄電池とPVによりブラックスタートすることはなく、
中心となる発電機（火力・ディーゼル）によりブラックス
タートを行うのが標準的な手順になっている

• 発電所が停電時の負荷を記憶しているので順次接続する

• SAPS全体（33kV以下）のブラックスタートは、
回転機により行う

• SAPSの一部の低圧フィーダ以下のブラックスター
トは、GFMにより行う場合がある

• シーケンスに則り、区間ごとの復電を実施することで、
負荷の大きさを調整している

ブラックスタート
方法

• GFMを用いてブラックスタートする場合、インラッシュ対策とし
てソフトスタートが採用されているほか、インバータの過積載、
負荷分割により対応している場合もある（系統ごとに試験
し、問題ないことを確認している）

• ブラックスタート時のインラッシュは大きな課題として
は認識されていない

• マイクログリッドの規模が小さいこと、GFMによりブ
ラックスタートを行う電圧レベルが低圧であることが
要因として考えられる

インラッシュ
対策
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表 62 米国における規格・サイバーセキュリティ面の状況

 

 

  

調査結果
内容

東海岸(National Grid)西海岸(PG&E)結果米国の傾向(NREL)

IEEE1547に準拠する
（同じく東海岸の系統運用者である
Con Edisonは、系統の種類がエリア
ネットワークであるため別要件を設
定）

Rule21
（UL1741をベースにCA州の系統連
系要件を整理している）

カリフォルニア、ハワイではそれぞれ
Rule21、Rule30（州独自の系統
連系要件）の中で、マイクログリッド
の連系要件が定められている

準拠すべき
系統連系要件

◎：採用している（マイクログリッドコ
ントローラについて採用）

◎：採用している（マイクログリッドコン
トローラ、保護について採用）

－採用有無

標
準
規
格
の
採
用
動
向

• マイクログリッドコントローラについて
IEEE2030.7が実運用のマイク
ログリッド全てに採用されている

• マイクログリッドコントローラの試験に
ついてIEEE2030.8が実運用の
マイクログリッド全てに採用

• 保護についての規格はない

• マイクログリッドコントローラは
IEEE2030.7.8を参照したテスト
プランを作成している

• 保護についてはIEEE2030.12ド
ラフト版を参考にする動きが存在す
る

• 肌感覚として、殆どのマイクログリッ
ドの契約において、IEEE 2030
への順守が含まれている

• IEEE2030の内容は一般的な
内容であるため、建設時の契約
における参照先としては非常に有
効である

主な規格

－

• マイクログリッドコントローラについては、
まだ標準化の問題が残っている

• Rule21で規定するインバータについ
ても全てPG&Eで評価する必要があ
り、それ自体が大きなスタディの項目
になっている

－課題認識
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豪州では、豪州大でのマイクログリッドに特化した標準規格は現時点ではないが、標準化を検討している状況にある。

Horizon Power は独自の要件を定めており、大規模系統とそれ以外の独立系統それぞれの要件を定めている。また、プロ

ジェクト毎により詳細な個別要件を課している。 

 

表 63 豪州における規格・サイバーセキュリティ面の状況 

 

 

２－5．海外動向のまとめ 

米国の調査を通して得られた示唆（Key Findings）は以下の通りである。米国では、供給信頼度が著しく低いエリアな

どが存在し、日本に比べてマイクログリッド化するモチベーションが明確であるという特徴がある。また技術的には、本事業で技

術的課題となっている点を悩んでいる状況であった。 

 

表 64 米国調査の Key Findings 

 

  

結果
内容

Horizon Power豪州の傾向

• 「Horizon Power Technical Rules Standard 
Number：HPC-9DJ-01-0001-2012」が存在し、
大規模系統およびマイクログリッド（Non-
Interconnected Systems）に関する要件につい
て記載されている

• 一般的な連系要件として「NER：National 
Electricity Rules」が存在し、これをもとに各州
ごとの連系要件が作成される

準拠すべき
系統連系要件

－－採用有無

標
準
規
格
の
採
用
動
向

• 上記連系要件に加え、PJ毎に詳細な個別要件を課
している

• マイクログリッドに特化した規格ではないが、関連す
る標準規格としては下記が存在する
➢ AS/NZS 4777 インバータ電源の系統連

系技術について
➢ AS/NZS 3000 建築物内の電力システム

の設計、設置、保護について
➢ AS/NZS 5033 PVアレイの設置と安全要

件について
➢ AS/NZS 4509.2 エネルギー貯蔵設備を

備えたSAPSの設計について
➢ AS/NZS 5139 電力変換装置で使用する

蓄電池の安全性について

主な規格

• 標準化を検討している状況にある－課題認識

Key Findings項目

• 日本のようなレジリエンス向上が目的ではなく、遠隔地への電力供給コストの低減が主なモチベーションであることが明らか
となった

• 豪州では主系統、遠隔地に関わらず電気料金が一律であり、需要家から費用を回収できる制度が無い。そのため需要
家主導でマイクログリッドを構築することが難しく、現在はＤＳＯ主導が主流である

マイクログリッド構築の背景

• 独立運転・系統連系時の保護整定値の変更やグループセッティング、自動変更等によって課題解決に取り組んでいる状
況にある

• グループセッティングの中で、十分な事故電流を確保できるよう検討している
設備保護のコンセプト

• ほとんどのマイクログリッドでは火力・ディーゼル発電機でブラックスタートを行うため、インラッシュは課題になっていない
• 再エネが主電源のマイクログリッドは低圧系統しか存在しないと思われ、そもそもインラッシュが発生しているのかどうか不明

であった
ブラックスタートの方法

• 豪州大でマイクログリッドに特化した標準は現時点ではないが、標準化を検討している
• Horizon Powerは独自の要件を定めており、大規模系統とそれ以外の独立系統それぞれの要件を定めている。それに

加え、プロジェクト毎により詳細な個別要件を課している
• Horizon Powerのエリアでは、マイクログリッドのほとんどが独立系統であり、Horizon Power自身が運用していることか

ら、サイバーセキュリティは大きな課題にはなっていない

規格・サイバーセキュリティ面の状況
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豪州の調査を通して得られた Key Findings は以下の通りである。豪州におけるマイクログリッドの定義や背景・モチベー

ションなどが日本や米国とは大きく異なることが分かった。豪州のマイクログリッドは、系統に連系していない独立系統もしくはマ

イクログリッド化されている系統が低圧の場合がほとんどであるほか、原則的に中心となる発電機（火力・ディーゼル）によりブ

ラックスタートを行うため、設備保護の問題やブラックスタート等に関する技術課題は日本ほど大きくない。 

 

表 65 豪州調査の Key Findings 
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4.2. 研究開発項目 2：M ｰ G セットの実用化開発 

（１）研究開発の概要 

従来、再エネは特別高圧系統や配電系統に連系されてきたが、近年では大規模洋上風力等を基幹系統（電力系統

での上位 2 電圧の送変電等設備）に連系することも計画されている。一方、再エネの導入拡大により基幹系統に連系さ

れていた同期発電機の並列容量は減少傾向にあり、同期発電機による系統安定性維持への貢献は縮小している。した

がって、基幹系統に連系される再エネには系統安定性に寄与することが求められるが、連系に用いる設備の特性によって系

統安定性への寄与・影響が異なると考えられる。 

（一財）電力中央研究所では、インバータではなく同期発電機および電動機を介して再エネを連系し、これに蓄電池を組

み合わせることで、系統安定化に同期発電機の特性を活用する「再エネと蓄電池を伴う M-G セット」（以下、M-G セッ

ト）を提案している（図 169）。M-G セットは、①電力系統側から見れば同期発電機のみが連系しており、系統事故時

等での電力系統側での特段の配慮が不要、②蓄電池により系統事故時に高速に有効電力を制御することで系統安定性

の向上に寄与できる、③大規模電源脱落時に慣性応答により周波数変化率を抑制でき、また、有効電力出力 0 MW で

もガバナフリー運転が可能、④同期発電機により連系点の電圧の維持およびインバータの安定運転に必要な短絡容量の確

保への寄与が可能、という特長を有する。 

 

図 169 M-G セットの構成例 

一方で、再エネ大量導入時の系統安定性維持のための方策は M-G セットの導入、活用だけでなく、種々の方策が提案、

検討されている状況にあり、中でも同期調相機の活用、再エネ・蓄電池のインバータ（GFL 型、GFM 型）の制御による系

統安定性維持能力の確保が今後進むものと予想される。 

同期調相機は従来から基幹系統に導入、活用されている設備であり、技術的に確立している利点がある。再エネ大量導入

時に、電圧維持能力の提供や短絡容量確保への寄与、慣性応答の提供が期待されている。 

これらの方策のうち、M-G セットについては現時点では研究開発段階であり、実現性や導入効果についてはさらなる検討

を要する段階にあり、特に物理的モデルを用いた系統安定性維持効果の検証が必要である。また、GFL インバータへの制

御機能（系統安定化機能）付与については、制御機能での応答遅れやインバータ自身の制御安定性の懸念点があり、

再エネが主力電源化した状況でどのような系統安定化機能を発揮し得るかは、まだ明確とはなっていない。GFM インバータ

は特に基幹系統への適用については開発途上であり、現状、その実力を正確に把握することは困難である。 

PCS
Ｇ：同期発電機（100MVA、力率0.9）

M：同期電動機（100MVA、力率0.9）

IM：駆動用誘導電動機

PG：回転数検出用パルス発生器

PCS ： パワーコンディショナ

慣性定数：5～9秒（M-Gセット全体）

G再エネ

電源
（風力or

太陽光）

電力系統

PGM

PCS

蓄電池

励磁装置 励磁装置
駆動用

Inv.

IM

昇圧Tr.

（100MVA、

22kV/500kV）

-100～100MW

（100MW

×1～6時間）

100MW

※M、G ともに基幹系統に連系

される容量（100MVA）以上

を想定する場合 
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基幹系統の安定性維持には、周波数維持能力、電圧維持能力、安定度維持能力、短絡容量確保など、様々な能力

が必要となり、これまでは同期発電機が必要な能力をほぼ全て提供してきた。したがって、再エネ大量導入時の系統安定性

維持では、上述の方策で同期発電機の代わりに必要な能力を確保することが求められるが、M-G セット、同期調相機、イン

バータ（S-GFL、GFM）は提供できる能力が同一ではなく、同期発電機と同等でもない。また、どの能力が必要となるか

は、系統そのものの性質や系統の状況により異なる。したがって、再エネ大量導入時の系統安定性維持は何か一つの方策

で実現されるものではなく、適用する系統における必要性に応じて適切に方策を組み合わせることが効率的と考えられる。こ

の適切な方策の組合せを実現するためには、M-G セット、同期調相機、インバータを同じレベルで比較評価し、それらの得

失を明らかにすることが有用である。 

 

 

図 170 再エネの大量導入時における基幹系統のイメージ 

基幹系統に M-G セット、同期調相機、インバータを導入して系統安定性維持に活用するためには計測・制御系の利用

が不可欠である。 

現在、計測・制御系は事業者の多様化に対応した相互運用性の確保や標準技術の適用・共通仕様化によるコスト低

減への期待から、国際標準（IEC 規格）に基づくデジタル技術を活用したものへの移行が始まりつつある。基幹系統では、

調整力運用のための中給システムと発電機・DR 側システム間の連係に IEC 61850 の導入が検討されている。IEC 

61850 ベースの計測・制御装置である IED（Intelligent Electronic Device）は、IEC 61850 に基づく監視・制御

機能の他、IEC 60255 に基づく保護リレーや計測機能、PMU 機能、任意の計測値や監視情報に基づき主回路機器を

制御する機能等を有している。 

電力広域的運営推進機関の系統安定性維持に関する検討では、調整力等委員会では慣性減少に伴う RoCoF の課

題が顕在化するのは 2030 年より後（2030 年では顕在化しない）という見通しとなっていることや、グリッドコード検討会で

は本事業で扱う M-G セットや PCS の基幹系統安定化のための機能に関わる要件化が、主に 2030 年前後以降に位置

づけられている。 

このような理由から、M-G セットや GFM の実機が基幹系統に導入され、活用されるのは、2030 年代以降と想定され、

上記の動向を踏まえると IEC 規格をベースとする計測・制御系により、これらの機器の能力を活用することになると考えられ

る。 
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しかし、高速な計測、制御が要となる発電設備への IEC 規格をベースとする計測・制御系の適用はまだ進んでおらず、

M-G セット、同期調相機、インバータの計測・制御系への適用性に関して検証することが必要である。このため、実系統への

導入を想定して、セキュリティ対策等の信頼性確保の仕組みを検討したうえで、2030 年代ごろに主流となると予想される

IEC 規格の方式に基づく、M-G セット、同期調相機、インバータ向け計測・制御系の検討が必要である。 

 以上を踏まえて本事業では、再エネ及び蓄電池を接続した M-G セットを開発し、系統事故時等においても回転系の発

電機と同様な挙動を示し、電力系統の安定化に貢献することを検証する。具体的には、電力中央研究所の保有するアナ

ログ電力系統シミュレータを活用し、基幹系統への導入を想定して、   

✓ S-GFL インバータ 

✓ GFM インバータ 

については、各種系統安定化対策の連系運転及び系統事故時の動作を模擬できる実験環境の構築を、既に構築済みの 

✓ M-G セット、同期調相機  

については動作検証を、2024 年度末の目標として実施する。 

 

また、実験的検証を行う各種系統安定化対策は、いずれも蓄電池の設置を伴うため、コスト上昇の要因となることから、蓄

電池を有しない再エネのインバータを GFM インバータにすることによる新たな制御方策の開発は有用である。このため、蓄電

池を必要としない再エネ用 GFM インバータの制御方法の開発を行い、数値シミュレーションによる解析的な検証により、電

力系統の安定化の効果を検討する。 

 

（２）研究開発の目標と根拠 

研究開発サブ

テーマ 
中間目標 最終目標 根拠 

M-G セットをはじ

めとする各種系統

安定化対策の実

験環境構築 

・基幹系統に連系されることを

想定した GFM・S-GFL イン

バータを電力系統シミュレータ

設備に導入し、それらの系統

安定化に関する実証試験が

実施可能な実験環境を構築

する。 

・M-G セット、S-GFL/GFM

インバータの計測制御インタ

フェースに関する信頼性確保

の仕組みの設計と製作によ

り、検証環境を構築する。 

－ 

・S-GFL インバータについては制御機能

での応答遅れや自身の制御安定性の

懸念点があること、また、GFM インバー

タは特に基幹系統への適用については

開発途上であることから、実証試験によ

り、それぞれの能力を確認するため。 

・計測制御インタフェ－スについては高

速な計測、制御が要となる M-G セッ

ト、S-GFL/GFM インバータへの適用性

に関する検証や、実系統への導入を想

定したセキュリティ対策等の信頼性確保

の仕組みの検討が必要であるため。 

各種系統安定化

対策の実験的検

証 

電力系統シミュレータ設備を

用いて、M-G セット、同期調

相機がそれぞれ単体で連系し

た系統での地絡事故試験、

電源脱落試験、単独系統移

行試験を実施し、M-G セット

・電力系統シミュレータ設備を用

いて、M-G セット、同期調相機、

S-GFL インバータ、GFM イン

バータを組み合わせて連系した系

統での地絡事故試験、電源脱

落試験、単独系統移行試験、

・M-G セットについては、机上検討やシミュ

レーション検討に留まっていることから、物

理的モデルを用いた検証により、実現性や

系統安定性維持効果についてのさらなる

検討を行うため。 

・M-G セットや同期調相機、S-GFL/ 
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の実現性を検証すると共に、

系統安定性維持の効果を実

験的に明らかにする。 

短絡容量減少試験を実施し、

制御干渉の有無等を検証するこ

とで、M-G セットに加えて GFM

インバータ等が導入された条件下

での、系統安定性維持の効果を

実験的に明らかにする。 

GFM インバータは提供できる系統安定化

能力が同一ではないことから、比較評価

し、得失や導入時の留意点を明らかにす

るため。 

各種系統安定化

対策の電力系統

への導入に関わる

解析的検討 

・GFM 型の風力発電システム

の制御法開発を目的として，

新たな GFM の制御法の開

発，風力発電モデルの構

築，GFM インバータと風車の

協調制御法の開発に主眼を

あてた検討を行う。 

・提案法の有効性は，再エネ

を大量導入した電力系統モデ

ルにおいて、電源脱落事故を

模擬した数値シミュレーション

によって評価する。 

・再エネ用 GFM による電圧・無

効電力の制御法を開発し、地絡

事故時の系統安定化効果を検

証する。また、同期調相機等の

各種対策との対比によって、地絡

事故時の系統安定化効果に対

する再エネ用 GFM の得失につい

て評価する。 

・蓄電池を持たない再エネ用 GFM の制

御法を開発し、系統全体で必要となる蓄

電池容量およびコストの低減を図るため。 

・再エネ用 GFM の有効電力制御の際、

風車を運転可能な範囲で制御できるよう

に回転数を考慮することで、GFM イン

バータと風車の回転エネルギーを持つ風

力発電の協調が可能となり、風力発電へ

慣性応答機能やガバナフリー機能を持た

せることができるため。 

・再エネ用 GFM の開発に際し、地絡事

故時の過電流対策や系統安定化対策に

関する知見を得る必要があるため。 

海外動向調査 

Ｍ-Ｇセットをはじめとする各

種系統安定化対策に関する

海外における検討事例・導入

事例や機器システムの開発状

況等について調査を行う。 

－ 

再エネの大量導入に伴う系統安定性

維持に対する課題認識やその対策とし

ての M-G セットをはじめとする各種系統

安定化対策の検討状況、費用負担の

考え方や計測制御インタフェースの要件

化の状況など、欧米等の先行事例を調

査することで、日本の電力系統に系統

安定化対策を導入する際の判断材料

とするため。 
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（３）研究開発のスケジュールと予算、実施体制 

4.3.1 スケジュールと予算 

本事業のスケジュールを表 66 に示す。 

表 66 スケジュール 

事業項目 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 

①MG セットをはじめとする各種系統

安定化対策の実験環境構築 
                    

①-１ S-GFL インバータの導入                     

①-２ GFM インバータの導入                     

①-３ M-G セット/S-GFL/GFM 用

計測制御装置 IF および検証環境の
製作 

            
        

②各種系統安定化対策の実験的

検証 
                    

②-１ M-G セット、同期調相機によ
る系統安定化対策の実験的検証 

                    

②-2 GFM インバータ、S-GFL イン
バータによる系統安定化対策の実験
的検証 

            
        

③各種系統安定化対策の電力系
統への導入に関わる解析的検討 

                    

③-1 電源脱落時における再エネ用
GFM の制御法開発 

                    

③-2 電源脱落時における再エネ用

GFM と背後リソースの協調制御法の
開発 

            
        

③-3 地絡事故時における再エネ

GFM の制御法開発 
                    

④M-G セットをはじめとする各種系統
安定化対策に関する海外調査 

                    

⑤実系統への導入に向けた仕様検
討と試験環境の開発 

                    

 

本事業の研究開発予算を表 67 に示す。 

表 67 研究開発予算 

研究開発項目 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 合計 

M-G セットの 
実用化開発 

4.5 5.6 7.6 2.9 2.2 22.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 

組合せ試験 

必要により追加試験 

仕様検討 

単体装置での連系試験 

単体装置での連系試験 

組合せ試験 

装置製作・設置 

仕様検討 装置製作・設置 
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4.3.2 実施体制 

実施体制を図 171 に示す。 

 

図 171 実施体制 
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（４）テーマごとの目標達成状況と成果の内容 

① M-G セットをはじめとする各種系統安定化対策の実験環境構築（電力中央研究所） 

 

中間目標 

（2025 年３月） 

基幹系統に連系されることを想定した S-GFL/GFM インバータを電力系統シミュレータ設

備に導入し、それらの系統安定化に関する実証試験が実施可能な実験環境を構築す

る。 

M-G セット、S-GFL/GFM インバータの計測制御インタフェースに関する信頼性確保の仕

組みの設計と製作により、検証環境を構築する。 

成果 

(2024 年 6 月) 

導入する S-GFL/GFM インバータについて、メーカからの技術提案内容をベースに、予定

している試験内容を踏まえて機器仕様ならびに制御ロジックを決定した。S-GFL インバー

タは 6 月末に導入が完了した。 

・M-G セット等の系統安定化対策装置に適用するため、現時点で入手可能な計測制

御インタフェースと、その対向装置の変電所模擬装置および給電制御所模擬装置

（WAMPAC）を先行導入し、各装置の基本性能(伝送量、処理時間)を確認した。な

お、信頼性確保の仕組みは別途構築する必要がある。 

・分散配置が予想される M-G セット等の過渡的な特性を同一時間軸で比較・分析する

ため、各要素機器の計測データの時刻を高精度に同期させるための機能を、計測制御イ

ンタフェースに具備した。 

達成度（見込み） ○    (2025 年 3 月に達成見込み) 

達成の根拠／解決方針 

・GFM インバータの導入については工程どおり進捗していること、および、メーカの保有する

装置や技術をベースに機器製作することから、今後、工程上の問題が生じるリスクは小さ

い。 

・既製品ベースの計測制御インタフェースと、その対向装置の変電所模擬装置および給電

制御所模擬装置の構築と基本的な試験が完了している。 

・計測制御インタフェースの計測機能については、既製品メーカに実績が乏しく、一部、国

際標準どおりではない挙動が見受けられた。その結果を踏まえ、2024 年 12 月に IEC 

62351 対応計測制御インタフェースの実装により、国際標準に準拠した計測機能を実

現予定である。 

◎大幅達成、○達成、△達成見込み（中間）、×未達 

 

1-1 S-GFL インバータ装置仕様 

狛江地区・アナログ電力系統シミュレータに供試機として導入する S-GFL インバータは、現時点では一般的に普及してい

るインバータではない。このため、制御アルゴリズムは、NEDO の前事業「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電

力ネットワーク安定化技術開発 研究開発項目①-2 慣性力低下に対応するための基盤技術の開発」（以降、前

NEDO）において選定された GFL1（図 172、図 173DFDT＋Δf 方式）をベースにして、国内外の文献調査を参考に

して、基幹系統の系統安定性（電圧、周波数、位相角安定性）やインバータの制御安定性の向上に貢献する機能を追

加することとした。なお、要求仕様書には、製作可能なメーカが限定されることのないように最低限の基準のみを記載（表
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68）するとともに、これとは別に提示する技術項目（表 69）に対するメーカの提案内容を技術評価して導入装置を選定

した。 

 

図 172 GFL1 の制御演算の概要 

 

図 173 GFL1：DFDT＋Δf 方式の周波数制御演算部分 

 

本件における S-GFL インバータの定義 

・ハードとして従来型の VSC（電圧形変換器）を用いる。 

・電流を高速マイナーループで制御する（電流制御型）。また、電流の目標値の根拠となる電力等を相対的に低速な 

メジャーループで制御する。 

・dq 座標軸の基準には PLL で認識した系統電圧位相を用いる。 

・系統安定化機能（図 172、図 173 における周波数制御を含む）は活殺可能とし、原則として低速なメジャーループへ

実装 

する。 
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表● S-GFL の制御機能に対する要求仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 69 S-GFL に対する技術提案を評価する項目 

分類 技術提案の評価項目 付加価値の判断基準 

電気仕様 要求仕様を満たす電気仕様を示すこと。 過電流耐量のレベルに応じて付加価値を判断する。 

制御仕様 

 

慣性低下対策として実装可能な周波数制御

のブロック図を示すこと。 

 

実装可能な無効電力制御（定常時、事故

時ともに）のブロック図を示すこと。 

不平衡事故時の電圧変動補償制御については、国内の実装

例が少ないと考えられるため、開発の見通しに対して付加価値を

判断する。 

所望の変化速度で出力を急減・急増させられ

る出力急変制御が実装できることを示すこと。 

 

基幹系統で発生する可能性がある電圧変動

および周波数変動を想定し、製作物の FRT

性能についての見通しを示すこと。 

JEAC9701-2019 に記載された FRT 要件より厳しい電圧変

動・周波数変動に対して運転継続できる見通しの場合、そのレ

ベルに応じて付加価値を判断する。 

実装可能な過電流抑制制御のブロック図を示

すこと。 

電流リミッタ（1.2pu 程度）に到達した場合の過電流抑制制

御の内容に応じて付加価値を判断する。 

系統安定化機能の振動抑制対策として、実

装可能なものを提案すること。 

近年の研究動向や各社で保有している知見から、提案を受けた

対策内容に応じて付加価値を判断する。 

インバータの運転安定性を維持可能な連系

点の短絡容量を示すこと。 

インバータを安定的に運転可能な短絡容量のレベルに応じて付

加価値を判断する。 

制御入力および保護の判定に用いる系統状

態の計測値について、計測精度を示すこと。 

・計測遅れの程度などに応じて付加価値を判断する。 

・計測点をインバータ端子だけでなく、変圧器高圧側にも切り替

え可能な場合を付加価値とみなす。 

表 68 S-GFL の制御機能に対する要求仕様 
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評価項目の一例 

 

 

図 174 評価項目の例：S-GFL の出力急変制御 

 

 

外部インタ

フェース 

仕様 

内部変数信号などの出力において、計測精度

などを示すこと。 

計測可能な点数などによって付加価値を判断する。 

目安 

計測点数：30 点程度 

試験 1 回あたりの記録時間：1 分程度 

サンプリング周波数：1000S/s 以上 

バンド幅：10~10000Hz（可能な範囲で大きく） 
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図 175 評価項目の例：S-GFL の無効電力制御 

 

図 176 評価項目の例：S-GFL の FRT 性能 
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図 177 評価項目の例：S-GFL の過電流抑制制御 

 

 

 

インバータの機器仕様 

表 70 に導入する S-GFL／GFM インバータの機器仕様を示す。S-GFLGFM の製作メーカは結果的に同一となったため、

機器仕様も同等のスペックとなっている。 

表 70 導入するインバータの機器仕様 
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表 71 に、電力系統シミュレータに導入する S-GFL インバータの各種機能について、影響のある系統安定性を整理する

とともに、前 NEDO の研究製作の GFL と主な機能を比較した。今回導入する装置における特徴的な機能として、出力急

変制御を具備している。これは、S-GFL が基幹系統に連系されることを想定しているため、過渡安定性で厳しい系統に用い

ることを考慮したためである。その動作シーケンスは、変電所に設置している送電線保護リレー等の動作の信号を外部装置

から受信して、蓄電池出力を急速に減少させるものである。これにより連系を維持して電圧の安定化等に貢献しつつ、有効

電力の減少によって過渡安定性が向上することが期待できる。また、周波数安定性の向上のために、別の起動トリガを用い

て蓄電池出力を急速に増加させ、FFR（Fast Frequency Response）として使用することも可能である。 

 

表 71 導入する S-GFL が有する機能と影響のある系統安定性 

 

導入する S-GFL の制御ブロック図 

図 178 に導入する S-GFL の制御ブロックの概略図を示す。 
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図 178 S-GFL の制御ブロックの概略図 

 

1-2 GFM インバータ装置仕様 

S-GFL インバータと同様に GFM インバータにおいても、現時点では一般的に普及しているインバータではない。このため、

制御アルゴリズムは、前 NEDO において選定された GFM1（図 179）および国内外の文献調査を参考にして、基幹系統

の系統安定性（電圧、周波数、位相角安定性）やインバータ制御の運転安定性の向上に貢献する機能を追加することと

した。なお、要求仕様書には、製作可能なメーカが限定されることのないように最低限の基準のみを記載（表 72）するとと

もに、これとは別に提示する技術項目（表 73）に対するメーカの提案内容を技術評価して導入装置を選定した。 

 

図 179 GFM1 の制御演算の概要 

本件における GFM インバータの定義 

・ハードとして従来型の VSC（電圧形変換器）を用いる。 

・電圧の大きさと位相を比較的低速に制御する（電圧制御型）。 

・過電流保護・制御のための何らかの制御を付加し、過電流保護が動作している間は系統側から見て電圧源となっていない

ことを許容する。 
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表 72 GFM の制御機能に対する要求仕様 

 

 

表 73 GFM に対する技術提案を評価する項目 

分類 技術提案で示していただきたい事項 付加価値の判断基準 

電気仕様 要求仕様を満たす電気仕様を示すこと。 過電流・過電圧に関する耐量に関しては時間・耐量のプロファ

イルも提示すること。この程度に応じて付加価値を判断する

が、一定以上の耐量は付加価値とはみなさない（例：連続

耐量では 1.3 pu を超える過電圧耐量、0.1 秒での耐量では

2.5 pu を超える過電流耐量など）。 

制御仕様  発電機の運動方程式に相当する部分の

実装可能なブロック図を示すこと 

最終的にはガバナ機能・ダンピング機能の具体的な制御に関

しては電力中央研究所が提示する制御ブロックをメーカと協議

のうえ実装する。 

実装可能な電圧制御・無効電力・力率

制御のブロック図を示すこと。 

  

所望の変化速度で出力を急減・急増させ

られる出力急変制御が実装できることを示

すこと。 
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基幹系統における系統擾乱発生時の過

電流抑制・同期保持機能を示すこと。 

以下の項目の実現度に応じて付加価値を判断する。ただし、

過電流抑制機能動作中には GFM としての機能は喪失しても

よい。 

・過電流抑制量はソフトウェアで変更可能とすること（電流制

御系があれば電流リミッタ）。 

・過電流抑制機能動作時に設定の範囲内で最大限電流を

出力する機能を備えるものとする（電流制御系があれば電流

リミッタのリミッタ値に相当する電流を出力する）。出力電流を

ゼロに絞るような制御は実施しないものとする。 

・過電流抑制機能の動作が解除された場合、出力電流の回

復は極力速やかに行われること。 

基幹系統における電圧および周波数変動

時の FRT 性能を示すこと。 

以下の項目で付加価値を判断する。 

FRT 性能(電圧低下、周波数瞬時変化、RoCoF 耐量、位

相跳躍)の検証条件とその条件下での性能を示すこと。 

基幹系統における系統擾乱時の FRT 性

能・インバータの挙動を示すこと。 

シミュレータで実施予定の以下の試験項目に関して、GFM が

停止することなく運転継続可能かの見通しに関して提供された

内容に応じて付加価値を判断する。 

制御入力および保護の判定に用いる系統

状態の計測値について、計測精度を示す

こと。 

・計測遅れの程度などに応じて付加価値を判断する。 

・計測点をインバータ端子だけでなく、変圧器高圧側にも切り

替え可能な場合を付加価値とみなす。 

外部インタ

フェース仕

様 

内部変数信号などの出力において、計測

精度などを示すこと。 

計測可能な点数などによって付加価値を判断する。 

目安 

計測点数：30 点程度 

試験 1 回あたりの記録時間：1 分程度 

サンプリング周波数：1000S/s 以上 

バンド幅：10~10000Hz（可能な範囲で大きく） 

その他 変換器としての機能のうち重要な設定項

目（電流リミッタ、リレー整定値、慣性定

数、ダンピング定数、（設定項目としてあ

る場合は）仮想インピーダンス等々）はイ

ンバータ運転中においても変更できるように

すること。 
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評価項目の一例 

 

図 180 評価項目の例：GFM の出力急変制御 

 

 

図 181 評価項目の例：GFM の過電流抑制制御 
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図 182 評価項目の例：GFM の FRT 性能 

表 74 に、系統シミュレータに導入する GFM インバータの各種機能について、影響のある系統安定性を整理するととも

に、前 NEDO の研究製作の GFM1 と主な機能を比較した。今回導入する装置において、特徴的な機能として、S-GFL と

同様に出力急変制御を具備した。 

表 74 導入する GFM が有する機能と影響のある系統安定性 

 

 

導入する GFM の制御ブロック図 

図 183 に導入する GFM の制御ブロックの概略図を示す。 
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図 183 GFM の制御ブロックの概略図 

 

1-3 M-G セット/GFM/S-GFL 等の計測制御インタフェースおよび検証環境の構築 

 

（１）計測制御インタフェースの構成 

発電機やインバータ電源は通常、単体試験用に入出力等が設けられており制御入力や計測・状態値の出力が可能であ

る。狛江地区・アナログ電力系統シミュレータにおける M-G セット、および、供試機として本事業で導入する GFM・S-GFL イ

ンバータにおいても、オシロスコープやシーケンサ等で計測制御を行うために、アナログ・デジタル信号により、出力急変制御に

用いる指令値や出力急変開始指令の入力や、内部変数や計測値の一部を出力する機能を具備する。これらの入出力を

IED に接続することで、アナログ・デジタル信号が国際標準に基づく通信として伝送を行う。 

M-G セットの場合を例に、計測制御インタフェースの構成イメージを図 184 に示す。計測制御インタフェースは、M-G 

セットおよびその周囲に関わる設備（蓄電池や再エネなど）の情報を収集し、遠隔箇所あるいは構内に設置されたシステム

（WAMPAC や変電所側監視制御装置）に提供するとともに、それらのシステムから送信される制御メッセージを受信し、

各設備の運転に利用する役割を担う。その仕様を共通化するために、同分野における国際規格である IEC 61850 をベー

スに計測制御インタフェースを構成する。具体的には、電流・電圧等の測定値や各種の制御値・設定値の処理と送受信を

担う IED を中心に、必要に応じてアナログ信号をデジタルデータ（瞬時値）に変換して送信する Merging Unit（以下

MU）や、各装置の設定情報や接点情報入力と制御出力のデジタルデータの変換を担うリモート IO も利用する。このよう

な構成とすることにより適切な製品の選択を可能とし、M-G セット等の構築における経済性の確保にも貢献することが期待

できる。また、M-G セット等の本体とはデジタル・アナログ入出力で切り分けられているため、計測制御インタフェースを構成す

る装置を交換・またはソフト変更により、機能をカスタマイズする際の柔軟性を図っている。 
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図 184 計測制御インタフェースの構成イメージ 

 

 

（２）計測制御インタフェースの基本仕様 

M-G セット、S-GFL/GFM インバータ等の計測制御インタフェースの基本仕様については、現段階では基幹系統向け M-

G セット等の仕様が固まっていないため、IED 製品と IEC 規格の調査を通じ、下記①②のいずれかに該当する方式を計

測制御インタフェースの基本仕様（以下、本仕様）として採用した。  

 

① IED 製品が有する国際規格ベースの機能のうち、最も高性能な方式、（以下、既製品ベースの方式とする） 

現時点では、もっとも高性能な方式となっているものの、すでに 2 社以上の製品が対応しており、M-G セット

/GFM/S-GFL 等の実導入が導入される 2030 年頃には、競争原理や技術の進歩により、多数の製品が標準

的に搭載していると考えられる方式 

② 規格化が完了しているが、IED 製品が未対応の方式 

M-G セット、GFM/S-GFL インバータを用いた系統の安定性確保のため、様々な事業者のシステムが相互に連携

される状況下において、セキュリティ対策等の信頼性確保のために必要と考えられるものの、事業者やメーカ単独で

の先行的な技術開発に踏み切れていないと考えられる方式 

 

本仕様の主な内容を表 75 に示す。表 75 の「対応製品」の欄につき、①は、2 社以上の IED 製品が対応し、かつ、単

一ハードウェアで対応可能であった。また、②は主に通信方式とサイバーセキュリティ関連の方式が該当した。本仕様に基づき

計測制御インタフェースを製作するにあたり、例えば、①を IED 製品により実現し、②の通信方式の変換とサイバーセキュリ

ティ方式の実装を新規開発することで、実証段階と導入時の経済性確保が見込める。本仕様では、IEC 61131-3 対応

のロジック構築機能を採用することで、電力系統に多数の M-G セット等向けの計測制御インタフェースを新規開発する際の

容易性や設備増設時の拡張性を確保している。なお、表 75 内に太字で表記した箇所は、系統慣性等の常時監視や一

般送配電事業者間でのデータ比較・検討に必要な PMU（Phasor Measurement Unit）の要件(2)とされている。本

計測制御インタフェースを具備した M-G セットの導入により、前 NEDO で課題であった PMU の普及に寄与可能である。 
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表 75 M-G セット、GFM/S-GFL インバータ等の計測制御インタフェースの基本仕様 

 

（３）構築した計測制御インタフェース及び対向装置群 

本仕様をもとに構築した計測制御インタフェースおよび対向装置群（WAMPAC、変電所側監視制御装置）を図 185

に示す。  

 

図 185 計測制御インタフェースおよび対向装置群（WAMPAC、変電所側監視制御装置） 
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（４）処理時間と伝送量の測定 

計測制御インタフェースが WAMPAC、または、変電所側監視制御装置とのデータ連携を行う場合の処理時間と伝送量

を測定した。例として、4.4 節（２）の表 75 のうち、下記の測定結果を示す。 

 

ア  「2.M-G セット等の制御」の結果 

 対向装置からの通信に対して高速な制御応答が求められるアプリケーションとして、系統側で事故等が発生した場合に M-

G セット、GFM/S-GFL インバータの出力を急変させるような電源制御があげられる。M-G セット、GFM/S-GFL インバータ

の実用化に際し、既存製品でどの程度の高速性が実現可能であるか、また、通信を用いて制御を行うために必要な伝送量

を把握することは重要である。 

本測定では、図 186 で示すとおり、①変電所側制御装置側で事故等を検出（過電流保護リレー機能を利用）後、②

R-GOOSE による高速な制御信号が送信され、③計測制御インタフェースが M-G セット本体が具備する出力急変開始の

トリガーに用いるデジタル入力に信号を出力するまでの処理時間を測定し、表 76 にとりまとめた。また、R-GOOSE を用いた

場合の伝送量を表 77 にとりまとめた。 

処理時間については、本結果に M-G セット本体において、出力急変開始のトリガーとなるデジタル信号が入力されてか

ら、実際に M-G セットが所定の主力を行うまで応答性確認結果を加算することで、M-G セット本体の応答性含めた、処理

時間やその内訳の把握が可能である。これは、関連する機器全体で PTP により高精度に時刻同期させており、各装置が高

精度な測定器としての機能も有するため、ログやパケットに打刻されたタイムスタンプを確認することで、自らの動作時間や他

装置の動作時間を高精度に測定できるためである。 

伝送量について、R-GOOSE は、平常時が装置の死活監視で数秒から数分間隔で通信しているものであり、状態変化

発生時は、確実かつ高速にパケットを伝送するように 4 つ程度のパケットが 4～10ms 間隔で通信される。そのため、状態

変化発生時の伝送量がピークとなるが、例えば、国内において、給電情報伝送用の通信回線として広く用いられるうち、もっ

とも狭帯域である、64 kbit/s のマイクロ無線回線においても適用であることが示された。 

  

 

「＜」は、試験系の測定精度(0.1ms)未満を指す 

表 76 処理時間の測定結果（30 試行の平均値［最小値、最大値］） 

図 186 測定したシステムと測定項目 
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イ 「高頻度同期計測」の結果 

高頻度同期計測は国内外において、おもに下記の用途のために用いられている。 

✓ 再エネ連系、直流送電設備の連系量増加等による不安定現象（SSO）の捕捉、解析 

✓ 系統慣性の把握 

✓ 発電設備の高頻度同期計測（系統連系技術要件※（３）装置 ⑧電気現象記録装置 ） 

✓ 電源脱落等の事故解析（計測値に高精度なタイムスタンプが必要） 

上記用途では、基本的に測定および測定結果を用いたオフラインの解析が目的であり、対向装置側が高頻度同期計測

に基づき、高速な制御を行わない限り、高速性は必須ではないと考えられる。他方、高頻度かつ多数のデータを送信する場

合、必要な伝送帯域の確保が重要となる。また、伝送周期として、50Hz サンプル、100Hz サンプルとした。50Hz サンプル

＝サンプリング間隔が 1 サイクル毎、100Hz サンプル=サンプリング間隔 1/2 サイクル毎となる。今回用いた IED の伝送周

期の性能上限は 100Hz サンプルとなっている。 

本測定では図 187 に示すとおり、計測制御インタフェース装置が対向装置（WAMPAC）に対して高頻度同期計測の

通信を行う場合の伝送量を測定した（表 78）。なお、具体的な伝送項目は、RoCoF、3 相振幅位相、正相、逆相、零

相電流電圧、に加え PQVF df/dt および内部パラメータとしてアナログ値 8Ch、デジタル値 16Ch とした。これは、今回用い

た IED 製品が１度に伝送可能な項目数の上限となっている。 

本結果より、64 bit/s のマイクロ無線回線への高頻度同期計測の収容は困難であるものの、1.5 Mbit/s のマイクロ無

線回線には収容可能であることが示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 資源エネルギー庁 電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン 令和５年４月１日 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/summary/regulations/pdf/keito_renkei_2023040

1.pdf 

表 77 ②の通信の伝送量（1 秒当たり） 

図 187 測定したシステムと計測箇所 
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② 各種系統安定化対策の実験的検証（電力中央研究所） 

 

中間目標 

（2025 年３月） 

電力系統シミュレータ設備を用いて、 M-G セット、同期調相機がそれぞれ単体で連系し

た系統での地絡事故試験、電源脱落試験、単独系統移行試験を実施し、M-G セット

の実現性を検証すると共に、系統安定性維持の効果を実験的に明らかにする。 

成果 

(2024 年 6 月) 

・電圧低下試験、周波数低下試験（単体試験）により、各機器（M-G セット、同期

調相機、蓄電池）の基本的特性を把握した。 

・制御系等を含む動作確認により、M-G セットの技術的成立性を検証した。  

・M-G セット、同期調相機の各種実験（系統事故試験ほか）を実施し、一部試験で

は、データ分析と考察を実施した。 

達成度（見込み） ○    (2025 年 3 月に達成見込み) 

◎大幅達成、○達成、△達成見込み（中間）、×未達 

 

 

再エネ大量導入時の基幹系統の安定性を効率的に維持するため、M-G セット、同期調相機、インバータ（S-GFL、

GFM）が基幹系統に導入されることを想定して、これらの基本的な運転特性、系統事故時の応動特性を電力系統シミュ

レータに導入した物理的モデルを用いて検証し、得失を明らかにする。合わせて、実系統での導入・活用に必要な IEC 規格

をベースとする計測・制御インタフェースについても、その適用性をシミュレータ試験を通じて検証し、基本的な性能を明らかに

する。ここで得失を明らかにする評価対象としての基幹系統の各種安定性と機能具備させる主な制御機能を表 79 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 78 高頻度同期計測の通信伝送量（１秒当たり） 
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表 79 評価対象としての基幹系統の各種安定性と機能具備させる主な制御機能 

評価対象 M-G セット 同期調相機 S-GFL GFM 

各 

種 

安 

定 

性 

位相角安定性 

電圧維持能力 

・AVR（同期機） 

・出力急変 

・AVR（同期機） 

・出力急変 

・動的無効電力制御 

・出力急変 

・過電流抑制制御 

・背後電圧振幅制御 

・出力急変 

周 

波 

数 

RoCoF 面 ・同期機由来 ・Δｆ比例 ・Δｆ比例＋DF/DT 比例 ・Δθ制御由来 

Nadir 面 ・Δｆ比例 ・Δｆ比例 ・Δｆ比例＋DF/DT 比例 
・Δθ制御由来 

・ガバナ機能 

安 

定 

性 

に 

関 

連

の

強

い 

機 

器 

特 

性 

事 

故 

時 

運 

転 

継 

続 

性 

電圧面 － 

（蓄電池部） 

・電圧低下耐量 

・停止時間特性 

・復帰特性 

・電圧低下耐量 

・停止時間特性 

・復帰特性 

・電圧低下耐量 

・停止時間特性 

・復帰特性 

RoCoF 面 

・Step/Rate oCoF 耐量 

・停止時間特性 

・復帰特性 

（蓄電池部） 

・Step/Rate oCoF 耐量 

・停止時間特性 

・復帰特性 

・Step/Rate oCoF 耐量 

・停止時間特性 

・復帰特性 

・Step/Rate oCoF 耐量 

・停止時間特性 

・復帰特性 

制御安定性 

（低 SCR 下での 

運転安定性） 

－ － ・ハンチング抑制制御 ・Δθ制御由来 

 

2-2 機能検証に用いる M-G セットの構成 

電力系統シミュレータで検証を行う M-G セットとその主な機能を図 188 に示す。 

M-G セットの M 側は、蓄電池を想定した蓄電池模擬装置と再エネを想定した再エネ模擬装置を接続する構成となってい

る。蓄電池模擬装置は、高速ガバナを具備し M-G セットの回転数ωもしくは系統周波数を検出して出力を変化させること

ができる。また、過渡安定性の向上を目的に、系統事故時の電源制御を模擬した出力急変制御を具備し、蓄電池の出力

を急速に減少もしくは増加させることができる。 

また、M-G セットの G 側の励磁装置には過渡安定性の向上を目的に PSS を具備している。  

 

試験装置として使用する際には、機器の接続状態を変更するため MCCB の開閉により、M-G セットを同期調相機として用

いることや、蓄電池模擬装置を直接シミュレータ系統に接続することが可能であり、M-G セットとしての試験の他、同期調相

機＋蓄電池、蓄電池のみの試験が可能である。以下、M-G セットにより同期調相機を模擬した運転状態を単に同期調相

機と呼ぶ。 

 

なお、M-G セットの機能検証のために製作していることから、M 側に接続された再エネ模擬装置と蓄電池模擬装置はいずれ

も背後は双方向コンバータを介して所内電源と接続しており、再エネや蓄電池の実設備は連系していない。 
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図 188 電力系統シミュレータに導入している M-G セットと主な機能等 

 

2-3 各種試験 

2-3-1 各種試験の進捗状況 

各種試験の進捗状況は表 80 のとおり。S-GFL・GFM インバータについては、装置導入後に試験着手予定。また、M-G

セット、同期調相機においても、必要に応じて、追加試験を実施する。 表中の※：試験データの分析・考察中 
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表 80 各種試験の進捗状況 

評価対象 M-G セット 同期調相機 S-GFL GFM 

各 

種 

安 

定 

性 

位相角安定性 

電圧維持能力 

・過渡安定性試験（三相平衡事故試験）実施済 

・過渡安定性試験（不平衡事故試験）実施済※ 

・過渡安定性試験（出力急変制御）実施済※ 

S-GFL は 2024 年 6 月末導入完了した。また、

GFM は 9 月末に導入予定であり、2024 年 10

月以降、各種試験を実施予定。 

周 

波 

数 

RoCoF 面 ・電源脱落試験 実施済※ 

Nadir 面 ・電源脱落試験 実施済※ 

安 

定 

性 

に 

関 

連

の

強

い 

機 

器 

特 

性 

事 

故 

時 

運 

転 

継 

続 

性 

電圧面 ・電圧低下試験 実施済 

RoCoF 面 ・周波数低下試験 実施済 

制御安定性 

（低 SCR 下での 

運転安定性） 

・低 SCR 下での運転安定性試験 実施済 

・単独運転移行試験 実施済※ 

 

2-3-1 単体試験 

単体試験では、試験用インバータ電源を用いて周波数低下試験および電圧低下試験をおこない、M-G セット＋蓄電池、

同期調相機＋蓄電池および蓄電池単体の応動を確認した。図 189 に試験系統図を示す。 

 

 

図 189 試験系統図 

 

 

 

 

回生電力 
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（１）周波数低下試験 

    周波数変動の外乱に対して、M-G セットの慣性による応答と蓄電池ガバナ制御（M-G セット回転速度ωを検出）

による効果を確認する。 

（試験条件） 

事前出力 P＝45kW、Q＝0kvar 

周波数変化（0.25Hz/sec）に対する応動の確認 

 

 

図 190 試験系統でおこなう周波数変化 

 

ア M-G セットを介した蓄電池連系 G 側発電機の出力波形（蓄電池のガバナ制御なし） 

図 191 左上図の発電機有効電力のとおり、周波数の低下・上昇時 

に G 側発電機で慣性応答による有効電力の増加を確認した。 

 

 

図 191 M-G セットを介した蓄電池連系時の G 側発電機の出力波形 
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イ M-G セットを介した蓄電池連系 M 側蓄電池の出力波形（蓄電池のガバナ制御なし） 

図 192 の左下図のとおり、M 側蓄電池の有効電力のとおり、ガバナ 

制御を使用していないことから、蓄電池有効電力の出力は変化 

していないことを確認した。 

 

 

図 192 M-G セットを介した蓄電池連系時の M 側蓄電池の出力波形 

 

ウ M-G セットを介した蓄電池連系 G 側発電機の出力波形（蓄電池のガバナ制御あり） 

図 193 左上図の G 側発電機の有効電力において、アで確認した 

慣性応答に加え、蓄電池ガバナ制御により G 側発電機の有効電力 

の増加を確認した。 

 

 

図 193 M-G セットを介した蓄電池連系時の G 側発電機の出力波形 
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エ M-G セットを介した蓄電池連系 M 側蓄電池の出力波形（蓄電池のガバナ制御あり） 

図 194 左上図の蓄電池有効電力のとおり、M 側蓄電池で蓄電池 

ガバナ制御により、調定率（５％）相当の有効電力が増加すること 

  を確認した。なお、ウの発電機有効電力が蓄電池有効電力に比べ 

小さくなっているのは、電力系統シミュレータ用に製作した M-G セットの 

損失によるものである。 

 

図 194 M-G セットを介した蓄電池連系時の M 側蓄電池の出力波形 

（２）電圧変動試験 

  電圧変動の外乱に対して、M-G セットが既存の同期機と同じ挙動であることを確認する。また、M-G セットは M 側系統 

への電圧影響の回避により、インバータ連系機器（蓄電池）の安定運転に貢献することをする。 

（試験条件） 

事前出力 Ｐ＝45kW、Q＝0kvar 

電圧低下（残電圧 20%、3 サイクル）に対する応動の確認 

 

図 195 試験系統でおこなう電圧変化 

 

 

ア M-G セットを介した蓄電池連系 G 側発電機の出力波形 

図 196 のとおり、概ね既存の同期機と同じ挙動となることを確認した。 

G 側発電機では、系統電圧の低下に対して無効電力を供給し、系統 

電圧を維持に貢献した（右上・右下図）。また、左上図のとおり、蓄 

電池のガバナ制御により、電力動揺を抑制することを確認した。 
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図 196 M-G セットを介した蓄電池連系時の G 側発電機の出力波形 

イ M-G セットを介した蓄電池連系 M 側蓄電池の出力波形 

図 197 の右下図に示すとおり、M 側では蓄電池の端子電圧は M 側 

の AVR 制御によりほぼ変化しておらず、G 側の系統電圧低下は、M 側 

系統にはほぼ影響しないことを確認した。また、左上図に示すとおり、蓄電 

池ガバナ制御により、有効電力を変化させた。 

 

図 197 M-G セットを介した蓄電池連系時の M 側蓄電池の出力波形 
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ウ 同期調相機＋蓄電池の連系 同期調相機の出力波形 

図 198 の右図のとおり、同期調相機からの無効電流の供給により、 

系統電圧の維持に貢献することを確認した。 

 

 

 

図 198 蓄電池に同期調相機を並列時の同期調相機の出力波形 

 

エ 同期調相機＋蓄電池の連系 蓄電池の出力波形 

図 199 に示すとおり、同期調相機により系統電圧が維持されたことに 

より、蓄電池は脱落することなく運転を継続した。 

 

 

 

図 199 蓄電池の同期調相機を並列時の蓄電池の出力波形 
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オ 蓄電池のみ連系 蓄電池の出力波形 

図 200 の右下図に示すとおり、蓄電池のみが連系する場合では、 

系統電圧は維持されず、試験系統の電圧低下と同じになることを 

確認した。なお、蓄電池は系統電圧低下中は運転を継続したが、 

系統電圧復帰時に位相跳躍により停止※した。 

※ 電力系統シミュレータ向け M-Gセット用に製作した蓄電池 PCS のため、通常要求される FRT 機能を具備していない。 

 

図 200 蓄電池のみの連系時の蓄電池の出力波形 

2-3-2 各種系統安定性試験 

検証における試験設備を図 201 に示す。 

所内電源を無限大母線に見立てて、275kV 模擬送電線、変圧器、火力機、M-G セットなどを用いて各種の試験系統

を構成した。 
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図 201 各種系統安定性試験をおこなう試験設備 

 

（１）過渡安定性試験 

蓄電池のみを連系した場合に対して、系統安定性向上のためにM-Gセットを介して蓄電池を連系した場合および、蓄電

池に同期調相機を並列連系した場合において、系統事故時における火力機の過渡安定性に及ぼす影響を比較評価した。 

 

試験条件 

 

図 202 過渡安定性評価のための試験系統 

（試験ケース） 

1 回線３LO と３LG-O-C について、連系形態、蓄電池出力、ΔP 形

PSS（M-G セット、同期調相機）の有・無を変えて、試験を実施 

0 秒：三相地絡故障発生 

4 サイクル：一回線開放による故障除去、 7 秒：再閉路 
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表 81 各装置の事前設定出力 

 
安定化装置 火力 

M-G セットまたは 
同期調相機のＰ出力 

蓄電池 P 出力 発電機 P 出力 

M-Gセット 
を介した連系 

31 kW(蓄電池ガバナなし) 

42 kW(蓄電池ガバナあり) 

― 
(M 側のため省略) 

53 kW 

（定格出力付近※2） 

同期調相機 

の並列連系 -7 kW
※1

 
38 kW(蓄電池ガバナなし) 

49 kW(蓄電池ガバナあり) 

53 kW 

（定格出力付近） 

蓄電池のみ 
― 

（なし） 

31 kW(蓄電池ガバナなし) 

42 kW(蓄電池ガバナあり) 

53 kW 

（定格出力付近） 

※1. 同期調相機を模擬する M-G セットにおける鉄損や銅損、風損などによる消費電力である。275kV 模擬送電線に流

れ出る P 出力を M-G セットを介した連系と揃えるため、蓄電池の P 出力で同期調相機の消費電力を補償した。 

※2. 火力機の初期出力を定格出力付近とすることで、過渡安定性面で厳しい条件を模擬した。 

 

試験結果 

図 203 にΔP 形 PSS あり・蓄電池ガバナなしの各種波形を示す。図 203 の右上に示す火力機の内部相差角δより、蓄

電池のみの場合で火力機の第一波脱調が発生する条件に対して、M-G セットを介した連系および同期調相機の並列連

系より脱調を防止できることを確認した。これは、M-G セットおよび同期調相機の連系より、電圧低下が抑制されたためと考

えられる。また同図より、本試験条件において、M-G セットを介した連系が、同期調相機の並列連系に比べて、第 1 波が小

さくなっており、また、ダンピングにおいても M-G セットの方が優位であることを確認した。これは P 出力が大きい M-G セットの

方が、同期調相機よりも、ΔP 形 PSS の動揺抑制効果が高くなることが一因と考えられる。 

図 204 にΔP 形 PSS あり・蓄電池ガバナありの各種波形を示す。図 204 より、本試験条件では、蓄電池ガバナをありと

した条件においても、図 203 と同様の傾向を得られた。なお蓄電池のみの場合、故障後に蓄電池の停止が一時的に生じて

いるが、これは地絡故障時に位相変化が大きくなったためと考えられる※。蓄電池の停止自体は、電源制限と同様の原理よ

り、火力機の過渡安定性を向上させると考えられ、もし蓄電池が停止しない場合でも火力機の脱調が発生し得ると考えら

れる。また、本試験結果より、ΔP 形 PSS と蓄電池ガバナを併用することで、系統におけるダンピングをさらに向上させることが

可能であることを確認した。また、本試験条件では、蓄電池ガバナありとした場合でも、M-G セットを介した連系が、同期調

相機の並列連系に比べて、第 1 波ならびにダンピングにおいて、M-G セットの方が優位であることを確認した。 

※ 2.3.1 のオに記載した理由と同様に、電力系統シミュレータ向け M-G セット用に製作した蓄電池 PCS のため、通常要

求される FRT 機能を具備していない。 
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※ 火力-DLT は、火力機の内部相差角と無限大母線の位相差を表す。また、同期調相機の並列連系では、蓄電池と

同期調相機の P 出力の合計値を「安定化装置-P kW」とした。 

図 203 （ΔP 形 PSS あり・蓄電池ガバナなし）の出力波形 

 

 

図 204 （ΔP 形 PSS あり・蓄電池ガバナあり）の出力波形 

 

（２）出力急変試験 

M-G セットを介した蓄電池が単体連系時、出力急変制御による自身の過渡安定性の向上効果および課題を確認した。 

 

試験条件 

 

図 205 過渡安定性評価のための試験系統 

 

M-Gセット（+蓄電池）
同期調相機（+蓄電池）
蓄電池のみ

脱調

M-Gセット（+蓄電池）
同期調相機（+蓄電池）
蓄電池のみ

脱調
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（試験ケース） 

M-G セットの初期出力（90kW）にて、 

出力急変幅ΔPd＝50％※、100％、150％  

（※ 90ｋW×50％＝45kW） 

出力変化時間：0.2 秒 

出力復帰時間：今回検討対象外（低速で実施） 

ガバナあり・なし、ΔP 形 PSS あり・なし のケースを実施 

事故ケースは、３LG-O-C 

0 秒：故障発生 4 サイクル：故障除去 7 秒：再閉路              

 

出力急変制御は、蓄電池 PCS の P 出力指令値に図 206 の信号を加算することで、M-G セットの出力を急峻に変化さ

せるものである。過渡安定性の対策が必要な電力系統に用いることで、連系点の開放による電源制限を行うことなく、系統

安定化を図ることを目的とする。なお、ΔPd は P の減少方向を正としている。 

 

試験結果 

出力急変制御を適用することで M-G セット自らの脱調防止が可能であることを確認した。また、出力急変幅が大きい方

が M-G セットの無限大母線との内部相差角δの第一波をより抑制し、第一波面の過渡安定性を向上できることを確認した。 

しかし、出力急変幅が大きすぎると（ΔPd=150%時）ΔP 形 PSS や蓄電池ガバナのありなしにかかわらず、内部相差

角δ及び P 出力が負側にオーバーシュートすることにより、減速脱調を引き起こすことを確認した。 

 

図 207 ΔP 形 PSS なし、蓄電池ガバナなし 

 

 

出力急変幅

(ΔPd)

出力変化時間 出力復帰時間
継続時間

t

0

P指令値

の加算量

図 206 出力急変制御 
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図 208 ΔP 形 PSS なし、蓄電池ガバナあり 

 

ΔP 形 PSS ありの場合、出力急変後の P 出力が小さくなると、PSS の効果が低減し、ダンピングが低下する。また、それに

より、ΔP 形 PSS の出力信号が大きくなり、G 側発電機の電圧上昇が生じる可能性がある。 

 

図 209 ΔP 形 PSS あり、蓄電池ガバナなし 
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図 210 ΔP 形 PSS あり・なしと蓄電池ガバナのみありによる違い 

M-G セットの出力急変制御により、自身の脱調を防止できることを確認した。なお、留意点は以下のとおり。 

出力急変量を大きくし過ぎると、第一波抑制効果は飽和傾向となることや減速脱調を引き起こす可能性があるため、Δ

Pd が過大とならないよう留意する必要がある。 

また、ΔP 形 PSS を使用している場合は、出力急変後の P 出力の絶対値が小さいと、ダンピングが低下する場合がある。

さらに、P 出力の急速な低下に対してΔP 形 PSS が発電機の界磁電圧および端子電圧を上昇させる場合がある。これらの

理由から、出力急変制御が動作している間はΔP 形 PSS を一時的にロックするなどの考慮が必要である。 

 

（３）制御安定性（低 SCR 下での運転安定性試験） 

GFL インバータである蓄電池 PCS が直接連系時には制御不安定となる運転状態に対して、M-G セットを介した運転や

同期調相機の並列運転が、GFL インバータの制御安定性を向上させることを確認する。 
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試験条件 

 

図 211 制御安定性評価のための試験系統 

 

（試験ケース） 

（１）短絡容量が小さい条件（上記の試験系統では、100 kVA ベースで 0.6pu 程度）に対して、蓄電池 PCS を

直接連系※し、有効電力出力を増加させて、制御が不安定になることを確認 

（２）各種安定化方策（M-G セットを介した連系、同期調相機の並列運転）による安定化効果を確認 

   ※S-GFL･GFM インバータ導入後に、蓄電池 PCS（GFL インバータ）と置き換えて、直接連系時の運転安定性

を評価予定 

 

試験結果 

ア 試験ケース（１） 

蓄電池 PCSの有効電力出力が小さな条件では安定的な運転が可能であったが、有効電力出力を増加させると不安

定化して振動が発生することを確認した。なお、蓄電池 PCS の無効電力出力を増加させると、連系点電圧が上昇し、

不安定な制御応答が安定化することを把握した。 
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図 212 低 SCR 時の蓄電池 PCS の運転 

イ 試験ケース（２） 

同期調相機の並列運転および M-G セットを介した連系による効果・影響を図 213 に示す。  

M-G セットを介した連系では、蓄電池 PCS が SCR の大きな M 側に接続されるため、G 側の短絡容量の影響を受け

ず、安定的に運転できることを確認した。 

同期調相機を並列運転した場合、蓄電池 PCS の有効電力出力を増加させても、制御応答は不安定にならないことを

確認した。しかしながら、線路潮流が増加すると、同期調相機（＋蓄電池）と無限大母線間の同期化力・ダンピング力が

低下するため、安定化対策と同様に電力動揺を低下させるための方策が必要である。一方、M-G セットは標準的にΔP 形

PSS を備えていることを想定しているため、同期調相機を並列運転した場合と比べて電力動揺の抑制効果が見込めること

を確認した。 
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図 213 各種安定化装置を用いた際の実測波形 

 

① G 側の SCR の増加により安定的に運転できている。 

② 線路潮流の増加により同期化力・ダンピングトルクが低下し、同期調相機において約 0.43 Hz の電力動揺が発生し、

振動・発散した。 

③ SCR が大きな M-G セットの M 側に接続されることで、蓄電池 PCS は安定的に運転できている。 

④ 線路潮流が増加してもΔP 形 PSS によって電力動揺を抑制できている。 
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③ 各種系統安定化対策の電力系統への導入に関わる解析的検討（東京工業大学） 

 

中間目標 

（2025 年３月） 

GFM 型の風力発電システムの制御法開発を目的として、新たな GFM の制御法の開

発、風力発電モデルの構築、GFM インバータと風車の協調制御法の開発に主眼をあて

た検討を行う。提案法の有効性は、再エネを大量導入した電力系統モデルにおいて、電

源脱落事故を模擬した数値シミュレーションによって評価する。 

成果 

(2024 年 6 月) 

・ 再エネ用 GFM の制御法の基礎理論を構築した 

・ シミュレーションにより、再エネ用 GFM を適用した蓄電池による周波数安定化効果を

確認した。また、S-GFL・既存 GFM（Droop 制御・仮想同期発電機制御）を適用し

た蓄電池と比較を行い、再エネ用 GFM の得失について明らかにした。 

・ 風力発電モデルを構築し、風車の回転数制御と系統周波数の安定化制御を協調し

た風力発電用 S-GFL の制御法を構築した。 

・ 風力発電用 S-GFL を適用した風力発電について、電源脱落シミュレーションにおける

動作を検証し、構築した風力発電モデルの妥当性や周波数安定化効果を確認した。 

達成度（見込み） ○    (2025 年 3 月に達成見込み) 

達成の根拠／解決方針 

・ 2023 年度末までの実施計画に対して、当初の計画通りに分析・考察を終え、風力

発電のインバータへの応用のために必要な知見が得られた。 

・ GFM 型の風力発電の制御手法の開発に際して、風力発電モデルの構築、風車の回

転数制御と系統周波数の安定化制御を協調した風力発電用 S-GFL の制御手法の構

築を終了し、検討の素地となる成果が得られた。 

・ これらの成果をもとに、再エネ用 GFM インバータと風車の回転数制御の協調方法の

開発に着手し始めている。  

◎大幅達成、○達成、△達成見込み（中間）、×未達 

 

 

図 214 風力発電に適用する再エネ用 GFM の開発手順 

 

図 214 に、GFM 型風力発電の制御手法の開発手順を①～③で示す。 

まず、蓄電池のインバータに、開発中の独自の GFM の制御手法である可変ゲイン制御（VGC：Variable Gain 

Control）を適用することを前提とし、系統側の周波数を入力情報とした有効電力出力の指令値の与え方について検討し

た（図 214 の①）。シミュレーションにより、VGC を適用した蓄電池について、S-GFL 制御、GFM 型の Droop 制御、
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GFM 型の VSG（Virtual Synchronous Generator）制御を適用した蓄電池との比較を行い、周波数変化率

（RoCoF:Rate of Change of Frequency）や周波数最低値、有効電力の指令値への追従性、といった観点での評

価を行い、各制御手法の得失について整理した。 

次に、Type 4 の風力発電のインバータに、VGC を適用することを目指し、系統側の周波数に加えて、風車の回転数を

入力情報とした有効電力指令値の与え方について検討した（図 214 の②と③）。検討に際して、風車の回転数の変化に

よる空力入力の変化や空力入力とインバータ入力の差による風車・発電機の回転数変化といった特性を模擬できる風力発

電モデルを文献調査に基づき構築した。構築したモデルをもとに、まずは、インバータの出力が指令値に追従する能力の高い

S-GFL を前提として、風車の回転数制御と系統周波数の安定化制御を協調したインバータの有効電力指令値の制御手

法について検討し、シミュレーションにより、構築した S-GFＬ型の風力発電モデルの妥当性や提案手法の有効性を評価し

た。 

 

3-1 電源脱落時における再エネ用 GFM の制御手法開発 

蓄電池のインバータに、開発中の独自の GFM の制御手法である VGC を適用し、系統側の周波数を入力情報とした有

効電力出力の指令値の与え方について提案した。シミュレーションにより、VGC を適用した蓄電池について、S-GFL 制御、

GFM 型の Droop 制御、GFM 型の VSG 制御を適用した蓄電池との比較を行い、周波数変化率や周波数最低値、有

効電力の指令値への追従性、といった観点での評価を行い、各制御手法の得失について整理した。 

 

3-1-１ シミュレーションモデル 

シミュレーションで用いる電力系統モデルと、蓄電池のインバータに適用する各種制御手法についてまとめる。 

（１）電力系統モデル 

 

図 215 EAST10 機夜間断面の改変モデル 

 

電力系統は、図 215 の電気学会の EAST10 機系統モデル（夜間断面）を改変したモデルを用いる。総負荷は

48000[MW]である。EAST10 機系統モデルの同期発電機の出力と容量を 5 割削減し、それらをインバータで連系された

Type4 の風力発電（WF：Wind Farm）で置き換える。周波数低下を伴う系統事故として、SG7 で示されている同期

発電機群の一部を停止させる。それに対して、蓄電池は SG7 の近傍であるノード１に設置する。蓄電池（BESS）の定格

出力は総負荷の 2.5%である 1200[MW]とする。蓄電池（BESS）の初期出力は 0[MW]とする。BESS の制御手法と

して、ケースごとに以降で述べる S-GFL、GFM 型の Droop 制御、GFM 型の VSG 制御、提案手法（VGC）のいずれか

を模擬し、ケース間の比較を行う。 
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図 216 S-GFL インバータの等価回路 

 

 

（２）S-GFL 型蓄電池のモデル 

S-GFL を適用した蓄電池のモデルについて説明する。図 216 に、本研究で用いた S-GFL 型蓄電池の等価回路を示

す。𝐼𝑏𝑒𝑠𝑠はインバータの出力電流、𝑉𝑡は連系母線の電圧である。 

 

 

図 217 S-GFL インバータの制御系 

 

図 216 における𝐼𝑏𝑒𝑠𝑠は、図 217 に示す S-GFL の制御ブロックによって制御される。図 217 は力率を１とした場合の制

御系を示す。有効電力に寄与する電流の成分𝐼
𝑝、𝑏𝑒𝑠𝑠

（図 216 の𝐼𝑏𝑒𝑠𝑠）は、有効電力指令値𝑃𝑟𝑒𝑓を𝑉𝑡で割って計算する。

𝑃𝑟𝑒𝑓は、蓄電池の初期出力𝑃𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡（0 [p.u.]）と、周波数安定化のための有効電力指令値𝑃
𝑓、𝑠𝑡𝑎𝑏𝑖𝑙𝑖𝑡𝑦

の和とする。連系

母線の電圧𝑉𝑡が入力される LPF（Low-Pass Filter）は計測遅れの模擬であり、時定数𝑇𝑟𝑣は 0.01[s]とする。また、

𝐼
𝑝、𝑟𝑒𝑓

はインバータの制御遅れの模擬であり時定数𝑇𝑔は 0.02[s]とする。 

 

 

図 218 𝑷
𝒇、𝒔𝒕𝒂𝒃𝒊𝒍𝒊𝒕𝒚

制御系 
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図 218 に、𝑃
𝑓、𝑠𝑡𝑎𝑏𝑖𝑙𝑖𝑡𝑦

の制御系を示す。𝑓0は基準周波数 50[Hz]である。𝑓𝑡は連系母線の周波数である。平常時には

スイッチがオフであるため𝑃
𝑓、𝑠𝑡𝑎𝑏𝑖𝑙𝑖𝑡𝑦

の値は０[p.u.]になる。一方、連系母線の周波数が 49.7[Hz]以下となる時間が 3 サ

イクル（60[ms]）以上続いた場合、または RoCoF の絶対値が 0.198[Hz]を上回る時間が 3 サイクル（60[ms]）以

上続いた場合は、図 218 におけるスイッチがオンになり、𝑃
𝑓、𝑠𝑡𝑎𝑏𝑖𝑙𝑖𝑡𝑦

は周波数偏差に𝐾
𝑓、𝑏𝑒𝑠𝑠

値（250[p.u./%Hz]）を乗

じた値になる。連系母線の周波数𝑓𝑡の後の LPF は、検出遅れとノイズ（事故時の位相跳躍によるもの）除去のために模擬

し、時定数𝑇𝑓は 0.1[s]とする。RoCoF を計算する際の時間窓は 100[ms]とする。 

 

 

図 219 蓄電池用 GFM インバータの等価回路 

 

（３）GFM 型蓄電池（Droop）のモデル 

図 219 に、GFM 型蓄電池の等価回路を示す。インバータの出力電圧の大きさ𝐸𝐺0は一定とし、連系リアクタンス X は

0.15[p.u.]とする。電圧の位相𝛿は図 220 の制御系によって変化する。 

 

 

図 220 𝐃𝐫𝐨𝐨𝐩制御を用いる GFM 制御系 

 

図 220 に、Droop 制御を用いた GFM 型蓄電池の制御系を示す。𝑃𝑒は有効電力、𝑉𝑡は連系母線電圧である。有効電

力指令値𝑃𝑟𝑒𝑓は、蓄電池の初期出力𝑃𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡（0 [p.u.]）と周波数安定化のための有効電力指令値𝑃
𝑓、𝑠𝑡𝑎𝑏𝑖𝑙𝑖𝑡𝑦

の和とす

る。𝑃𝑟𝑒𝑓に電流のリミッタをかけた有効電力指令値を𝑃
𝑒、𝑟𝑒𝑓

とする。連系母線の電圧の後に設けられた LPF は計測遅れの模

擬であり、時定数𝑇𝑟𝑣は 0.01[s]とする。比例ゲイン𝑚𝑝は 40 [rad/（s・p.u.）]とする。図 220 の𝑃
𝑓、𝑠𝑡𝑎𝑏𝑖𝑙𝑖𝑡𝑦

は図 218 の

制御系により制御される。 
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（４）GFM 型蓄電池（VSG）のモデル 

GFM 型蓄電池の等価回路は、図 219 と同様のモデルを用いる。 

 

 

図 221 VSG 制御を用いる GFM 制御系 

 

図 221 に、VSG 制御を用いた GFM 型蓄電池の制御系を示す。𝑃𝑒は有効電力、 𝑉𝑡は連系母線電圧である。有効電

力指令値𝑃
𝑒、𝑟𝑒𝑓

は、蓄電池の初期出力𝑃𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡（0 [p.u.]）と周波数安定化のための有効電力指令値𝑃
𝑓、𝑠𝑡𝑎𝑏𝑖𝑙𝑖𝑡𝑦

の和

𝑃𝑟𝑒𝑓に、電流のリミッタをかけた値である。連系母線の電圧の後に設けられた LPF は計測遅れの模擬であり、時定数𝑇𝑟𝑣は

0.01[s]とする。単位制動定数 D と単位慣性定数 M は、それぞれ 20[p.u./p.u.・Hz]と８[s]とする。図 221 の

𝑃
𝑓、𝑠𝑡𝑎𝑏𝑖𝑙𝑖𝑡𝑦

は、図 218 の制御系により制御される。 

 

（５）GFM 型蓄電池（VGC）のモデル 

GFM 型蓄電池の等価回路は、図 219 と同様のモデルを用いる。 

 

図 222 可変ゲインを用いる GFM 制御系（VGC） 

 

図 222 に、提案手法である VGC 制御を用いた GFM 型蓄電池の制御系を示す。𝑃𝑒は GFM インバータの有効電力、𝑉𝑡

は連系母線電圧である。有効電力指令値𝑃
𝑒、ref

は、蓄電池の初期出力𝑃𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡（0 [p.u.]）と周波数安定化のための有

効電力指令値𝑃
𝑓、𝑠𝑡𝑎𝑏𝑖𝑙𝑖𝑡𝑦

の和𝑃𝑟𝑒𝑓に、電流のリミッタをかけた値である。連系母線の電圧の後に設けられた LPF は計測遅

れの模擬であり、時定数𝑇𝑟𝑣は 0.01[s]とする。𝑚𝑝と𝑚𝑖はそれぞれ P 制御器と I 制御器のゲインを表し、それぞれ 40 と 60 

[rad/（s・p.u.）]とする。𝐾（𝑃𝑒）は、𝑃𝑒によって変化する可変ゲインを表し、以下で説明する。 
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図 223 可変ゲイン𝑲（𝑷𝒆）制御特性 

図 223 に可変ゲイン𝐾（𝑃𝑒）の特性を示す。提案手法では、可変ゲインの値に応じて有効電力の指令値への追従性が

変化する。図 223 の𝑃𝑒は連系母線の有効電力を意味し、閾値である𝑃𝑒1と𝑃𝑒2はそれぞれ 0.7 と 0.9 とする。例えば、可変

ゲインを用いた蓄電池の有効電力出力が𝑃𝑒1より小さいと、可変ゲイン𝐾（𝑃𝑒）の値が小さい値（0.02）になる。また、この

値（0.02）が PI 制御器の前に乗じられるため、インバータが出力する電圧の周波数の変化も小さくなり、高い慣性応答が

可能になる。 

一方、インバータの有効電力出力が𝑃𝑒1より大きくなると、可変ゲイン𝐾（𝑃𝑒）の値が 0.02 から増加する。蓄電池の有効

電力出力が𝑃𝑒2以上になると、可変ゲイン𝐾（𝑃𝑒）は最大値である１になる。可変ゲインが１の時は、蓄電池の PI 制御器

が設計どおりに機能するため、有効電力は指令値に追従するように変化する。GFM インバータの有効電力出力の指令値は

定格の範囲内で与えるため、上述のように指令値の追従性を高めることで、有効電力の出力が定格を上回らないように制

御できる。 

 

3-1-2 S-GFL・VSG・Droop・VGC の比較 

（１）電源脱落量が 1000MW のシナリオ 

 

3-1-1 節で述べた蓄電池の制御手法をそれぞれ適用した４つのケースについて、電源脱落事故を模擬したシミュレーショ

ンを行い、周波数安定化効果や蓄電池の制御動作の違いについて比較した。 

蓄電池に適用した制御手法は、Case1 は S-GFL、Case2 は GFM（Droop）、Case3 は GFM（VSG）、Case4

は GFM（VGC）である。ノード１にそれぞれの制御手法を用いた蓄電池が連系された状態で、SG7 の一部

（1000[MW]と 2000[ＭＷ]）の脱落を模擬する。 

 

 

（a） SG7 の RoCoF 変化 

 

（b） SG7 の周波数変化 
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図 224 ケースごとの SG7 の周波数特性（SG7 の 1000MW 脱落模擬） 

図 224 に SG71000[MW]が脱落した時における SG7 の RoCoF と周波数の変化を示す。図 224（a）より、SG7 の

RoCoF の絶対値の最大値（以下、RoCoF 最大値）は Case1 が最も大きいことが分かる。それに対して、Case3 と

Case4 の RoCoF 最大値の改善効果が大きいことが分かる。 

図 224（b）より、事故発生後の約 0~3 秒の時間帯に注目すると、SG7 の周波数の低下幅は Case1 が最も大きく

なっていることが確認できる。一方、Case4 では周波数低下幅が最も小さくなっていることが分かる。また、脱落事故から

10[s]後の周波数の値を比較すると、Case 3 の周波数低下幅が最も小さくなっていることが確認できる。 

 

 

（a） Parameter change for 0.4s 

 

（b） Parameter change for 10s 

図 226 Droop 制御手法を用いる蓄電池のパラメータ変化（SG7 の 1000MW 脱落模擬） 

 

 

 

 

（a） Parameter change for 0.4s 

 

（b） Parameter change for 10s 

図 225 S-GFL 制御手法を用いる蓄電池のパラメータ変化（SG7 の 1000MW 脱落模擬） 

 

（a） Parameter change for 0.4s 

 

（b） Parameter change for 10s 

図 227 VSG 制御手法を用いる蓄電池のパラメータ変化（SG7 の 1000MW 脱落模擬） 



 

4‐217 

 

 

図 225 から図 228 に、各ケースにおける蓄電池の有効電力と有効電力指令値の変化を示す。図 228 には、可変ゲイ

ンの変化も示す。 

図 225（a）から、Case1（S-GFL）では事故直後には有効電力出力が増加しないことが分かる。事故発生から約

0.06[s]後、事故が検出されることにより指令値が増加し、有効電力がその指令値へ追従する。 

一方、図 226（a）～図 228（a）から、GFM 型の制御手法（Droop、VSG、VGC）では、事故直後に、指令値

が０であるにも関わらず有効電力が増加することが分かる。これは、GFM インバータの慣性応答によるものだと考えられる。た

だし、図 226（a）から分かるように、Droop 制御は指令値への追従性が高く、事故直後の慣性応答による出力増加の

後、ふたたび指令値である０に向けて出力が低下する。 

以上の結果から分かるように、0～0.1[s]時間帯では、各ケースで電力系統に供給される電力量は、Case1（S-GFL）

が最も少ない。また、Case2（Droop）は Case１（S-GFL）よりは大きな電力量を系統へ供給するが、Case3（VSG）

と Case4（VGC）に比べると、小さな電力量しか系統へ供給できない。 

図 225（b）～図 228（b）に、事故発生から 10[s]間の各ケースにおける蓄電池の有効電力およびその指令値の変

化を示す。Case1（S-GFL）では、有効電力出力と指令値の間に偏差がほぼないことが分かる。一方、Case2（Droop）

と Case3（VSG）では、時間が経過しても有効電力とその指令値の間に偏差が残ることが分かる。これは、Case2

（Droop）の P 制御器による定常偏差、Case3（VSG）の制動項 D による影響である。Case4（VGC）では、時間

が経過すると、有効電力が指令値へ追従し、偏差がほぼ残らないとこが分かる。この理由は、VGC 制御では、I 制御器を適

用しているためである。ただし、脱落量を 1000MW とした本シナリオのもとでは、可変ゲインの値が 0.02 から変化しなかった

ため、設計した PI制御本来の特性と比べると、指令値に対する十分な追従性は得られておらず、約 0~3[s]の時間帯で指

令値より高い有効電力を出力しているごとが分かる。これは慣性応答を優先するためであり、VGC が期待したとおりの動作を

していることを示している。 

  

 

（a） Parameter change for 0.4s 

 

（b） Parameter change for 10s 

図 228 VGC 制御手法を用いる蓄電池のパラメータ変化（SG7 の 1000MW 脱落模擬） 
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（a） 事故発生後 0.06[s]、0.1[s]、0.2[s]間 

 

（b）  事故発生後 1[s]、2[s]、10[s]間 

図 229 時間単位別、蓄電池の制御手法ごとの電力供給量[MW・S] 

 

 

（a） 事故発生後 0.06[s]、0.1[s]、0.2[s]間 

 

（b）  事故発生後 1[s]、2[s]、10[s]間 

図 230 時間単位別、蓄電池の制御手法ごとの電力供給量[Kwh] 

各ケースにおける事故発生後から特定の時間までに電力系統へ供給した電力量を[MW・ｓ]および[Kwh]単位で比較

した結果を、それぞれ図 229 と図 230 に示す。図 229（a）と図 230（a）には、事故発生後 0.06[s]、0.1[s]、

0.2[s]が経過するまでに蓄電池が供給した電力量を示す。図 229（b）と図 230（b）には、事故発生後から 1[s]、

2[s]、10[s]が経過するまでに蓄電池が供給した電力量を示す。 

図 229（a）と図 230（a）から、事故発生後 0.06[s]、0.1[s]、0.2[s]の間には、Case1（S-GFL）において蓄

電池が供給した電力量が最も小さいことが分かる。これは、Case1（S-GFL）では蓄電池が慣性応答できないためである。

一方、慣性応答ができる GFM を適用した Case2（Droop）、Case3（VSG）、Case4（VGC）では、Case1（S-

GFL）より大きな電力量を系統へ供給できる。GFM を適用した Case2～Case4 の中では、Case2（Droop）が供給す

る電力量が最も少ない。 

図 229（b）と図 230（b）から、事故発生後 1[s]、2[s]、10[s]の間に蓄電池が供給した電力量は、蓄電池の制

御手法を GFL 型から GFM 型にすることによって、大きな違いはみられなかった。 
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（２）電源脱落量が 2000MW のシナリオ 

  

（a） SG7 の RoCoF 変化 

 

（b） SG7 の周波数変化 

図 231 ケースごとの SG7 の周波数特性（SG7 の 2000MW 脱落模擬） 

図 231 に、SG7 の一部である 2000[MW]が脱落した場合の SG7 の RoCoF と周波数の変化を示す。図 231（a）

より、SG7 の RoCoF 最大値は Case1 が最も大きいことが分かる。それに対して、Case3 と Case4 の RoCoF 最大値の

改善効果が大きいことが分かる。 

図 231（b）より、事故発生後約 0~0.5 秒の時間帯に注目すると、SG7 の周波数の低下幅は Case1 が最も大きく

なっていることが確認できる。一方、Case3 の周波数低下幅が最も小さくなっていることが分かる。 

 

 

 

  

（a） Parameter change for 0.4s 

 

（b） Parameter change for 10s 

図 232 S-GFL 制御手法を用いる蓄電池のパラメータ変化（SG7 の 2000MW 脱落模擬） 

  

（a） Parameter change for 0.4s 

 

（b） Parameter change for 10s 

図 233 Droop 制御手法を用いる蓄電池のパラメータ変化（SG7 の 2000MW 脱落模擬） 
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（a） Parameter change for 0.4s 

 

（b） Parameter change for 10s 

図 234 VSG 制御手法を用いる蓄電池のパラメータ変化（SG7 の 2000MW 脱落模擬） 

 

 

（a） Parameter change for 0.4s 

 

（b） Parameter change for 10s 

図 235 VGC 制御手法を用いる蓄電池のパラメータ変化（SG7 の 2000MW 脱落模擬） 

図 232 から図 235 に、各ケースにおける蓄電池の有効電力と有効電力指令値の変化を示す。図 235 には、可変ゲイ

ンの変化も示す。 

図 232（a）から分かるように、Case1（S-GFL）は事故後 0.06[s]に事故検出し、有効電力指令値が増加し、その

指令値へ有効電力が追従しながら増加する。一方、図 233（a）～図 235（a）から分かるように、蓄電池に GFM 型の

制御手法を適用した Case2（Droop）、Case3（VSG）、Case4（VGC）では、事故直後０[s]の時から有効電力

が増加する。これは、GFM インバータの慣性応答によるものである。 

図 232（b）～図 235（b）には、事故発生から 10[s]間の各ケースにおける蓄電池の有効電力およびその指令値の

変化を示す。Case1（S-GFL）では、有効電力出力と指令値の間の偏差が、他のケースと比べて小さいことが分かる。一

方、Case2（Droop）と Case3（VSG）では、時間が経過しても有効電力とその指令値の間に偏差が残る。これは、

Case2（Droop）の P 制御器による定常偏差、Case3（VSG）の制動項 D による影響である。また、注目すべき点とし

て、Case2 と Case3 では、有効電力が指令値より大きな値になることで、指令値が変換器の定格に近い場合には、出力

が定格を超えてしまうことが挙げられる。このことから、Droop や VSG を適用する場合には、過電流を防ぐためのロジックを、

別途適用する必要があるといえる。 

一方、Case4（VGC）では、有効電力出力が定格に近づくと可変ゲインの値が増加し、PI 制御が設計したとおりに機

能するため、有効電力の指令値への追従性が高まる。有効電力の指令値は、変換器の定格値で制限した値を与えている

ため、VGC では他の GFM の制御手法と異なり、過電流になりにくいという利点を有している。 
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（a） 事故発生後 0.06[s]、0.1[s]、0.2[s]間 

 

（b）  事故発生後 1[s]、2[s]、10[s]間 

図 236 時間単位別、蓄電池の制御手法ごとの電力供給量[MW・S] 

 

 

（a） 事故発生後 0.06[s]、0.1[s]、0.2[s]間 

 

（b）  事故発生後 1[s]、2[s]、10[s]間 

図 237 時間単位別、蓄電池の制御手法ごとの電力供給量[Kwh] 

各ケースにおける事故発生後から特定の時間までに電力系統へ供給した電力量を[MW・ｓ]および[Kwh]単位で比較

した結果を、それぞれ図 236 と図 237 に示す。図 236（a）と図 237（a）には、事故発生後 0.06[s]、0.1[s]、

0.2[s]が経過するまでに蓄電池が供給した電力量を示す。図 236（b）と図 237（b）には、事故発生後から 1[s]、

2[s]、10[s]が経過するまでに各ケースで蓄電池が系統へ供給した電力量を示す。 

図 236（a）と図 237（a）から、事故発生後 0.06[s]、0.1[s]、0.2[s]の間には、慣性応答ができない Case1

（S-GFL）において蓄電池が電力系統へ供給した電力量が最も小さく、慣性応答ができる GFM を適用した Case2

（Droop）、Case3（VSG）、Case4（VGC）では、Case1 の場合よりも大きなエネルギーを事故直後から電力系統

へ供給していることが分かる。 

図 236（b）と図 237（b）から、事故発生から数秒後（2[s]、10[s]）の間に蓄電池が系統へ供給した電力量は、

Case3（VSG）で最も大きな値になっていることが分かる。これは図234（b）から分かるように、Case3は有効電力指令

値が 1[p.u.]の際、有効電力がその指令値より高い値に追従し定格を上回る有効電力を出力しているためである。 

  



 

4‐222 

 

（３）S-GFL・VSG・Droop・VGC の得失比較 

 

表 82 蓄電池の制御手法による特性のまとめ 

インバータ制御手法 RoCoF の改善効果 有効電力の指令値への追従性 

S-GFL X ◎ 

GFM（Droop） ○ △ 

GFM（VSG） ◎ △ 

GFM（VGC） ◎ 
△ ～ ◎ 

（可変ゲインに応じて変化） 

 

表 82 に、インバータの各制御手法の特徴について、RoCoF の改善効果と有効電力の指令値への追従性の二つの観

点から整理した。RoCoF の改善効果については、慣性応答ができない S-GFL 制御手法が最も劣っていることを確認した。

慣性応答が可能な GFM の制御手法（Droop、VSG、VGC）は、S-GFL に比べて RoCoF の改善効果が優れており、

GFM の制御手法の中では、Droop より VSG・VGC の方が RoCoF 改善効果が優れていた。また、VGC の RoCoF の改

善効果は、VSG 制御手法と同等であることを確認した。 

有効電力の指令値への追従性については、S-GFL が最も優れており、常に有効電力がその指令値に応じて変化する。

そのため、有効電力と指令値の間に偏差はほぼ生じないことを確認した。一方、GFM 型の制御手法（Droop、VSG、

VGC）は、電源脱落のような周波数低下を伴う事故が発生すると、慣性応答により系統へ有効電力を供給し、有効電力

と指令値の間に偏差が生じる。時間が経過すると有効電力はその指令値に近づくが、Droop とVSGは、有効電力とその指

令値の間に偏差が残ることが分かった。それに対して VGC では、PI 制御を用いているため、時間の経過とともに、有効電力

が指令値へ追従し偏差がほぼ残らないことが分かった。また、VGC の追従性は、可変ゲインの値によって変化する。本検討

では有効電力が定格値に近いときに追従性を高めるように設定したが、風力発電のインバータに VGC を適用する際には、

別の方法で可変ゲインの値を変化させ、風車の回転数を所望の値に制御することに応用できる潜在性があるといえる。 
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3-2 電源脱落時における再エネ用 GFM と背後リソースの協調制御法開発 

3-1 で提案した VGC を適用した風力発電システムを開発するに際して、風車の回転数の変化による空力入力の変化

や空力入力とインバータ入力の差による風車・発電機の回転数変化といった特性を模擬できる風力発電モデルを文献調査

に基づき構築した。構築したモデルをもとに、まずは、インバータの出力が指令値に追従する能力の高い S-GFL を前提とし

て、風車の回転数制御と系統周波数の安定化制御を協調したインバータの有効電力指令値の制御手法について検討し

た。さらに、シミュレーションにより、構築した S-GFＬ型の風力発電モデルの妥当性や提案手法の有効性を評価した。 

 

3-2-1 再エネ用 GFM とインバータ背後リソースとの協調制御法の開発 

 

 
図 238 S-GFL を用いた Type4 の風力発電モデルの概略図 

 

図 238 に、S-GFL を用いた Type4 の風力発電モデルの概略図を示す。構築した風力発モデルは、大きく分けて４つの

モデルからなる。電力指令値計算モデルは、連系母線電圧の周波数と風車の角速度からインバータの有効電力指令値を

計算するためのモデルである。風車モデルは、風車の角速度と風速から風車出力を計算するモデルである。機械モデルは、

タービンの機械入力と発電機の出力（インバータの出力と等しいと仮定）から、風車の角速度の変化を計算するモデルであ

る。S-GFL インバータモデルは、電力指令値からインバータの出力電流を計算するモデルである。図 238 に示した 4 つのモデ

ルのうち、本研究で新たに検討したのは電力指令値計算モデルとなる。その他のモデルについては、文献23をもとに構築した。 

 

 
23 WECC Second Generation Wind Turbine Models, WECC, 2014 
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図 239 風車角速度による風車出力 

 

 

図 240 電力指令値計算モデル 

 

 

本検討では、図 239 に示すように、平常時に風車の角速度を最大電力点よりも高速域に設定し、出力を最大電力点

での出力よりも低い値にするデロード運転を行うことを前提とする。周波数が低下した緊急時には、本研究で新たに開発した

図 240 の風力発電の電力指令値計算モデルによって、インバータの有効電力指令値を変化させる。 

平常時は、図 240 の制御系のスイッチはオフになっており、一定の有効電力指令値が与えられるものとする。それに対して、

連系母線の周波数が 60[ms]以上 49.7[Hz]を下回ると、事故検出制御により図 240 の制御系のスイッチがオンになり、

風力発電は緊急制御されるものとする。風力発電は緊急制御されると、周波数の低下に対して風車の角速度を減少させる

ことで、図 239 に示すように有効電力出力を増加させることができる。 

 

3-2-2 数値シミュレーションモデル・ツールの作成 

3-2-1 で提案した風力発電の制御手法による周波数安定化効果の評価に用いた数値シミュレーションモデルについて以

下にまとめる。 

 

図 241 EAST10 機夜間断面の改変モデル 
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電力系統は、図 241 に示す電気学会の EAST10 機系統モデル（夜間端面）を改変したモデルを用いる。総負荷は

48000[MW]である。EAST10 機系統モデルの同期発電機の出力と容量を 3 割削減し、Type4 の風力発電（WF）で

置き換える。 

 

  

風車のパラメータ設定 & 制御 

風速（m/s） 15.1 

ピッチ角[°] 20 

デロード[%] 10 

風車の 

角速度 

平常時 21.8 RPM 

緊急時 18.2 RPM（以上） 

事故検出条件 
周波数が 49.7[Hz]を下回る時間が 

0.06ms 以上の時緊急制御になる 

図 242 風車の空気力学モデル（左）とそのパラメータ設定（右） 

 

図 242 に、風力発電の空気力学モデルとパラメータの値を示す。風力発電は、平常時に 10％のデロード24運転を行うこ

ととし、出力を最大出力（MPP： Maximum Power Point）の 90%の値とする。このとき、風速、ピッチ角はそれぞれ

15.1[m/s]と 20[°]とする25。 

 

3-2-3 S-GFＬ型の風力発電による周波数安定化効果 

開発した S-GFＬ型の風力発電による周波数安定化効果について、数値シミュレーションにより評価する。 

 

表 83 シミュレーションケースと条件 

ケース 
風力発電の 

緊急制御 
デロード[％] 電源脱落量 

Case5 無 
10％ 

SG7 

2400[MW] Case6 有 

 

表 83 にシミュレーションケース及び条件を示す。図 241 の系統で SG7 の一部（2400[ＭＷ]）が脱落した時、風力発

電に緊急制御が適用されなかったケース 5 と提案した緊急制御手法が適用されたケース 6 について、周波数安定化効果を

比較する。 

 

 
24 Numerical study of effect of pitch angle on performance characteristics of a HAWT, ELSEVIER, 2016 
25 Deloading Power Coordinated Distribution Method for Frequency Regulation by Wind Farms Considering Wind Speed 

Differences, IEEE, 2019 
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（a） 同期発電機の周波数変化 

 

（b） 風力発電の出力変化 

図 243 Case5 の同期発電機の周波数変化と風力発電の出力変化 

 

 

（a） 同期発電機の周波数変化 

 

（b） 風力発電の出力変化 

図 244 Case6 の同期発電機の周波数変化と風力発電の出力変化 

図 243 に、Case5 における同期発電機の周波数変化と風車の有効電力出力変化を示す。図 243（a）から、電源

脱落事故後に同期発電機の周波数が低下することが分かる。また、図 243（b）から、Case5 の風力発電は一定の有効

電力を出していることが分かる。 

図 244 に、Case6 の同期発電機の周波数の変化と風車の有効電力出力の変化を示す。図 244（a）から、Case6

における同期発電機の周波数は、事故発生から約１[s]時点から、基準周波数に向けて回復していることが分かる。これは、

図 244（b）から分かるように、風力発電が緊急制御され、事故前より大きな有効電力を電力系統へ供給したためである。 

 

（a） 同期発電機の RoCoF の変化 

 

（b） 風力発電の出力の変化 

図 245 Case5 の同期発電機の RoCoF 変化と風力発電の出力変化 
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（a） 同期発電機の RoCoF の変化 

 

（b） 風力発電の出力の変化 

図 246 Case6 の同期発電機の RoCoF と風力発電の出力の変化 

図 245 に、Case5 における同期発電機の RoCoF の変化と風車の有効電力出力の変化を示す。また、図 246 に、

Case6 における同期発電機の RoCoF の変化と風車の有効電力出力の変化を示す。 

図 245（a）と図 246（a）を比較すると同期発電機の RoCoF の変化は Case5 と Case6 で同じであることが分か

る。これは、図 245（b）と図 246（b）から分かるように、RoCoF の絶対値が最大となる 100[ms]までには、いずれの

風力発電も事故検出をしないため、風力発電の有効電力は増加しないためである。 
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④ Ｍ-Ｇセットをはじめとする各種系統安定化対策に関する海外調査（電力中央研究所（外注：三菱総合研

究所）） 

 

中間目標 

（2025 年３月） 

Ｍ-Ｇセットをはじめとする各種系統安定化対策に関する海外における検討事例・導入

事例や機器システムの開発状況等について調査を行う。 

成果 

(2024 年 6 月) 

文献調査およびヒアリング調査により、海外における系統安定性に関する課題・制度、系

統安定化対策に資する取り組みや対策機器の開発状況、費用負担等の調査を行っ

た。 

達成度（見込み） ○    (2025 年 3 月に達成見込み) 

達成の根拠／解決方針 

調査対象地域は系統安定性に係る課題が顕在化している英国、ドイツ、イタリア、テキサ

ス、ハワイを選定し、それぞれの地域での系統安定性対策機器（同期調相機、

STATCOM、GFM 等）の導入状況、開発状況、その他対策に資する取り組み状況に

関する情報を得ている。 

◎大幅達成、○達成、△達成見込み（中間）、×未達 

 

本事業では、事業の内容に関連する諸外国の動向として、特に基幹系統の安定性の課題・諸制度や取り組み状況、研

究開発の状況等について調査を実施した。2022 年度は欧州地域として英国・ドイツ・イタリア、2023 年度は北米地域の

全体動向およびテキサス州、ハワイ州を対象とした。調査の観点は以下の通り。 

 

⚫ 基幹系統の安定性維持に関する課題意識 

⚫ 安定性維持のための制度対応・費用負担の考え方 

⚫ 基幹系統の安定性維持のための系統運用者の取り組み 

⚫ 対策機器の検討状況。技術開発の動向 

⚫ 対策機器の運用方法 

⚫ 対策機器に関わる計測・制御インタフェース 

⚫ 対策機器のコスト負担の考え方 

 

各地域の調査結果について以降に記す。 

 

欧州地域の調査結果 

調査を実施した 3 か国における基幹系統の安定性維持に関する課題意識、安定性維持のための制度的対応および系

統運用者の取り組みを表 84 に示す。 
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表 84 欧州各国の安定性維持に関する検討状況一覧 

 

 

グレートブリテン島で一つの同期系統を構成する英国では、系統容量が比較的小さいことから、非同期発電機の増加によ

り慣性や短絡電流が大きな課題となっている一方、系統規模の大きい大陸欧州系統に属するドイツやイタリアでは、主に電

圧安定性が課題となっている。制度・系統運用者の取り組みとしても、英国は新たなグリッドコードの要件追加や新サービス

市場を検討する等、他２か国と比較して一歩先を進んでいる状況。他方で、ドイツ・イタリアでは、基本的に TSO が系統増

強や STATCOM 等の設備の導入による対策を実施している。 

 各国における安定性維持のための対策設備の検討状況を表 85 に示す。 

 

表 85 欧州各国の安定性対策設備の検討状況一覧 

 

 

 いずれの国においても同期調相機や STATCOM といった対策設備が基本であるものの GFM インバータに関する研究開

発や検証が行われている。これらの費用負担は、託送料金という形で広く回収されている。英国においては実系統における

GFM インバータの検証が行われている他、安定性維持のための Stability Pathfinder と呼ばれる公募にて GFM インバー

タを有する設備が落札され、実導入が進む見通し。この安定性サービスは第三者から調達しており、TSO である
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NGESO(National Grid Electricity System Operator)がバランシングサービス利用料（BSUoS: Balancing 

Service Use of Charge）という形で市場参加者から回収し、安定性サービス提供を行う事業者に対価を支払ってい

る。 

 

○英国 

＜安定性維持に関する課題意識＞ 

英国が抱える系統安定性に関する主たる課題は、非同期機である IBR の増加と同期発電機の減少に伴う系統慣性お

よび短絡容量の低下である。また、近年ではコンバータ同士の干渉が問題になる可能性があり、スコットランドでは既に Sub-

Synchronous Oscillation（SSO）が生じている。ただし、現状 National Grid ESO は詳細検証モデルを有しておらず

実効値解析でしか解析ができないため、将来的に瞬時値解析モデルを構築して解析することを検討している。 

以下の図 247 は、英国の系統安定性に係る課題とその対策・対応状況を示している。 

 

図 247 英国における系統安定性に関する課題意識 

 

＜安定性維持のための制度的対応＞ 

 英国では系統安定性対策の1つとしてGFMインバータ導入が検討されているが、GFMインバータを導入するにあたりGFM

機能を有する機器向けのグリッドコード（GC0137）が発行されており、後述する Stability Pathfinder や Stability 

Market に参加するためにはこの GC0137 に準拠する必要がある。なお、National Grid ESO はテクノロジー・ニュートラル

な立場をとっており、GC0137 への準拠と費用便益が問題なければ IBR が系統へ導入されることも問題なく受け入れること

としている。 

 

＜安定性維持のための系統運用者の取り組み＞ 

 National Grid ESO は安定性維持の主な対策として、系統増強による対策機器の設置と Stability Pathfinder によ

る系統安定性サービスの調達を行っている。対策機器は主に同期調相機、STATCOM、GFM 型蓄電池である。以下の表

86 には英国における系統安定性対策機器の導入状況と予定を示している。 

また、Stability Pathfinder の次なる施策として、Stability Market による系統安定性サービスの調達を検討しており、

実証が完了しているステータスである。 
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表 86 系統安定性対策機器の導入状況・予定（英国） 

 

 

その他の取り組みとして、National Grid ESO は系統慣性のモニタリングを実施している。現状は発電機定数の単純な

加算と需要側慣性の推定値をもとに系統慣性を算出しているが、系統慣性モニタリングの開発事業をGE社、Reactive社

と共同で進めており、リアルタイム計測に基づく系統慣性の予測モデルへ改良することを検討している。 

 

＜対策機器の検討状況＞ 

 系統安定性の主な対策機器は上述の通り同期調相機、STATCOM、GFM 型蓄電池である。同期調相機はフライホ

イールや蓄電池が具備されているものも検討されている。その他には同期調相機と STATCOM を組み合わせたハイブリッド

式同期調相機の開発（実系統へ導入済み）や、蓄電池を設置しない GFM 型風力発電（図 248）の実証が行われて

いる。 

 

図 248 スコットランド（Dersalloch）における GFM 型風力発電の実証 

出所）ESIG、 ”Survey of Grid-Forming Inverter Applications”、 https://globalpst.org/wp-content/uploads/Survey-of-Grid-

Forming-Inverter-Applications-Julia-Matevosyan.pdf、 閲覧日：2023 年 2 月 3 日 

 

＜対策機器の運用方法、計測・制御インタフェース＞ 

National Grid ESO による系統安定性対策機器の運用は基本的にモニタリングのみであり、指令は行っていない。 

また、計測・制御インタフェースの要件はグリッドコードに義務付けられる一般的な発電設備に対する要件に準じているもの

の、モニタリング事項としては実質的に PMU の具備が必要となる。 
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＜対策機器の費用負担＞ 

系統安定性サービス費用は National Grid ESO が徴収する BSUoS26（Balancing Serviceｓ Use of 

System：バランシングサービス料金）で回収し、同期調相機や STATCOM 等の TO（Transmission Owner：送電

設備保有者）が設置する機器は TNUoS27（Transmission Network Use of System：送電線利用料金）で回

収される。以下の図 249 に系統安定性対策機器の費用回収スキームを整理した。 

 

 

 

図 249 英国における系統安定性対策機器の費用負担構造 

 

〇ドイツ 

＜安定性維持に関する課題意識＞ 

ドイツでは脱原発、および脱石炭法による 2038 年までの石炭火力発電所の廃止から、系統安定性のうち特に電圧安

定性・電圧調整能力の不足が課題として捉えられている。TSO の一つである 50Hertz では、経済性の観点から、法律で

求められるよりも早期に石炭火力の退出の可能性を考えており、喫緊で対策しなければならいと考えている。 

 

＜安定性維持のための系統運用者の取り組み＞ 

現時点では、基本的に TSO が対策設備を設置する形で対応がなされている。特に課題として捉えられている電圧安定

性の維持のために STATCOM の配備が計画されており、この STATCOM には GFM 制御を採用することを想定している

他、キャパシタを具備することで慣性の提供も意図している。図 250 に 50Hertz の STATCOM の配備計画を示す。 

 

 
26 BSUoS（Balancing Services Use of System）：バランシングサービス利用料金で、発電：需要＝50：50で料金負担する。 
27 TNUoS（Transmission Network Use of System）：送電系統利用料金で、年間の需要および発電の量に基づき、年ごとに課金割合

を決定する。 
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図 250 50Hertz の STATCOM 配備計画 

出所）50Hertz、 “STATCOM Strategy and Application in East Germany” https://globalpst.org/wp-

content/uploads/STATCOM-Strategy-and-Application-in-East-Germany-Cornelius-Heck-Florian-Sass-Roman-Hinz.pdf、 閲覧

日：2022 年 11 月 18 日 

 

＜対策機器の検討状況＞ 

 Netzregulung2.0 と呼ばれる多様なステークホルダが参加した研究開発 PJ では、GFM インバータに関する様々な検討

が行われた。 

⚫ 配電系統※における GFM インバータの影響 

⚫ HVDC システムの GFM 機能 

⚫ コンバータが支配的な電力系統における周波数安定性 

⚫ 配電系統からの慣性の提供 

⚫ GFM インバータを使用した単独系統の形成と検出 

⚫ インバータが支配的な電力系統の短期及び長期のダイナミクス 

⚫ GFM インバータの試験方法と検証 

※ドイツの配電系統は 110kV 以下 

 

〇イタリア 

<安定性維持に関する課題意識> 

各種安定性の課題（周波数安定性・同期安定性・電圧安定性）はいずれも懸念されているものの、ヒアリングによれば

特に電圧安定性が懸念されている。 

 

＜安定性維持のための系統運用者の取り組み＞ 

基本的に安定性維持の責任は TSO である Terna が負っており、各種対策設備をして図 251 に示す設備を各地に導

入している。 
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図 251 対策設備の導入状況・予定 出所）Terna 提供資料を基に作成 

 

＜対策機器の検討状況＞ 

TSO の対策設備としては図 251 の通りであるが、同期調相機にフライホイールを具備して慣性定数を大きくしたり、PSS

（Power System Stabilizer）を具備するといった取り組みがなされている。その他、現時点で技術が標準化されていな

いため導入をそうていしてはいないものの、図 252 に示すような GFM に関する検討も開始している。 

 

図 252 Terna が実施している GFM 機能の検証内容 

出所）Terna 提供資料を基に作成 

 

北米地域の調査結果 

○米国全体 

＜系統安定性に関する課題意識＞ 

 米国は国土が広大であり、地域ごとに異なる系統安定性に係る課題感を持っている。例えばテキサスやハワイのような独立

系統では系統慣性の減少による周波数安定性の低下が課題となっている。一方で系統容量の大きい東部系統、西部系

統では周波数安定性は大きな課題としては認識されていない。これらの系統安定性に対して様々な対策を講じているが、

一部エリアでは対策後に再び電圧安定性に懸念が生じるなど、モグラたたきのように新たな課題が生じている状況である。 

 近年では IBR の普及拡大によって生じている Weak Grid（短絡容量、制御安定性の低下等）に対して GFM は大き

な役割を果たすと認識されており、主に蓄電池への GFM 適用が検討されている。なお、GFM インバータを導入するにあたっ

ての課題は以下の図 253 のように認識されている。 

 



 

4‐235 

 

 

図 253 GFM インバータ導入時の課題意識 

＜系統安定性に対する取り組み＞ 

 上述のように米国ではGFMインバータの導入に関する議論が進められている。以下の表87に示すように、NERC、UNIFI

等の各機関・コンソーシアムにて GFM インバータに係る検討や取り組みがなされている。 

 

 

表 87 各機関・コンソーシアムによる GFM インバータに関する取り組み 

 

 

＜将来動向の見解＞ 

大規模系統に関しては大型蓄電池が必要であり、共存という観点では GFM を蓄電池と組み合わせることで実装が容易

と考えられている。また、全てのインバータが GFM である必要はないが、系統にどの程度の GFM インバータが導入されている

かは意識する必要があると NREL は言及している。配電系統に関しては、必ずしも GFM インバータである必要はなく、利用

用途によって異なるものの、GFL インバータが活用出来るケースもあると NREL は考えている。GFM インバータ以外の系統

安定性対策機器としては同期調相機が有力と認識されている。同期調相機は事故電流を供給し、系統の保護リレーが適

切に動作することを目的として導入されている背景もある。系統安定性と事故電流の供給による保護機能の維持が可能で

あり、かつ既存の装置にあまり手を加えずに効果を得られるため導入されることが多いと NREL は認識している。 

さらに、現時点では GFM インバータ向けの電源は全て蓄電池であるが、将来的には太陽光や風力発電を電源とした

GFM インバータもプロトタイプとして出てくる可能性も示唆されている。 

 

○米国各地域の動向 

 調査を実施した北米 2 地域における基幹系統の安定性維持に関する課題意識、安定性維持のための制度的対応およ

び系統運用者の取り組みを表 88 に示す。 
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表 88 米国 2 地域の安定性維持に関する検討状況一覧 

 

 

今回調査した 2 地域はいずれも独立した単独系統であり、再エネ等の非同期発電機の導入により、慣性や短絡容量の

低下が大きな課題となっている。両エリアにおいて Fast Frequency Response（FFR）等の安定化サービスを第三者か

ら調達しており、テキサスでは各種要件の改定、ハワイでは更なる安定化サービスの調達検討といった動きが見られた。 

自由化州であるテキサスでは ISO/RTO である ERCOT が、垂直統合を維持しているハワイでは Utility である HECO

が系統増強や設備の導入等の対策を実施している。近年では同期調相機等の導入が進んでいる他、テキサスでは系統慣

性の管理、ハワイでは GFM インバータの要件化等が行われている状況。 

各地域における安定性維持のための対策設備の検討状況を表 89 に示す。 

 

表 89 米国 2 地域の安定性対策設備の検討状況一覧 

 

 



 

4‐237 

 

いずれの地域においても、近年は同期調相機が主たる対策設備ではあるものの、GFM 型蓄電池の導入検討が進められて

おり、ハワイでは既に運用が開始されたプロジェクトも存在する。第三者設備の計測・制御インタフェースについて、テキサスで

は通信プロトコルに関する規格が存在する一方、ハワイでは具体的内容は HECO との協議の中で決定される。 

いずれの地域も ERCOT、HECO による対策設備の費用は託送料金/電気料金の形で広く回収される。 

 

○テキサス 

＜安定性維持に関する課題意識＞ 

テキサスの安定性に関する課題意識は、系統慣性の減少による周波数安定性の低下と短絡容量減少による Weak 

Grid の顕在化（電圧維持能力の低下、Sub-Synchronous Oscillation（SSO）の発生等）である。以下の図

254 に、テキサスにおける系統安定性に対する課題と主な対策を整理した。また、近年系統事故に起因する IBR の大量

脱落事故が増加しており、NERC から対策を講じるよう通達されている。 

 

 

図 254 テキサスにおける系統安定性に関する課題意識と主な対策 

 

＜安定性維持のための制度的対応＞ 

系統慣性の低下対策として、FFR の市場調達が２０２２年１０月より開始。その後２０２３年６月よりその他のアン

シラリーサービスも再編された。また、上記 IBR 脱落事故の対策として、現在 IBR のライドスルー要件（電圧・周波数）お

よび計測機器の設置要件について改定作業中である。 

 

＜安定性維持のための系統運用者の取り組み＞ 

ERCOT による安定性維持の取り組みは系統慣性の管理や FFR の市場調達、同期調相機の設置などが挙げられる。 

また、風力発電が多く導入されているテキサスで度々発生する SSO に対して、ERCOT は以下の表 90 のような原因分

析と対応を行っている。 
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表 90 テキサスにおける SSO の発生原因と ERCOT の対応策 

 

 

テキサスでの SSO の主な要因は直列コンデンサと IBR（Type-3 の DFIG 風力）のコントローラ制御によるものと分析さ

れている。SSO の発生を抑制するために、ERCOT としては IBR の制御側でチューニングをしすぎず、同期調相機の設置や

系統設備の増強などを組み合わせて、系統設備側で対策することが重要であると ERCOT は認識している。また、SSO 発

生時に系統運用者が微小時間における動揺事象を観測できるように、発電事業者、送電事業者に対して PMU の設置を

義務付けている。 

 

＜対策機器の検討状況・技術開発動向＞ 

ERCOT は、同期調相機に加えて更なる系統安定性対策として GFM 型蓄電池を検討しており、GFM 型蓄電池を設

置した際の系統シミュレーション（PSS/E、PSCAD）を実施し、その有効性を検証・分析した。図 255 に示すような解析

結果から、GFM 型蓄電池により系統安定性限界を低下させず、系統のパフォーマンスが改善したことも示された。 

 

 

図 255 西テキサス系統における事故時の GFM 型蓄電池有/無ケースの比較 

出所）ERCOT、 “Preliminary assessment of Grid Forming Inverter based Energy Storage Resources (GFM IBR ESR) in the 

ERCOT Grid”、 https://www.ercot.com/files/docs/2023/08/11/GFM_ERCOT_IBRWG(08112023).pdf、 閲覧日：2023 年 8 月

28 日 

 

ただし、系統安定性対策は GFM インバータのみに頼るのではなく、その他の対策機器（同期調相機、STATCOM）の

設置や系統増強などを組み合わせて系統安定性を維持することが重要であると ERCOT は言及している。 
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＜対策機器の運用方法、計測・制御インタフェース＞＞ 

ERCOT は自ら対策機器を直接運用・制御せず、モニタリングのみ行っている。 

系統安定性対策機器（同期調相機、STATCOM）を持つ TSP（Transmission Service Provider）や発電・蓄

電設備保有者に対して、各設備への PMU とデータレコーダの設置が要件化されている。 

 

＜対策機器の費用負担＞ 

テキサスにおける系統安定性対策は TSP による設備投資（同期調相機、STATCOM、送電線の増強・新設等）に留

まっており、第三者設備を活用するといった状況には至っていない。他方、GFM 機能をグリッドコードとして課すことや公募、市

場からの調達も検討されている。そしたことから、テキサスにおける系統安定性対策機器の費用負担構造は以下の図 256

のように整理される。 

 

 

図 256 テキサスにおける系統安定性対策機器の費用負担構造 

 

 

 

○ハワイ 

＜安定性維持に関する課題意識＞ 

ハワイの系統安定性に関する主な課題は、周波数安定性および電圧安定性の低下である。周波数安定性では特に慣

性低下が課題とされている。これは、IBR の普及とそれに伴う同期発電機の減少に加え、各島が独立系統を構成しており

元々系統容量が小さいことが要因で、電源脱落の影響が大きいことによる。電圧安定性では、同期発電機の減少による電

圧調整能力や短絡容量の低下が課題とされている。また、上記以外の課題として近年 SSO が顕在化しつつある。 

カウアイ島では 2021 年、2023 年に SSO を経験している。いずれも IBR 同士の相互干渉によるものであり、2021 年に

発生したものは GFL 同士（事後的に GFM の導入により解消したとされている）、2023 年に発生したものは２台の GFM

型蓄電池同士で相互干渉が発生した事象である。 

 

＜安定性維持のための制度的対応＞ 

第三者からの系統安定化に係るサービス調達も進んでおり、GSPA （Grid Service Purchase Agreement）にお

いて既に容量（供給力提供）や FFR 等、需要家からは DR の調達を実施している（図 257）。また、短絡電流、慣

性、電圧調整能力など他のサービスについても将来的には第三者から調達することが検討されている。 
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図 257 第三者リソースからの系統安定化に関するサービス調達 

 

＜安定性維持のための系統運用者の取り組み＞ 

HECO（Hawaiian Electric Company）管轄エリア（ハワイ島、オアフ島、マウイ島）の安定性維持対策として、対策

機器（同期調相機）の設置や GFM 型蓄電池（再エネ併設型含む）の調達を実施している。同期調相機については、

ハワイの将来系統の安定性に関するレポートである”2021 System Stability Study” の中で詳細な検討がされており、

その後の系統計画（IGP：Integrated Grid Plan）に反映されている。2024 年には、老朽化した KAHULUI 石油火

力発電所を同期調相機として転用し、運用を開始する予定である。GFM インバータについては、大規模な再エネ公募調達

の Stage2 以降のインバータリソースは GFM 機能の具備が要件として求められている。現在運用が開始されているのはオア

フ島の Kapolei Energy Storage のみであるが、他の PJ についても今後続々と運用開始予定である。なお、カウアイ島

（KIUC 管轄）においては既に 2 か所の GFM 型リソース（蓄電池併設型 PV）が存在する。2024 年 3 月現在、ハワ

イにて運用されている GFM 型 BESS について下記の図 258 の通り整理した。 

 

図 258 ハワイにおける GFM リソースの導入状況（2024 年 3 月時点） 

＜対策機器の運用方法・計測/制御インターフェース＞ 

第三者設備の対策機器としては、2024 年３月時点では GFM インバータが存在する。運用方法については RfP

（Request for Proposal）に規定されているほか、より具体的な内容については HECO と設置する事業者間の協議の

上決定される。また、GFM 設備とコントロールセンター間の情報通信に関しては一般的な発電設備との間に違いはない。 

 

＜対策機器の費用負担＞ 

HECO による系統安定化に関する対策費は電気料金の形で需要家から回収される。ハワイでは各エリアの電力会社が

垂直統合の形で発電・託送・小売を実施しているためである。一方で、前述したような再エネ公募調達により導入されるリ

ソースについては、設置事業者が系統増強含むすべての導入に関する費用を負担する。なお、これらの費用は HECO との
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電力購入契約（PPA：Power Purchase Agreement）に組み込まれ、結果的には HECO を通じて電気料金から回

収される。以上、HECO における系統安定性対策機器の費用負担構造は以下の図 259 のように整理。 

 

 

図 259 HECO における系統安定性対策機器の費用負担構造 

 

 

 

 

4.3. アウトカム達成に向けた具体的な取組 

[研究開発項目 1：疑似 PCSの実用化開発] 

① 高圧連系用慣性低下対策 PCSの実用化開発 

前事業においては慣性低下対策の制御方式の分類・整理やプロトタイプ評価による基礎的開発を実施してきたが、本事業

では蓄電池用 PCS(GFM、S-GFL)においては他機能との干渉検討や要求仕様整理等の実用化開発を目標する。また

PV 用 PCS(GFM)については蓄電池用と比較し、直流入力急変時の対応などの技術的課題が多いため基礎的開発を目

標とする。 

② 再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発 

カーボンニュートラルの実現に向け、地域グリッドにて構成される機器・システム・ツールについて技術的な要件を整理し、規

程・ガイドラインの整備を行う。本事業で検討した地域グリッドの将来像について、新たな配電事業者や一般送配電事業者

の会議体にて説明して定着を図り、また学協会での講演やシンポジウム等にて説明し、国内外の関連技術者の方々へ理解

を促していく。 なお、提案者は、一般送配電事業者の系統連系規程所管箇所、PCS の系統連系認証を行っている国内

唯一の認証機関の他、電力広域運営推進機関等によるグリッドコードに関する会議体メンバーを多数含んでおり、上記を

実施可能なコンソーシアムとなっている。 

 

[研究開発項目 2：M-G セットの実用化開発] 

本事業で得られた成果を用いて、関係機関や系統運用者、メーカに働きかけを行い、事業終了後、実系統での実機クラ

スを用いた実証試験を行うことで、M-G セットの実用化を確実なものとして推進し、前述のアウトカム目標を実現する。 

 

 

 

 

表 91 アウトカム達成に向けた具体的取組（①高圧連系用慣性低下対策 PCS の実用化開発 
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表 92 アウトカム達成に向けた具体的取組(②再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発) 

 

 

 

 



 

添付資料—1 

 

添付資料 

●プロジェクト基本計画： 

P22003 

 

「再生可能エネルギーの主力電源化に向けた次々世代電力ネットワーク安定化技術開発」 

基本計画 

スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 

 

１．研究開発の目的･目標･内容 

（１）研究開発の目的 

①政策的な重要性： 

2020年 10月の臨時国会において、2050年カーボンニュートラル実現を目指すことが宣言さ

れ、さらに 2021年 10月に閣議決定された「第６次エネルギー基本計画」において、2030年再生

可能エネルギー（再エネ）比率 36～38％程度の実現が示される等、再エネ導入拡大の重要性は

高まる一方である。再エネの導入拡大のために、「第６次エネルギー基本計画」では、「第５次エ

ネルギー基本計画」に引き続き、「再生可能エネルギーの主力電源化」に向けた「系統制約の克

服」が示されており、研究開発によって実現することに大きな期待が寄せられている。 

 

②我が国の状況： 

我が国では、再エネが順調に導入されており、2012年から 2019年の間に、水力を除く再エネ

の発電量は約 3倍以上、再エネ比率は 2019年で 18％に急拡大しており、系統制約の克服が強

く望まれている。系統による制約は、①送電線の空き容量の不足、②需要と供給のバランスの維

持、③系統の技術的な安定性の確保の 3つに大別され、①送電線の空き容量の不足の解決に

向けて、2019年度から NEDO「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワー

ク安定化技術開発」において、日本版コネクト＆マネージ（ノンファーム接続）に関する研究開発

が実施されている。また、②需要と供給のバランスの維持及び③系統の技術的な安定性の確保

に関する事項についても、当該 NEDO事業において、電圧・周波数の瞬間的な変動を調整する

慣性力の低下対策（疑似慣性機能付きの PCS（Power Conditioning System）開発）や配電系統

の潮流・電圧制御技術について、2021年度までに基礎的な研究開発を終了した。しかし、特に、

慣性力について実用化を見据えた研究開発は未実施であり、再エネの大量導入に伴って、回転

系の発電設備が減少すると電力系統は瞬間的な大きな変動に耐えられず大停電に至るおそれ

があることから、慣性力を確保する技術の重要性が高まっている。 

また、電力広域的運営推進機関の勉強会や送配電網協議会のロードマップにおいて、再エネ

主力電源化に向けた今後の技術的課題として、短絡容量の低下が示されているが、具体的な研

究開発はまだ行われていない状況にある。 

 

③世界の取組状況 

世界的にも、再エネの導入が進み、系統制約克服の研究開発が進められている。例えば、欧

州では、Horizon 2020の MIGRATEプロジェクトで、慣性力関連の研究開発プロジェクトを実施し
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ている。また、米国においてもエネルギー省が主導する Grid Modernization Initiative では慣性力

を含めて、将来の電力ネットワーク構築に関する包括的な技術開発が行われている。 

 

④本事業のねらい： 

本事業では、NEDO「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク安定

化技術開発」で得られた成果を踏まえ、最新の技術動向及び政策動向を把握し、将来の電力系

統の技術的な課題及び制度的な課題までを見据えた上で、慣性力低下対策の実用化及び新た

な課題である短絡容量の低下に関する技術開発を行うとともに、開発成果が適切な効果を発揮

することを小規模な系統において検証する。 

 

（２）研究開発の目標 

 ① アウトプット目標 

研究開発項目１ 疑似慣性 PCSの実用化開発 

【中間目標】（2024年度末） 

・疑似慣性 PCSの試作を通じ、単独運転検出機能や事故電流供給機能等の実現方

法を確認し、要求仕様としてとりまとめる。 

・各電圧階級において、無効電力注入機能等の必要性について整理する。 

 

【最終目標】（2026年度末） 

・とりまとめた要求仕様を踏まえ、単独運転を求められる時限（配電系統においては 3

秒程度以内）で解列できること、事故電流を検出できること、系統電圧を維持できるこ

とを検証し、系統連系規程への反映に必要となるデータを取得する。 

 

研究開発項目２ M-Gセットの実用化開発 

【中間目標】（2024年度末） 

・再エネと蓄電池を伴う M-Gセットシステムを開発し、仮想同期機(VSG)や同期調相機

等とともに基幹系統等での連系運転及び系統事故時に適切な動作を行うことを検証

する。 

 

【最終目標】（2026年度末） 

・M-Gセット、VSG、同期調相機に、複数の疑似慣性 PCSを連系した際にも、系統事

故時に適切な動作を行うことを検証する。 

 

② アウトカム目標  

本事業により、再エネ主力電源化に向けた系統制約を克服し、「再エネ大量導入」､「電力イン

フラのレジリエンス向上」及び「エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネスの創出」に貢献

する。 

2021年 10月の「第６次エネルギー基本計画」における 2030年の再生可能エネルギー発電の

導入目標である 36～38％程度の実現に向けて、本事業で開発した基盤技術等について、フィー

ルド実証等を経てシステムとして確立し、各電力系統に導入していく。その場合、CO2削減効果

は約 9,200万トン/年（排出原単位 0.470kg-CO2/kWhで算出）となる。 
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③ アウトカム目標達成に向けての取組 

本事業の成果から国内においては系統連系規程等の国内規程に反映することで、再生可能

エネルギーの更なる導入拡大を推進し、エネルギー基本計画に定められた再エネの電源構成比

率 36～38％程度（2030年（令和 12年））を実現する。また、事業終了後、開発装置の更なる高

機能化や低コスト化、実用化技術の成熟、装置の普及促進を進める。 

 

（３）研究開発の内容 研究開発項目（詳細を別紙に記載）、実施形態 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき

研究開発を実施する。 

研究開発項目１ 疑似慣性 PCSの実用化開発 

研究開発項目２ M-Gセットの実用化開発 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 研究開発体制、研究開発場所の構想 

プロジェクトマネージャーにＮＥＤＯ スマートコミュニティ・エネルギーシステム部主任研究員 

西林秀修を任命して、プロジェクトの進行全体を企画・管理や、そのプロジェクトに求められる技

術的成果及び政策的効果を最大化させる。 

NEDOは公募により研究開発実施者を選定する。 

研究開発実施者は、企業や大学等の研究機関等（以下、「団体」という。）のうち、原則として日

本国内に研究開発拠点を有するものを対象とし、単独又は複数で研究開発に参加するものとす

る。ただし、国外の団体の特別の研究開発能力や研究施設等の活用又は国際標準獲得の観点

から必要な場合は、当該の研究開発等に限り国外の団体と連携して実施することができるものと

する。 

 

（２）研究開発の運営管理 運営管理の方針、方法 

NEDOは、研究開発全体の管理、執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、外部環境の

変化等を適時に把握し、必要な措置を講じるものとする。運営管理は、効率的かつ効果的な方

法を取り入れることとし、次に掲げる事項を実施する。 

① 研究開発の進捗把握・管理 

NEDOは、主としてプロジェクトリーダーをとおして研究開発実施者と緊密に連携し、研究開発

の進捗状況を把握する。また、必要に応じて外部有識者で構成する技術委員会を組織し、定期

的に技術的評価を受け、目標達成の見通しを常に把握することに努める。 

② 技術分野における動向の把握・分析 

NEDOは、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、政策動向、市場

動向等について必要に応じて調査し、技術の普及方策を分析、検討する。なお、調査等を効率的

に実施する観点から委託事業として実施する。 

 

３．研究開発の実施期間 

2022年から 2026年までの 5年間とする。 
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４．評価に関する事項 評価の根拠規程、視点、方法、実施時期 

NEDOは技術評価実施規程に基づき、技術的及び政策的観点から研究開発の意義、目標達

成度、成果の技術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、プロジェクト評価を実施

する。 

評価の時期は、中間評価を 2024年度、事後評価を 2027年度とし、当該研究開発に係る技術

動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとす

る。 

また、中間評価結果を踏まえ必要に応じて研究開発の加速・縮小・中止等の見直しを迅速に

行う。 

 

５．その他重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

①成果の普及 

本研究開発で得られた研究成果については NEDO、委託先とも普及に努めるものとする。 

②標準化等との連携 

得られた研究開発の成果については、知的基盤整備又は標準化等との連携を図るためデー

タベースへのデータ提供、標準案の提案等を積極的に行う。 

③知的財産権の帰属、管理等取扱いについての方針 

研究開発成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構 新エネルギー・産業技術業務方法書」第 25条の規定等に基づき、原則として、

全て委託先に帰属させることとする。なお、開発段階から、事業化を見据えた知財戦略を構築

し、適切な知財管理を実施する。 

④ 知財マネジメントに係る運用 

本プロジェクトは、「NEDOプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」を適用する。 

⑤ データマネジメントに関わる運用 

本プロジェクトは、「NEDO プロジェクトにおけるデータマネジメント基本方針」を適用する。 

 

 

（２）基本計画の変更 基本計画の変更についての方針 

NEDOは、当該研究開発の進捗状況及びその評価結果、社会・経済的状況、国内外の研究

開発動向、政策動向、研究開発費の確保状況等、プロジェクト内外の情勢変化を総合的に勘案

し、必要に応じて目標達成に向けた改善策を検討し、達成目標、実施期間、実施体制等、プロ

ジェクト基本計画を見直す等の対応を行う。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第 15条第 1

項第 1号イ及び第 9号に基づき実施する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 制定・改訂の履歴 

2022年 3月 策定 
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（別紙１） 

研究開発計画 

 

研究開発項目１ 疑似慣性 PCSの実用化開発 

 

１．研究開発の必要性 

2020年 10月の臨時国会において、2050年カーボンニュートラル実現を目指すことが宣言さ

れ、さらに 2021年 10月に閣議決定された「第６次エネルギー基本計画」において、2030年再生

可能エネルギー（再エネ）比率 36～38％程度の実現が示される等、再エネ導入拡大の重要性は

益々高まっている。再エネの導入拡大のために、「第６次エネルギー基本計画」では、「第５次エ

ネルギー基本計画」に引き続き、「再生可能エネルギーの主力電源化」に向けた「系統制約の克

服」が示されており、研究開発によって実現することに大きな期待が寄せられている。 

系統による制約は、①送電線の空き容量の不足、②需要と供給のバランスの維持、③系統の

技術的な安定性の確保の 3つに大別され、①送電線の空き容量の不足の解決に向けて、2019

年度から NEDO「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク安定化技術

開発」において、日本版コネクト＆マネージ（ノンファーム接続）に関する研究開発が実施されて

いる。②需要と供給のバランスの維持及び③系統の技術的な安定性の確保に関する事項につ

いても、電圧・周波数の瞬間的な変動を調整する慣性力の低下対策や配電系統の潮流・電圧制

御技術について、2021 年度までに基礎的な研究開発を終了予定である。しかし、特に、慣性力

について実用化を見据えた研究開発は未実施であり、再エネの大量導入に伴って、回転系の発

電設備が減少すると電力系統は瞬間的な大きな変動に耐えられず大停電に至るおそれがあるこ

とから、慣性力を確保する技術の重要性が高まっている。 

NEDO「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク安定化技術開発」で

は、電流制御方式(GFL)及び電圧制御方式(GFM)の PCSが慣性力を持っているかのように動作

させるための開発を行い、理想的な条件下で適切に動作することを確認する等、一定の成果を

得ている。しかし、これらの疑似慣性 PCSが複数台導入された際の検証には至っていない。実

際の電力系統には、様々な電圧階級に異なるタイプの PCSが複数台設置されており、他の機器

からの干渉やノイズ等があることから、現実的な条件下においても適切に動作する機器を開発

する必要がある。また、GFMの PCSは制御構造上、周波数検出部や無効電力注入部が設けら

れていないことから、これまでに実用化されている単独運転検出機能を適用できず、新たな方式

等の検討が必要である。GFLにおいても、疑似慣性機能と単独運転検出機能が相互に悪影響を

及ぼすことなく動作することが求められる。 

 

２．具体的研究内容 

配電系統が主なターゲットとなる電流制御方式(GFL)及び電圧制御方式(GFM)の疑似慣性

PCSについて、慣性機能と単独運転検出機能を両立する機器を開発する。また、PCSは事故電

流が回転系発電機よりも小さく、事故を適切に検出できないおそれがあることから、事故電流の

供給機能等の解決策について検討し、必要な機能を開発する。さらに、開発した疑似慣性 PCS

が複数台導入された際にも、安定的に動作することを小規模な系統において検証し、系統連系

規程等への反映に必要となるデータを取得する。また、必要に応じて、系統連系規程等の反映

案を作成する。 
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３．達成目標 

【中間目標】（2024年度末） 

・疑似慣性 PCSの試作を通じ、単独運転検出機能や事故電流供給機能等の実現方法を確認

し、要求仕様としてとりまとめる。 

・各電圧階級において、無効電力注入機能等の必要性について整理する。 

 

【最終目標】（2026年度末） 

・とりまとめた要求仕様を踏まえ、単独運転を求められる時限（配電系統においては 3秒程度以

内）で解列できること、事故電流を検出できること、系統電圧を維持できることを検証し、系統連

系規程への反映に必要となるデータを取得する。 
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研究開発項目２ M-Gセットの実用化開発 

 

１．研究開発の必要性 

慣性力を確保するため、仮想同期機(VSG)や疑似慣性 PCSは一定の効果があると考えられ

るが、大規模な再エネを VSGや疑似慣性 PCSで制御することは、効率や費用対効果等の面か

ら必ずしも適切でないことがある。このような場合、同期電動機（M）を再エネにより駆動し、同期

発電機（G）により発電し系統に並列させる M-Gセットを活用することで、大規模な再エネを安定

的に系統に連系できる。 

 

２．具体的研究内容 

再エネ及び蓄電池を接続した M-Gセットを開発し、系統事故時等においても回転系の発電機

と同様な挙動を示し、電力系統の安定化に貢献することを検証する。具体的には、再エネの出力

が急激に減少する場合や、蓄電池の充放電を高速に実施する場合、M-Gセットの電動機 M側

の系統における過電圧、過電流等により再エネおよび蓄電池が運転停止することがないことを検

証する。さらに、蓄電池を有効活用することで、地絡事故発生時に蓄電池により電力を急速に減

少させる制御（同期機の電源制限）等の既存の同期発電機にはない系統安定化制御についても

検証する。 

また、開発した M-Gセットが、VSG及び同期調相機との連系運転及び系統事故時に適切な

動作を行うことを検証し、必要に応じて、系統連系規程等の反映案を作成する。 

併せて VSGにおいても基幹系統用として系統を支えるための基本的な機能や仕様を明確に

するため、実証試験を通じて技術要件を抽出する。 

 

３．達成目標 

【中間目標】（2024年度末） 

・再エネと蓄電池を伴う M-Gセットシステムを開発し、仮想同期機(VSG)や同期調相機等とともに

基幹系統等での連系運転及び系統事故時に適切な動作を行うことを検証する。 

 

【最終目標】（2026年度末） 

・M-Gセット、VSG、同期調相機に、複数の疑似慣性 PCSを連系した際にも、系統事故時に適切

な動作を行うことを検証する。 
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●プロジェクト開始時関連資料（事前評価結果、パブリックコメント募集の結果） 

 

事前評価結果 

2021 年度 新規案件に係る事前評価結果について 

 

案件名 
 再生可能エネルギーの主力電源化に向けた次々世代電力ネットワーク安定化技術開発 

推進部署 
スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 

総合コメント 

基幹系統連系に必要な容量など数値設定を明確にする必要がある。また、国際標準化

を意識して、日本独自の課題や目標達成時の技術優位性を示し、海外への展開も検討

頂きたい。 

多様なステークホルダーが関わる事案であるため、異分野にまたがる産学官が連携した活

動が必須である。最新の政策動向を確認し、技術課題の設定・ロードマップ・費用を適宜

見直し、スピード感をもって開発に取り組んで頂きたい。 
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●研究開発項目間（ＷＧ１・ＷＧ３間）の活動のすみ分け・連携事項について： 

WG 間の活動のすみ分け・連携事項（背後に蓄電池を持つ S-GFL・GFM ）を以下のように整理。 
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●特許論文等リスト 

研究開発項目１ 

【著作権】 

番

号 
出願者 出願番号 出願国 出願日 状態 名 称 

１ 一般財団法人電力中央研究所 230085 日本 2024.03.13 登録 
マイクログリッド設計最適化ソフト

ウェア 

２ 一般財団法人電力中央研究所 230086 日本 2024.03.13 登録 地域需要分析ソフトウェア 
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【論文】 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

１ 

Naoto Yorino, 

Yoshifumi Zoka, 

Yutaka Sasaki, 

Shinya Sekizaki, 

Mitsuo 

Yokonuma, 

Takahiro 

Himuro, Futoshi 

Kuroki, 

Toshinori Fujii, 

and Hirotaka 

Inoue 

Hiroshima 

University 

Development of 

Single-Phase 

Synchronous 

Inverter for 

Single-Phase 

Microgrid 

MDPI Electronics, 

vol. 13, no. 3 
有 2024/01 

２ 

Shinya Sekizaki, 

Naoto Yorino, 

Yutaka Sasaki, 

Yoshifumi Zoka, 

Toshihisa 

Shimizu, and 

Ichiro Nishizaki 

National 

Institute of 

Technology, 

Kure 

College 

Single-phase 

Synchronous 

Inverter with 

Overcurrent 

Protection using 

Current Controller 

with Latched Limit 

Strategy 

IEEJ Trans. On 

Electrical and 

Electronic 

Engineering, Vol. 

18, No. 6, pp. 

1001-1014 

有 2023/05 

 

【外部発表】 

(a) 学会発表・講演 

番

号 
発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

１ 志熊亮佑 早稲田大学 

慣性低下対策インバー

タの導入地点による発

電機脱落時の周波数

変動への影響評価 

令和 5 年 電力・エネル

ギー部門大会 
2023/9/4 

２ 吉川優衣 早稲田大学 

慣性低下対策インバー

タの制御種と導入地点

が発電機脱落事故時の

周波数変化率に与える

影響の評価 

令和６年電気学会全

国大会 
2024/3/14 

３ 喜久里浩之 
産業技術総合

研究所 

Performance 

evaluation of grid-

following and grid-

forming inverters 

電力技術委員会・日韓

シンポジウム 
2023/9/14 
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with virtual inertia 

controls 

4 喜久里浩之 
産業技術総合

研究所 

擬似慣性機能付き

PCS の性能評価 

第 5 期第 2 回地域自

律型マイクログリッド研究

会 

2023/7/14 

5 喜久里浩之 
産業技術総合

研究所 

HiL Testing of grid-

following and 

forming inverters 

Electric Energy 

Systems University 

Enterprise Training 

Partnership (EESU-

ETP) Workshop 

"ADVANCED 

LABORATORY 

TESTING METHODS 

FOR MODERN 

POWER SYSTEMS" 

2023/5/9 

6 橋本潤 
産業技術総合

研究所 

 Grid Forming 

Converters: 

Advanced 

capabilities for grid 

stability with high 

penetration of 

Renewable Energy 

 Mission Innovation 

Green Powered 

Future Mission 

Workshop Policy 

and Technology for 

Grid Flexibility and 

Stability 

2024/3/13 

7 橋本潤 
産業技術総合

研究所 

 Global Trends in 

Grid Forming 

Inverters ~ 

Advanced 

capabilities for grid 

stability with high 

penetration of 

Renewable Energy 

~ 

 アジア開発銀行主催の

イベント 
2024/1/23 

8 

植田護 

喜久里浩之 

織原大 

橋本潤 

小笠原有香 

大嶺英太郎 

東京理科大学、

産業技術総合

研究所、新エネ

ルギー・産業技

術総合開発機

構 

仮）Case study: 

Japan Provision of 

inertia 

IEA PVPS Task 14, 

Provision of 

frequency related 

services from PV 

systems 

予定 

9 

篠原裕文 

増田文雄 

百合野真司 

佐藤孝則 

電気安全環境

研究所、 

産業技術総合

研究所 

GFM インバータの単位

慣性定数等の推定・評

価手法の検討 

令和 5 年(2023 年)電

気学会 電力・エネル

ギー部門大会(第 34

回)愛知大会 

2023/9/4 
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織原大 

喜久里浩之 

橋本潤 

10 

Rahman 

Khaliqur 

織原大 

橋本潤・ 

産業技術総合

研究所 

 

Virtual Impedance 

Control for 

Enhanced Current 

Limitation in Grid-

Forming Inverters 

IEEE-International 

Conference on 

Power Electronics, 

Intelligent Control & 

Energy Systems 

IEEE- ICPEICES 

2024 

2024/4 

予定 

11 瀬川周平 東京大学 
需給運用シナリオによる系

統慣性低下の特性分析 

第 40 回エネルギーシステ

ム・経済・環境コンファレンス 
2024/1/31  

12 

下幸茂 大雅, 

井上 浩孝, 

横沼 実雄, 

餘利野 直人, 

島田 拓也, 

菊池 岳人, 

関﨑 真也, 

佐々木 豊, 

造賀 芳文, 

呉高専， 

広島大学 

単相同期化力インバー

タを用いた低力率負荷

条件下での実機基本動

作の検証 

令和 6 年 電気学会全

国大会 
2024/3 

13 

関崎 真也, 

佐々木 豊, 

造賀 芳文 

餘利野 直人 

広島大学, 

呉高専 

GFM 制御系と電流制

御系を併用したモード切

替機構を有する単相同

期化力インバータの設計 

電気学会電力技術・電

力系統技術合同研究

会 

2023/9 

14 川島伸明 北海道大学 

仮想同期発電機制御

方式の Grid-Forming

インバータの数式モデル 

令和 5 年電気学会全

国大会 
2023/3 

15 川島伸明 北海道大学 

Modeling of A Grid-

Following Inverter 

Considering the 

relationship 

between PCC and 

POC Voltages 

2023 IEEE PES 

ISGT Asia 
2023/11 

16 佐々木裕哉 北海道大学 

線路インピーダンスが

GFM インバータの実効

慣性に与える影響に関

する基礎検討 

令和 6 年電気学会全

国大会 
2024/3 

17 吉山和宏 東京電力 HD 

再生可能エネルギー導

入地域グリッドの実現に

向けた検討 

令和５年電気学会全

国大会 
2023/3 
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18 吉山和宏 東京電力 HD 

再生可能エネルギー導

入地域グリッドの実現に

向けた課題解決・対策

の検討 

令和 6 年電気学会全

国大会 
2024/3 

 

研究開発項目２ 

【外部発表】 

(a) 学会発表・講演 

番

号 
発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

１ 

岩丸 明史, 上田 紀

行, 田中 彰浩, 大

谷 哲夫, 嶋田 丈裕 

一般財団法人

電力中央研究

所 

国際規格に準拠した M-G セット

計測制御インターフェース基本仕

様 

電気学会全国

大会 
2023/3 

２ 
木原有也都，河辺

賢一 
東京工業大学 

事故時の周波数安定化のため

の風力発電の回転数制御に関

する基礎検討 

電気学会電力

技術・電力系統

技術合同研究

会 

2023/9 

３ 
Seongheon Oh，

河辺賢一 
東京工業大学 

可変ゲイン制御を適用した GFM

型蓄電池の周波数安定化効果 

－仮想同期機制御との比較によ

る評価－ 

電気学会電力

技術・電力系統

技術合同研究

会 

2023/9 

４ 
松野周悟，河辺賢

一 
東京工業大学 

電流定格を考慮した GFM コン

バータによる無効電力制御の一

手法 

電気学会全国

大会 
2023/9 

５ 
Seongheon Oh，

河辺賢一 
東京工業大学 

電源脱落時の周波数安定化の

ための GFM 型蓄電池の有効電

力指令値の決定手法に関する

検討 

電気学会全国

大会 
2023/9 

６ 

平川 遼太郎,白崎 

圭亮,天野 博之,父

母 靖二,片岡 良彦 

一般財団法人

電力中央研究

所 

GFM インバータの仕様設計 
電気学会全国

大会 
2024/3 

７ 

白崎 圭亮,平川 遼

太郎,天野 博之,父

母 靖二,片岡 良彦 

一般財団法人

電力中央研究

所 

系統安定化機能付き GFL イン

バータの仕様設計 

電気学会全国

大会 
2024/3 

８ 
木原有也都，河辺

賢一 
東京工業大学 

風車の力学的特性を利用した

風力発電の緊急制御による周

波数安定化手法の検討 

電気学会電力

技術・電力系統

技術合同研究

会 

2024/3 
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(b)新聞・雑誌等への掲載  

番

号 
所属 タイトル 掲載誌名 発表年月 

１ 
一般財団法人電力中央

研究所 
「再エネ電力同期変換」電中研基幹系統向け新技術 電気新聞 2022/6  

２ 
一般財団法人電力中央

研究所 

「再生可能エネルギーの主力電源化に向けた次々世代

電力ネットワーク安定化技術開発」を2022年度より実

施 

― 研究開発項目 2 M-G セットの実用化開発 ― 

Web 2022/6 

 

 



 

２．分科会公開資料 
次ページより、推進部署・実施者が、分科会において事業を説明する際に使用した資料を

示す。 
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プロジェクトの説明（公開版）

スマートコミュニティ・エネルギーシステム部

2024年6月24日

「再生可能エネルギーの主力電源化に向けた
次々世代電力ネットワーク安定化技術開発」（中間評価）
2022年度～2026年度 5年間

資料5



2

配電系統が主なターゲットとなる電流制御方式(GFL)及び電圧制御方式(GFM)の疑似
慣性PCSについて、慣性機能と単独運転検出機能を両立する機器を開発する。また、
開発した疑似慣性PCSが複数台導入された際にも、安定的に動作することを小規模な
系統において検証し、系統連系規程等への反映に必要となるデータを取得する。
送電系統を主たる対象として、再エネ及び蓄電池を接続したM-Gセットを開発し、系
統事故時等においても回転系の発電機と同様な挙動を示し、電力系統の安定化に貢献
することを検証する。

アウト
プット

目標

「第６次エネルギー基本計画」における2030年の再生可能エネルギー発電の導入目
標である36～38％の達成に貢献する。

アウトカ
ム目標

第６次エネルギー基本計画の目標達成に向けて、2024年頃までに実用化が近いGFLの
開発を終えて事業期間中から社会実装を進めつつ、より効果の大きいGFMについて
も連系規程等の改訂も見据えて、速やかに社会実装できるように開発する。

出口戦略
（実用化
見込み）

プロジェクト開始時：DH(Dead Heat) → プロジェクト終了時：LD(Leading)
欧州でも次世代系統安定化技術として疑似慣性PCSの研究開発が活発になっている。
現時点ではDHとしたが、本事業の成果により、プロジェクト終了時にはLDになる。

グローバ
ル ポ ジ
ション

想定する出口イメージ等

NEDO「再生可能エネルギーの大量導
入に向けた次世代電力ネットワーク安
定化技術開発の研究開発項目 1-2
（2019-2021）」の後継事業である。
その成果（疑似慣性PCSの基礎開発）
を発展し、実用化開発を実施。

既存プロジェクトとの関係
プロジェクトの概要

再生可能エネルギーの主力電源化に向けた次々世代電力ネットワーク安定化技術開発

再エネの導入拡大のために、「第６次エネルギー基本計画」では、「第５次
エネルギー基本計画」に引き続き、「再生可能エネルギーの主力電源化」に向
けた「系統制約の克服」が示されており、「系統の安定性維持」のため、「疑
似慣性機能等を具備したインバータの導入などのための技術開発」を進めるこ
とが示されている。本事業では、①配電系統を主たる対象として、疑似慣性
PCSを開発するとともに、②送電系統を主たる対象として、再エネ及び蓄電池
を接続したM-Gセット（以降、M-Gセットという）を開発することで、「慣性
力不足等の技術的な要因により、系統の突発的なトラブル時に生じる広範囲の
停電リスク等の低減」に貢献する。

期間：2022～2026年度（5年間）
総事業費（NEDO負担分）：130.4億円（予定）（委託）
2024年度政府予算額：38.0億円（需給）

事業計画

202720262025202420232022

研究開発項目Ⅰ
疑似慣性PCS

研究開発項目Ⅱ
M-Gセット

終了時
評価

中間
評価評価時期

21.026.038.030.015.4
政府予算
（億円）

＜研究開発スケジュール・評価時期・想定する予算規模＞

改良設計・試作
検証

インバータ設計・試作
検証

スマートコミュニティ・エネルギーシステム部
ＰＭgr：西林 秀修 主任研究員

M-Gセット



報告内容

３．マネジメント

２．目標及び達成状況

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

• 背景と事業の目的
• 政策・施策における位置づけ
• 技術戦略上の位置づけ
• 外部環境の状況（技術、市場、制度、政策動向など）

• アウトカム達成までの道筋
• 知的財産・標準化:オープン・クローズ戦略
• 知的財産管理

• アウトカム目標の設定及び要件
• アウトカム目標の達成見込み
• 費用対効果
• 前身事業との関連性
• 本事業における研究開発項目の位置づけ
• 研究開発項目の概要
• アウトプット目標の設定及び根拠
• アウトプット目標の達成状況
• 特許出願及び論文発表

• NEDOが実施する意義
• 実施体制
• 個別事業の採択プロセス
• 予算及び受益者負担
• 目標達成に必要な要素技術
• 研究開発のスケジュール
• 進捗管理
• 進捗管理:WG1・WG3間の連携
• 進捗管理:事前評価結果への対応
• 進捗管理:動向・情勢変化への対応
• 進捗管理:成果普及への取り組み

ページ構成

3

(1)本事業の位置づけ・意義
(2)アウトカム達成までの道筋
(3)知的財産・標準化戦略

(1)アウトカム目標及び達成見込み
(2)アウトプット目標及び達成状況

(1)実施体制
(2)受益者負担の考え方
(3)研究開発計画



＜評価項目１＞意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

（１）本事業の位置づけ・意義
（２）アウトカム達成までの道筋
（３）知的財産・標準化戦略

4



報告内容

３．マネジメント

２．目標及び達成状況

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

• 背景と事業の目的
• 政策・施策における位置づけ
• 技術戦略上の位置づけ
• 外部環境の状況（技術、市場、制度、政策動向など）

• アウトカム達成までの道筋
• 知的財産・標準化:オープン・クローズ戦略
• 知的財産管理

ページ構成

5

(1)本事業の位置づけ・意義
(2)アウトカム達成までの道筋
(3)知的財産・標準化戦略

(1)アウトカム目標及び達成見込み
(2)アウトプット目標及び達成状況

(1)実施体制
(2)受益者負担の考え方
(3)研究開発計画



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (1) 本事業の位置づけ・意義

背景と事業の目的

6

 再生可能エネルギー（再エネ）の大量導入に伴って、回転系の発電設備が減少すると電力系統は瞬間的な
大きな変動に耐えられず大停電に至るおそれがあることから、慣性力を確保する技術の重要性が高まっている。

 電力広域的運営推進機関の勉強会や送配電網協議会のロードマップにおいて、再エネ主力電源化に向けた
今後の技術的課題として、短絡容量の低下が示されているが、具体的な研究開発はまだ行われていない状況
にある。

前事業「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代
電力ネットワーク安定化技術開発」で得られた成果を踏ま
え、最新の技術動向及び政策動向を把握し、将来の電力
系統の技術的な課題及び制度的な課題までを見据えた
上で、慣性力低下対策の実用化及び新たな課題である
短絡容量の低下に関する技術開発を行う。

再エネ比率増大時の周波数制御に与える影響

背景

事業の目的



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (1) 本事業の位置づけ・意義

政策・施策における位置づけ

7

 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⾧戦略

2020年12月に策定された「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⾧戦略」において、「再エネについては、
最大限の導入を図る。しかしながら、調整力の確保、送電容量の確保、慣性力の確保、自然条件や社会制約へ
の対応、コスト低減といった課題に直面する」とあり、これらの課題の解決が求められている。

 エネルギー基本計画における再エネの主力電源化

2021年10月閣議決定の第６次エネルギー基本計画において、2030 年再エネ比率36～38％程度の実現が
示され、再エネを主力電源にすることを明記。「再生可能エネルギーの主力電源化」に向けた「系統制約の克服」が
求められている。

エネルギー政策の原則であるＳ＋３Ｅを大前提に、電力部門の脱炭素化に向け、再エネの主力電源化を徹底し、
再エネ最優先の原則で取り組み、国民負担の抑制と地域との共生を図りながら最大限の導入を促し、コスト低減、
系統制約の克服などを着実に進めていく必要がある。



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (1) 本事業の位置づけ・意義

技術戦略上の位置づけ

8

 NEDOでは、以前から「単独運転検出装置開発」、「出力変動事業」、「分散型事業」等により、再エネ大量導入に向けた技術開発を実施しており、2018年に、
第5次エネルギー基本計画において再エネ主力電源化に向けた系統制約の克服が掲げられてからは、「コネクト＆マネージ開発」 、「慣性力低下対策」や「配電系
統における電圧・潮流最適制御方式の開発」に取組み、一定の成果を得てきた。これらの技術開発は、NEDO「超分散エネルギーシステム分野の技術戦略」で整
理した方向性を踏まえて取組を行っている。

 2021年度に「慣性力低下対策」及び「配電電圧・潮流制御の開発」の基盤的な開発を終えたことから、新たにこれらの実用化に向けた開発を行うとともに、再エ
ネ100%を見据えて「短絡容量の低下対策」の取組を開始している。

■再エネ大量導入に向けた主な課題と対策事業の推移
再エネ導入量（GW）

2009 ～ 2030 2040

PV＋風力
2030年目標
127～141 ⑥慣性力低下時の系統安定性対策

（M-Gセット開発・疑似慣性力付PCS開発）

③需給調整力対策（LFC:短周期）

②余剰電力（下げ代・ELD:⾧周期）

④配電線電圧管理
（配電監視機能強化・電圧制御高度化）

①事故時安全性・復旧対策等（FRT他）

慣性力対策
（基盤開発）

出力変動事業（需給ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ機能の開発）

出力変動事業（風力・PV出力制御手法）

単独運転検出装置開発事業等

再エネ
大量導入

課題
NEDO事業による対策

⑤既存ネットワーク設備の有効活用
（運用容量制約による空き容量の有効活用）

コネクト＆マネージ開発【2019～】
DER制御技術開発【2022～】

電圧フリッカ
対策

分散型事業（パワエレ開発）／配電電
圧・潮流制御（基盤開発）

慣性力対策（実用化）
【2022～】

短絡容量対策
【2022～】

⑦短絡容量低下時の系統安定性対策
（PCSの事故電流供給機能）



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (1) 本事業の位置づけ・意義

外部環境の状況（技術、市場、制度、政策動向など）

9

国 内

海 外

・欧州では、Horizon 2020 のMIGRATE プロジェクトで、慣性力関連の研究開発プロジェクトが実施されている。
・欧州大ではGFMに特化した要件/適合性評価項目を作成し、GFMの接続に際し求めていく方針であり、豪州ではGFMに対して
も、他の発電機と同じ要件/適合性評価の項目を求めていく方針である。

・米国においてもエネルギー省が主導するGrid Modernization Initiative では慣性力を含めて、将来の電力ネットワーク構築に
関する包括的な技術開発が行われている。慣性力低下対策として、周波数維持限度の基準となる Critical Inertia の管理が
行われており、2022年よりFFRの市場調達が開始されている。

・NEDO事業において、電圧・周波数の瞬間的な変動を調整する慣性力の低下対策（疑似慣性機能付きのPCS開発）や配
電系統の潮流・電圧制御技術について、2021 年度までに基礎的な研究開発を終了している。

・慣性力について実用化を見据えた研究開発は未実施。慣性力を確保する技術の重要性が高まっている。
・電力広域的運営推進機関の勉強会や送配電網協議会のロードマップにおいて、再エネ主力電源化に向けた今後の技術的課
題として、短絡容量の低下が示されているが、具体的な研究開発は行われていない。

・グリッドコード（注）検討会において、慣性力低下対策のグリッドコード要件化のスケジュールが計画されている。
・調整力及び需給バランス評価等に関する委員会において、将来断面の慣性力確保状況の試算について議論されている。

（注）グリッドコード：系統に接続される電源が従うべきルール



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (2)アウトカム達成までの道筋

アウトカム達成までの道筋

10

2022 2040
プロジェクト終了

疑似慣性PCSの実用化開発

再生可能エネ
ルギーの導入

拡大

電力インフラの
レジリエンス強化

M-Gセットの開発

カーボ
ンニュー
トラル
実現へ
の貢献

アウトプット目標

M-Gセットの
開発完了

波及効果
（インパクト）

アウトカム目標

疑似慣性PCSの
普及・拡大疑似慣性PCSの開発 疑似慣性PCS

の開発完了

系統連系
規程等への

反映

2026

M-Gセットの実用化開発

2030 2050

再生可能エネルギー
割合36～38％
達成への貢献

M-Gセットの普及・拡大実系統での
実証試験

再エネ導入地域グリッドの実現に
向けた課題解決に関する研究開発

再エネ導入地域グリッドの
普及・拡大

課題解決に関する研究
開発

研究開発の
完了

てびき(注)・
系統連系
規程等へ
の反映

アウトカム目標

国等

国等

自治体・企業等

発電事業者

対策機器設置者 対策機器設置者

（注）地域マイクログリッド構築のてびき

開発装置の
高機能化、
低コスト化

機器メーカ



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (3) 知的財産・標準化戦略

知的財産・標準化:オープン・クローズ戦略

11

○本事業の目的は政府の方針である再生可能エネルギーの導入拡大に対する基盤技術の普及であり、成果に関して公開
（オープン）を基本とした。その中で、事業者はNEDOと協力し積極的に“成果の普及”や“標準化施策等”を進める。

○開発技術を系統連系規程に反映する等により標準化、学会論文発表を積極的に推進する。
○権利化のため特許出願も狙う。その場合には、法令に基づき、原則すべて委託先に帰属とする。

➤オープン／クローズ戦略の考え方

競争域非競争域

 疑似慣性PCS基本設
計

 M-Gセット基本設計
 情報伝送・処理技術
 ビジネスモデル
等

 疑似慣性PCS系統連系要
件

 運用・制御フロー
 通信方式・仕様
 電力系統技術ロードマップ
等

公

開

 詳細設計・アルゴリズ
ム

 運用・管理技術
 制御・通信回路
 AI技術 等

－
非
公
開

■標準化を積極的に推進。

■競争のために知見を蓄積
・ 本事業で得たこれらの知見（実証データ含む）は、メーカコア技術や

取引に係る競争領域のため、内部で蓄積し、国内外の市場獲得時に
優位性を発揮するためのノウハウとして活用

・ 公開領域においても権利化を進めるために、可能なものは特許取得する
■特許取得

・ 系統連系要件、通信方式など標準化を進めるとともに、学会論文報告を
積極的に推進

・ 海外標準化活動の実施者とも意見交換を実施
・ 日本の連系規程が関税障壁にならないよう、IEEE等との連携も視野に

推進
・ GFMに関して、慣性機能等の主たる部分に関する権利化はしない前提
（権利化する場合は無償公開等が前提）

・ PCSの仕様やロジックを可能な限り公開した上で模擬系統試験を進める

■学会論文発表を積極的に推進



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (3) 知的財産・標準化戦略

知的財産管理

12

• 知財マネジメント

NEDOプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針に基づき、「全実施機関で構成する知財委員会」を整備し、

「知財の取扱いに関する合意書」を締結し、運用している。

• データマネジメント

NEDOプロジェクトにおけるデータマネジメント基本方針に基づき、「全実施機関で構成する知財委員会」を整備し、

「データの取扱いに関する合意書」を締結し、運用している。



＜評価項目２＞目標及び達成状況

（１）アウトカム目標及び達成見込み
（２）アウトプット目標及び達成状況

13



報告内容

３．マネジメント

２．目標及び達成状況

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

• アウトカム目標の設定及び要件
• アウトカム目標の達成見込み
• 費用対効果
• 前身事業との関連性
• 本事業における研究開発項目の位置づけ
• 研究開発項目の概要
• アウトプット目標の設定及び根拠
• アウトプット目標の達成状況
• 特許出願及び論文発表

ページ構成

14

(1)本事業の位置づけ・意義
(2)アウトカム達成までの道筋
(3)知的財産・標準化戦略

(1)アウトカム目標及び達成見込み
(2)アウトプット目標及び達成状況

(1)実施体制
(2)受益者負担の考え方
(3)研究開発計画



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標

アウトカム目標の設定及び要件

本事業で開発した基礎技術で対策が講じられることにより、慣性力等が低下することによる系統の
不安定化や、甚大な経済損失等を及ぼす広域停電を回避。

本事業の成果（慣性力等の確保）が、系統連系規程や系統連系技術要件等のグリッドコードに
反映され、国内で標準化を実現。

以下の３点を通じて、「第６次エネルギー基本計画」における2030年の再生可能エネルギー発電の導
入目標である36～38％の達成に貢献する。

アウトカム目標アウトカム目標

グリッドコードの整備グリッドコードの整備

広域停電の回避広域停電の回避

開発事業費

約130億円
（5年間）

2030年
再エネ36～38%
2030年

再エネ36～38%

変動再エネの電力系統への影響を最小化し、電力品質を維持しつつ経済的に再エネ大量導入を実現。

電力品質の維持電力品質の維持

15



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標

アウトカム目標の達成見込み

16

達成見込み要 件

本事業でとりまとめる要求仕様を踏まえた試験・検証の実施により、系統連系規程等への反映に必
要となるデータを取得する予定である。これまで、計画どおり研究開発が進捗していることから、本事
業成果をグリッドコードの検討へ繋げることが可能な見込み。

グリッドコードの整備

本事業により慣性力低下対策機器を開発し、実用化がされれば、慣性力等の低下による系統の不
安定化や広域停電を回避することが可能となる。また、変動再エネの影響が軽減され、電力品質を
維持することができ、再エネの大量導入に貢献できる見込み。

広域停電の回避

電力品質の維持

「第６次エネルギー基本計画」における2030年の再生可能エネルギー発電の導入目標である36～38％の達成に貢
献する。

アウトカム目標



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み

費用対効果

17

【インプット】
事業費用の総額:125.3億円(5年) 

（内訳:研究開発項目Ⅰ:102.5億円，研究開発項目Ⅱ:22.8億円)

【アウトカム達成時】
慣性低下対策機器導入による火力発電出力減に伴う効果を下記に記載

※ 出力抑制量削減効果及びCO2排出量削減効果については、単年度で評価結果を示している。

出典:NEDO事業「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク安定化技術開発
／研究開発項目①－2 慣性力低下に対応するための基盤技術の開発 成果報告書（2022年4月）
「6.2.2.経済合理性等の評価」

2030～2040年
までの累積2040年

689億円153億円運用費削減効果

便益 ※851GWh出力抑制量削減効果

※47万t-CO2CO2排出量削減効果



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

取組の成果とその評価前身事業や先導研究等

前身事業において、現行のPCS 認証試験との整合性を確認し、実用化に向けた課題を整理
・GFL は概ね現行の認証試験をクリア。前身事業で基礎的開発完了
・GFM は制御の特性もあり、実用化に向けての課題を整理

課題１:周波数 電圧変化時にGFL に比べ 過電流で停止しやすい
課題２:瞬時電圧低下からの復帰時に電流出力が振動
課題３:慣性機能と単独運転検出の両立ができない

→本事業では、上記の課題解決に取り組み、実用化開発を実施する。

再生可能エネルギーの大量
導入に向けた次世代電力
ネットワーク安定化技術開
発／慣性力等の低下に
対応するための基盤技術の
開発

先導研究において、再エネと蓄電池を伴うM-Gセットの概念設計及び技術的成立性に関する基礎
検討、経済性評価等を実施し、今後の課題を整理

・M側系統の運転電圧や電制模擬の制御速度をパラメータとして解析し、運転に支障となる
過電圧・過電流が発生しないことを確認

・技術的成立性の実験的検証や各種対策との性能比較等が課題

→本事業では、実証設備による実験的検証を実施し、実用化に向けた開発を実施する。

NEDO先導研究プログラム
／エネルギー・環境新技術
先導研究プログラム／大容
量洋上風力発電導入拡大
のための再エネと蓄電池を
伴うM-Gセット

前身事業との関連性

18



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

WG研究開発項目対象系統

WG1
Ⅰ:疑似慣性PCSの実用化開発

①高圧連系用慣性低下対策PCSの実用化開発
配電系統

WG2

Ⅰ:疑似慣性PCSの実用化開発

②再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に
関する研究開発

地域グリッド
系統

WG３Ⅱ:M-Gセットの実用化開発基幹系統

19

本事業における研究開発項目の位置づけ
再エネ主力電源化時における系統技術上の課題に対し、対象系統別に研究開発を実施



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

20

研究開発項目Ⅰ－① の概要
研究開発項目Ⅰ:疑似慣性PCSの実用化開発

慣性力低下対策の実用化を目指し、①高圧連系用慣性低下対策PCSの実用化開発 を実施 【WG1】



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

21

研究開発項目Ⅰ－② の概要
研究開発項目Ⅰ:疑似慣性PCSの実用化開発

再エネ主力電源化に向けた設備形態の変化により、短絡容量低下を含め、これまで解決してきた課題が再度顕在化
⇒再エネ主力電源化に伴う課題の網羅的な洗い出しと課題解決が必要

②再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発 を実施 【WG2】

再エネ主電源
地域グリッド(地産地消)、離島

技術課題（例）
・短絡容量低下
・系統慣性低下
・短周期変動
・⾧周期変動
・電圧フリッカ
・配電線の電圧変動



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

研究開発項目Ⅰの説明

②再エネ導入地域グリッド実現に向けた開発

【電源脱落発生】

慣性低下対策
PCSから「擬似
慣性」を供出

周波数変化率の改善

周波数最大値の改善

対策有り

対策無し

①慣性低下対策PCSの開発

課題抽出・対策案評価PCS開発・各種評価

再エネ主力電源化を実現する技術の確立

・標準機器仕様
・規定等への反映に必要なデータ

・対策手法の提言
・規定等への反映に必要なデータ

基幹系統

G

G
洋上
風力

再エネ
再エネ

再エネ

22



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

23

研究開発項目Ⅱ の概要
研究開発項目Ⅱ:M-Gセットの実用化開発
基幹系統を模擬したアナログ電力系統シミュレータを用いて、再エネと蓄電池を接続したM-Gセットの技術的成立

性の検証、およびM-Gセットをはじめとする各種系統安定化対策の系統安定性維持機能の検証を行う【WG3】

系統事故時に電力系統側における特段
の配慮が不要

再エネ大量導入時の諸課題を
克服できる一つの方策

再エネ大量導入時の諸課題を
克服できる一つの方策

■電力系統側から見れば発電機のみが並列

【M-Gセット適用例】



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

根拠最終目標（2027年３月）中間目標（2025年３月）研究開発項目

本事業終了後、速やかに社会実装でき
るように、実効的な影響力を持つ系統
連系規程への反映を念頭に、左記目標
を設定した。

・とりまとめた要求仕様を踏まえ、単独運転を
求められる時限（低圧1秒以内・高圧3秒程
度以内）で遮断できること、事故電流を検出
できること、系統電圧を維持できることを検証
し、系統連系規程への反映に必要となるデー
タを取得する。
・必要に応じて、系統連系規程等の反映案を
作成する。

・疑似慣性PCSの試作を通じ、単独運転検
出機能や事故電流供給機能の実現方法を
確認し、要求仕様としてとりまとめる。
・各電圧階級において、無効電力注入機能
の必要性について整理する。

疑似慣性PCSの
実用化開発

本事業終了後、速やかにガイドラインや
関連法規類に反映することを念頭に、
左記目標を設定した。

・2025 年度以降、新たに必要な課題が見つ
かった場合はその課題を整理し、検討手法や
ツールを開発する。
・技術的な要件を整理するとともに、推奨され
るマイクログリッドの構成や運用方法を示し、そ
れらをガイドラインや法規類に反映するための
検討を行う。

・地域グリッドの実現に必要な机上検討や計
算機シミュレーション、検証試験などに必要な
課題を整理する。
・机上検討や検証試験、実測データの調査
等により、対策方式・対策ツールを開発する。
・地域グリッドに関する課題抽出、個々の対
策技術（機器、システム、手法）の開発を
完了する。

再エネ導入地域グ
リッドの実現に向け
た課題解決に関す
る研究開発

慣性低下対策が必要な系統が抱える
安定性課題に対し、最適な機器を選定
し、速やかに対策機器を導入できるよう、
左記目標を設定した。

・M-Gセット、VSG、同期調相機に、複数の
疑似慣性PCSを連系した際にも、系統事故
時に適切な動作を行うことを検証する。
・必要に応じて、系統連系規程等の反映案を
作成する。

・再エネと蓄電池を伴うM-G セットシステムを
開発し、仮想同期機(VSG)や同期調相機
等とともに基幹系統等での連系運転及び系
統事故時に適切な動作を行うことを検証
する。

M-Gセットの実用
化開発

アウトプット（中間）目標の設定及び根拠

24



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

達成の根拠／解決方針達成(見
込み)

成果（実績）
（2024年6月）

中間目標
（2025年３月）

研究開発
項目

【蓄電池】
暫定の要求仕様案を作成し、ステークホルダーとの意見交換
を実施中であり達成の見込みである。無効電力注入機能等
の必要性の整理については、現行の運用に適用するため、
力率一定制御が可能な構成とすることを要求することとした。
【PV】
2023年度PCSの基本動作を確認し、2024年度PV用
GFMの制御の改良、出力抑制設定回路の作成および単独
運転検出の対応が予定通り見込めるため。

ラボ評価試験で想定される基本試験およびPHIL試験につい
て、GFMレファレンス機により試験手順の検証・準備を進め、
1社目のラボ試験を開始している。また、2024年4月より電
中研赤城試験センターで1社目の系統模擬試験を開始して
いる。2024年度中に3社5機種のラボ試験および系統模擬
試験の第1回試験を完了予定である。それぞれの試験結果
を順次分析し、要件・要求仕様案の初稿を作成し、系統連
系要件を踏まえた新たに追加する必要がある試験項目を提
案可能と見込まれる。

○

2025
年3月
に達成
見込み

【蓄電池】
海外調査等を参考に暫定のユースケースおよび要求仕様
案を整理した。前事業で明らかにした課題を踏まえた仕様
案に基づきプロトタイプを開発した。シミュレーション及びミニモ
デル試験等の設計開発段階においては、概ね期待どおりの
性能が実現可能であることを確認した。

【PV】
基本制御についてFREA試験にて確認し、力率運転、

FRT時における運転継続、周波数変化に対するDroop特
性、無効電力制御、電力制御等の基本動作について確認
した。

海外調査等を参考に要求仕様案に対する評価試験項
目の素案を整理した。試験項目は、GFMの基本機能（慣
性応答等）と事故時運転継続機能等を優先課題に定め、
ラボ試験はメーカ特有の単機の挙動を把握し系統連系試
験の課題を抽出、系統模擬試験では配電系統に接続した
際の特有の複合的な課題を抽出する試験項目を選定した。
2024年度に実施予定の試験により、系統連系要件及び
要求仕様等に反映すべき点を明らかにしていく。

・疑似慣性PCS
の試作を通じ、
単独運転検出
機能や事故電
流供給機能の実
現方法を確認し、
要求仕様としてと
りまとめる。
・各電圧階級に
おいて、無効電
力注入機能の必
要性について整
理する。

疑似慣
性PCS
の実用
化開発

アウトプット目標の達成状況 ◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達

25



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況
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研
究
開
発
項
目
Ⅰ
－
①
疑
似
慣
性
P
S
C
の
実
用
化
開
発

【蓄電池向けPCS】

GFM）海外事例等や委員会における専門家のご意見を
参考にGFMのユースケース、要求仕様案を整理。

S-GFL）前NEDO事業にて系統連系試験を概ねクリア
しており、海外要件を参考にFFR要件を整理。

（ユースケース）→（要求仕様案）

【太陽光向けPCS】

電圧制御型で、周波数
低下時に発電出力を増
加させる機能を要求仕様
とし、20kW試作機を作
成し、力率運転、FRT対
応等の基本動作について
確認。

ラボ試験）基本試験とPHIL試験の２つの試験方法を検討。
GFMの実用化に求められる要求仕様案から、ラボ試
験項目案を策定し、１社目のラボ試験を開始。

模擬系統試験）過去のNEDO事業の実証試験を参考に、
ユースケース検討・機器仕様・ラボ試験項目を踏まえ
て試験項目の絞込、内容の具体化を検討。

【評価試験】

蓄電池向けPCSについて、ユースケースを作成し、要求仕様案をとりまとめた。



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達 27

達成の根拠／解決方針達成(見込
み)

成果（実績）
（2024年6月）

中間目標
（2025年３月）

研究開発
項目

予定通り宮古島実測データを分析し
ており、運開中の地域グリッド事例調
査を実施済み。対策方式・対策ツー
ルとして、平常時・災害時等の需要想
定手法を順調に構築中。また地域グ
リッド設計最適化手法を開発した。本
手法は、2024年度末までにシステム
化し、WEB上に実装予定。
これらにより、対策方式・対策ツールの
開発を完了できる見込み。

抽出した課題に対する個々の対策技
術の開発を完了しており、24年度赤
城にて試験を実施する予定。来間
MG実動訓練における地域独立運転
時のデータを実測済みであり、24年度
はデータ分析および対策技術への活
用を行う予定。

○

2025年
3月に達
成見込み

宮古島系統変電所等実測データ(電圧・電流値、有効・無効電力等)の分析
を行った。国内地域グリッドにおける系統構成、システム構成、運用方法等を調
査した。
地域グリッド系統の技術的課題について送配協にて検討した課題とも整合をと

り、ブラックスタートや保護の課題について電中研赤城での確認検証試験やシ
ミュレーションにより、地域グリッド運用で懸念される現象を再現した。
課題の整理に資する系統解析ツールを調査し、課題を整理するための解析環

境を整備した。

来間島と国内地域グリッドにおける系統構成、システム構成、運用方法等の
調査結果や海外調査結果を参考にして、課題に対しての対策方式を検討。
対策手法の妥当性の確認のため、ブラックスタートや地絡事故シミュレーション、

需給シミュレーション、ブラックスタートや地絡事故の対策検証試験を行った。
離島系統の実測データなどを参考に、回転型主電源サポートシステムで対応

可能な範囲を整理した。
また、対策が施された地域グリッドの構築に必要となる需要想定、地域グリッド

を設計するための最適化手法を開発した。

電中研赤城にて課題抽出試験を行い、またブラックスタートや地絡事故の対
策検証試験を行った。対策装置・対策システムを設計し、各種試験を行った。
地域独立運転時において、主電源の需給調整に最大限貢献できるよう、

MG-EMSからのDR指令に応じて需要家側蓄電池の定格放電を可能とするよう
ソフト改良を行った。台風時の停電等により来間島MGの地域独立運転を実施
した場合に、対策技術に役立てるべく地域独立運転時のデータを実測した。

・地域グリッドの
実現に必要な
机上検討や計
算機シミュレー
ション、検証試
験などに必要な
課題を整理す
る。

・机上検討や
検証試験、実
測データの分析
等により、対策
方式・対策ツー
ルを開発する。

・地域グリッドに
関する課題抽
出、個々の対
策技術（機器、
システム、手
法）の開発を
完了する。

再エネ
導入地
域グリッ
ドの実
現に向
けた課
題解決
に関する
研究開
発

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況
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再
エ
ネ
導
入
地
域
グ
リ
ッ
ド
の
実
現
に
向
け
た
課
題
解
決
に
関
す
る
研
究
開
発

研
究
開
発
項
目

②

【再エネ導入地域グリッドの課題の整理】 【再エネ導入地域グリッドの課題への対策方式の検討】 【再エネ導入地域グリッドの課題への対策案の
検証・評価】

机上検討や検証試験、実測データの調査等により、対策方式・対策ツールを検討した。

地域グリッド系統での課題を整理するため、
運開中の宮古島の地域グリッドにおける実測
データ計測・分析を開始。
また、送配電網協議会にて検討した課題とも
整合をとり、一部確認検証試験やシミュレーション
により課題を確認。

来間島と国内地域グリッドにおける系統構成、
システム構成、運用方法等を調査。
海外調査で確認した対策をまとめ、課題に対する
対策方式を検討し、対策手法の妥当性確認の
ため、短絡・地絡事故シミュレーション等の検証
試験を実施。

IED 励突抑制開閉器

電中研赤城にて課題抽出試験を行い、一部
対策方式の試験を実施。また、対策装置・
対策システムを設計し、各種試験を行った。

電中研赤城の実規模配電設備

地絡事故時の地絡電流I0・零相電圧V0確認試験

Ⅰ
－



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況
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達成の根拠／解決方針達成(見
込み)

成果（実績）
（2024年6月）

中間目標
（2025年３月）

研究開発
項目

GFMインバータについては、工程どおり進捗しており、メーカの
保有する装置や技術をベースに機器製作することから、今後、
工程上の問題が生じるリスクは小さい。
計測インタフェースについては、既製品ベースの装置と、その対
向相手の変電所模擬装置および給電制御所模擬装置の
構築と基本的な試験が完了している。

計測制御インタフェースの計測機能については、既製品メーカ
に実績が乏しく、一部、国際標準どおりではない挙動が見受
けられた。その結果を踏まえ、2024年12月にIEC 62351
対応計測制御インタフェースを実装し、国際標準に準拠した
計測機能を実現予定である。

M-Gセットの技術的成立性については、試験を実施済みで
あり、試験データの分析・考察は終了見込み。
各種系統安定化試験についても試験は実施済みであり、試
験データの分析・考察は終了見込み。

○

2025
年3月
に達成
見込み

S-GFL/GFMインバータについては、メーカからの技術提案
内容をベースに、予定している試験内容を踏まえて機器仕
様ならびに制御ロジックを決定した。また、S-GFLインバータ
は2024/6月に導入が完了した。

計測制御インタフェースについては、M-Gセット側における計
測制御の基本機能を既製品により実現した装置と、その対
向相手となる変電所模擬装置および給電制御所模擬装置
を先行導入し、各装置の基本性能(伝送量、処理時間)を
確認した。また、分散配置が予想されるM-Gセット等の過渡
的な特性を同一時間軸で比較・分析するため、各要素機
器の計測データの時刻を高精度に同期させるための機能を
計測制御インタフェースに具備した。

電圧低下試験、周波数低下試験（単体試験）により、
各機器（M-Gセット、同期調相機、蓄電池）の基本的特
性を把握した。
制御系等を含めた動作確認により、M-Gセットの技術的
成立性を検証した。
M-Gセット、同期調相機の各種試験（系統事故試験ほ

か）を実施し、一部試験では、データ分析と考察を実施した。

・再エネと蓄電池
を伴うM-G セット
システムを開発し、
仮想同期機
(VSG)や同期調
相機等とともに基
幹系統等での連
系運転及び系統
事故時に適切な
動作を行うことを
検証する。

M-Gセッ
トの実用
化開発

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部未達、 ×未達



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット目標の達成状況
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研
究
開
発
項
目

Ｍ

Ｇ
セ
ッ
ト
の
実
用
化
開
発

【各種系統安定化対策の実験環境構築】 【各種系統安定化対策の実験的検証】 【各種系統安定化対策の電力系統への導入に
関わる解析的検討】

実験環境構築を進めるとともに、単体試験実施により各機器の基本的特性を把握した。

S-GFL/GFMインバータは、メーカ技術提案内容
をベースに試験や周辺装置を考慮し、機器仕様、
制御ロジックを決定。S-GFLインバータは’24/6
月に導入済。（M-Gセットは電中研にて’22年
に導入済)

電力系統シミュレータ設備により、電圧低下試験，
周波数低下試験（単体試験）を行い、各機器
（M-Gセット、同期調相機、蓄電池）の基本的
特性を把握。また、制御系等を含めた動作確認に
より、M-Gセットの技術的成立性を検証した。

蓄電設備を持たない再エネ用GFMの制御法
の基礎理論を構築し、シミュレーションにより、
周波数安定化効果を確認した。
また、S-GFL・既存GFM（Droop制御・仮想
同期発電機制御）を適用した蓄電池と比較
を行い、再エネ用GFMの得失について明らかに
した。

M-Gセット 電圧低下試験Ⅱ

｜



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

特許出願及び論文発表

計2026年度2025年度2024年度2023年度2022年度

22著作権

0特許出願
（うち外国出願）

22論文

312245研究発表・講演

11受賞実績

99新聞・雑誌等への掲載

0展示会への出展

※2024年6月24日現在 31

機密性の高い情報の取扱い等を考慮しつつ、積極的に学会等で研究発表等を実施。



＜評価項目３＞マネジメント

（１）実施体制
（２）受益者負担の考え方
（３）研究開発計画
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報告内容

３．マネジメント

２．目標及び達成状況

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

• NEDOが実施する意義
• 実施体制
• 個別事業の採択プロセス
• 予算及び受益者負担
• 目標達成に必要な要素技術
• 研究開発のスケジュール
• 進捗管理
• 進捗管理:WG1・WG3間の連携
• 進捗管理:事前評価結果への対応
• 進捗管理:動向・情勢変化への対応
• 進捗管理:成果普及への取り組み

ページ構成

33

(1)本事業の位置づけ・意義
(2)アウトカム達成までの道筋
(3)知的財産・標準化戦略

(1)アウトカム目標及び達成見込み
(2)アウトプット目標及び達成状況

(1)実施体制
(2)受益者負担の考え方
(3)研究開発計画



3. マネジメント (1) 実施体制

NEDOが実施する意義

34

NEDOがもつこれまでのプロジェクトマネジメントの知識、実績を活かして推進すべき事業である。

●「第６次エネルギー基本計画」に明記された「再生可能エネルギーの主力電源化」に直接貢献できるものである。
また、同基本計画に掲げられる２０３０年の再エネ導入目標の達成にも貢献する技術である。

●異分野・産学官連携等による研究開発活動であり、電機メーカー、発電事業者、一般送配電事業者、大学、
研究機関等の多様なステークホルダーの協力が必要である。また、政策と連携しつつ、今後の電力の安定供給
や公平な新規市場創出に貢献するものであるため、民間のみでの実施は困難である。

●開発成果を用いて「再エネ大量導入」及び「電力インフラのレジリエンス向上」に繋げるための社会的性格が強い
基盤技術の形成に貢献する重要な技術開発である。

●さらに、国内外の市場創出、海外貢献の拡大につながるため、共通の技術基盤を構築し、広く普及に繋げてい
く観点からも予算を投じて開発を早期に進める必要がある。



3. マネジメント (1) 実施体制

実施体制

35

ＮＥＤＯ【PL】 電力中央研究所 上村副研究参事
【SPL】 東京大学 馬場教授

指示

協議
検討委員会、WG1、WG2、WG3
ＰＬ、ＳＰＬ、実施者、外部有識者

委託

東京電力ホールディングス株式会社 ・研究実施場所:経営技術戦略研究所
・研究開発項目Ⅰ
①高圧連系用慣性低下対策PCSの実用化開発
②再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発

国立大学法人香川大学 ・研究実施場所: 創造工学部

東京電力パワーグリッド株式会社 ・研究実施場所:本社他

・研究開発項目Ⅰ
①高圧連系用慣性低下対策PCSの実用化開発
②再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発

一般財団法人電力中央研究所 ・研究実施場所:横須賀地区他

・研究開発項目Ⅰ
①高圧連系用慣性低下対策PCSの実用化開発
②再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発

国立研究開発法人産業技術総合研究所 ・研究実施場所
:福島再生可能エネルギー研究所・研究開発項目Ⅰ

①高圧連系用慣性低下対策PCSの実用化開発

国立大学法人広島大学 ・研究実施場所:東広島キャンパス

・研究開発項目Ⅰ
①高圧連系用慣性低下対策PCSの実用化開発

国立大学法人北海道大学 ・研究実施場所:大学院情報科学研究院

・研究開発項目Ⅰ
①高圧連系用慣性低下対策PCSの実用化開発

国立大学法人東京大学 ・研究実施場所:生産技術研究所

・研究開発項目Ⅰ
①高圧連系用慣性低下対策PCSの実用化開発

環境エネルギー技術研究所株式会社 ・研究実施場所:西早稲田研究所

・研究開発項目Ⅰ
①高圧連系用慣性低下対策PCSの実用化開発

三菱電機株式会社 ・研究実施場所:本社他

・研究開発項目Ⅰ
②再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発

沖縄電力株式会社 ・研究実施場所:本店

・研究開発項目Ⅰ
②再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発

株式会社ネクステムズ ・研究実施場所:本社他

・研究開発項目Ⅰ
②再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発

・研究開発項目Ⅰ
②再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発

学校法人早稲田大学 ・研究実施場所
:スマート社会技術融合研究機構

EMS新宿実証センター・研究開発項目Ⅰ
①高圧連系用慣性低下対策PCSの実用化開発

一般財団法人電気安全環境研究所 ・研究実施場所
:電力技術試験所

・研究開発項目Ⅰ
①高圧連系用慣性低下対策PCSの実用化開発

独立行政法人国立高等専門学校機構 呉工業高等専門学校

・研究実施場所:協働研究センター・研究開発項目Ⅰ
①高圧連系用慣性低下対策PCSの実用化開発

再委託

再委託

再委託

一般財団法人電力中央研究所 ・研究実施場所

:横須賀地区、狛江地区・研究開発項目Ⅱ
Ｍ－Ｇセットの実用化開発

国立大学法人東京工業大学 ・研究実施場所

:大岡山キャンパス・研究開発項目Ⅱ
Ｍ－Ｇセットの実用化開発

委託



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況
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実施体制 研究開発項目Ⅰ－① 高圧連系用慣性低下対策PCSの実用化



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

37

実施体制 研究開発項目Ⅰ－②
再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発

(1)再エネ導入地域グリッドの課題の整理

(2)再エネ導入地域グリッドの課題への対策方式の検討

(3)再エネ導入地域グリッドの課題への対策案の検証・評価

(4)再エネ導入地域グリッドに関するガイドライン・規程整備に向けた検討

○全体とりまとめ:東京電力HD・PG

○地域ｸﾞﾘｯﾄﾞ事例調査・海外調査・課題整理:東京電力HD・PG
○宮古島・来間島計測（系統側）:沖縄電力
○宮古島・来間島計測（需要設備側）:ネクステムズ
○課題整理:全法人

○需要想定・設計最適化手法の検討:電力中央研究所
○回転型主電源サポートシステムの検討:電力中央研究所
○機器・システム設計・試験:東京電力HD・三菱電機

○赤城試験センター実規模配電設備での試験:
電力中央研究所・東京電力HD・PG・三菱電機

○地域グリッド運用時のDR指令応動検証:ネクステムズ

：検討の流れ



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況
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実施体制 研究開発項目Ⅱ M-Gセットの実用化開発

【幹事・総括】

〇実施項目:
・各種系統安定化対策の電力系統への導入に関わる解析的検討

〇実施項目:
・M-Gセットをはじめとする各種系統安定化対策の実験環境構築
・各種系統安定化対策の実験的検証
・M-Gセットをはじめとする各種系統安定化対策に関する海外調査

一般財団法人 電力中央研究所

国立大学法人 東京工業大学



3. マネジメント (1) 実施体制

個別事業の採択プロセス
【公募】
• 公募内容;研究開発項目Ⅰ「疑似慣性ＰＣＳの実用化開発」、研究開発項目Ⅱ「Ｍ－Ｇセットの実用化開発」の

２つの研究開発課題を設定
• 公募予告（2022年2月28日）⇒公募（3月30日）⇒公募〆切（5月9日）

【採択】
• 採択審査委員会（5月23日）
• 採択審査項目;NEDOの標準的採択審査項目とした。
• 採択条件;採択審査委員会では、以下の内容を条件に採択が行われた。

【研究開発項目Ⅰ】 開発したGFL 及び GFM の仕様やロジックを可能な限り公開するなどして、
各 PCSが干渉しないようにすること。

【研究開発項目Ⅱ】 研究開発項目Ⅰ（東電HD等）と緊密に連携し、研究開発項目Ⅱに
おけるPCS（GFL及びGFM）の開発は最小限のものとすること。

• 留意事項;研究の健全性・公正性の確保に係る取組;公募の際にその他の研究費の応募・受入状況を確認し、不合理な
重複及び過度の集中がないか確認した。（参考:公募要領マニュアル（委託）の留意事項(18)）
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委員会やWGでの検討状況
を確認

2023年度から、WG１～３
合同による検討委員会を開催



3. マネジメント (2) 受益者負担の考え方

予算及び受益者負担
（単位:億円）

合計2026年度2025年度2024年度2023年度2022年度研究開発項目

102.513.4  23.6  25.424.315.8委託
100％

疑似慣性ＰＣＳ
の実用化開発

22.8 2.2  2.9  7.6 5.6 4.5  委託
100％

M-Gセットの実用
化開発

125.3 15.6 26.5 33.0 29.9 20.3合 計

◆予算
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多様なステークホルダーの協力が必要な研究開発であり、また、政策と連携しつつ、今後の電力の安定供給や公平な新規
市場創出に貢献するものであるため、民間が自主的に実施することが困難な研究開発である。

◆委託事業の理由



3. マネジメント (3) 研究開発計画
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目標達成に必要な要素技術

M-Gセット



3. マネジメント (3) 研究開発計画

研究開発のスケジュール

202720262025202420232022研究開発項目

疑似慣性ＰＣＳの実用化開発
①高圧連系用慣性低下対策PCS
の実用化開発
（標準的研究開発）

疑似慣性ＰＣＳの実用化開発
②再エネ導入地域グリッドの実現に
向けた課題解決に関する研究開発
（標準的研究開発）

Ｍ－Ｇセットの実用化開発
（標準的研究開発）

終了時評価中間評価評価時期

13.4

2.2

23.6

2.9

25.4

7.6

24.3

5.6

15.8

4.5

項目Ⅰ①:委託
項目Ⅰ②:委託
項目Ⅱ :委託

予算
（億円）
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最
終
目
標

設計・試作

試験・検証

改良

試験・検証

課題抽出

対策検討・検証

（M-Gセット）試験 組合せ試験

（インバータ）試験準備

中
間
目
標

（インバータ）試験



3. マネジメント (3) 研究開発計画

進捗管理

43

主催頻度対象・目的主なメンバー会議名

実施者• 年２回
• 研究開発項目ⅠとⅡの全体を検討する委員会とし

て設置し、各ＷＧの技術開発の進捗状況等につい
て、外部有識者が確認

• 外部有識者
• 実施者
• PL、SPL、

PMgr、PT

検討委員会

実施者• 年２回• 研究開発項目Ⅰ①、Ⅰ②、ⅡごとにＷＧを設置し、
技術開発の進捗に係る重要事項を議論

• 外部有識者
• 実施者
• PL、SPL、

PMgr、PT

ＷＧ１～３

実施者または
NEDO• 適宜• 研究開発項目間、ＷＧ間の連携内容、実施方法

等について協議・調整

• 実施者
• PL、SPL、

PMgr、PT

ＷＧ連携
打合せ

NEDO• 適宜• PMgr等のNEDO内関係者で定期的にプロジェクト
全体の進捗を確認し、今後の方向性を議論• PMgr、PTNEDO内会議

研究開発項目ごとにWGを設置し、また事業全体の範囲を議論する場として検討委員会を設置している。
それぞれに外部有識者に出席いただき、意見を伺いながら検討を進めている。



3. マネジメント (3) 研究開発計画

進捗管理:ＷＧ１・ＷＧ３間の連携

□すみ分けと■連携についてＷＧ３ＷＧ１すみ分け・連携の切り口

□連系のルール（特に単独検出）
□系統L/R 比等の電気的条件
■GFMの基本機能（要求仕様）には電圧
階級に依存しない部分が多く、知見共有を
図る

・基幹系統に接続されるGFM・S-GFL の系
統全体の安定性への貢献評価

（同期機・同期調相機・GFM・S-GFL
との比較評価も実施）

・配電系統用GFMの開発
・前事業で示されたGFM 基本性能の課題
解決

・配電系統特有の課題の抽出
・GFM・S-GFLおよび同期機の系統安定
性等への貢献を比較評価

研究開発対象・課
題

□得られる知見には各々の特徴があり、一般
性を主張できる範囲がある

■より一般性のある知見獲得に向けて、検討
段階から情報共有を図る

※WG1の全系シミュレーションによる回転機の挙動や、
WG3におけるアナログシミュレータでのインバータの挙
動などを相互に参照し、評価を補完する

アナログシミュレータ（縮小規模回転機＋模
擬送電系統）
・基幹系統の特徴を模擬でき、未知／
考慮外の現象も把握可能

・条件設定の裕度・実行可能ケース数は
限定的

FREA試験設備
・認証を見据えた屋内設備の試験により、
機器の特性評価を行う

・次世代試験技術の開発(PHIL)により、
実証では困難な上位系統事故時の挙動
等を確認する

各種数値シミュレーション

検討・評価手段

□接続系統の違いによる非該当該当単独運転検
出

制
御
設
計

研
究
要
素

■過電流抑制技術では特に特許等知財へ
の配慮を要すも知見共有は有益

該当（S-GFL、GFM 各 1 台導入のため 1
制御方式のみを実装し評価）

該当過電流抑制・
復帰対応等

□前提条件に固有と見込む該当該当変換器過電流耐量
等

□ＷＧ３ではＰＣＳ 制御方式等の検討は
限定的

全体の中では Ｍ－Ｇ セット評価における比
較対象であり、ＰＣＳは従たる検討対象

主たる検討対象（参考）
当該検討の事業
内での位置づけ

WG間の活動のすみ分け・連携事項（背後に蓄電池を持つS-GFL・GFM ）を整理。
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3. マネジメント (3) 研究開発計画

進捗管理:事前評価結果への対応
対 応問題点・改善点・今後への提言

・基幹系統連系に必要な容量などの数値目標は、各種条件を仮定し算出する必要があるため、基
本計画等には反映していないが、電力広域的運営推進機関（OCCTO）の調整力及び需給バラ
ンス評価等に関する委員会（第76回委員会資料3）では、2050年断面で年間、東北・東京エ
リアで157GW･s･日、中西6エリアで812GW・s･日の慣性力が不足すると試算されており、本事
業の成果を適用できるよう研究開発を進めていく。

・成果の活用先を国内に限定することなく、日本独自の課題や目標達成時の技術優位性等を踏ま
え、国際標準化も念頭に、海外市場への展開も積極的に検討するようにマネジメントを実施。

基幹系統連系に必要な容量など数
値設定を明確にする必要がある。また、
国際標準化を意識して、日本独自の
課題や目標達成時の技術優位性を
示し、海外への展開も検討頂きたい。

1

・異分野にまたがる産学官が連携した体制を構築して、プロジェクトを推進している。

・OCCTOの調整力及び需給バランス評価等に関する委員会やグリッドコード検討会等の審議状況
を注視しつつ、プロジェクトを推進している。

多様なステークホルダーが関わる事案
であるため、異分野にまたがる産学官
が連携した活動が必須である。最新
の政策動向を確認し、技術課題の設
定・ロードマップ・費用を適宜見直し、
スピード感をもって開発に取り組んで
頂きたい。

２
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3. マネジメント (3) 研究開発計画

進捗管理:動向・情勢変化への対応

46

○系統慣性低下対策や電力系統品質確保等に関する、海外（欧州、米国、豪州）の研究開発状況などについて、現地ヒアリング調査等を
実施し、最新動向の情報を収集し、本事業での開発の方向性検討の参考にしている。

調査結果概要調査項目例研究開発項目

慣性低下だけではなく電圧維持等の対策としてもGFMが検討されている。
欧州ではGFMの要件／適合性評価項目を作成し、GFMの接続に際し
求めていく方針。

慣性低下対策PCSの実用化事例、具体的な実装
方法および制御方法、実システムにおけるパフォーマンス、
標準化動向 等

Ⅰ① 疑似慣性PCSの
実用化開発

地域グリッド構築の背景や設備保護のコンセプトなどを確認。米国PG&E や
英National Gridでは地域グリッド構築の際に、IEEE規格が参照されてい
る。豪州は地域グリッドの標準化を検討中。

再エネ地域グリッドの事例、再エネ地域グリッドに必要と
なる技術要件、EMSの通信やデータ連携、再エネ地域
グリッドの標準化動向 等

Ⅰ② 再エネ導入地域グリッド
の実現に向けた課題
解決に関する研究開発

英では慣性や短絡電流が課題となっており、安定性サービス調達（同期
調相機、GFM型蓄電池等）が実施されている。
欧州では電圧安定性対策として、現在、同期調相機やSTATCOMが基本
であるが、GFMの研究開発・検証も実施されている。

基幹系統の安定性維持に関する課題意識、対策
機器の技術開発動向、対策機器の計測・制御インタ
フェース、費用負担の考え方 等

Ⅱ M-Gセットの実用化開発

○国内外の関係学会等に参加し、関連する最新の研究開発動向についての情報収集を実施している。

○米研究機関（国立再生可能エネルギー研究所 NREL）との意見交換会を開催し、系統慣性低下対策（GFM、GFL）の
開発状況や対策装置の導入状況などについて情報収集した。

○競合技術の検討として、火力の同期調相機化に関して、2024～2025年度にFS調査を実施するよう調整中。



3. マネジメント (3) 研究開発計画
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進捗管理:成果普及への取り組み
○NEDOにて、ミッションイノベーションのシンポジウムでの講演やIEEEウェビナー発表など、その他個別の打合せ等での本事業の
取り組みについて広報を実施している。

○NEDOおよび産業技術総合研究所等の連名で、IEA PVPS Task 14 レポート「Provision of frequency related 
services from PV systems」に、慣性力低下対策に係る前事業成果と本事業実施について掲載。

○実施者にて、本事業の研究開発成果について、国内外の学会等への論文投稿・発表（電気学会全国大会・部門大会、
ICPEE2022、ISGT Asia 2023 等）や講演会・セミナー（JEMA講演会、電力技術懇談会、マイクログリッド研究会 等）
での講演・発表などを多数実施し、成果をPRしている。

○米で検討中であるUNIFI仕様書案（Specifications for Grid-forming Inverter-based Resources Version 1)
に対して、NEDOにて実施者の意見を取りまとめ、意見交換を実施した。



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料１ 分科会議事録及び書面による質疑応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

研究評価委員会 
「再生可能エネルギーの主力電源化に向けた次々世代電力ネットワーク安定化技術開発」 

（中間評価）分科会 
議事録及び書面による質疑応答 

 
日 時：2024 年 6 月 24 日（月）10：30～15：55 
場 所：ミューザ川崎 23 階 NEDO 2301-2303 会議室（リモート開催あり） 

 
出席者（敬称略、順不同）  ＊：オンライン参加 

＜分科会委員＞ 
分科会長      千住 智信  琉球大学 工学部  工学科  電気システム工学コース 教授 
分科会長代理    安芸 裕久  筑波大学 システム情報系  構造エネルギー工学域 教授 
委員        伊佐治 圭介 送配電網協議会 電力技術部長 
委員        植田 譲   東京理科大学 工学部  電気工学科 教授 
委員        小笠原 潤一 一般財団法人 日本エネルギー経済研究所  電力ユニット 研究理事 
委員        髙野 浩貴  岐阜大学 工学部  電気電子・情報工学科 准教授 
 
＜推進部署＞ 
今田 俊也   NEDO スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 部長 
西林 秀修(PM)   NEDO スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 主任研究員 
小笠原 有香(SPM) NEDO スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 主任 
吉田 拓未   NEDO スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 主査 
小河原 竜一   NEDO スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 主任 
串間 洋喜   NEDO スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 主査   ＊ 
藤田 悟   NEDO スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 主査   ＊ 
知念 竜希   NEDO スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 主査   ＊ 
村上 真一   NEDO スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 主任   ＊ 
山本 航介   NEDO スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 主任 
 
  
＜実施者＞ 
上村 敏(PL)  一般財団法人電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部 研究統括室  

配電分野統括 地域グリッド研究戦略担当（兼）ENIC 研究部門 副研究参事 
馬場 旬平(SPL)  東京大学 大学院 新領域創成科学研究科 先端エネルギー工学専攻 教授 
高見 潤  東京電力ホールディングス株式会社 経営技術戦略研究所 技術開発部 技術開発部長 
吉永 淳  東京電力ホールディングス株式会社 経営技術戦略研究所 技術開発部  

スマートグリッドエリア エリアリーダー 
宮崎 輝  東京電力ホールディングス株式会社 経営技術戦略研究所 技術開発部 

スマートグリッドエリア NW 高度化プロジェクト プロジェクトマネージャー 
西田 悠介  東京電力ホールディングス株式会社 経営技術戦略研究所 技術開発部 

スマートグリッドエリア NW 高度化プロジェクト 主任研究員 
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山内 隆彦  東京電力ホールディングス株式会社 経営技術戦略研究所 技術開発部  
スマートグリッドエリア NW 高度化プロジェクト 主任研究員 

冨永 直樹  東京電力ホールディングス株式会社 経営技術戦略研究所 主任   ＊ 
宮崎 聡  東京電力ホールディングス株式会社 経営技術戦略研究所 上席研究員   ＊ 
橋本 潤  国立研究開発法人 産業技術総合研究所 福島再生可能エネルギー研究所 

再生可能エネルギー研究センター エネルギーネットワークチーム 上級主任研究員 
織原 大  国立研究開発法人 産業技術総合研究所 福島再生可能エネルギー研究所 

再生可能エネルギー研究センター エネルギーネットワークチーム 研究員   ＊ 
大関 崇  国立研究開発法人 産業技術総合研究所 福島再生可能エネルギー研究所 

再生可能エネルギー研究センター 太陽光システムチーム 研究チーム長   ＊ 
原 亮一  北海道大学 大学院情報科学研究院 システム情報科学部門 准教授 
川島 伸明  北海道大学 大学院情報科学研究院 特任助教   ＊ 
横山 隆一  環境エネルギー技術研究所 代表取締役社長   ＊ 
荒井 純一  環境エネルギー技術研究所 技監   ＊ 
田口 保博  環境エネルギー技術研究所 主席研究員   ＊ 
浅野 俊明  環境エネルギー技術研究所 主席研究員   ＊ 
石井 英雄  早稲田大学 スマート社会技術融合研究機構 事務局長   ＊ 
矢部 邦明  早稲田大学 スマート社会技術融合研究機構 研究院准教授   ＊ 
本庄 昇一  早稲田大学 スマート社会技術融合研究機構 研究院准教授   ＊ 
諏訪 寛  早稲田大学 スマート社会技術融合研究機構 研究院講師   ＊ 
石井 綱吉  早稲田大学 スマート社会技術融合研究機構 研究院講師   ＊ 
金子 曜久  早稲田大学 スマート社会技術融合研究機構 研究院講師   ＊ 
荻本 和彦  東京大学 生産技術研究所 特任教授 
瀬川 周平  東京大学 生産技術研究所 特任研究員   ＊ 
造賀 芳文  広島大学 大学院先進理工系科学研究科 電気システム制御プログラム 教授 
佐々木 豊  広島大学 大学院先進理工系科学研究科 電気システム制御プログラム 准教授   ＊ 
関﨑 真也  広島大学 大学院先進理工系科学研究科 電気システム制御プログラム 助教   ＊ 
田岡 智志  広島大学 大学院先進理工系科学研究科 電気システム制御プログラム 助教   ＊ 
Ahmed Bedawy  広島大学 大学院先進理工系科学研究科 電気システム制御プログラム 特任准教授 ＊ 
餘利野 直人  呉工業高等専門学校 校長   ＊ 
藤井 敏則  呉工業高等専門学校 電気情報工学科 教授   ＊ 
横沼 実雄  呉工業高等専門学校 電気情報工学科 教授   ＊ 
井上 浩孝  呉工業高等専門学校 電気情報工学科 准教授   ＊ 
城明 舜磨  呉工業高等専門学校 電気情報工学科 助教   ＊ 
吉山 和宏  東京電力ホールディングス株式会社 経営技術戦略研究所 技術開発部 

スマートグリッドエリア NW 高度化プロジェクト 主任 
生石 光平  東京電力パワーグリッド株式会社 配電部 配電系統技術グループ 課長 
前田 亮  東京電力パワーグリッド株式会社 配電部 配電系統技術グループ チームリーダー ＊ 
小泉 僚平  東京電力パワーグリッド株式会社 配電部 配電系統技術グループ 副主任  ＊ 
森田 真矢  東京電力ホールディングス株式会社 経営技術戦略研究所 技術開発部 

スマートグリッドエリア 主任   ＊ 
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森脇 滉  一般財団法人電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部  
ENIC 研究部門 主任研究員 

八太 啓行       一般財団法人電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部  
ENIC 研究部門 上席研究員   ＊ 

上野 剛         一般財団法人電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部  
ENIC 研究部門 上席研究員      ＊ 

鶴見 剛也       一般財団法人電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部  
ENIC 研究部門 上席研究員   ＊ 

三田 裕一       一般財団法人電力中央研究所 エネルギートランスフォーメーション研究本部 
エネルギー化学研究部門 上席研究員   ＊ 

板屋 伸彦  三菱電機株式会社 電力システム製作所 電力デジタルエナジーシステム 開発部  
事業開発課 専任 

古塩 正展  三菱電機株式会社 電力システム製作所 アソシエートエキスパート   ＊ 
寺脇 充  三菱電機株式会社 電力システム製作所   ＊ 
河野 俊介  三菱電機株式会社 先端技術総合研究所   ＊ 
山本 燎弥  三菱電機株式会社 系統変電システム製作所   ＊ 
島袋 善和  沖縄電力株式会社 カーボンニュートラル推進本部 研究開発部  

技術開発グループ マネージャー 
塩浜 智洋  沖縄電力株式会社 カーボンニュートラル推進本部 研究開発部  

技術開発グループ 係長 
宮城 幸人       沖縄電力株式会社 カーボンニュートラル推進本部 研究開発部  

技術開発グループ 係長    ＊ 
比嘉 直人  株式会社ネクステムズ 代表取締役社長   ＊ 
當間 祥平  株式会社ネクステムズ   ＊ 
永田 真幸  一般財団法人電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部  

ネットワーク技術研究部門 研究部門長 
父母 靖二  一般財団法人電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部  

ネットワーク技術研究部門 上席研究員 
大谷 哲夫  一般財団法人電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部 

ネットワーク技術研究部門 副部門長 研究参事   ＊ 
天野 博之  一般財団法人電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部 

ネットワーク技術研究部門 副研究参事  
片岡 良彦  一般財団法人電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部  

ネットワーク技術研究部門 客員研究員  
嶋田 丈裕  一般財団法人電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部  

ネットワーク技術研究部門 上席研究員 
白崎 圭亮  一般財団法人電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部 

ネットワーク技術研究部門 上席研究員   ＊ 
河辺 賢一  東京工業大学 工学院 准教授 
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＜オブザーバー＞ 
今井 秀岳  経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力基盤整備課 

(併)省エネルギー・新エネルギー部 制度審議室 室長補佐   ＊ 
東谷 佳織  経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 

新エネルギーシステム課 課長補佐   ＊ 
宮本 寛之  経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 

新エネルギーシステム課 課長補佐   ＊ 
廣嶋 謙介  経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 

新エネルギーシステム課 係長   ＊ 
松田 好司  NEDO 技術戦略研究センター 主任研究員 

 
＜評価事務局＞ 
山本 佳子  NEDO 評価部 主幹 
佐倉 浩平  NEDO 評価部 専門調査員 
須永 竜也  NEDO 評価部 専門調査員 
西尾 昌二  NEDO 評価部 専門調査員 
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議事次第 

（公開セッション） 

１．開会、資料の確認 

２．分科会の設置について 

３．分科会の公開について 

４．評価の実施方法について 

５．プロジェクトの説明 

5.1 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋  
5.2 目標及び達成状況 
5.3 マネジメント 
5.4 質疑応答 

 
（非公開セッション） 
６．プロジェクトの補足説明 

6.1 疑似慣性PCSの実用化開発 
6.2 再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課題解決に関する研究開発 
6.3 M-Gセットの実用化開発 

７．全体を通しての質疑 

 

（公開セッション） 

８．まとめ・講評 

９．今後の予定 

１０．閉会  
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議事内容 
（公開セッション） 
１．開会、資料の確認 
・開会宣言（評価事務局） 
・配布資料確認（評価事務局） 

２．分科会の設置について 
・研究評価委員会分科会の設置について、資料1に基づき事務局より説明。 

 ・出席者の紹介（評価委員、評価事務局、推進部署） 
 
【千住分科会長】 琉球大学の千住です。専門は電力工学、再生可能エネルギーを特に集中して研究をやって

おります。本日はよろしくお願いいたします。 
【安芸分科会長代理】 筑波大学の安芸です。専門はエネルギーシステム工学であり、電力工学の分野では需

要側を中心にそうしたシステムの研究を行っております。よろしくお願いいたします。 
【伊佐治委員】 送配電網協会の伊佐治です。私は、系統運用・設備計画及び制度関連の仕事に携わっており

ます。よろしくお願いします。 
【植田委員】 東京理科大の植田です。私は、太陽光発電システムと需要家サイドのエネルギーマネジメント

を中心に研究しております。どうぞよろしくお願いいたします。 
【小笠原委員】 日本エネルギー経済研究所の小笠原です。専門は、海外の電気事業に関する制度をはじめ、

技術動向について幅広く調査を行っております。よろしくお願いいたします。 
【高野委員】 岐阜大学の高野です。電力分野への最適化理論・手法やAIの応用を主として研究しておりま

す。どうぞよろしくお願いします。 
 
３．分科会の公開について 

評価事務局より資料2及び3に基づき説明し、議題6.「プロジェクトの補足説明」及び議題7.「全体を

通しての質疑」を非公開とした。 
４．評価の実施方法について 

評価の手順を評価事務局より資料4-1～4-5に基づき説明した。 
５．プロジェクトの説明 
（１）意義・社会実装までの道筋、目標及び達成度、マネジメント 

推進部署より資料5に基づき説明が行われ、その内容に対し質疑応答が行われた。 
 
【千住分科会長】 ありがとうございました。 

それでは、ただいまの説明に対し、御意見、御質問等をお受けいたします。安芸分科会長代理、お願

いします。 
【安芸分科会長代理】 2点伺います。1点目は、今回、慣性力問題等について事業を実施されていくわけで

すが、それ以降の事業は特に必要なく実用化できると考えられていますか。それとも、さらに次の新し

い事業をつくるなど、現時点でそういった考えがあるのなら教えてください。2点目は、地域グリッド

に関する研究開発で場所を宮古島にされていますが、他のNEDOプロでもこういった島でやられたと

ころがあると思います。そうした中で宮古島にされた理由を伺えたらと思います。 
【西林 PM】 まず 1 点目ですが、現在のところ、本事業において残りの検討を完了すれば対策機器の開発

については完了できる見込みと考えており、新たなNEDO事業は必要ないと思っております。それか
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ら 2 点目、地域グリッドの研究開発を宮古島で実施している背景としては、実施者から提案いただい

た中で、沖縄電力様とネクステムズ様に本事業に参画いただいたことにあります。また、宮古島市の来

間島については、当初からマイクログリッドの研究開発について積極的に取り組まれており、多くの

実績を残されていることから、実測データを即収集できる環境がある程度整っていたことにより、宮

古島の系統及び来間島の系統を特定箇所として選定するに至っています。 
【千住分科会長】 小笠原委員、お願いします。 
【小笠原委員】 資料15ページ目のアウトカム目標の設定及び要件について、アウトカム目標が再エネの普

及拡大に貢献する、またグリッドコードの整備、広域停電の回避、電力品質の維持とあります。一方、

将来的に2050年断面で慣性力の不足量が試算され、それの成果を適用するように開発を進めるとなっ

ています。イギリスのFFRの調達等を見ると、時間帯などに対してどの程度必要量があるかを設定し、

調達を行っていると理解しています。そうすると、実際に普及していく際に、どの程度慣性力の不足が

想定され、そのため、この程度の規模の調達が必要だというのが重要と思います。現状、慣性力の計測

を特に行っていない状況下、例えば何キロワットの蓄電池にどのくらい設置しなければならないのか

といった点では試算が難しいと考えます。そうしたところで、そのあたりをどのようにブリッジして

いくのか、今のところの検討を教えてください。 
【西林PM】 系統慣性の不足量については、電力広域的運営推進機関（※OCCTO）の委員会において、将

来断面の系統慣性の不足量の試算がなされています。それによれば、2050年の特定の条件の場合では

あるものの、東地域で 157GW/秒、中西エリアで 812GW/秒の慣性不足量が発生するとの試算が出さ

れています。こういった慣性不足量を監視するためには、系統慣性の量がどうなっているかといった

計測監視が必要であると思います。一部一送（※一般送配電事業者）様におかれては、既にそういった

計測器を導入されているところもあると聞いていますが、実際に系統慣性の低下が顕在化してくる断

面においては、系統の不足量、現在の慣性量を計測する装置を設置する必要があると考えており、そう

した系統監視をしながら、どういった対策機器を入れていったらよいかを検討していくのではないか

と思っている次第です。具体的にどういった対策機器をどれだけ入れていくかといった点では、本事

業の中でいろいろな性能比較等を行い、各機器の評価等をすることにしています。そうした結果から、

一送様をはじめ、広域機関様等で全体的にどういった対策機器を導入していくべきなのかを検討され

るのではないかとも想定しているところです。 
【小笠原委員】 つまり、この事業が終了した後、一送様等を中心にそうした検討が行われるだろうと期待さ

れているといった理解でよろしいでしょうか。 
【西林PM】 その解釈で合っております。将来の慣性力、今後の再エネの導入量もどうなっていくかといっ

たところもありますが、将来的な系統の構成及び需給の状況等の予測を踏まえ、さらに再エネ導入量

の予測も踏まえたうえで、慣性対策の導入について検討されていくことを期待いたします。 
【小笠原委員】 分かりました。 
【千住分科会長】 伊佐治委員、お願いします。 
【伊佐治委員】 2点伺います。1点目は資料17ページの費用対効果になります。事業費用をインプットと

されており、費用対便益の便益側は非常に大きいため、あまり問題視することではないのかもしれま

せんが、この事業が終わった後にGFMを含め、対策のPCSを導入していかなければこの効果を得ら

れないと思います。その際に、今のPCSと比べて大幅なコスト増にならないものなのかどうかを教え

てください。2点目は、資料20ページの①-(3)慣性低下対策PCSの導入効果と影響評価になります。

これは非常に大事だと思っており、先ほども議論があったように我々一般送配電も慣性力の把握自体

はこれからすぐにでも取り組んでいく必要があるという認識です。また、蓄電池の導入が物すごく進

んでいくという見通しがある中、待っていては手遅れになるとも思っており、早くグリッドコードに
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入れていかなければいけないと考えています。そうした際に、この必要性を世の中に訴えていくこと

も重要になるわけですが、この事業の中でそのあたりも取り組まれるのでしょうか。 
【西林PM】 まず1点目ですが、こちらについては既存のPCSのプログラムを変更することでGFMの機

能を発揮することができると考えており、大幅なコストアップ増加にはつながらないものと考えます。

それから2点目、導入にあたって蓄電池等が後遅れにならないように必要性を訴えていく必要性といっ

た点はおっしゃるとおりです。慣性力不足が発生した断面で対策を打ったのでは間に合わないおそれ

があるため、できるだけそうした状況になりつつあるといった説明等も必要であると考えます。NEDO
としても、本事業の取組の意義をはじめ、取組状況、成果についてできる限りPR等を広く一般に行っ

ていき、系統慣性不足に対する対策、系統の安定化対策の必要性について訴えてまいりたく思います。 
【伊佐治委員】 ありがとうございました。 
【千住分科会長】 安芸分科会長代理、お願いします。 
【安芸分科会長代理】 成果の普及、意義を世の中に訴えていくということで、NEDOはいろいろなイベン

トをされながら積極的に成果普及に努められていると思いますが、例えば各実施者がされるものもあ

ります。例えば、私たち大学であれば、論文を出す、あるいは学会で何か取組をするといったことが考

えられます。論文においても、一流の論文誌に様々投稿されていくのが当然必要なことだと思うとこ

ろで、そうした意味では、現時点ではまだ数が寂しいものの、今後出されていくものと思います。そう

した観点で、学会の中で何か取組をされていくであるとか、単純に発表するだけでなく、委員会をつく

られていくなどといった取組は何か考えられているでしょうか。 
【西林PM】 現在のところ、何か技術委員会等をつくるといった計画はありませんが、本事業につきまして

は、前事業で慣性力の低下対策についても検討しておりました。その中で、前事業が終了した断面で電

気学会の全国大会だと記憶しておりますが、そこでシンポジウムを組み、前事業の成果発表をさせて

いただいております。また、新しい技術委員会等については実施者様と相談を行い、実施すべきという

意見が多ければ必要に応じて検討してまいる所存です。 
【小笠原主任】 今の点について補足をいたします。資料の10ページにあるとおり、アウトカム達成までの

道筋ということで、国等における系統連系規定等への反映も非常に重要だと考えております。我々、実

施者主催で開催している外部有識者を含めた委員会の中でも、OCCTO 様等々、関係者様に入ってい

ただきまして議論に参加いただいているところであり、そうした体制、仕組みも含め、ぜひ成果普及に

努めていきたいと思っております。 
【千住分科会長】 高野委員、お願いします。 
【高野委員】 今の成果の議論に関連いたします。資料31ページに特許出願及び論文発表が掲載されており、

こちらでは海外向け、国内向けのものが一緒にされていると思いますが、必ずしもこういった発表、成

果を報告していく際に、海外と国内で発信する内容は同質とは限りません。そうしたところで、意識的

な戦略の使い分けがあれば教えていただけないでしょうか。 
【西林 PM】 事業の成果については、できる限り PR 及び成果発表をしていくように取り組んでいるとこ

ろです。国内向け、海外向けにおいては、まず前者については今の検討状況をメーカーや大学等の関係

する検討をされているところに対して PR していき、どういう状況かといったお知らせを行っていき

たいと思っており、全般的に特定することなく、広く発表していきたいという考えです。後者について

も積極的に行っていきますが、各国によって状況は違っております。特に米国、欧州等といった既に研

究が進んでいるところに対しては、それに見合った研究発表ということで日本独自で取り組んでいる

ところのPRを積極的にやっていきたいと考えます。 
【千住分科会長】 植田委員、お願いします。 
【植田委員】 何点か伺います。まず、事前質問とも若干関連するのですが、アウトカム目標という意味で
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は、資料 16 ページ目に「2030 年の導入量達成に貢献する」と言葉上ではそうなるのですが、他方、

実際に今ここで行っている技術開発が本当に必要になってくるのは、その先の太陽光、風力の普及拡

大断面において必須になってくるものだと考えます。2030年までは、まだ何とか既存の系統でやって

いけるのではないかというところで、そこの整合をどのように考えればよいのかというのは、少し思

うところです。その意味で、次ページにおいて出力抑制量削減効果等をしっかり評価されていますが、

私が考えるには、2030年以降に必要になる技術だとしても、発電事業そのものが20年、30年で考え

ていくため、例えば 2025 年に発電事業をやろうという事業者の方がそこで投資判断をするときに、

2030年以降は慣性力が不足してきて多くの出力抑制をしなくてはいけないという見通しがあれば、多

分入ってこないと思うのです。そういう意味では、この技術が本格的に使われていく 2030 年以降に、

本技術により太陽光発電、風力発電の事業性がしっかりと確保されていく、したがって2030年の導入

目標の達成の障害とならず、それ以降の今足元で議論が始まろうとしている次の基本計画等において

も、2026年度に一定の開発を完了し社会実装のフェーズに移っていくといった見通しが見られるとよ

いと思いながら伺っていました。 
質問としては、まずマネジメントサイドとしてもそのように捉えているか、この成果を発信すべき相

手をどのように考えているか。これから発電事業を行い、そこに投資をしていこうというステークホル

ダーの方に対し、しっかりと技術開発の意義であるとか時間方向での見通しといったところで、再エネ

の大量導入普及の足かせにはならないような技術開発を進めているといったコミュニケーションが図

られているかを伺います。また、資料46ページで、競合技術として火力の同期調相化等についてもFF
調査を実施するように調整中という記載があります。そのとおりされたらよいと思うものの、これを競

合技術と捉えるのか、トータルの経済性を考えると、協調技術と考え、どういう制御部分を誰が担って

いくことでトータルとして安くなるといった視点が必要なのではないかとも思うところです。質問と

いうよりも、後半に向けてぜひ協調技術と捉え、我が国でも積極的に使える部分にはこれを使いつつ、

今考えているインバータベースの制御によるものとうまく組み合わせていくといった検討もあっても

よいと考えます。最後に、成果の普及、発表については他の委員からもありましたが、私としてはこう

いった大規模なプロジェクトは人材交流、人材育成の観点でも非常に重要だと思っています。その意味

では、外部の成果発表といったものが、一つの機関からではなく、全ての実施者の中でしっかりと連携

をし、いろいろなところで発表するということも必要と思います。少し紹介いただきましたが、本当の

研究そのものを担当している若手の方等を含め、しっかりとチームビルディングができているかどう

かを伺います。 
【西林PM】 まず1点目、アウトカム目標についてNEDOの本事業の成果の発信の相手として再エネの発

電事業者等、将来的に本事業のメリットを受けるであろうといったところに対してどうやっていくか

といった点ですが、発電事業者向けには、本事業の成果について積極的に PR していくべきと考えて

おります。今のところ、再エネ事業者向けと特定したイベント等を開催できておりませんが、そういっ

た再エネ事業者向けのイベントでの講演であるとか、一般に読まれる雑誌等にも本事業の成果につい

て積極的に出していき、認知いただけるようにしていきたいと思っております。それから 2 点目、火

力の同期調相機化の取組については、おっしゃるとおり、競合技術ではなく協調技術であろうといっ

たところです。本事業の中では同期調相機化を検討していないため「競合技術」と記載しましたが、慣

性低下対策の技術としては、いろいろな方策があり、どの組合せが最もよいかといった全体最適を考

慮して適応していくものだと考えており、協調技術として火力の同期調相機化についても検討してい

きたいと考えております。3点目、人材育成や交流に関しては、NEDO の事業で特別講座という研究

スキームがございます。まだ計画段階ではございますが、将来的な電力システムに対して必要な対策

をいかに計画・運用するか、そういった計画のための系統解析技術について人材育成とともに技術確
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保をしていくような特別講座を実施していきたいと計画しているところです。そうした中でも、この

慣性低下対策に関連する検討もできるのではないかと思っており、人材育成等にもできるだけ関わっ

て取り組んでまいりたいという考えでおります。 
【千住分科会長】 小笠原委員、お願いします。 
【小笠原委員】 先ほどの伊佐治委員の質問に関連いたします。こうした疑似慣性 PCS の普及拡大が 2030

年ぐらいからと示されているのですけれども、それまでの間に長期脱炭素電源オークションで蓄電池

が相当量入ってくることが考えられます。そうすると、先ほど「プログラムの修正であり、コスト増は

それほどないのではないか」といった説明があったかと思いますが、私どもエネルギーリソースアグ

リゲーション事業協会(ERA)というところで「蓄電池WG」というものがあり、実際に蓄電池を運用す

る方からの声を結構聞くのですが、「グリッドコードで今度一次調整力の機能を装備しろと言われれば、

システム回収費用は結構かかる。規模を何万キロといった設定にしてほしい」というような声もござ

います。そうした既設のものの修正について、相当量入ってしまった後からであるため、そうした既設

の蓄電池の改修については、それほどお金がかからないという認識でいらっしゃるのでしょうか。 
【西林PM】 現在、蓄電池とPCSが一緒に入って導入されていると思われます。従来型のGFMタイプの

PCSが導入されている場合、機能の書換えについては、プログラムの変更で済むものと本事業の中で

も考えております。そのため、大幅なコスト増にはならないのではないかと考えております。 
【小笠原委員】 結構かかるといったことになれば、補助金等をつけてあげないと改修をしてもらえないの

ではないかと思い、伺った次第です。ありがとうございました。 
【西林PM】 ありがとうございます。 
【千住分科会長】 ありがとうございました。それでは、予定の時間が参りましたので、以上で議題 5 を終

了といたします。 
 
（非公開セッション） 
６．プロジェクトの補足説明 
  省略 
７．全体を通しての質疑 
  省略 
 
（公開セッション） 
８．まとめ・講評 

 
【高野委員】 本事業は、再生可能エネルギーの導入を基盤として支えるものであり、必然的に関係する技術

者、研究者の注目も非常に高いと理解しております。世界的にも非常に活発に議論されている取組で

すから、競争すべきところは競争していただき、協調するべきところというのも適切に見定めながら

今後も着実に研究開発を進めていただきたいと思います。どうもありがとうございました。 
【千住分科会長】 ありがとうございました。次に、小笠原委員お願いいたします。 
【小笠原委員】 再生可能エネルギーの導入拡大に伴い様々問題が発生する中、慣性力の低下により非常に

不安定化している電力系統が実際にあります。そうした中で、日本においてさらに再生可能エネルギー

の導入拡大を進めていくために必要な技術開発の項目が進められていることを本日確認した次第です。

また一方、こうした問題は費用負担を行う国民にとって非常に分かりにくい問題であるということや、

アジアの国々というのは日本がどういう取組をしているのか本当に知りたがっている状態でもありま
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す。こうした慣性力低下に伴う現象、そしてそれに伴う対策というものをぜひ分かりやすく、海外及び

国民に発信できるような体制を進めていただき、また今回進めてきた技術開発を実装できるような形

で今後検討を進めていっていただければと思っております。 
【千住分科会長】 小笠原委員、ありがとうございました。次に、植田委員お願いいたします。 
【植田委員】 今回、中間評価の場にていろいろな話を伺いました。技術開発目標について、いずれも非常に

重要な点に取り組まれていると理解しています。また、これは決して2026年までこのまま進めていけ

ばゴール達成ではなく、まだ高いハードルがある技術開発であり、そこに対し、皆様が鋭意取り組んで

いると思っております。このまま何とか高いハードルを越え、技術開発を 2026 年までにしっかりと

行っていくとともに、海外の事情等も見ながら、日本には日本の系統と電源構成ならではの課題とい

うのもあると思いますから、そこに一義的には貢献できる技術開発ということに尽力いただけるとよ

いと思います。それから、議論の途中でも申し上げたように、2026年にこの技術開発を済ませること

の重要性として、2040 年、2050 年に稼働している電源は、2025 年、2030 年頃に入ってくる電源で

あり、そうして考えると、本当にこれは待ったなしで今やらなければいけません。2025年、2030年以

降に入ってくる電源及び系統においては、こうした技術をしっかりと使っていかないと、2040年、2050
年というものが実現できない、そうしたスピード感を持ってぜひ進めていただければと思います。非

常に多くの実施者の方がいられる中、NEDOが非常に適切なマネジメントをされていることを改めて

今日は見させていただきました。さらに言うのであれば、個々の実施者における研究にとどまらず、ぜ

ひこの連携によるさらなる成果の発展に期待し、本日の講評といたします。どうもありがとうござい

ました。 
【千住分科会長】 ありがとうございました。次に、伊佐治委員お願いいたします。 
【伊佐治委員】 慣性力の低下及び短絡容量の低下の中では、系統にとって様々な不安定現象が起こりやす

くなり、しかも一部のエリアではその問題が早く起こるかもしれないと考えております。そうした中

で、将来の再エネ大量導入を進めていくために本技術開発は必須のものだと認識しています。また、

PCSの設計は非常に複雑な要素を含んでおり、本日の中身を見させていただいても、まだまだ課題が

残されていると思います、それらの課題をしっかり洗い出し、一つ一つ解決し、後から問題が起こらな

いように可能な限り前もって検討を進めていただけたら幸いです。それから、本事業はこれから最後

まであと何年かありますが、最後のところで様々なGFM、SGFL、M-Gセット、そのほかいろいろな

対策の手段も含めて、それぞれの特性を分かりやすく示していただき、どのようなケースで、あるい

は、どのような系統でどういった電圧階級に、どんな電源にこれを導入するのがいいのかというのを

世の中に分かりやすく示していただきたいと思います。 
【千住分科会長】 ありがとうございました。次に、安芸分科会長代理お願いします。 
【安芸分科会長代理】 本日お話を伺った限りでは、技術開発について順調に進んでいるものと理解いたし

ました。ただ一方、既に他の委員からも指摘があるように、この開発された技術は社会実装を目指して

いくしかありません。社会実装をしないのであれば、そもそもこういった技術開発をやっても国民と

しては納得しないだろうと思っています。ですから、実施者の皆様も、研究開発が本業である方という

のはなかなか実装というのが難しいと思うものの、今後の後半については、NEDOを含め、ぜひ社会

実装を意識した上で推進していっていただけたらと思います。 
【千住分科会長】 ありがとうございました。それでは、最後に私から講評をいたします。本プロジェクト

は、2050年のCNに向けた再生可能エネルギーの大量導入に欠かせないプロジェクトであると理解し

ております。そして、皆様が開発に努力されている要素技術は非常に大事だということで期待もして

おります。プロジェクトの開始時期は新型コロナウイルスの流行もあり、相当な努力をされ、コミュニ

ケーションの取り方も種々工夫されてきたのではないかと理解しております。そうした中で、今回い
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ろいろな結果を伺いましたが、いろいろ課題はあるにしても、ある程度の実用レベルに近づいている

のではないかと理解した次第です。他の委員からもありましたように、その課題をクリアしていただ

いて最終的な実装をということで、今後も御尽力いただければ幸いです。ありがとうございました。 
【須永専門調査員】 委員の皆様、ご講評をいただきまして誠にありがとうございます。ご講評を受けまし

て、PL、SPL、推進部長より一言ずつお願いしたいと思います。まずは、上村PL からよろしくお願

いいたします。 
【上村PL】 本プロジェクトのPLを務める電力中央研究所の上村です。本日は、分科会長をはじめ、委員

の皆様から非常に建設的な叱咤激励及び御指摘を様々頂戴いたしました。ありがとうございます。ま

た、開発した技術について位置づけ、導入拡大方策といったメインの議題のほか、付加価値として人材

育成、発電事業者へのインパクト、海外展開といった多岐にわたるコメントを受け、非常に我々にとっ

て役立つものであり、これからそうやっていかなくてはいけないと実感したところです。加えまして、

私の感想となりますが、この事業は非常に徐々にこれから影響が出てくるものに対し、徐々に入れて

いくという時間軸が相当難しい事業だと思っており、そこをどうやって工夫してやっていくのかとい

う御意見もありましたように、そこは気をつけていくべきところとなります。ただ、今回やっている中

で、私の感覚では、日本固有の新たな技術というのもありそうな気がしており、こういうものが海外に

売れていくといいますか、誇れる技術になればよいと思っております。今後とも実施者共々頑張りま

すので、よろしくお願いいたします。 
【須永専門調査員】 続きまして、馬場SPLからよろしくお願いいたします。 
【馬場SPL】 本プロジェクトのSPLを仰せつかっております東京大学の馬場です。本日、分科会長をはじ

め、委員の皆様から非常に多くの有益な意見を頂戴したことに感謝を申し上げます。また、進捗に問題

があるというような大きな指摘がなかったことは、実施者の皆様に御尽力いただいたことによるもの

と思っており、そちらについても感謝を申し上げたく思います。そして、先ほど上村PLからもあった

とおり、出口戦略については多くの御意見を頂戴しました。こうした点は非常に重要だと改めて認識

したものの、一方、例えば必要な機能、容量の定量的な評価といったところや、先んじて実施をしない

と先行しているところには追いつけないといった点はごもっともと思いながら、非常に難しいとも思

いながら拝聴していた次第です。しかしながら、日本国内でも太陽光発電については中間季節期の中

間ピーク電力と同等レベルでの導入が進んでいることや、質疑にもあった蓄電池の導入というものが

非常に急激に進んでおり、特に北海道では単独系統でありながらも接続系統申込みがピーク電力をは

るかに超過するといった状況になっていることからも、これは非常に急を要する話だとつくづく感じ

ております。そうした中で、どういった時間軸でこうした成果をやっていくのかにおいて、PLの話も

ありましたが、非常に難しいところであります。普及した後、こういった機能を遡及的に適用するのは

制度的に難しいといったこともありますし、技術的にも一個一個のファームウエアを書き換えてやっ

ていくというのは、以前、単独運転検知の話でフリッカーが九州で大きな問題になったときに我々が

苦労したところだと思っております。いかに必要なときに間に合うようにこういった技術を普及させ

ていくのかというのは非常に難しい課題だと感じております。この実証事業の結果をそうしたところ

に役立てるためにも、情報発信を積極的に行い、早め早めに情報を流しながら備えていただくことを

念頭に置きながら取り組んでいきたいと思います。本日は非常に気づきを得る有益な御意見をいただ

きまして、どうもありがとうございました。 
【須永専門調査員】 最後に、今田部長からよろしくお願いいたします。 
【今田部長】 スマエネ部の今田です。委員の皆様におかれましては、事前の資料確認から、本日、終日にわ

たる委員会審議に御協力いただきまして本当にありがとうございました。また、傍聴いただいている

経済産業省の皆様、日頃の御支援に感謝を申し上げます。加えて、こちら側にはなりますが、中間評価
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に向けて準備いただいた上村 PL、馬場 SPL、そして実施者の皆様の御尽力にも感謝したいと思いま

す。本日、御審議いただいたところになりますが、この中間評価というもの自体が私ども NEDO に

とって非常に重要なプロジェクトマネジメント上の位置づけになります。特に、例えば、午後の非公開

セッションにおいて先生方からいただいた御質問そのもの自体が、我々にとって非常に有意義な気づ

きにもなっております。それとともに、それらコメント、アドバイスをいかに後期のマネジメントに反

映していけるかというのが我々の頑張るべきところでもあります。また、先ほど来から話があるよう

に、研究開発の成果、技術的な成果を上げるだけではなく、特に社会実装につなげることが重要な分野

である取組だと思っておりますので、これから後期のプロジェクトマネジメントにおいては、その点

をより強く意識しながら進めてまいりたいと思います。今後とも専門家の皆様方のアドバイス、御指

導をいただきたく思いますので、引き続きよろしくお願いいたします。 
【千住分科会長】 ありがとうございました。それでは、以上で議題8を終了といたします。 
 
９．今後の予定 
１０．閉会 
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配布資料 
資料1 研究評価委員会分科会の設置について 
資料2 研究評価委員会分科会の公開について 
資料3 研究評価委員会分科会における秘密情報の守秘と非公開資料の取り扱いについて 
資料4-1 NEDOにおける技術評価について 
資料4-2 評価項目・評価基準 
資料4-3 評点法の実施について 
資料4-4 評価コメント及び評点票 
資料4-5 評価報告書の構成について 
資料5 プロジェクトの説明資料（公開） 
資料6 プロジェクトの補足説明（非公開） 
資料7 事業原簿（公開） 
資料8 評価スケジュール 

 
 
 

以上 
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以下、分科会前に実施した書面による公開情報に関する質疑応答について記載する。 

 

「再生可能エネルギーの主力電源化に向けた次々世代電力ネットワーク安定化技術開発」（中間評価）分科会 

 ご質問への回答（公開分） 

 

資料番号・ 

ご質問箇所 
ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

資料 5 
10 頁 

「疑似慣性PCSの開発」では、プロジ

ェクト終了後に機器メーカの関与が示

されているが、「M-G セットの開発」

ではメーカ関与が明示されていない理

由を教えて頂きたい。 

千住 
分科会長 

本事業において、「M-G セットの開発」では、M-G セット（ま

たは同期調相機）、S-GFL、GFM を組み合わせ、系統事故時に

適切な動作を行うことを検証することを目的として、机上検討

やシミュレーション検討に留まっていた各設備の系統安定化能

力を比較評価し、得失や導入時の留意点を明らかにすることを

目標としております。 
M-G セットや S-GFL/GFM 等については実系統の基幹系統での

導入実績が無いため、物理的モデルを用いた本事業の検証によ

り有用な知見が得られると考えております。 
主にグリッドコードに従い設備等の連系を行う配電系統では、

一般送配電事業者と発電設備等設置者の連系協議における個別

の性能確認試験などの省略が可能となる JET 認証制度があり、

連系・普及前の機器メーカの関与が重要となることから、その

旨を明示しております。 
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資料番号・ 

ご質問箇所 
ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

他方、配電系統とは異なり、上記基幹系統での対策機器は、国

内では一般送配電事業者の流通設備又は発電事業者の設備とし

てオーダーメイドで導入されることが想定され、プロジェクト

終了後は、対策機器設置者との連携の中で、実系統での実証試

験を含めてメーカが関与するものと考えております。そのた

め、表立ってメーカ関与は明示しておりませんが、いずれにし

ましても、将来的な普及断面におけるメーカとの関与は「M-G
セットの開発」でも必須と考えております。 
 

事業原簿 
P.3-2 

プロジェクト運営について：各種委員

会を定期的に開催し、外部有識者も招

いていてご意見を頂いているようです

が、これまで、「どのようなご意見が

出て、それらがどのように事業に反映

されたのか、また事業に反映されない

ご意見はどのようなものがあったの

か」をまとめた一覧資料を頂けません

でしょうか。これは事業運営における

各種委員会が形式的なものではなく、

事業運営に有効であることを確認した

いという意図です。 
 

安芸 
分科会長

代理 

検討委員会については非公開で開催されているため、委員会で

の指摘に対する対応をまとめた一覧資料を非公開の資料として

お示しします。 
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資料番号・ 

ご質問箇所 
ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

事業原簿 
P.4-2 

「慣性・・・評価検討」において「将

来の電力系統のシナリオをとりまとめ

る」：「シナリオを取りまとめる」とは

具体的にどのような作業でしょうか。

目的・目標・成果を教えて頂けません

でしょうか。そもそも「シナリオ」と

はどのようなものを想定されているの

でしょうか。取りまとめた「シナリ

オ」は本事業実施期間中に本事業に反

映されるのでしょうか、それとも事業

終了後に何かに反映されることを想定

しているのでしょうか。 

安芸 
分科会長

代理 

系統計算及び需給計算により将来の慣性低下対策 PCS の導入効

果を評価するため、その前提となる電源構成や需要等の将来シ

ナリオ（2030 年基本、2040 年・2050 年）の検討を早稲田大

学、北海道大学、産総研、東京電力ホールディングスとの連携

の下で、東京大学を中心に実施しています。 
当該シナリオは、系統解析に向けた需給解析のインプットデー

タになるものです。さらに需給解析の結果を系統解析に活用し

ます。具体的には、需給解析により得られた過酷断面の電源構

成等を拡張 EAST10 に割振り、早稲田大学で検討する広域系統

モデルと北海道大学で検討する縮約モデルを組み合わせて、基

幹系統から配電系統までに慣性対策 PCS（GFM、S-GFL 等）

が連系した際の検討を予定しています。 
本検討の成果として、従来型インバータ導入拡大時の周波数制

御面の課題が明らかになるとともに、慣性低下対策 PCS の安定

性向上効果が定量的に明らかとなる想定です。 
 
※上記検討の概要をまとめた資料は【別紙 1】のとおりです。 
 

事業原簿 
P.4-16 

①.2.1「蓄電池向け慣性低下対策 PCS
の製作」：結局、PCS は製作されたの

でしょうか。それは資料のどこを確認

すればわかるのでしょうか。また、 
P.4-17 には「設計することを一つの目

標」と書かれています。設計と製作の

どちらが目標でしょうか。 

安芸 
分科会長

代理 

要求仕様の異なる解釈による挙動の違いを把握する目的で、

P.4-17 以降の 3 社の異なる仕様による PCS のプロトタイプ製作

に着手しております。本プロトタイプについては、P.4-27 以降

に記載のとおり、2024 年 1 月 15 日から第 1 回ラボ試験を順次

開始しており、模擬系統試験は 2024 年度 1Q から開始していま

す。 
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資料番号・ 

ご質問箇所 
ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

※各 PCS はラボ試験等の結果を踏まえ順次改良を加え、全試験

完了時に「製作完了」となります。 
制御アルゴリズムを実装する実機の製作よりも、本事業におい

ては前 NEDO 事業で抽出した 3 課題に対応できる制御アルゴリ

ズム・ロジックの検討・設計を行うこと（当該制御アルゴリズ

ム・ロジックを実機へ実装すること）が重要・検討のコアであ

り、当該設計は PCS 製作における目標と考えております。 
 

事業原簿 
P.4-26 

①.2.1「太陽光発電向け慣性低下対策

PCS の製作」：結局、PCS は製作され

たのでしょうか。それは資料のどこを

確認すればわかるのでしょうか。全部

で 6 行しか記述がありませんが、これ

が本実施項目に関する 3 年間の成果の

すべてでしょうか。 

安芸 
分科会長

代理 

P.4-11 以降に記載のとおり、従来の MPPT 制御を修正した

MPPTL 制御をロジックとして構築しており、本制御ロジック

を 20kW の実機に実装し、P.4-14 以降に記載のとおり上記蓄電

池と同様の条件で、産総研でのラボ試験を実施しています。 
本開発では既存の 20kW インバータ装置のハードをそのまま使

い、太陽光発電向けに制御を構築することを前提としており、

インバータ装置の構造については新たな変更を実施しておりま

せんので、その旨を P.4-26 に記載しております。 
 

事業原簿 
P.4-46 

1）～3）の 3 モデルを分析対象とした

理由と、これら以外を考慮しない理

由、または考慮しなくてよい理由を教

えてください。 

安芸 
分科会長

代理 

本解析の目的はGFMインバータの過渡安定性に関する基本的な

特性を評価することを目的としております。このため、位相角

安定性の評価において用いられる最も基本的なモデルである一

機無限大母線系統モデルを起点に、追加で同期発電機が多く残

るインバータ電源導入初期のモデルと、インバータ電源の容量

が同期機に対し大きくなる状況を想定したモデルを検討してお

ります。 
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資料番号・ 

ご質問箇所 
ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

事業原簿 
P.4-65 

4.1.1③.5.4：分析に関する各種データ

やモデルについて公開する予定はあり

ますでしょうか。学会発表等は行われ

ているようですが、近年は学術論文に

おいてもサーバー等での公開が推奨さ

れており、論文にも公開方法について

明記が求められているかと存じます。 
 

安芸 
分科会長

代理 

モデル・データ・ツールは、公開はしておりません。データは

公開情報および一部インタビューにより作成しております。現

在大学における産学連携の活動として、大学からデータとツー

ルと解析環境を提供して、各社にてそれぞれの課題を設定し各

種解析を実施しており、徐々に成果が上がりつつあります。 
公開は今後の課題と考えております。 

事業原簿 
P.4-83 

4.1.2：地域グリッドを想定した研究の

意義・必要性：地域グリッドの定義を

ご説明ください。マイクログリッドの

ように大規模電力系統から独立して運

用できるものを想定しているのでしょ

うか。我が国において、地域グリッド

は人口比で何%くらいに普及すると想

定されているのでしょうか。それほど

普及しないのでしたら、必ずも再エネ

主体で行う必要はなく、火力発電主体

でも地球温暖化ガス排出量への影響が

少ないのではないかと考えます。もし

そうであれば、本研究開発項目の意

義・必要性について、どのようなもの

があるのかがよくわからないためにお

伺いします。 
 

安芸 
分科会長

代理 

地域グリッドとは、イコールマイクログリッドのことです。本

事業で対象とする地域グリッドは、「地域マイクログリッド構築

のてびき（2021 年 4 月 16 日、資源エネルギー庁）」にて定義さ

れ、自営線供給による自立・独立系統を除くマイクログリッド

のことを指しております。地域グリッド（＝マイクログリッ

ド）の普及率の想定につきましては、現段階での回答は難しい

ところでございます。本研究の意義・必要性としては、今後更

に、地球温暖化等による異常気象が増加すると考えられ、また

日本は地震被害が発生しやすい国土でもあるため、大規模停電

や送電線への更なる被害発生が予想されます。この対応とし

て、安定供給確保のため電力インフラのレジリエンス強化の重

要性が増しており、病院や避難所等の主要設備におけるレジリ

エンス向上には、地域グリッド（＝マイクログリッド）の導入

が不可欠であります。 
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資料番号・ 

ご質問箇所 
ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

事業原簿 
P.4-87 

4.1.2(4)①：「課題の整理」が中間目標

ですが、どのような課題が、どのよう

に整理されたのでしょうか。本文のど

こに記載されているのでしょうか。ま

だ整理が完了していないのでしたら、

どのような課題があり得るとわかった

のかを整理して記述いただけませんで

しょうか。 

安芸 
分科会長

代理 

・本事業実施者間では、当初より「資料 7：事業原簿：4-98～
119 ページ」の内容が一般的な地域グリッドの課題と考えてお

りますが、この妥当性を確認するために、送配電網協議会様と

連携させていただきました。送配協様では、地域グリッドの課

題について過去に検討した経緯があるため、「資料 7：事業原

簿：4-98～119 ページ」に記載した課題と送配協様の課題を比

較したところ、おおかた整合していることが確認できました。 
各課題項目の詳細につきまして、非公開の資料としてお示しし

ます。 
・これらに加え、課題の漏れがないよう、今後現場実測やシミ

ュレーションを行い、新たな課題の洗い出しを継続していきま

す。 
事業原簿 
P.4-136 

表 48：「収益」は「利益」ではなく

「収益」で間違いありませんか。 
安芸 

分科会長

代理 

ご指摘いただき、ありがとうございます。事業原簿の表 48 で

「収益」としている値は、本手法では収入から経費を引いた量

として定義しておりますので、ご指摘のとおり「利益」が正し

い表記であると考えます。 
事業原簿 
P.4-136 

表 48：太陽光発電と蓄電池の導入容量

は、設置場所も考慮した現実的な値と

なっているのでしょうか。 

安芸 
分科会長

代理 

今回、各設備の導入容量を求めるにあたって、それらの設置場

所に由来する制約は特に設けておりません。なお、太陽光発電

の場合、1kW あたり約 15 平米の面積が必要とのことですので

(*)、表 48 の太陽光発電設備（容量 = 3.81 [MW]）に必要な面積

は 5.72 ヘクタール（＝東京ドーム約 1.2 個分）と見積もられま

すが、これは実現可能なサイズであると考えます。こうした設

置場所に関する制約につきましては、今後の検討課題とさせて

いただきたいと考えております。 
(*)「太陽光発電（非住宅系）の導入ポテンシャル」 
（https://www.env.go.jp/content/900449212.pdf） 
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資料番号・ 

ご質問箇所 
ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

事業原簿 
P.4-137 

運用最適化に当たり、需要や太陽光発

電等の不確実性はどのように考慮され

るのでしょうか。 

安芸 
分科会長

代理 

設計最適化手法では、過去数年間の需要や日射量のデータを入

力として用いるため、この期間に発生した異常気象等による影

響も含まれていると考えます。一方、将来に亘って温暖化が続

くことで、異常気象の発生トレンドも変化することが予想され

ますが、今後運用最適化手法に取り組む折には、ご指摘いただ

いた点についても検討していきたいと考えております。 
 

事業原簿 
P.4-145 

図 156：事業原簿で電中研赤城の試験

設備が度々示されていますが、第三者

にもわかるように実験設備の電気工学

的な仕様を明記して頂けませんでしょ

うか。一般的に研究報告では、実験設

備や実験条件は明記することが求めら

れているはずです。 
 

安芸 
分科会長

代理 

電中研赤城での試験については、WG1・2 ともに様々な試験内

容の実施を予定しており、内容に応じて試験設備やパラメータ

等を変更した上で実施いたします。今後試験を実施し、結果を

ご報告する際には、ご指摘いただきましたとおり、使用設備、

条件を明記いたします。 

事業原簿 
P.4-174 

4.2.(4)① 中間目標：「実証試験が実施

可能な実験環境」と「仕組みと製作に

より、検証環境」の実験環境と検証環

境は別の物を示すのでしょうか。 

安芸 
分科会長

代理 

「実験環境」は、S-GFL/GFM インバータを導入し、系統事故

の模擬等により系統安定化機能を把握する環境を示します。ま

た、「検証環境」は計測制御インタフェースの機能を測定するた

めの既製品やサイバーセキュリティ等を考慮して製作した計測

制御 IF や、その対向相手となる給電制御所模擬装置や変電所模

擬装置を示しています。 
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資料番号・ 

ご質問箇所 
ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

事業原簿 
P.4-174 

4.2.(4)① 中間目標：「計測制御インタ

ーフェースに関する信頼性確保の仕組

みと製作」が目標である理由をご説明

ください。それ以外の要求仕様はない

ということでしょうか。「実験環境」

の要求仕様はどのようなものがあるの

でしょうか。 

安芸 
分科会長

代理 

計測制御インタフェース(IF)は、今後、国際標準を採用した装

置に移行していくと考えており、M-G セット等の系統安定化機

器が適用される 2030 年代に装置の機能を発揮できるようにする

ことを考えています。M-G セット等の機器製作メーカに依存し

ない計測制御 IFとするために IEC 61850を用い、IEC 61850を

用いた計測制御 IF における信頼性確保の仕組みを設計し、実験

設備を製作した上で検証します。信頼性確保の仕組みを目標に

しているのは、通信網の障害やサイバーセキュリティの脅威に

対応しつつ、求められる高速なデータ交換を実現するためで

す。計測制御インタフェースの基本仕様について、P4-188 表75
「M-G セット、GFM/S/GFL インバータ等の計測制御インタフ

ェースの基本仕様」などがあります。 
 

事業原簿 
P.4-174 
～4-186 

図表がたくさんありますが、成果であ

る「機器仕様」はどの部分で、説明は

どの部分なのでしょうか。成果物とそ

の説明を明確に分けて記述頂けません

でしょうか。 

安芸 
分科会長

代理 

それぞれの対応部分は以下のとおりになります。なお、決定仕

様につきましては、装置ごとの図面にて、メーカ保有の技術を

もとに仕様決めを行っているため、機器仕様や具備する機能を

記載しています。 
（S-GFL インバータの要求仕様） 
 P4-174 1-1 S-GFL インバータ装置仕様 
～P4-179 「図177 評価項目の例：S-GFLの過電流抑制制御」 

（S-GFL インバータの決定仕様） 
 P4-179 「表 70 導入するインバータの機器仕様」 
～P4-181「図 178 S-GFL の制御ブロックの概略図」 

（GFM インバータの要求仕様） 
 P4-181 1-2 GFM インバータの装置仕様 
～P4-185 「図 182 評価項目の例：GFM の FRT 性能」 
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資料番号・ 

ご質問箇所 
ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

（GFM インバータの決定仕様） 
 P4-179「表 70 導入するインバータの機器仕様」および 
 P4-185「表 74 導入する GFM が有する性能と影響のある系統

安定性」～P4-186 「図 183 GFM の制御ブロックの概略図」 
 

事業原簿 
P.4-188 

図 185：計測制御等について示されて

いますが、まず設備全体を示して頂け

ませんでしょうか。どのような設備に

対して計測制御システムを整備したの

でしょうか。 

安芸 
分科会長

代理 

非公開資料にて計測制御インタフェースと対向装置群の全体像

を示します。 
これまでの成果は、計測制御 IF と対向装置群を整備していま

す。今後、M-G セットや GFM/S-GFL インバータなどの系統安

定化装置などの電力系統シミュレータに導入した装置と連携

し、全体システムとしての測定および評価も実施いたします。 
 

事業原簿 
P.4-193 

M-Gセットの容量は 100kVAとのこと

ですが、実用化の際はどの程度の容量

となることを想定しているのでしょう

か。本事業終了後、実用機までスケー

ルアップする際に特段の課題はないと

いう想定でしょうか。それとも、スケ

ールアップに関する課題に対して別途

研究開発を行う予定でしょうか。 
 

安芸 
分科会長

代理 

実用化では、基幹系統に導入される洋上風力を想定し 10 万ｋ

VA 程度の規模を想定しています。系統安定化装置として M-G
セットを用いた例はないため、実系統での実証研究を経たうえ

で実導入していくものと考えています。 
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資料番号・ 

ご質問箇所 
ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

事業原簿 
P.4-242 

本事業で 2024 年度までに蓄電池 GFL
の実用化開発が完了する工程となって

いますが、開発は完了したのでしょう

か、また、本文のどこに記載されてい

ますか。 

安芸 
分科会長

代理 

概ね今年度中に機能開発を完了する見込みです。現在 1 社目の

試験結果を整理しており、P.4-39（S-GFL インバータのラボ試

験について）に速報値の暫定的な結果を記載しております。2社
目の試験を 8 月頃に予定しており、これらの試験結果を 2024 年

度中に整理し、概ね機能開発を完了予定です。標準機器仕様に

ついては、試験結果とステークホルダーの意見を踏まえつつ、

実施計画書どおり 2026 年度までに検討を進める予定です。 
 

論文発表 
について 

学術論文誌のうち特にオープンアクセ

ス専門誌には必ずしも好ましくない評

価を受けているものがあるかと存じま

す。本事業においては国家プロジェク

トという観点から、どのような方針で

投稿論文誌を選択し、また不適切な論

文誌への投稿見合わせなどの対応をさ

れているのでしょうか。 

安芸 
分科会長

代理 

ご指摘のとおり、好ましくないとされる学術論文誌が社会的な

問題になっていることを承知しております。他方、適切である

か判断するための明確な基準が存在しないため、実施事業者が

自らの判断で信頼性を判断しないといけないのが現状であると

理解しております。そのため、従来どおり適切な学術論文誌の

選定は、各実施事業者が判断しております。 
これを踏まえた対応方針として、論文を含むすべての対外発表

は、NEDO を含む有識者委員会の主査、副主査、幹事企業から

構成される確認スキームにおいて、発表先、内容等を確認する

ことになっており、論文投稿等が適切か否かは個別に判断して

います。 
 

論文発表 
について 

これまで論文が 2 報のみとなっていま

すが、現在、投稿中のものがあれば、

ご教示下さい。また、論文発表に関す

る目標や方針があればご説明くださ

い。 

安芸 
分科会長

代理 

事業原簿に報告済みの 2023 年度までの論文発表以外に、2024
年度分につきましては、現時点では 1報の論文が掲載され、2報

の論文が投稿中です。成果等の普及については、NEDO 委託事

業の研究成果の発信についての方針に従い、研究発表・講演、

論文、特許、その他プレス発表等の適切な方法で積極的に成果

を発信をしていく方針です。 
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資料番号・ 

ご質問箇所 
ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

資料 5  
P11 

設計～検証に 5 年を要しているが、本

事業で設定したオープン・クローズ戦

略によって、関与していないメーカー

でも GFM を適切かつ迅速に設計・開

発できることができるのか。 

伊佐治 
委員 

本事業では要求仕様の異なる解釈による挙動の違いを把握する

目的で複数社によるプロトタイプ製作を実施しており、複数の

インバータを評価・比較し他機能との干渉等を検証します。本

事業完了時までに PCS の要求仕様案、標準機器仕様案を作成す

る目標となっており、要求仕様が整理されることで、電力品質

を維持しつつ、GFM インバータの系統連系円滑化に寄与できる

ものと考えております。 
仕様案を事業原簿や成果報告書等として公開することなどを通

じ、関与していないメーカーでもGFMを適切かつ迅速に設計・

開発できる環境を構築しつつ、御相談があれば情報を共有して

迅速に成果の普及を図っていきたいと考えております。 
 

資料 5  
P18 

前身事業で示された課題に対して、中

間評価段階で解決策が得られている

か。この段階で進捗を示した方がよい

のではないか。 

伊佐治 
委員 

一部、中間評価段階で解決策が得られているものもあります

が、引き続き、要件整理やラボ試験等の検証が必要です。 
具体的には、非公開セッションにおいて御説明予定としており

ますが、事業原簿P4-22～P4-26に記載のとおり、課題解決に向

けた検討を進めております。また、今年度中に 3 社のプロトタ

イプによるラボ試験により解決策の評価を行う予定です。1社目

の速報値による暫定結果では、概ね期待どおりの結果を確認し

ているところです。今年度、課題が確認された場合について

も、来年度を目処に改良を行い、来年度後半から予定している2
回目の試験で解決を図っていく予定です。 
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資料番号・ 

ご質問箇所 
ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

資料 5  
P19 

NEDO の検討の中では WG1 の対象系

統が配電系統のみとなっているが、評

価を進めていく上では、基幹系統へ

GFM を導入した際の評価も重要な観

点であることから、WG1 と WG3 を連

携して評価を進めていってはどうか。 

伊佐治 
委員 

御指摘のとおり、基幹系統へGFMを導入した際の評価も重要で

あり、WG1 と WG3 の連携を検討して参ります。 
基幹系統へ GFM を導入した際の評価については、WG3 にて主

に実施しておりますが、WG1 では GFM の導入による系統安定

性を評価する観点から基幹系統へのGFM導入を含めたシミュレ

ーション解析も進めており、WG1 の全系シミュレーションによ

る周波数変化、WG3 におけるアナログシミュレータでのインバ

ータの挙動などを相互に参照し、評価を補完することによっ

て、より一般性のある知見獲得をしたいと考えております。 
 

資料 5  
P24 

疑似慣性PCSの相互の干渉について、

どの WG でいつの時点で評価を予定し

ているのか。 

伊佐治 
委員 

WG1 では、擬似慣性 PCS の相互干渉について、2025 年度後半

から開始予定の第二回試験において実施を検討しております。

また、③.1 慣性低下対策 PCS のシミュレーション等による系統

影響評価において、理論的なGFMの相互干渉に係る解析を検討

していく予定です。 
資料 5  
P24～26 

研究開発サブテーマの①-(3)の要素が

資料 5 には反映されていないように感

じたが、GFM を要件化するには、ど

のタイミングから必要で、GFM でど

のような仕様を求めるべきかを対外的

に説明することが重要と思われるた

め、目標に入れた方がよいのではない

か。 

伊佐治 
委員 

事業原簿 P.4-27 に記載のとおり、①-3 慣性低下対策 PCS の

標準機器仕様検討については、実施計画どおり、プロトタイプ

の試験結果を踏まえて 2024 年度末から検討を開始する予定で

す。また、メーカの自由度を担保する観点から標準機器仕様で

は最低限の機能について、2026 年度までに整理する予定です。

GFM の要件化及び導入開始時期については、OCCTO 等の公表

資料やヒアリング結果を踏まえ、前倒しシナリオなどを含めて

複数の導入シナリオを③-5 将来の需給シナリオ検討で検討し

ております。また、GFM に期待される要求仕様の対外説明につ

いては、現在、ステークホルダーへの説明およびご意見の集約

を 2024 年度中頃までを目処に進めております。 
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ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

資料 5  
P45 

海外でも開発が進められているが、本

プロジェクトのスケジュールは海外で

の開発と比べて進んでいる状況にある

のか。 

伊佐治 
委員 

＜系統安定化機能付き PCS＞ 
○高圧連系用のGFMインバータの機体開発という観点では、日

本独自の取り組みとして、現行の運用に適用するための力率一

定制御等の実装を検討している点など必ずしも横並びで比較す

ることが困難なところはございますが、メーカー含めたGFMイ

ンバータの基本的な特性を実装するフェーズについては概ね各

国と遜色ない状況と認識しております。 
 ※すでにGFMインバータが実用化・導入されている国・地域

の保護要件は、単独運転検出を要件化していないなど日本とは

異なり、開発状況は一概に比較出来るものでは必ずしもないと

考えておりますが、少なくとも商用電力系統と常時連系する

（地域グリッド用ではない）慣性低下対策機能付きのGFMイン

バータに関する開発フェーズは、各国と足並みが揃っていると

認識しております。 
 
○基幹系統用の GFM インバータや S-GFL インバータについて

は、一部で実系統に導入している海外と比べて開発が進んでい

るとは言えませんが、導入されているものが、どのような系統

安定化効果を発揮するのかは、未知数であり、海外において

も、開発段階と考えています。 
 
○GFM インバータに係るグリッドコードの検討状況は、英国が

先駆けてグリッドコードを改訂し必須ではないもののGFMイン

バータの要件化を行い、当該機能に係る市場調達スキームも整

備されております。また、欧州では 2024 年中に GFM インバー

タの要件化を行う計画が進められております。米国では試験・
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資料番号・ 

ご質問箇所 
ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

連系要件（IEEE1547, IEEE2800 等）に GFM インバータの要

件が反映されておらず、日本と同様、GFM インバータの要求仕

様等を整理している段階です。豪州ではGFMインバータに対し

ても他の発電機と同じ要件適合性評価の項目を求めていく方針

となっています。 
日本においても OCCTO のグリッドコード検討会にて 2030 年代

を目処に検討することとされており、当該検討の関係者のご意

見を踏まえて、要件化が円滑かつ迅速に進められるための参考

となるデータを取りまとめたいと考えております。また、アメ

リカ（特にハワイ州）、オーストラリア、英国等では大規模な実

証および商用運用が進められており、国内では得難い経験・知

見については海外調査等により海外機関とも連携して進めてお

ります。 
＜地域グリッド＞ 
23 年度に米国・豪州にて海外調査を実施しました。米国での地

域グリッド(マイクログリッド)適用の目的は、レジリエンスの向

上で、空港や供給信頼度が著しく低い地域で適用されておりま

す。技術的には保護整定値の自動変更等を行っており、少し進

んでいる印象です。豪州では遠隔地の電力供給が主な目的であ

り、日本における地域グリッド（マイクログリッド）とは目的

が異なります。 
＜M-G セット＞本プロジェクトのメインとなる再エネと蓄電池

を伴う M-G セットについては、海外の大学の研究レベルにおい

て一事例を確認しているものの、系統安定性維持のために導入

したケースはございません。 
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ご質問箇所 
ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

資料 5 
2 ページ目 

アウトカム目標について、2030 年の

再生可能エネルギー発電の導入目標の

達成への貢献としているが、足下でそ

の先の議論が動いている。残りの実施

期間の中で、更なる再エネの導入を想

定した複数シナリオによる検討や課題

抽出、開発技術の有効性評価を実施す

る予定があるか。 

植田委員 本事業では、再エネの主力電源化に伴う系統慣性の低下や短絡

容量不足などの新たな課題に対して対応しています。第 73 回 

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022 年 5 月 25
日、電力広域的運営推進機関）での検討結果として、系統慣性

は 2030 年までは不足しない見通しであり、本事業の WG1 及び

3 の検討成果を基に 2030 年までに対策機器の製作等が進めら

れ、慣性が不足すると試算された 2050 年に向けて主に貢献をし

ていく認識です。 
他方、地域グリッドに関しては、国内でも既に数カ所の導入事

例があり、今後の導入計画も数件存在するため、今回の研究開

発成果を活かすことで、地域グリッド内における再エネの更な

る導入に貢献すると考えております。 
なお、2024 年度内を目途に改定されるエネルギー基本計画の再

エネ導入目標が更に加速される場合は、必要に応じて研究目標

や研究内容の見直しの検討を行って参ります。 
 

資料 5 
20、21、 
23 ページ目 

いずれの開発技術も蓄電池の一定量の

導入が想定されているが、蓄電技術の

選択に関する検討、コスト面で想定す

る条件の見直し、開発技術の導入コス

ト評価における昨今の蓄電技術の普及

拡大による低コスト化の影響等は、ど

のように考慮しているか。 

植田委員 蓄電技術に関しては、その制御性の高さや、系統増強に比べた

建設期間の短さの観点から、全電圧階級にて今後も導入が拡大

していく見通しです。第 51 回系統ワーキンググループ（2024
年 5 月 24 日）では、系統用蓄電池の接続検討・接続契約の件数

は、直近 1 年間で約 3 倍に急増し、足下（2023 年）の実績を参

考にした国内における 2030 年の系統用蓄電池の導入見通しは、

約 14.1～23.8GWh になると予想されています。また、一般に

は、量産効果により蓄電技術そのもののコストも低減していく

可能性が示唆されています。 
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ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

本事業において蓄電技術そのものは開発対象としておりません

が、蓄電技術に関連する部分での設備コストに関しては、以下

のように考えております。 
○蓄電池用 PCS については、慣性低下対策 PCS とする上で

PCS のプログラムの書き換えのみで対応可能と、前回の NEDO
事業におけるコスト試算にて整理しており、予め慣性低下対策

機能が PCS に具備された場合は追加費用は無く、基本的にはハ

ードウェアを変更する必要は無いため追加で必要となる機器も

無いものと考えております。 
○WG2 で想定している蓄電池に関しては、海外調査においても

比率が高いマイクログリッドにおける保護設計の難しさは依然

として課題であり、特にブラックスタート時のインラッシュ対

策として、インバータの容量を最大負荷よりも大きく設計する

ことで設備保護を実施していることが明らかとなっています。

一方で、運開中の国内マイクログリッドでは、0V から数秒程度

の時間をかけて 6kV に昇圧するソフトスタートが採用されてお

り、上述インバータ容量を過大にするより、コスト的な影響は

小さいものと思われます。これら複数の手法について、コスト

比較も行いつつ、検討を進めていきます。 
 

資料 7  
P.4-57 

前回の事業で慣性中心という概念が紹

介され、③4.2 でも下位系統で接続す

るPCSから提供される疑似慣性の実効

的な慣性力の試算が行われている。海

外で慣性中心に相当する概念は存在す

るか。 

小笠原 
委員 

海外においても、慣性中心を意味する用語として"Center of 
inertia"が一般的に用いられています。 
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ご質問の内容 委員名 

回答 
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資料 7  
P.4-60 

図 54 の系統周波数の図で、FW-GFL
の 応 答 が 振 動 し て い ま す が 、

2024/3/22 グリッドコード検討会で示

された周波数振動の原因とされている

インバータの周波数応答特性と FW-
GFL の応答特性は同一という理解で良

いか。GFM を採用すると周波数振動

は生じないという理解で良いか。 

小笠原 
委員 

ご指摘いただいたグリッドコード（GC）検討会の事例とは異な

ると考えております。まず、GC検討会では、制御の遅れ（主に

むだ時間）が長い条件において振動が発生することを確認した

ものであると承知しております。この条件は、PV 向け PCS を

想定したものであり、蓄電池では発生しないことをヒアリング

等で確認しております。一方で、本検討では蓄電池を想定し、

高速な制御・応答を可能とするモデルで検討しており、振動に

おける制御の遅れの影響は限定的であると考えております。図

54のFW-GFLの応答が振動している要因は、電圧変化による負

荷需要の変化（負荷の電圧特性）に主として起因すると考えて

おります。周波数は管理目標の範囲内(±0.2Hz)での振動であ

り、かつ収束していることから問題のない範囲と考えておりま

すが、より詳細な検討も進める予定です。なお、GFM は電圧変

化による負荷変化を抑制し，周波数振動を低減できるため、ご

指摘のとおり、GFL よりも周波数振動が改善されると想定され

ます。 
 

資料 7  
P.4-74･75、
81 

P.4-74 及び 75 では欧州と豪州では

GFM の適用は蓄電池であり、PV への

適用は考えていないという回答であっ

た。一方で P.4-84 のまとめでは GFM
の適用が一般的に進められる見込みと

読めるが、整合的か。 
 

小笠原 
委員 

まとめの記載は「現在は蓄電池を主で適用しているが、選択さ

れない電源を適用リソースの対象外とはしていない」という趣

旨であり，整合は取れているものと認識してございます。 
なお、本プロジェクトにおいてもPVを適用リソースの対象外と

はせず、太陽光発電向け慣性低下対策 PCS の研究開発を進めて

おります。 
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ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

資料 7  
P.4-188 

表 75 で太字が前 NEDO の系統慣性等

の常時監視や電力会社間でのデータ比

較・検討に必要な PMU 要件と記載が

あるが、PMU の装備が必要と理解す

れば良いか。 

小笠原 
委員 

表 75 の対応製品の列が①となっているものは、海外製の IEC 
61850 に対応した既存製品を計測制御インタフェース（IF)とし

て選定することで、予め対応可能な仕様となります。そのた

め、前 NEDOの PMU要件含む① の仕様を満たすためだけに、

本事業で新規開発を行うことや計測制御 IF とは別の PMU を設

置することは不要であると考えています。 
 
PMU の必要性は系統運用を行う一般送配電事業者で整理される

ものと考えていますが、前事業での系統慣性の観測には有益で

あると考えています。また、再エネ導入が進展する海外で発生

している SSO などの観測のためには、前 NEDO で検討した

PMU のサンプリングレート（1 サイクル毎）では検出が困難と

なる場合もあるため、表 75 の「オシロ機能」による 8〜64 サン

プル/サイクルの瞬時値計測による対応が必要になるものと想定

しています。 
 

資料 7  
P.4-228-241 

④M-G セットをはじめとする各種系

統安定化対策に関する調査では、海外

では GFM インバータへの取組みが一

般的であるように読める。一方で P.4-
74・81 では蓄電池への GFM 適用が検

討されており、PV への適用は考えて

いないという回答であったが、整合的

か。 

小笠原 
委員 

再エネの主力電源化に向けて、現状の基幹系の大容量同期発電

機（系統の安定性維持のための能力をフルに提供）に代わるも

のとして、大容量風力等の電源（M-Gセット，GFMインバータ

で連系）が相当すると考えています。蓄電池があると系統の安

定性維持のための能力の多くを提供できると考えられ、海外で

の開発も蓄電池との組合せを中心に進められています。このた

め、まず、蓄電池への適用の実用化に向けて取り組むべきもの

と考えています。 
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ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

一方で、全ての再エネを対象に蓄電池を要求することは、コス

トの上昇を招くことから、蓄電池が無くても系統の安定性維持

に寄与できる方策についても、技術検討すべきであると考えて

います。 
そのうえで、蓄電池の有無の選択については、再エネ用GFMで

実現する系統安定化の効果が明確になったのちに、設備容量や

接続する場所の系統条件等により、決められていくものと考え

ています。 
なお、WG3 では、GFM 型の風力発電システムの制御手法につ

いて検討を通して、風車の回転体がもつエネルギーの利用によ

る慣性応答および高速周波数応答の実現可能性について明らか

にしたいと考えております。 
資料 7 2-2、 
P.4-229 

P.4-229 の表 85 の英国の計測・制御イ

ンターフェイスの欄で、「モニタリン

グ事項として実質的に PMU の具備が

必要」と記載がある。日本も同様と理

解すれば良いか。そうすると 2-2 で示

された運用費削減効果の試算に PMU
の配備費用は含まれているか。 

小笠原 
委員 

今回の海外調査における計測制御インタフェース（IF)の調査目

的は、国際標準の実システムへの適用検討が先行する海外で、

国際標準を適用した計測制御 IF がどのように用いられている

か、その要求仕様はどういったものか、開発の参考や気づきと

するために調査しているものです。並行して基本となる要求仕

様を作成し、現在、サイバーセキュリティ等も考慮した計測制

御 IF の製作も進めています。今後、機能を評価して実用化の可

否を明らかにする予定です。このため、現時点では費用等の算

出はできていない状態です。なお、運用費削減効果には、PMU
の配備費用は含まれていません。本事業では、海外製品 IEC 
61850 対応の製品の大半が PMU 機能を搭載していることを鑑

み、IEC 61850 に対応した計測制御 IF を用いることで、M-
G/GFM/S-GFL 側における PMU 配備費用は不要と考えていま

す。 
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ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

資料 7  
1-1 ページ 
資料 5  
9 ページ目 

本事業が日本の電力系統の今後におい

て重要となる点は理解できる。一方，

1.1 節全般における，本事業の意義と

いう視点での説明が若干弱い印象を受

ける。例えば，資料 7・1.1で示されて

いるように，同様のモチベーションの

下で推進されているプロジェクトは存

在する。また，国内においても，同様

の課題意識の下で大小様々な研究開発

が進められている。それらに対して本

事業がどのような優位性・独自性を持

つのか，あるいは海外のプロジェクト

とは別にわが国独自で推進すべき理由

があるのか，といった点を明確にし，

本事業の意義を強調してほしい。 

高野委員 本事業は、電力の安定供給と国の再エネ導入目標 36～38%を実

現するために実施するものであり、産学官連携体制で将来を見

据え、評価・検証の結果と日本のグリッドコード等とを整合さ

せる必要のある事業となっています。国内のステークホルダを

実施者や検討委員会に据え、ラボ試験系と模擬系統試験系の両

立で評価・検討する体制は唯一無二であり、日本の制度に整合

する形で検討を行うためにはこの体制でなければならず、ま

た、日本独自で推進する以外に手法はありません。 
WG1 において、IEEE bus9 system モデルを用いた検討も一部

行っておりますが、検討対象としているインバータの制御ロジ

ックに優位性・独自性があるものであり、世界標準モデルで評

価を行い成果を発信することで、当該優位性・独自性を強調し

たいと考えております。 
なお、NEDO で参画している IEA PVPS の活動や NEDO が独

自に行ったヒアリングの中では、市場に出回っているPV用のイ

ンバータをGFM化している例は無く、他国へ技術流出すること

なく、本事業を通じて PV 用 GFM インバータが実用化出来れ

ば、市場における優位性が確保できる可能性があると考えてお

ります。 
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回答 

説明 

資料 7  
1-3 ページ 
資料 5  
11 ページ目 

資料 7・1.3にて本事業の成果の公開に

ついて示しているが，国内と国外とで

分けて説明することはできないか。国

内と国外とでは背景，ニーズなど，前

提条件が異なることも多く，同じ内容

を同じように発信すればよいとは限ら

ない。また，本事業は個人の取り組み

ではないので，単に成果を発表すると

するのみでなく，成果の発表を通して

どのような社会的効果を期待するの

か，といった戦略的な視点にも触れて

ほしい。 

高野委員 成果の公開については、御指摘のとおり国内と海外とで分けて

考えております。 
国内に対しては、成果の普及を促すため、慣性機能等の主たる

部分に関する権利化はしない前提とし、権利化する場合は無償

公開等を前提としたいと考えております。海外に対しては、日

本の安全保障輸出管理制度に基づいた対応を行って参ります。 
メーカコア技術や取引に係る競争領域の知見については、国内

外問わず、内部で蓄積し、国内外の市場獲得時に優位性を発揮

するためのノウハウとして活用することを前提としたいと考え

ております。 
本事業の目的は、国内のエネルギー政策に資することでありま

すが、NEDO としては、産業競争力強化にも貢献できるよう対

応して参る所存です。具体的には、近い将来、本事業で設計し

た疑似慣性 PCS（GFM）について、海外での試験を通じ、海外

で策定される要求仕様に対する整合を図りながら、国内メーカ

の優位性が発揮できる環境を NEDO としても出来る範囲で構築

して参りたいと考えております。 
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回答 

説明 

資料 7  
2-2 ページ 
資料 5  
17 ページ目 

資料 7・2.2にてアウトカム目標と本事

業で実施する項目との関係を示してい

るが，その内容が若干曖昧になってい

る印象を受ける。グリッドコードの整

備，広域停電の回避，電力品質の維持

は，再エネを受け入れるためのより良

い環境を提供するものであることは理

解できる。一方，その環境を実現する

ことで，再エネ導入目標（36～38%）

の達成にどれだけ貢献すると見込んで

いるのかは明示されていない。関係す

る図として図 5，図 6 が示されている

ものの，これらの図では本事業の費用

対効果に置き換わってしまっている。

本事業のアウトカム目標を議論する上

で重要な情報だと思われるため，提示

された費用対効果が再エネ導入目標の

達成全体に占める割合などを示してほ

しい（※）。 
※図 5，図 6 の元となる事業原簿にて

述べているかもしれないが，本事業に

おいても重要な情報となるため，改め

てその内容を示してほしい（詳細であ

る必要は無い）。 
 

高野委員 前事業では、電源構成に占める再エネ割合が 36～38%の際に、

慣性低下対策装置を導入した場合の効果を計算しており、試算

結果を資料 7 2-2 ページ及び資料 5 17 ページ目に記載してお

りました。 
再エネ導入目標の達成にどれだけ貢献するかという点について

は、本検討の成果として、慣性低下対策 PCS の安定性向上効果

を定量評価することで明らかにできると考えております。 
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資料番号・ 

ご質問箇所 
ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

資料 7  
2-7 ページ 
資料 5  
27 ページ目 
資料 5  
29 ページ目 

WG2，WG3 の中間目標に対する成果

（実績）の現状がわかりにくい印象を

受ける（そのまま読むと，全て完了し

ているようにも見えてしまう）。両

WG が成果（実績）としている内容の

他にどのような課題があり，全体とし

てどの程度の進捗状況であるのかを明

らかにしてほしい。この情報は，達成

の根拠／解決方針の妥当性を評価する

上で重要な内容だと考えている。 
以降のページも確認したが，2025 年 3
月までに実現したい・すべき項目とし

て何があり，その内の何を終えて何が

課題として残っているのか，がやはり

わかりづらいと感じた。 

高野委員 WG2 については、「資料 5：27 ページ」を詳細に記載したもの

を【別紙 2】として添付いたしましたので御確認ください。 
 
WG3 の残された課題と進捗については、以下のとおりです。 
・サブテーマ①「M-G セットをはじめとする各種系統安定化対

策の実験環境構築」では、供試機として導入するGFMインバー

タについて、一般的に普及しているものではないため、工場に

おいてミニモデルを用いた試験で各機能を確認し、電力系統シ

ミュレータに導入した状態でシステムとして要求仕様を確認す

ること。また、計測制御インタフェースではサイバーセキュリ

ティを含む信頼性確保の仕組みを具備した装置を製作し、試験

環境を構築すること（8 割程度終了）。 
・サブテーマ②「各種系統安定化対策の実験的検証」では、報

告を残すものの残された課題は現時点では特になし（9割程度終

了）。 
・サブテーマ③「各種系統安定化対策の電力系統への導入に関

わる解析的検討」では、電力系統における事故時の周波数安定

化を目的として、GFM 型の風力発電システムの制御法の開発が

目標。これまでの成果は、GFL インバータと風車の回転数制御

の協調方法を構築したこと。残された課題は、GFL インバータ

を再エネ用 GFM インバータに置き換え、再エネ用 GFM インバ

ータと風車の回転数制御の協調方法を構築し、電源脱落シミュ

レーションにて動作確認すること（7 割程度終了）。 
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資料番号・ 

ご質問箇所 
ご質問の内容 委員名 

回答 

説明 

・サブテーマ④「M-G セットをはじめとする各種検討安定化対

策に関する海外調査」では、系統安定性の課題が顕在化し、

GFM インバータの実系統への導入が進んでいる豪州を調査およ

び過年度に実施した欧州、米国の状況をフォローアップするこ

と（7 割程度終了）。 
 

資料 7  
3-1 ページ 
資料 5  
35 ページ目 

WG2 の取り組みにおいて，地域グリ

ッドの先導エリアの一つを重視するこ

とは理解できる。一方で，WG2 の取

り組みを，そのエリアに特化した内容

としないためにどのような工夫をして

いるのかがわかりづらい。例えば，前

述の資料7・2-7を見る限りでは，今回

の成果（実績）が対象エリア固有の課

題ではなく，他のエリアに応用展開す

る際にも課題となるのか否か，解決手

段も共通と考えてよいのか，といった

情報も併せて示してほしい。 

高野委員 〇「資料 7：事業原簿：4-95～96 ページ」に「国内運開中の地

域 MG 調査（来間島、阿寒、松前、いすみ、小田原）」について

記載しております。各地域グリッドで様々な形態や対策方式を

採用しておりますが、これらについて、今後運開される地域グ

リッドへ、反映することが望ましいか、望ましくないか等を考

慮し、検討を進めております。 
〇本事業実施者間では当初より、「資料 7：事業原簿：4-98～
119 ページ」に記載した内容が、一般的な地域グリッドの課題

と考えています。この妥当性を確認するため、「資料 7：事業原

簿：4-97」に、「送配電網協議会での MG 課題認識との比較」を

記載しておりますが、送配電網協議会様におかれましては、地

域グリッドの課題について検討された経緯があり、「資料 7：事

業原簿：4-98～119 ページ」に記載した課題と比較したとこ

ろ、おおかた整合していることが確認できました。これより、

「資料 7：事業原簿：4-98～119 ページ」の課題の解決手段を検

討すれば、今後運開される地域グリッドに、広く適用できるも

のとなります。解決手段については、電中研赤城試験場で様々

なパターンの検証試験を行うことで、対策の汎用性を検証する

予定です。 
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参考資料２ 評価の実施方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

NEDO における技術評価について 
 
1．NEDO における技術評価の位置付けについて 

NEDO の研究開発の評価は、プロジェクト/制度の実施時期毎に事前評価、中間評価、終了

時評価及び追跡評価が行われ、研究開発のマネジメントにおける PDCA サイクル（図 1）の一

角と位置づけられています。さらに情勢変化の激しい今日においては、OODA ループを構築し、

評価結果を計画や資源配分へ適時反映させることが必要です。 
評価結果は、被評価プロジェクト/制度等の資源配分、事業計画等に適切に反映させることに

より、事業の加速化、縮小、中止、見直し等を的確に実施し、技術開発内容やマネジメント等

の改善、見直しを的確に行っていきます。 

  
図 1 研究開発マネジメントPDCA サイクルと OODA ループ組み合わせ例 

 
2．技術評価の目的 

NEDO では、次の 3 つの目的のために技術評価を実施しています。 
(1) 業務の高度化等の自己改革を促進する。 
(2) 社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む。 
(3) 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する。 

 
3．技術評価の共通原則 
技術評価の実施に当たっては、次の 5 つの共通原則に従って行います。 

(1) 評価の透明性を確保するため、評価結果のみならず評価方法及び評価結果の反映状況

を可能な限り被評価者及び社会に公表する。なお、評価結果については可能な限り計

量的な指標で示すものとする。 

Plan
企画

Do
実施

Check
評価

Act
反映・実行

Observe
観察

Orient
判断

Decide
決断

Act
実行

計画作成のため
に対象を観察する

計画の方向性を
判断する

計画の方向性を
決める

計画を実行する

実行のプロセスと
結果を観察する

計画に何を反映
するかを判断する

計画への反映
内容を決める

アップデートした
計画を実行する

PDCA
サイクル

OODAループ
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(2) 評価の明示性を確保するため、可能な限り被評価者と評価者の討議を奨励する。 
(3) 評価の実効性を確保するため、資源配分及び自己改革に反映しやすい評価方法を採用

する。 
(4) 評価の中立性を確保するため、可能な限り外部評価又は第三者評価のいずれかによっ

て行う。 
(5) 評価の効率性を確保するため、研究開発等の必要な書類の整備及び不必要な評価作業

の重複の排除等に務める。 
 

4．プロジェクト評価/制度評価の実施体制 
プロジェクト評価/制度評価については、図 2 に示す実施体制で評価を実施しています。 

(1) 研究開発プロジェクト/制度の技術評価を統括する研究評価委員会をNEDO内に設

置。 
(2) 評価対象プロジェクト/制度毎に当該技術の外部の専門家、有識者等からなる分科会を

研究評価委員会の下に設置。 
(3) 同分科会にて評価対象プロジェクト/制度の技術評価を行い、評価（案）を取りまとめ

る。 
(4) 研究評価委員会の了承を得て評価が確定され、理事長に報告。 

 

 
図 2 評価の実施体制 

国 民

NEDO
評価報告書の公開

評価結果のプロジェクト/制度等への反映理事長

推進部署

実施者プロジェクトのみ
実施者も評価対象

報告・了承

研究評価委員会

分科会A

分科会D

分科会C

分科会B

報告

評価事務局

分科会毎に評価を実施
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5．評価手順 
 
 

 
図 3 評価作業フロー 

 

評価（案）に対する意見書作成 

現地調査会の開催 
【必要に応じて】 

分科会の開催 

評価（案）の作成 

評価（案）の確定 

研究評価委員会で 
評価（案）の了承 

評価報告書の公開 

分科会委員との調整 

現地調査会の準備 
現地調査会での説明・応答 

分科会資料の作成 
分科会での説明・応答 

事業統括部 研究評価課 推進部署 実施者 
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「再生可能エネルギーの主力電源化に向けた次々世代電力ネットワーク安定化技術開発」 
（中間評価）分科会に係る 

評価項目・評価基準 
 
１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋  

(1) 本事業の位置づけ・意義 
 本事業が目指す将来像（ビジョン・目標）や上位のプログラム及び関連する政策・施
策における位置づけが明確に示された上で、それらの目的達成にどのように寄与する

かが明確に示されているか。 
 外部環境（内外の技術・市場動向、制度環境、政策動向等）の変化を踏まえてもなお、
本事業は真に社会課題の解決に貢献し、経済的価値が高いものであり、国において実

施する意義があるか。 
 

(2) アウトカム達成までの道筋 
 「アウトカム達成までの道筋」※の見直しの工程において、外部環境の変化及び当該

研究開発により見込まれる社会的影響等を考慮しているか。 
 

※ 「アウトカム達成までの道筋」を示す上で考慮すべき事項 
 将来像（ビジョン・目標）の実現に向けて、安全性基準の作成、規制緩和、実証、
標準化、規制の認証・承認、国際連携、広報など、必要な取組が網羅されているこ

と。 
 官民の役割分担を含め、誰が何をどのように実施するのか、時間軸も含めて明確で
あること。 
 本事業終了後の自立化を見据えていること。 
 幅広いステークホルダーに情報発信するための具体的な取組が行われているこ
と。 

 
(3) 知的財産・標準化戦略 

 オープン・クローズ戦略は、実用化・事業化を見据えた上で、研究データを含め、ク
ローズ領域とオープン領域が適切に設定されており、外部環境の変化等を踏まえても

なお、妥当か。 
 本事業の参加者間での知的財産の取扱い（知的財産の帰属及び実施許諾、体制変更へ
の対応、事業終了後の権利・義務等）や市場展開が見込まれる国での権利化の考え方

は、オープン・クローズ戦略及び標準化戦略に整合し、研究開発成果の事業化に資す

る適切なものであるか。 
 標準化戦略は、事業化段階や外部環境の変化に応じて、最適な手法・視点（デジュー
ル、フォーラム、デファクト）で取り組んでいるか。   
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２．目標及び達成状況  
(1) アウトカム目標及び達成見込み 

 外部環境の変化及び当該研究開発により見込まれる社会的影響等を踏まえてアウト
カム指標・目標値を適切に※見直しているか。 

 アウトカム目標の達成の見込みはあるか（見込めない場合は原因と今後の見通しは妥
当か）。 

 費用対効果の試算（国費投入総額に対するアウトカム）は妥当か。 
 
※ アウトカム目標を設定する上で考慮すべき事項 
 本事業が目指す将来像（ビジョン・目標）と関係のあるアウトカム指標・目標値（市
場規模・シェア、エネルギー・CO2 削減量など）及びその達成時期が適切に設定
されていること。 

 アウトカムが実現した場合の日本経済や国際競争力、問題解決に与える効果が優
れていること。 

 アウトカム目標の設定根拠は明確かつ妥当であること。 
 達成状況の計測が可能な指標が設定されていること。 

 
(2) アウトプット目標及び達成状況 

 外部環境の変化及び当該研究開発により見込まれる社会的影響等を踏まえてアウト
プット指標・目標値を適切に※見直しているか。 

 中間目標は達成しているか。未達成の場合の根本原因分析や今後の見通しの説明は適
切か。 

 副次的成果や波及効果等の成果で評価できるものがあるか。 
 オープン・クローズ戦略や実用化・事業化の計画を踏まえて、必要な論文発表、特許
出願等が行われているか。 

 
※ アウトプット目標を設定する上で考慮すべき事項 
 アウトカム達成のために必要なアウトプット指標・目標値及びその達成時期が設
定されていること。 

 技術的優位性、経済的優位性を確保できるアウトプット指標・目標値が設定されて
いること。 

 アウトプット指標・目標値の設定根拠が明確かつ妥当であること。 
 達成状況の計測が可能な指標（技術スペックと TRL※の併用）により設定されてい
ること。 

※TRL：技術成熟度レベル（Technology Readiness Levels）の略。   
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３．マネジメント  
(1) 実施体制 

 執行機関（METI/NEDO/AMED 等）は適切か。効果的・効率的な事業執行の観点か
ら、他に適切な機関は存在しないか 

 実施者は技術力及び実用化・事業化能力を発揮しているか。 
 指揮命令系統及び責任体制は有効に機能しているか。 
 実施者間での連携、成果のユーザーによる関与など、実用化・事業化を目指した体制
となっているか。 

 個別事業の採択プロセス（公募の周知方法、交付条件・対象者、採択審査の体制等）
は適切か。 

 本事業として、研究データの利活用・提供方針等は、オープン・クローズ戦略等に沿
った適切なものか。また、研究者による適切な情報開示やその所属機関における管理

体制整備といった研究の健全性・公平性（研究インテグリティ）の確保に係る取組を

しているか。 
 
(2) 受益者負担の考え方 

 委託事業の場合、委託事業として継続することが適切※か。補助事業の場合、現状の

補助率の設定を続けていくことが適切※か。 
 

※ 適切な受益者負担の考え方 
 委託事業は、「事業化のために長期間の研究開発が必要かつ事業性が予測できない
※、又は、海外の政策動向の影響を大きく受けるために民間企業では事業化の成否

の判断が困難な場合において、民間企業が自主的に実施しない研究開発・実証研

究」、「法令の執行又は国の政策の実施のために必要なデータ等を取得、分析及び提

供することを目的とした研究開発・実証研究」に限られていること。 
※「長期間」とは、技術特性等によって異なるものの「研究開発事業の開始から事

業化まで 10 年以上かかるもの」を目安とする。「事業性が予測できない」とは、
開発成果の収益性が予測不可能であり、民間企業の経営戦略に明確に記載されて

いないものとする。 
 補助事業は、事業化リスク（事業化までの期間等）に応じて、段階的に補助率を低
減させていくなど、補助率が適切に設計されているものであること。 

 
(3) 研究開発計画 

 外部環境の変化及び当該研究開発により見込まれる社会的影響等を踏まえ、アウトプ
ット目標達成に必要な要素技術、要素技術間での連携、スケジュールを適切に見直し

ているか。 
 研究開発の進捗を管理する手法は適切か（WBS※等）。進捗状況を常に関係者が把握
しており、遅れが生じた場合、適切に対応しているか。 
※WBS：作業分解構造(Work Breakdown Structure)の略。 
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参考資料３ 評価結果の反映について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

「再生可能エネルギーの主力電源化に向けた次々世代電力ネットワーク安定化技術開発」（中間評価）の 
評価結果の反映について 

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

【1】事業終了後の実用化に向けては、開発技術の実装による
効果等を様々なステークホルダーに向けて早期に発信するこ

とが望ましく、実施者以外の事業者との緊密なコミュニケーシ

ョン、働きかけについて、一層の積極的な取り組みを期待した

い。特に事業終了後に実系統での実証機による検証を想定して

いる M-G セットについては、検証の準備も進めていただきた
い。 
 
【2】実用化機器のコスト低減に係る取組みについても今後工
夫することが重要である。 
 
 
【3】知財戦略においては、今後のビジネス展開を成功させる
ためにも、本事業の実施者以外の事業者においても、出来るだ

け支障なく本事業の成果を活用できるように、関係者間での議

論を進めてより競争領域を明確化していくと共に、特許出願に

ついても積極的な取り組みを期待したい。 
 
 
 

【1】事業終了後の計画の有効性を見極めるため、広域機関や一
般送配電事業者、メーカ等との委員会以外の場での意見交換な

どの機会を増やすことや、系統連系規程等の改定提案等を積極

的に行うことを通じて、事業終了後の実用化と一層の成果普及

に向けた取り組みを行う。 
 
 
 
【2】慣性機能の追加や励磁突入電流対策等に必要とされる設
備容量を低減するなど、実用化機器のコストを最低限にするこ

とを事業者とともに留意しながら開発を進める。 
 
【3】事業へ直接的に関与していない他メーカがスムーズに開
発できるよう、慣性低下対策 PCS の標準機器仕様案をステー
クホルダと作成していく。その際、他メーカの参入を阻害しな

いよう、NEDO事業で標準仕様として盛り込む箇所は特許化せ
ず、またメーカの制御構造・ベース制御部・擬似慣性制御部に

依存しない仕様とし、それ以外の箇所を競争域として共通仕様

とせず、特許出願を含め企業間での健全な競争が図られるよう

留意してゆく。 
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評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

【4】足下で第 7 次エネルギー基本計画の議論も進む中、世界
的に再エネ導入量の拡大はさらに進むことが想定されるとと

もに、蓄電池の普及拡大など、電力設備の構成にも変化が生じ

る可能性があるため、標準化や系統連系規程の整備の加速を意

識する必要がある。また、地域グリッドの実現のためには規程

等の整備が必要となるため、より早急な対応を期待する。 
 
【5】個々の開発技術の社会実装においては、他の対策手段と
も比較し、経済性の観点を持って、導入が望ましい適用対象（適

用系統や対象電源等）を分かりやすく示していただくことが望

ましい。 
 
【6】研究発表等による成果の発信元が特定の実施者にやや偏
っているように見えるので、事業期間の後半においては、予算

規模に応じた件数となるよう、積極的な取り組みを期待した

い。 
 
 
 
 
【7】再生可能エネルギー発電の導入圧力が高まっているアジ
アの国々に向けた情報発信を強化すべきではないかと考える。 
 

【4】広域機関や一般送配電事業者、メーカ等との委員会以外の
場での意見交換などの機会を増やしつつ、早期の社会実装、グ

リッドコード化を見据えて、要求仕様案・標準試験法案を作成

する。また、系統連系規程等の改定提案等を積極的に行うこと

とし、地域グリッドの実現を考慮し、2024年度中にも系統連系
規程の改定提案を行う。 
 
【5】将来シナリオに基づいた系統・需給計算により、慣性低下
対策 PCS 導入効果を定量的に評価していくとともに、各種条
件下での分析に基づき、各対策機器の機能評価（得失比較）の

取りまとめを分かりやすくおこなう。 
 
【6】成果の発信元が特定の実施者に偏ることのないよう留意
しながら、NEDOとして実施者全体に成果発表を促してゆく。
また、事業期間の後半においては、予算規模や成果内容を考慮

しつつ、成果の系統連系規程等への反映を見据え、発電事業者、

広域機関や一般送配電事業者、メーカ等への理解醸成のために

効果的な成果発表を行う。また、NEDOとしても成果報告会等
を開催することを通じて、積極的な成果発信を実施してゆく。 
 
【7】IEAの枠組みなども活用しながら、アジアの国々に向けた
情報発信を強化してゆく。 
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評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

【8】研究データの利活用に関しては、研究成果の社会への還
元・帰属という観点から、また多くの専門家の議論を呼び起こ

すという点においても、各種データ・モデル等に関する情報公

開が必要であり、実施者以外の専門家とのデータ共有を行う

等、国費の有効利用や我が国の研究力強化に努めていくことが

期待される。 
 
【9】アウトカム目標の達成に向け実施者間での連携や要素技
術間での意見交換等を進めていただきたい。 
 

【8】本事業で扱う各種データ・モデル等に関して、学会発表等
を通じて積極的に公開するとともに、NEDO特別講座などの枠
組みを活用しながら、実施者以外の専門家にも活用・発展して

いただける仕組み作りを引き続き検討してゆく。 
 
 
 
【9】引き続き、ワーキング間での連携や、広域機関や一般送配
電事業者、メーカ等といったステークホルダとの委員会以外の

場での意見交換などの機会を増やしアウトカム目標の達成に向

けて対応していく。 
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＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載しています。 

（https://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 
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